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はじめに 

 

 

本報告書は、平成２５年度に実施した、独立行政法人産業技術総合研究所（産総研）の研究ユ

ニットの活動の評価結果及び評価委員と研究ユニットとの意見交換についてとりまとめたもの

である。 

 

産総研における研究ユニットの活動の評価は、平成１７年度に始まる第２期中期目標期間以降は、

従前のアウトプットに力点をおいた評価から、産業・社会上の意義を指標とするアウトカム創出

の視点からの評価へと移行した。 

 

平成２２年度からの第３期中期目標期間において、産総研では「２１世紀型課題の解決」と「オー

プンイノベーションハブ機能の強化」をミッションの柱と位置付けている。このため、上記のア

ウトカムの視点からの評価を継続するとともに、主としてアカデミアによる技術・学術的視点に

対して企業経験者等による産業化に関する経営的視点の重みを増すことを目的として、外部評価

委員の構成を変更した。同時に、外部連携等のイノベーション推進への取り組みの評価の比重を

大きくした。 

 

今年度は１１の研究センターについて評価委員会を実施した。評価委員会は各研究ユニットに

おいて隔年度に実施している。前年度の平成２４年度と同様に、新たな知識の発見・解明に加えて、

技術体系の構築等、既存の知識の融合・適用に重点を置いた研究を同様に評価することを明確に

して、産総研のミッションにより一層対応する評価としている。これは、産総研が取り組む研究

フェーズが多様化し、オープンイノベーションハブ機能の強化が進む中で、幅広い取り組みが行

われていることに対応したものである。また、評価委員会においては、評価委員の理解を深める

工夫として、各評価項目の説明に対する評価委員からの質疑応答の時間及び総合討論や委員討議

の時間を従来よりも長く確保した。 
 
今年度評価委員会を開催しない研究ユニットについては、今年度４月発足の２つの研究セン

ターについて開始時意見交換会を、２１研究部門と６研究センターについて評価委員と研究ユニッ

トとの意見交換を行った。これらにより、評価委員の評価対象となる研究ユニットについての理

解を深め、評価の質的向上を図るとともに、研究ユニットが評価委員からの助言を得る機会の充

実を図った。 

 

本報告書は、上記内容をとりまとめたものであり、産総研の今後の研究活動や運営に活かされ、

最終的には研究成果が産業や社会のイノベーションへとつながることを期待する。 

 

平成２６年４月 

独立行政法人 産業技術総合研究所 評価部 
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第１章 平成２５年度研究ユニット評価報告書の概要 

 
 

 本報告書では、平成２５年度に実施した研究ユニットの活動の評価について報告する。 
研究ユニット評価委員会は各研究ユニットにおいて隔年度で開催しており、今年度は１１の研

究センターを対象に実施した。そのほかの研究ユニットについては、今年度４月に発足の２つの

研究センターについて開始時意見交換会を、２１研究部門、６研究センターで多様な形式による評

価委員との意見交換を行った。 
 

 本報告書では、評価等の実施方法、評価結果とその概評についてまとめるとともに、評価コメ

ントや評点の分析結果等を示す。また、評価委員の名簿等の資料を別紙に示す。 
各章の概要は以下のとおりである。 

 
 第２章では、研究ユニットの評価について、その趣旨とともに、第３期における評価の主な改

善事項と平成２５年度における評価委員の構成、評価項目、評価の方法等の概要を示す。 
 評価委員の構成は、第３期の平成２２年度から研究ユニット毎に外部評価委員が４～７名程度で

あり、産総研の職員の内部評価委員は２名で首席評価役が担当している。また、外部評価委員は、

主に産業化のための経営的視点及び社会的視点の評価委員の割合を６割程度にして、技術・学術的

な視点の評価委員を４割程度にしている。 
 評価項目は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「ユニット戦略課題毎のロード

マップ・アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組

み」である。これらのうち、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」は、研究ユニッ

トに設定されているユニット戦略課題毎に評価を行う。 
これらについて、研究ユニットは事前に評価資料を作成するとともに、評価委員会において説

明のプレゼンテーション及び評価委員との質疑応答を行う。これらをもとに、評価委員は評価コ

メント及び評点を付すこととしている。 
 
 第３章では、上記の方法で実施した評価の結果を示す。 
 ３−１の研究ユニット評価結果では、研究ユニット毎のミッションと第３期中期計画の担当項目

とともに、評価項目毎の評価コメント及び評点をとりまとめて示す。第３期では新たに「今後の

方向性と助言」のコメントを得ており、その内容を含めて示している。 
３−２には、ユニット戦略課題の評価結果について、それぞれ対応している中期計画項目毎に並

べて整理した結果を示す。 
 
 第４章では、前章における研究ユニット毎の評価結果をもとに、全体概評、分野別概評、大分

類等毎の評点分布と主な評価結果及び｢主な成果例｣についてまとめる。 
 ４−１の全体概評には、本評価の要点と評価項目毎の評価結果の主要な内容及び評価結果に違い

をもたらしている主要な事柄等についてまとめる。 
４−２の分野別概評には、産総研の６研究分野（環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、

情報通信・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・材料・製造分野、計測・計量標準分野、地質

分野）毎に、分野及び研究ユニットの概評を示す。 
４−３に評価結果における研究ユニットの研究開発と中期計画項目との対応関係、及びこれらの

ユニット戦略課題毎の評点から求めた中期計画の大分類等毎の評点の頻度分布を示す。 
４−４に、この大分類等毎の主な評価結果を示す。 
４−５に、主な成果例について、中期計画の大分類等毎に示す。 

 
 第５章では、本評価の事例紹介、評価コメントと評点の分析結果、前回評価結果等の指摘事項
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への対応及び評価システム等に対するコメントについてまとめる。 
 ５‐１に、事例紹介として、今年度は「イノベーション推進への取り組み」を取り上げ、その事

例を示す。 
 ５‐２に、評価コメントについて、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「ユニット戦

略課題毎のロードマップ・アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」、「ユニット運営

の取り組み」の評価項目毎に、「評価できる点」、「問題点、改善すべき点」及び「今後の方向性

と助言」の各欄の内容の構成と代表的な指摘例を整理して示す。 
 ５‐３に、評点の統計値等の分析結果について、平成２２、２３及び２４年度と併せて、研究部門と

研究センター・研究ラボとに区分して示す。 
５‐４には、研究ユニットにおいて前回の研究ユニット評価の結果等で指摘された事項の対応に

ついて、評価資料の記載内容を整理して示す。 
 ５‐５に、評価システムについて外部評価委員から寄せられたコメントの内容をまとめる。 
 
 別紙には、別紙１～別紙４に、研究ユニットの一覧表と今年度における研究ユニット評価等の

実施内容、外部評価委員の名簿、内部評価委員の担当一覧、及び研究ユニット評価の開催日程を

示す。 
 別紙５に、各研究ユニットの人員及び予算等の資源配分表を示す。 
 別紙６～別紙１１に、本研究ユニット評価の実施に関する、産総研の要領等の規定、及び研究ユ

ニット評価の実施要領と資料作成要領並びに評価用紙を併せて示す。 
 別紙１２には、外部評価委員から寄せられた評価システムに対するコメントとそれに対する回

答を示す。 
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第２章 研究ユニット評価システムの概要 
 

 

２‐１ 評価の趣旨・目的 
 

産総研は発足以来、基礎的研究の成果を民間企業が行う製品化へと展開させるための、本格研

究（注１）を推進してきた。平成２２年度からの第３期中期目標期間はこれまでの実績をさらに発

展させ、「持続的発展可能な社会」の実現に向けて、「２１世紀型課題の解決」「オープンイノベー

ションハブ機能の強化」を柱に取り組んでいる。このミッションの実現のための中核となる各研

究ユニットは、社会・経済的価値の創出をもたらす成果を着実に挙げることが求められている。 

第３期の研究ユニット評価では、イノベーションの創出に資することを重視した「アウトカム

の視点からの評価」（注２）を継続し、研究遂行の計画の妥当性、得られた成果の適切性、イノベー

ション推進への取り組みの外部貢献及び研究ユニットの運営について、評価を実施する。研究ユ

ニット評価は、以下の３つを主な目的としている。 

 

・ 研究ユニットの研究活動の活性化・効率化を図る。 

・ 評価結果を産総研の経営判断に活用する。 

・ 産総研の活動を公開し、透明性の確保と国民の理解を得る。 

 

２‐２ 第３期中期目標期間における研究ユニット評価 
 

２‐２‐１ 評価の主な改善事項 

第３期における研究ユニット評価では第２期に導入した「アウトカムの視点からの評価」を維

持するとともに、「外部評価委員の評価の強化」、「イノベーション推進への取り組みの評価の強

化」、「評価の負担の軽減」等の改善によって、研究ユニット評価の実効性、効率性を向上させる

ことを目指している。 

（１） 従来２つあった評価委員会（成果評価と中間・最終評価）を研究ユニット評価に一本化し、

外部評価委員を増員した。また外部評価委員の委員構成を見直すとともに、外部評価委員に

対する評点配分を高め（外部評価委員：内部評価委員＝７：３（従来は６：４））、外部評価の強化

を進めた。 

 

（２） アウトカムの視点からの評価を維持するとともに、新たに「イノベーション推進への取り

組み」状況とその効果を評価項目として加えた。 

 

（３） 評価項目の整理と整合化、評価資料の簡素化及び評価情報の共有を図り、評価にかかわる

研究ユニット及び評価委員の負担の軽減を図った。また研究現場見学会開催の推奨、事前説

明等の充実により、評価者が評価対象を把握・理解する機会を拡大し、評価の信頼性の向上を

図った。 

 

２‐２‐２ 研究ユニット評価の実施時期 

研究ユニット評価は、隔年度を原則とし、研究部門ではその評価の継続性から第３期開始年度

から奇数年度（１、３、５年目）、研究センター及び研究ラボは設立後の偶数年度（２、４、６年目）

に実施する。また、研究ユニット設立の経緯も踏まえ柔軟な実施スケジュールとする。（なお、

平成２０年度以前に開始した研究ユニットについては、従来、設立後の奇数年度に実施していた

が、それを継続する）。研究ユニット評価を実施しない年度には、評価委員との「意見交換」あ

るいは「開始時意見交換会」を実施し、前述の研究現場見学会等と併せて、研究ユニット評価の

信頼性の向上を図る。 
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２‐３ 平成２５年度研究ユニット評価の実施概要 
 

２‐３‐１ 実施対象研究ユニット 

平成２５年度の研究ユニット評価委員会の実施対象研究ユニットは、以下のとおりである。 

 

・ 研究部門（０） 

 

・ 研究センター（１１） 

新燃料自動車技術研究センター 

コンパクト化学システム研究センター 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 

バイオマスリファイナリー研究センター 

糖鎖医工学研究センター 

生命情報工学研究センター 

幹細胞工学研究センター 

デジタルヒューマン工学研究センター 

ナノスピントロニクス研究センター 

集積マイクロシステム研究センター 

生産計測技術研究センター 

 

・ 研究ラボ（０） 

 

２‐３‐２ 評価の対象期間 

評価の対象期間は、原則として当該年度及びその前年度の２年間（平成２４年度と平成２５年度）

であり、実績のデータ（特許、論文等）については平成２５年９月３０日までの過去２年間である。

なお、新燃料自動車技術研究センター、糖鎖医工学研究センター及び生命情報工学研究センター

については、平成２５年度末設置期限の予定で設立されており、評価委員会を７月に開催した。 

 

２‐３‐３ 評価委員の構成 

研究ユニット評価委員会は外部評価委員と内部評価委員とで構成する。外部評価委員は、当該

研究分野に対する俯瞰的視点を有していることに加えて、当該研究ユニットのユニット戦略課題

（注３）に対して、高い見識を有する、①技術・学術的な視点、②産業化の経営的な視点、③社会

的な視点の評価委員から構成する。人数は研究ユニット毎に４〜７名程度である。内部評価委員

は２名で、首席評価役が担当した。 

外部評価委員の選出は評価部内に選定委員会を設けて行った。外部評価委員については、第３

期から、その強化を図るため人数を増員するとともに、産業化の経営的視点及び社会的視点の評

価委員の割合を６割程度以上にしている。 

 

２‐３‐４ 評価項目 

「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」（注４）、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・

アウトプット」、「イノベーション推進への取り組み」、「研究ユニット運営の取り組み」の４項目

である。 

（１） 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目標の達成及び中長期的な展

開等の妥当性について評価する。 

（主要な評価事項） 
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・ 中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標期間のはじめの時期は計画

を対象にし、その後進捗を含める） 

・ 中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 

・ 内外との連携及び国内外における優位性・特徴 

・ 研究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開 

 

（２） ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

ユニット戦略課題毎に以下の項目について評価する。 

１） ロードマップ 

中期計画における目標、アウトカムとその実現に向けたロードマップの妥当性等について評

価する。 

（主要な評価事項） 

・ アウトカムの的確性 

・ アウトカムへの道筋（研究開発の内容や連携等の方策）及びマイルストーン（注４）の設定

の妥当性 

・ 必要な技術要素の把握の妥当性 

・ 他機関との優位性等の比較（ベンチマーク（注４））の妥当性 

２） アウトプット（成果） 

アウトプットのアウトカム実現への寄与とその世界水準を基準とする質の高さ等について

評価する。なお、政策ニーズ対応研究や知的基盤研究にあっては、長期的政策推進計画や国の

整備計画等との整合性も考慮して評価する。 

（主要な評価事項） 

・ アウトカム実現への寄与 

・ 世界水準を基準とする質 

・ これまでのロードマップに示されていない顕著な成果（過去の研究開発によるアウトカムの

実績を含む） 

 

（３） イノベーション推進への取り組み 

成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組みとその効果につ

いて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等へ

の貢献の取り組みとその効果 

・ 産業人材育成を含む、産学官連携、地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとそ

の効果 

 

（４） 研究ユニット運営の取り組み 

研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組み及びその効果等に

ついて評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 所内連携や分野融合 

・ 資金獲得・効率的活用 

・ 組織運営や体制の整備 

・ 内部人材育成 

・ 挑戦課題の推進 

 

なお、評価にあたっては、研究ユニットの種類（研究部門・センター・ラボ）（注５）、研究の性

格（先端・政策ニーズ対応・知的基盤）（注６）及び中期目標期間に対する評価の実施時期の違いも

十分に考慮する。 
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２‐３‐５ 評価の方法、提出資料 

以下の資料を評価委員会へ提出する。 

（１） 評価資料 

研究ユニットは研究ユニット評価資料作成要領（別紙１０）に従って、評価項目に対する資料

を研究ユニット評価委員会が開催される 1 ヶ月前までに、電子ファイルで評価部に提出し、評価

部が評価委員会の開催前に評価委員に送付する。 

 

（２） プレゼンテーション資料 

当日のプレゼンテーションにおいて、評価資料の主要な項目に関する説明を行う際の資料とす

る。 

 

２‐３‐６ 評価結果の記入（評価コメントと評点） 

外部評価委員は「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション

推進への取り組み」について、コメントとともに、評点を付す。そのほかの評価項目に対するコ

メントも可能な限り記す。 

内部評価委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」について「ユニット戦略課題

毎のロードマップ・アウトプット」も考慮して評点を付し、コメントを記す。また、「イノベーショ

ン推進への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」についても評点を付し、コメントを

記す。「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」については、コメントを記す。 

（１） 評価コメント 

評価コメントは、評価の根拠となるコメントのほかに、今後の方向性と助言を記述する。 

 

（２） 評点 

評点は、以下を基本とする。 

Ａ（優れている、４点） 

Ｂ（概ね適切、３点） 

Ｃ（要改善、２点） 

Ｄ（不適切、１点） 

なお、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。また、それぞれの

評点の間を認め、例えばＡとＢの間の場合、Ａ/Ｂとする。 

 

（３） 総合点の算出 

表２‐３‐１における評点の重み付けにより、総合点を算出する。ユニット戦略課題については、

研究ユニットが設定した課題の重み（１又は２）を掛けて加重平均を取り、ユニット戦略課題の

総合点とする。 

表２‐３‐１ 評価項目と評価及び評点の重み付け 

評価項目 
外部評価委員 内部評価委員 

評価 評点重み付け 評価 評点重み付け

研究ユニット全体の 

シナリオ・ロードマップ 
評価コメント  評価コメント 評点（＊） ０．１ 

ユニット戦略課題毎の 

ロードマップ・アウトプット 
評価コメント 評点 ０．６ 評価コメント  

イノベーション推進 

への取り組み 
評価コメント 評点 ０．１ 評価コメント 評点 

０．２ 
研究ユニット運営 

の取り組み 
評価コメント  評価コメント 評点 

   ＊ ユニット戦略課題も考慮する 
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２‐３‐７ 評価結果の取扱いと活用 

評価委員のコメント、評点は、委員名を匿名化して研究ユニットに回付する。評価委員のコメ

ントに事実誤認があると研究ユニットが指摘し、評価部が必要と認めた場合、その指摘を評価委

員に回付する。評価委員はこれを参考にしてコメントあるいは評点を修正することができる。 

１） 研究ユニット運営への反映 

研究ユニットは、その活性化、効率化を目的として評価を研究活動や運営に活用する。また

評価での指摘事項については、研究ユニット評価を実施しない年度に行う評価委員との意見交

換や次回の研究ユニット評価委員会で対応状況を報告し、評価の実効性の向上に資する。 

２） 産総研経営判断への反映 

評価結果は予算ヒアリング等研究資源配分に参考資料として活用するとともに、研究ユニッ

トの組織見直しにかかわる研究ユニット活動総括・提言委員会での審議に基礎資料として活用

する。 

３） 評価結果の公開 

評価結果は、透明性の確保と国民の理解のため評価報告書として作成し公開する。 

 

２‐３‐８ 平成２５年度研究ユニット評価の主な改善事項 

１） 既存の知識を含む融合・適用を主体とする研究開発を評価することを明確化 

「先端研究」の評価に、既存の知識の融合・適用を主体とする研究開発を含むことを明確に

し、その内容を評価用紙等に示すとともに評価委員会で説明した。多様な研究開発の場合、ポー

トフォリオ等でそれぞれの位置付けを示すようにした。 

２） 質疑等の時間を確保 

研究ユニット評価委員会の質疑の時間、及び総合討論や委員討議の時間を説明時間よりも長

くするようにした。 

３） 関連する他研究ユニットの研究ユニット長等の出席による評価委員会の活用 

８研究ユニットの評価委員会に、のべ１９の他研究ユニットからのべ２２名の研究ユニット長

等がオブザーバー参加をした。 

 

 
 
【注１】本格研究 

高度化・多様化、かつ急速に変化する社会経済ニーズに対応するためには個別の知識領域を

融合して行く研究が重要である。産総研では、未知現象より新たな知識の発見・解明を目指す

研究を「第１種基礎研究」、経済・社会ニーズへ対応するために異なる分野の知識を幅広く選択、

融合・適用する研究を「第２種基礎研究」と位置付け、すべての研究ユニットは、研究テーマの

設定を未来社会像に至るシナリオの中で位置付け、シナリオから派生する具体的な研究課題に

分野の異なる研究者が幅広く参画できる総合的な体制を確立し、「第２種基礎研究」を軸に、「第

１種基礎研究」から「製品化研究」（単に「開発・実用化」とも言われる）に至る連続的な研究

を「本格研究」として推進することを組織運営理念の中核に据えている 
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【注２】「アウトカムの視点」からの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２‐３‐１ アウトカムの視点からの評価の内容 

 

１） アウトカム 

研究開発の直接の成果（アウトプット）によりもたらされる社会・経済等への効果。成果の

科学技術的又は社会・経済的な価値が実現した状態。 

２） アウトカムの視点からの研究ユニット評価 

アウトカムの視点からの研究ユニット評価の枠組みを上図に示す。期待されるアウトカムに

向けてロードマップ、アウトプット、イノベーション推進への取り組み、及び研究ユニット運

営の取り組みが適切であるかどうかを評価する。 

 

【注３】ユニット戦略課題 

第３期においては、従来「重点課題」としていたものから、年度当初の予算配分に対応して

設定されたユニット戦略課題に変更している。 

 

【注４】ロードマップ、マイルストーン、ベンチマーク 

・ ロードマップ：期待されるアウトカム、アウトカム実現のためのマイルストーン、技術要素

等を、時間軸とともに具体的に示した研究遂行の計画図又はアウトカム実現につながる構想

図。 

・ マイルストーン：アウトカム実現に至るまでの目標となるステップの目安。 

・ ベンチマーク：アウトカム実現に至るために、競合する又は連携する世界のトップ機関の技

術ポテンシャルやパフォーマンス等との比較。 

 

【注５】研究ユニットの種類 

・ 研究部門：産総研ミッションと中長期戦略の実現に向け、研究ユニット長のシナリオ設定と

研究者の発意に基づく研究テーマ設定を基本とし、一定の継続性を持って研究を進める研究

ユニット。 
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・ 研究センター：研究部門からの派生ないし社会からの要請に応じて、特定の課題を解決する

ための技術、知識を早期に産み出すことを主目的に、研究ユニット長の強いリーダーシップ

のもと、集中的かつ時限的に研究を進める研究ユニット。設置年限は３～７年間（継続は、原

則、禁止）。 

・ 研究ラボ：研究部門の新設や研究センター化等の展開を目指して、異分野融合性の高いテー

マ、行政ニーズ対応型のテーマ等について、機動的・時限的に研究を推進する研究ユニット。

設置年限は最長３年。 

 

【注６】研究の性格 

・ 先端研究：国際的な産業競争力強化、新産業の創出に向けて、幅広いスペクトルでの探索と

分野融合によるイノベーションを推進する研究。 

新たな知識の発見・解明とともに、新たな概念や技術体系の構築等、既存の知識を含めた融

合・適用を主体とする研究開発を含む。 

・ 政策ニーズ対応研究：行政ニーズに対応して、又は、将来の行政ニーズを予見して実施する

必要のある政策推進のための研究。 

・ 知的基盤研究：国自らが高い技術的裏付けを有し、一元的・一体的にその整備を進めて行くこ

とが要求されており、産総研が責任を持って実施すべき研究。 
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２‐４ 平成２５年度研究ユニット評価委員意見交換の実施概要 
 
２‐４‐１ 実施の目的と方法・形式 

今年度研究ユニット評価委員会を開催しない研究ユニットは、評価委員の評価対象を把握・理

解する機会の拡大を図るとともに研究ユニット評価を補完し、評価の信頼性を向上させることを

目的として、「開始時意見交換会」、「評価委員意見交換」を実施する。 

・ 開始時意見交換会 
ミッションや研究開発計画等について、評価委員の理解を助け、助言を受けることを主旨

として、新設の研究センター及び研究ラボの発足の１年以内に実施する。 
対象研究ユニットは、①研究ユニットのミッション（設立の趣旨等）、②研究開発の全体計

画の概要、③個別の研究開発の計画、④外部との連携の構想、⑤研究ユニットの体制、を含

むプレゼンテーションを行う。その質疑等を行い、評価委員は文書によるコメントを提出す

るが、評点はつけない。 
 

・ 評価委員意見交換 
評価委員が評価対象の把握・理解を深めることを主旨として、研究ユニットが主体となって、

研究ユニット評価委員会を開催しない年度に実施する。 
研究ユニットは、①研究現場見学会、パネル展示・説明会、意見交換会、②オープンラボ・

ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換、③個別訪問による意見交換、の形式

から選択して実施する。 
 
２‐４‐２ 実施対象研究ユニット 

平成２５年度の開始時意見交換会及び評価委員意見交換の実施対象研究ユニットと実施形式は、

以下のとおりである。 

 

・ 開始時意見交換会 

触媒化学融合研究センター（見学会） 

創薬分子プロファイリング研究センター（ポスター、見学会） 

 
・ 評価委員意見交換 

ユビキタスエネルギー研究部門（個別訪問） 

環境管理技術研究部門（委員会、見学会） 

環境化学技術研究部門（委員会、シンポジウム） 

エネルギー技術研究部門（委員会、シンポジウム） 

安全科学研究部門（委員会） 

メタンハイドレート研究センター（個別訪問） 

太陽光発電工学研究センター（委員会） 

健康工学研究部門（個別訪問） 

生物プロセス研究部門（委員会） 

バイオメディカル研究部門（個別訪問） 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門（委員会） 

知能システム研究部門（委員会、見学会） 

情報技術研究部門（委員会、シンポジウム） 

ナノエレクトロニクス研究部門（委員会、見学会） 

電子光技術研究部門（個別訪問） 

セキュアシステム研究部門（委員会） 

ネットワークフォトニクス研究センター（委員会、見学会） 

サービス工学研究センター（委員会） 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター（委員会、シンポジウム） 
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先進製造プロセス研究部門（個別訪問） 

サステナブルマテリアル研究部門（個別訪問） 

ナノシステム研究部門（委員会、見学会） 

ナノチューブ応用研究センター（委員会、見学会） 

計測標準研究部門（委員会、見学会） 

計測フロンティア研究部門（委員会、見学会） 

地圏資源環境研究部門（委員会） 

地質情報研究部門（個別訪問） 

 
注）委員会：委員会形式による意見交換 
 シンポジウム：オープンラボ・ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換 
 見学会：研究現場見学会による意見交換 
 ポスター：ポスター展示と研究ユニット担当者の説明による意見交換 
 個別訪問：個別訪問による意見交換 
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第３章 評価結果 
 
 

３‐１ 研究ユニット評価結果 
 
平成２５年度研究ユニット評価の結果を示す。 
 
＊ 評点一覧の記述中、評価項目は以下の省略名にて表記した。 

研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ：ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究ユニット運営の取り組み：ユニット運営の取り組み 

 

＊ 評点は以下の計算式により算出した。 

総合評点（総合点）＝「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」×０．１＋「ユニット

戦略課題の総合点」×０．６＋「イノベーション推進への取り組み、外部評価委員」×０．１＋

「イノベーション推進への取り組み、内部評価委員」×０．０５＋「研究ユニット運営の取り

組み」×０．１５ 

 

＊ ユニット戦略課題の総合点は、各研究ユニットが設定した課題毎の重み（１又は２）を掛けた加重平均 
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３‐１‐１ 新燃料自動車技術研究センター 
 

 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

自動車用燃料を多様化し、それらを普及させることにより運輸部門の石油依存度を低減し、グリーン・

イノベーションの実現に貢献することを目指す。そのため、これまで行ってきた先駆的な個別技術（新燃

料製造技術、新燃料燃焼技術、新燃料燃費･排出ガス対策技術、新燃料計測評価技術）を統合し、自動車業

界や燃料業界等との密接な連携により総合的な自動車技術開発を進める。また、燃料規格や排出ガスの計

測・評価方法の規格化・標準化を推進することにより、自動車用燃料の多様化、自動車燃費の向上と排出ガ

スの更なるクリーン化を目指す。さらに、人材育成ネットワークの構築を行い、新燃料自動車技術及び関

連基盤技術のイノベーションハブを目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ‐１‐（２）‐①「バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術の開発」（Ⅰ‐３‐（１）‐④へ再掲） 

・ Ⅰ‐２‐（１）‐④「自動車エンジンシステムの高度化技術」 

・ Ⅰ‐３‐（３）‐②「レアメタル等金属や化成品の有効利用、リサイクル、代替技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

研究センター発足後３年間の前期においては、新燃料製造技術、新燃料燃焼技術、新燃料燃費・排出ガス

対策技術、新燃料計測評価技術の個別技術の研究開発を進めるとともに、新燃料の規格化を推進し、当面

の目標であるポスト新長期規制のクリアに貢献した。平成２１年度以降は、前期の研究成果をベースにして、

ユニット戦略課題を、１）新燃料製造技術の研究開発、２）自動車エンジンシステムの高度化技術の研究開発、

３）新燃料標準化の研究開発の３課題に再編し、各技術の高度化に取り組んでいる。また、国内規格のみな

らず、アジア地域、さらには世界規格への展開を目指し、国内外との連携を進めてきた。 

 我が国の自動車産業の発展を見据えて、新燃料の製造技術と標準化、エンジンシステムの高度化及び国

際貢献・人材育成をミッションに掲げ、目標をおおむね達成した。シナリオ・ロードマップに沿ってまとめ

られたユニット戦略課題をシステム的に連携して政策ニーズへの対応や先端的な要素技術開発を進め、多

くの成果を挙げたと評価できる。また、公的機関としての中立性と独自色を活かした新燃料の標準化への

取り組みと、国際機関並びに東アジア諸国の政府系研究機関等とのグローバルネットワークを構築したこ

とも高く評価できる。 

 一方、短期的及び中長期的視点から将来の自動車燃料の可能性及び期待される新技術を精査して、産総

研として取り組むべきテーマの必要性、位置付け、企業との分担をより明確にして行く必要がある。また、

自動車業界のニーズ対応のため、過多な課題に同時並行的に取り組んでおり、研究ユニット全体のシナリ

オ・ロードマップと個別の研究課題での取り組みとの関連性・整合性からの整理が必要である。 

 今後は、戦略課題とそこに含まれる様々なテーマを再度見直し、産総研の強みが活かせる分野に力点を

置いた産総研独自の全体戦略とアウトカムを明確にし、具体的な目標をなるべく定量的に定め、継続、改

廃等メリハリを付けた進捗管理が必要である。また、新燃料については、使える燃料を製造できる技術の

確立が日本として重要であり、また、既存の燃料については、重質炭素資源（重油、シェールオイル等）

の軽質化、超クリーン化が課題として残っており、産総研のような国の研究機関で継続する必要がある。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］新燃料製造技術の研究開発 

高品質石油系燃料については、サルファーフリー軽油製造用脱硫触媒の基本的な特許を取得し、更に企

業と共同開発を行い、脱硫触媒の商品化に成功した。また、脱硫触媒の再生法についても特許出願を行い、

開発触媒の市場導入を支援している。バイオ燃料については、現行の脂肪酸メチルエステル型バイオディー

ゼル燃料の欠点である酸化安定性を克服する部分水素化技術を見出し、その基本特許取得に向け国内外特

許出願を行うとともに、パイロットプラント研究により開発技術の実証中である。さらに、日タイＪＳＴ－

ＪＩＣＡ国際科学協力事業を通し、開発した新燃料製造技術の海外移転を進めている。 

酸化安定性に優れた高品質バイオディーゼル燃料製造技術では、脂肪酸メチルエステル（ＦＡＭＥ）型燃料

の酸化安定性向上のための部分水素化技術を開発し、特許も取得し、酸化安定性１５．１時間（目標１０時間

以上）を達成し、実車走行テストでもＢ１０（バイオ燃料１０％混合）で５万時間トラブルの無いことを実証

しており評価できる。新規液体バイオマス燃料製造の提案は、バイオディーゼルのグローバル展開と普及
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を見据えた成果であり、今後の発展が期待できる。高品質石油系燃料については、軽油製造用脱硫触媒を

開発し、基本的な特許の取得、商品の開発に至っており、その再生方法（９８％以上回復）も開発されてお

り、高く評価できる。 

一方、高品質バイオディーゼル燃料は、水素化技術による酸化安定性改善だけでは不十分で推奨できな

いため、このままではプラントの大規模化は難しい。様々な観点から開発された種々の触媒の性能・特徴を

他と比較し、差別化し、開発の経緯・ポイント、開発過程における工夫点等を整理する必要がある。その場

合には石油会社等のユーザー企業との共同研究等の取り組みが必要であり、制約があるが、許された範囲

で具体的な成果内容をアピールする必要がある。 

今後は、燃料の選択はエネルギー政策にかかわる重要なテーマであることから、特に国益を確保・維持す

る立場から、日本国内での利用・普及と関連産業の支援という観点を念頭に置いて、研究開発の意義を明確

にする必要がある。今後のテーマ設定にあたって、代替燃料であるバイオ燃料の技術開発では、市場・原料・

製造の順でサプライチェーン全体を勘案した総合的な検証が必要である。 

 

［ユニット戦略課題２］自動車エンジンシステムの高度化技術の研究開発 

ディーゼル重量車に関して、２０１５年実施予定の燃費基準を満たしつつ新たな排出ガス規制（ＮＯｘ＜０．４

ｇ/ｋＷｈ：２０１６年度）の達成を目指して、新燃料と駆動システムの最適化、燃焼制御技術の向上、排出ガス

浄化技術の高度化による超低環境負荷エンジンシステム、及びこれらを評価する計測技術を開発する。さ

らに、資源の確保と有効利用の観点から、ディーゼル排出ガス浄化触媒システムの酸化触媒と触媒付ディー

ゼルパティキュレートフィルター（ＤＰＦ）を対象として、レアメタルの白金族元素使用量の半減技術を開発

する。 

 アウトカム実現のために、排出ガス低減と燃費改善に有用な多くの技術開発に取り組み、超高圧噴射に

よる予混合圧縮着火方式等の燃焼制御技術と燃料性状の最適化（低セタン価、ゼロアロマ、高揮発性）に

より、２０１６年度新排出ガス規制対応と、１０％の燃費改善を同時達成する等、高水準の成果を挙げている

と評価できる。最先端の評価・解析技術には企業では投資困難なので、Ｘ線による噴霧解析やＤＰＦ非破壊検

査のような取り組みは価値が高く、得られた知見は今後の展開を図る上で有用である。 

一方、本戦略課題での取り組みは多岐にわたっており、燃費と排出ガスの対応技術、圧縮天然ガスエン

ジン・火花点火エンジン・ディーゼルエンジンの技術等が混在しており、関連性・位置付けが不明な点も多く、

整理が必要である。特に、希少金属の使用量を低減した排出ガス浄化技術の高度化については、まさに自

動車会社が自ら取り組むべき課題であり、企業との役割分担を明確化した上で、産総研としては計測評価

技術等汎用性の高い技術開発により注力する必要がある。 

今後は、混在している共通的基盤技術と革新的要素技術を分類・整理し、研究センターで対象としたテー

マ・技術内容の成果の意義をより明確化する必要があり、自動車産業の技術者と議論し、企業、産総研の分

担（または共同）を整理する必要がある。また、開発した技術を積極的に自動車会社に提供することを期

待する。多機能一体型コンバータの高度化、希少金属の使用量低減等は、継続して取り組むべきテーマで

あり、また将来を見据えた新技術について広い視野で課題を選定することも期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］新燃料標準化の研究開発 

「戦略課題１ 新燃料製造技術の研究開発」及び「戦略課題２ 自動車エンジンシステムの高度化技術の

研究開発」の研究開発成果や各種検証試験データの蓄積により、新燃料の規格化に必要な情報を整理し、

ＩＳＯや東アジア地域の基準調和等の国際規格や、ＪＩＳ等国内規格の策定を推進している。規格策定にあたっ

ては業界団体と密に連携し、必要に応じて国内外の標準化にかかわるワーキンググループや委員会の設置・

委員派遣を行っている。 

 「バイオ燃料の品質規格化・標準化」への取り組みは産総研独自の機能・役割として存在感を十分に発揮

できる分野であり、当研究ユニット活動のコアと言えるもので高く評価できる。アジアの中で標準化の推

進役として活躍したことも高く評価でき、規格策定・標準化の際に必要となるバックデータを高度な計測に

より取得・整備し、主導的な役割を果たしている点は特筆される。 

一方、標準化には多くの実績が認められるものの、日本国内でもアジアでも規模感のあるバイオ燃料の

安定市場創造に至っていないことや、日本企業のバイオ燃料分野における国内外のアクティビティーが極

めて限定的であること等、開発された成果が真に社会へ普及拡大するにはまだ多くの課題が存在すると考

えられる。 

今後は、国際的な規格化・標準化は、我が国の自動車関連産業の発展に直接的にかかわるものなので、引

き続き、国の政策支援に加えて産業界のニーズを的確に捉え、効果的・効率的な戦略に基づいて事業を推進

する必要がある。また、培った東アジアでの人脈・ネットワークを生かし、日本が策定した「バイオ燃料の
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品質規格と持続可能性基準」を武器に、アジアにおける規模感のある安定的なバイオ燃料市場創造を目指

した取り組みにも期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 研究センター長や各チーム長の強いリーダーシップの下、知的基盤を効果的に構築し、先端的な研究成

果に基づいてイノベーションハブとして国や社会へ多大な貢献が認められる。具体的には、自動車用燃料

技術の一連の流れを網羅した取り組みを行い、国内外の関連組織と広範なネットワークを構築しグローバ

ルイノベーションハブとしての役割を果たしている点や、革新的触媒技術による高品質輸送用燃料の製造

技術の実用化を達成し、アジア諸国へのバイオディーゼル燃料の普及に寄与している点、研究成果等は着

実にラウンドロビンテスト等に活用され、産業界・諸外国に対しての貢献が顕著である点等が評価できる。 

 一方、各テーマでは優れた成果を挙げているものの、研究センターあるいは戦略課題としてまとまった

形での成果の整理・発信が不足している点や、産業人材育成についていくつかの活動は見られるが、散発的

で、その活動実態や効果については十分検証されておらず、国内での研究人材育成への貢献度合いについ

ても明確にする必要がある等の問題点がある。 

 今後は、地域的及び国際的な標準化や特定の技術課題の解決が本研究センターの強みと考えられること

から、燃費改善のような企業主体で取り組むべきことよりも、産業界でネックとなっている問題の解決に

注力する必要があると考えられる。また、ハブとしての成果を生むために継続的な交流活動が必要であり、

積極的に交流の場の提供を期待する。東アジアの現地企業と合弁でバイオ燃料製造事業を展開し、開発輸

入に加えて地産地消型のビジネスモデルで事業展開が実施できるような環境整備を関係部局に働きかける

ことも期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

研究者の自主性・自由裁量を重んじ、モチベーションを引き出している点や、ポスドク／若手研究者の育

成に熱心に取り組んでいる点等が評価できる。また、所内連携や分野融合により多くのテーマ・課題に効率

的に取り組める体制が整備されていることも評価できる。 

一方、自由闊達で極めて雰囲気の良いユニット運営と見受けられる反面、当研究センターが自動車業界

のニーズに対応して広範な案件に対応せざるを得ない性格上、活動が拡散しないような注意が重要である。 

今後の展開として、産業界が真に必要としている研究開発を精査して将来に向けた研究の方向性を検討

することが期待される。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 新燃料製造技術の研究開発 １ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．７

ユニット戦略課題２ 自動車エンジンシステムの高度化技術の研究開発 ２ Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ ３．６

ユニット戦略課題３ 新燃料標準化の研究開発 １ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ／Ｂ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ４．２

戦略課題総合点 ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ ３．９

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ／Ｂ Ｂ ３．３

イノベーション推進への取り組み Ｂ Ａ／Ｂ ３．３

ユニット運営の取り組み Ｂ Ｂ ３．０

総合評点 ３．６
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３‐１‐２ コンパクト化学システム研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 持続可能社会の実現に寄与するグリーン・イノベーションの実現に向け、先端化学技術の展開による研究

開発を行い、また地域拠点の研究ユニットとして地域産業のイノベーション実現を目指す。特に化学産業

におけるプロセスのグリーン化実現とともに、グリーンな化学技術を広義の「ものづくり」産業へ適用し、

広く産業における環境負荷の削減を目指す。このため、幅広く利用可能な、コンパクトでシンプルな化学

プロセスモデルを提案し、化学産業におけるプロセスイノベーション実現と資源循環型の産業構造確立に

資する研究開発を実施する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-５-（２）-③「コンパクトな化学プロセスを実現する技術」 

・ Ⅳ-２-（３）-①「環境・エネルギー技術を支えるデータベースの整備」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 持続可能なものづくり技術の確立によるグリーン・イノベーション実現を最終的なアウトカムとし、グ

リーン・サステイナブル・ケミストリー（ＧＳＣ）の考え方に基づいて「産業からの環境負荷削減」を目指し

た研究開発を行っている。スケールメリットの追求とは相補的な、化学産業におけるプロセスのシンプル

化、小型化、工程連続化等を検討し、置換えメリットが明らかとなった部分への適用を研究開発の方向性

とし、これによる適量分散型の化学プロセスモデルを提案している。 

 従来の「重厚長大」型化学産業の考え方から脱し、有害物質排出やエネルギー消費の削減をねらいつつ、

「適量・適時・多品種」が可能な製造技術革新を図るとの基本方針は適切である。研究センター設置期間の

７年間は化学系の新規技術開発期間としては最短レベルであり、挑戦的なロードマップと評価できる。具

体的なものづくりの成果と共通基盤技術の体系化の２つの観点から成果を整理する方針からは、個々のプ

ロセスからシステムに進化させようとする意欲が読み取れる。粘土膜と二酸化炭素塗装を二枚看板に、多

くの共同研究において成果を地域に還元する等、産学官連携にも力を注ぎ、東北地域のハブとして機能し

つつある。 

 「適量・適時・多品種」型製造方法では、一般的には製造コストが上昇する。有効性を客観的に示すため

に、ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）やＧＳＣの各種指標を活用する必要がある。産業ニーズの大きさや

競合技術との比較等、外部状況もしっかり踏まえて強い提案に仕上げることが望まれる。ロードマップの

中間時点での技術の絞り込みはまだ実施されていない。ＧＳＣという大目標からすると、粘土膜と塗装とい

う周辺的なところで戦っている印象がある。地域産業との連携も重要であるが、これまで培ってきた強み

をもっと国内外にＰＲする努力をし、大手企業との関係も強化して行くことが望まれる。 

 コンパクト化学というコンセプトを更に練って、広く世界に発信することが望まれる。超臨界について

は国際シンポジウムを継続的に行う等、世界の拠点としての活動を内外にアピールすることが重要である。

「適量」型製造方法は、高コストでもそれに見合う製品対象を明確にして進める必要がある。今後、技術

のシステム化にまで高めて行くためには、他の研究ユニットや大学、企業等のコア技術と組み合わせる連

携が必須で、戦略的取り組みを期待する。二酸化炭素塗装や粘土膜の技術はある程度完成に近づいており、

今後の裾野拡大は民間にも任せることも可能である。これまでの蓄積を生かした次の一手を期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高温高圧マイクロ化学エンジニアリング技術の開発 

高温・高圧流体の基礎物性の解明、特異物性を利用した反応を基軸に、エンジニアリング技術（ハード）

と、具体的なプロセスへの応用（ソフト）を両輪とした研究を展開している。東北大学との連携のもと、

超臨界流体等の高温高圧環境を利用した化学プロセスの拠点として先端研究に取り組み、地域企業を含め

た民間への技術移転に努めている。さらに、超臨界流体の知的基盤として、高温高圧条件下での金属材料

の腐食、超臨界水、超臨界二酸化炭素の物性値、特許に関するデータベースの整備に取り組んでいる。 

 高圧二酸化炭素塗装への展開は、微粒化メカニズムの解析が噴霧条件の最適化につながり、共同研究先

企業の塗装ラインに導入され実製品条件での最終的な検討に至っており、高く評価できる。仕上がり要求

水準がさほど高くない製品から適用するのは良いアプローチである。車体の塗装工程は作業環境が極めて

悪く、溶剤削減の技術としての採用が期待される。高温高圧水マイクロプロセスでは、色素太陽電池用材

料が企業からのサンプル出荷まで進展している等、適時・適量のキーワードのもとに、実用化に向けた多く
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の共同研究に結びついている。 

 二酸化炭素塗装技術は省エネルギー性が謳われているが、システム全体のＬＣＡ評価が必要である。塗膜

品質を上げるために専用塗料の開発が必要なのであれば、従来方法の置換えは限定的となる。太陽電池用

色素等有機合成への応用を含めて、開発技術をすべての競合技術と比較し、どの位置にあるかを常に明ら

かにする必要がある。それによって、技術の更なる進展の方向性が示唆される場合がある。ＧＳＣには各種

の指標があるので、産業的にも説得力のある結果を導くことが期待される。学術的にも水準は高いと思わ

れるが、論文数はあまり多くない。 

 二酸化炭素塗装は広く従来方法の置換えを目指すよりも、やや特殊な対象を調査する等、適用範囲を拡

大する上での戦略が重要となる。対象が多い有機合成では優先順位をつけて絞り込みを行い、非石油原料

からのポリマー製造では生産量やコストの見通しを示すと、現実性が出てくる。今後は産業ニーズを満た

す有用な物質製造技術の開発が望まれる。１万トン／年規模までは適用可能としても、規模別にメリット

のある対象化学品を示す等の工夫も必要であろう。共通基盤技術の体系化とともに、より積極的な成果発

信により国際的なプレゼンスを高めることが期待される。 

 

［ユニット戦略課題２］無機材料プロセス技術の開発 

化学技術のグリーン化を支え、新規なプロセス構築を可能とする、高機能性の粘土・ゼオライト・多孔体

材料・超微粒子等の無機材料の創成・評価と応用を行っている。 

 粘土膜技術は地域色を生かした天然鉱物の有効利用として、多数の企業と共同で実用化に向けた取り組

みを進め、実用化レベルに達している。サンプル供給体制の確立、原料用特殊粘土の製品化、ロール・ツー・

ロール生産設備の稼動等、既に多くの実績のある粘土膜で、耐水性の獲得や塗料化等更なる性能向上と応

用展開を図っている。応用の裾野を拡げるコンソーシアム活動を含めて、本格研究の成功事例の一つとし

て高く評価される。 

 一方、類似品や競合技術に対する優位性をより明確にアピールして、従来品の代替又は従来はなかった

応用の実績を示すことが望まれる。本技術が優位に立てる領域・分野を分類すれば、自ずと課題絞り込みの

戦略も立つと思われる。なお、製品化とそのリスクを背負うのは技術移転先企業であり、ロードマップで

「イノベーション推進」として位置付けている課題を戦略課題の中心に据えた説明には違和感がある。今

後の計画も製品化が中心なので、共通基盤技術の体系化と学術面での情報発信を強化する必要がある。 

 粘土膜技術については十分に技術移転が進んでいるが、現時点での成果を適用するのに最も効果的と判

断される製品を選択し、製造企業とともに使用実績をアピールして知名度を上げる必要がある。今後は低

コスト・革新的製造方法の開発が重要であり、その見通しも示すことが望まれる。天然鉱物資源は有限であ

るので、人工的に合成、製品化できる技術も共通基盤技術として体系化が望まれる。もう一つのテーマで

ある「省エネルギーな膜分離プロセスの実現」に最大限の開発努力を期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］融合反応場技術の開発 

高温高圧等特異反応場を利用するプロセス技術と材料開発技術を融合し、新しい反応プロセスの開発を

目指している。具体的には、高温高圧水、二酸化炭素の反応場と各種触媒の最適化による新規な反応系の

開発、マイクロ波反応場を利用する小型反応装置と触媒の融合による複合反応場の開発、無機多孔体材料

と酵素を複合し、酵素が固定化された細孔を反応場として利用するバイオ触媒技術の開発と利用を行って

いる。また、イオン液体を用いたガス分離技術開発を進め、次世代化学プロセスの提案を目指している。 

 優位性が見えにくいマイクロ波のプロセスに取り組み、比較的短期間に魅力的な可能性を引き出してい

る。特に分析機器メーカーと共同で新たなマイクロ波加熱燃焼酸化方式全有機炭素（ＴＯＣ）計の開発に成功

したことは評価できる。更に、単分散ナノ粒子の連続合成を可能にし、高速の水素製造に使えることも示

した。高圧水と二酸化炭素を利用したバイオマス由来物の有用化学物質への変換触媒システム等も注目さ

れる。種々の特異反応場に技術的蓄積を有する本研究センターが取り組む意義は大きい。 

 一方で、マイクロ波反応装置の多くの応用は技術シーズに基づくもので、全般的に既存競合技術との利

害得失を明示できていない。広い適用先ごとに、課題の整理と優先順位をつけた絞り込みが必要で、共同

開発先と十分に練るのが望まれる。ナノ粒子合成技術はパワー半導体用銅ペーストへの展開はありうるが、

この製法による優れた単分散性を活かす用途が求められる。自己評価での「学術基盤が未成熟」という「弱

み」は、測定技術を持つ他の研究ユニットと連携して強化する必要がある。今回報告のなかった触媒反応、

バイオプロセス、イオン液体の研究課題についても早期に技術的可能性を評価する必要がある。 

 マイクロ波を反応に適用する場合の法規制について整理しつつ、様々な企業のニーズを聞き、この特異

な反応場を最も優位に活用できる用途を精力的に調査・検討して行くことが望まれる。ＴＯＣ分析装置への

組込みは良い展開例で、水素発生装置も水電解よりも優れている点が明確になれば計測機器に適用できる。
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優先順位に基づいて確実に製品化できるアウトカムを目標にすることが望まれる。条件が折り合えば海外

でも展開することを期待する。技術の融合は、相乗効果がなければ技術の寄せ集めに終わるので、効果を

数値的に確認しながら研究開発を進めることが望まれる。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 少数精鋭で独創的な取り組みを産学官で展開し実用化につなげていることは高く評価できる。産学官コ

ンソーシアム「グリーンプロセスインキュベーション（ＧＩＣ）」を運営して研究シーズと産業ニーズのマッ

チングを進め、「クレイチーム」で粘土膜技術の実用化・普及に努めている。地元企業を重視した連携で、

東北大学等を含めた地域のイノベーションハブになりつつあり、産業人材の育成にも効果が現れている。

技術移転につながる多くの共同研究を実施し、権利化率が非常に高い特許出願がなされている。全体とし

て論文数は多く、高いインパクトファクターの雑誌に発表していることは評価できる。 

 組織の規模が小さいことにより、国・社会・産業界・学界及び国際・知的基盤等への貢献が見えにくい。良

く見せるための工夫が必要である。現状を維持拡大して行くのも大変な運営と推察されるが、研究センター

としてありたい姿をいつまでに目指すかを持つ（毎年の指標を置く）ことが重要である。イノベーション

推進には異業種との交流のための方策も考える必要がある。ＧＩＣのような組織は東北地域にとどまらず全

国的ネットワークの形成も必要ではないか。論文発表はハイレベルだが、長期的な減少が懸念される。 

 小規模な研究センターがきらりと光るためにすべきことを常に意識し、工夫をして行くことが望まれる。

異業種交流を進めて成果を広くアピールし、成果物に興味を持つ企業を開拓する必要がある。東北大学等

との連携は、成果を共同でプレス発表できるようなレベルに高めることが望まれる。「コンパクト化学シス

テム」という造語の浸透は不十分であり、海外との連携にも力を入れ、世界に向けた情報発信も重要であ

る。設置期間中に、我が国発の新たな概念・研究分野として整理・普及させることを期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 新規課題の探索、挑戦を積極的に支援し、ＣＲＥＳＴ、さきがけ、科研費等、更には民間からの資金を着

実に獲得し、運営の基盤としている。小さな組織の利点を活かした連携や分野融合がうまく機能している。

震災復旧で失われた期間が多かったにもかかわらず、期待以上の成果を挙げていることが高く評価される。

チーム新設・再編で若手を登用して研究進展を図ろうとしている点も評価できる。つくばセンターから研究

者３名を迎える等、運営はきめ細かに機動的に行われており、研究員のモチベーション向上につながって

いる。バイオマス研究を含めた関連研究ユニット間での連携も活発である。 

 外部資金はコンスタントに獲得しているものの、研究を大型化する努力も求められる。比較的孤立した

研究センターであるので、地域の大学やつくばセンターとの連携を常に意識する必要がある。若手の人材

育成の面からも、国際的な交流を積極的に進めると良い。研究員の平均年齢が高いのは国内の他研究機関

も同様だが、見通しを持つことが重要である。研究チーム再編については、ある時点で効果が検証される

と良い。 

 挑戦する課題の選択と本格的に取り組む課題への絞り込みが非常に重要である。現在は中心的に活躍す

るべき年齢層が手厚いが、今後はトップダウンでの運営が必要な時期も来る。年齢構成は時間をかけてで

も人材交流等を通して改善して行く必要がある。研究センター設置期間の後半となる今後は、社会への貢

献を引き出すための指標を明示し、高いモチベーションで活動の場を拡げて、最終目標である「低環境負

荷型の化学プロセスのモデル提案」に全員が意識をそろえて取り組むよう期待する。 
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５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ 評点

ユニット戦略課題１ 高温高圧マイクロ化学エンジニアリング技術の開発 ２ Ｂ Ａ Ａ Ａ／Ｂ ３．６

ユニット戦略課題２ 無機材料プロセス技術の開発 １ Ａ／Ｂ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ ４．０

ユニット戦略課題３ 融合反応場技術の開発 １ Ｂ Ａ Ａ Ｂ ３．５

戦略課題総合点 ３．７

イノベーション推進への取り組み Ｂ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ Ｂ ３．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ／Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ／Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ３．７
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３‐１‐３ 先進パワーエレクトロニクス研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 電力エネルギーにおける省エネルギー技術、及び新エネルギー技術導入のための高効率電力変換技術等

を実現するため、電力エネルギー制御・有効利用のための新規半導体エレクトロニクス、即ちＳｉＣ（炭化ケ

イ素）、ＧａＮ（窒化ガリウム）等のワイドギャップ半導体によるパワースイッチング素子／電力変換器の

実証と確立を目的とした基盤技術を開発する。具体的には、主にＳｉＣ素子の普及に必要となる低コスト大

口径高品質ウェハ製造技術、高信頼でより低損失高耐圧なパワー素子技術とその量産化技術（５０Ａ級素子

歩留まり７０％）、高機能を実現する１０素子規模の集積化技術、２００～２５０℃の高温実装技術や、２５～３０Ｗ

/ｃｍ３の高出力パワー密度化技術を統合した回路設計、製作技術を開発する。これら基盤技術の開発を行う

とともに、当所のコア技術を生かして我が国の関連技術開発のイノベーションハブとして機能することを

目指す。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-１-（３）-②「電力変換エレクトロニクス技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 電力エネルギー制御・有効利用のための新規半導体エレクトロニクスの実証と確立を目指し、実用化開発

のフローとして、１ｋＶ級素子の第１世代、高耐圧／高信頼素子の第２世代、超高耐圧素子を中心に据えた第

３世代の研究開発を同時並行的に進めている。研究センター本格化期として、特に素子量産試作ラインを

コア施設とした研究開発ハブ機能強化に注力するとともに、次世代（第２／３世代）技術開発としてのシー

ズ技術創出を行っている。 

国内の多数の有力企業を巻き込んだ、ＳｉＣパワー素子の結晶・ウェハからデバイス・モジュールまでの一

貫した研究開発は他に例を見ず、評価できる。研究開発はロードマップに沿って着実に進捗しており、中

期計画目標の達成も視野に入っている。第１世代から第２世代への移行は、企業への技術移転や次世代の結

晶成長・デバイス開発を含めて順調である。ウェハを安定的に供給し、デバイスチップ供給でＭＯＳ－ＦＥＴ、

Ｊ－ＦＥＴの製品への応用が可能になっている。２０ｋＷ変換装置等デバイスの特徴を生かしたプロトタイプを

作り、ユーザーに見えるようにした点が評価できる。オープンイノベーション推進を目指した積極的な産

学官連携、一体的に進めている産業人材育成、共同研究コンソーシアムＴＰＥＣ（つくばパワーエレクトロニ

クスコンステレーション）という形態は高く評価できる。 

一方、ＭＯＳ－ＦＥＴ、Ｊ－ＦＥＴでの製品応用が従来のシリコンデバイスの置換えとすれば、コストや供給

量の面から不安がある。高密度実装や高温動作では、対応できる周辺部品・技術の開発が必要であるが、シ

ステム応用への展開は弱い。種々の応用に対応できる基盤技術にフォーカスして研究開発を進めるのは当

然であるが、システムに近づくほど、中心となる技術課題をより具体化して行くことが望まれる。応用か

ら進めている欧米を調査し、参考にする必要がある。また、国際戦略の観点から、外国機関を対象とした

具体的なベンチマークを示す必要がある。ＧａＮについての研究開発シナリオの提示も期待される。 

 現在の方針を堅持して今後も着実な進展が期待される。国内外の企業ではウェハ、デバイス、モジュー

ルが市販され、家電製品や電車等への実装も始まっている。性能／価格比で勝ち残れる分野を早急に開拓

し、これまで応用されていない極限的な環境での利用も視野に入れた、システム応用の実証実験を積極的

に展開することが求められる。シナリオ・ロードマップは、内外の動向をよく見据えて柔軟に見直して行く

必要がある。産総研内の連携、国際的拠点としての取り組み、ＧａＮデバイスの目標、液相法によるＳｉＣバ

ルク結晶の優位性実証等を早期に示すことが望まれる。第３世代は重要基盤技術であり、研究センター終

了後のロードマップと目標を含め、その先のステージにつながるシナリオが期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］先進パワーエレクトロニクスの統合的研究開発 

 ワイドギャップ半導体パワー素子を利用したパワーエレクトロニクス技術の研究開発を広く展開するこ

とで、エネルギー利用の高効率化の推進を目標としている。実用化への道のりに応じて研究開発のステー

ジを３段階に分類し、研究開発を進めている。 

 単結晶の作製から電力変換器まで一貫して手掛ける本格研究であり、死の谷を克服する研究姿勢も高く

評価できる。第１世代の研究開発は企業への技術移転が進んでおり、第２、第３世代についても世界レベル
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の成果が出始めている。ウェハの製造、インバータの製作、ＩＧＢＴの試作、ＩＥＭＯＳの特性等は世界的に見

ても優れている。第３世代デバイスとしてのＩＧＢＴは世界最高レベルの特性（耐電圧、動作電流・電圧・温度）

を達成している。両面実装技術も重要な成果である。材料特性とデバイス特性の相関を明確にする評価シ

ステムの構築は信頼性向上に有効であり、評価できる。第３世代に向けた溶液法による結晶成長技術は斬

新な着想と緻密な研究開発として高く評価できる。 

 一方、達成状況は海外を含めた他機関の具体的なベンチマークで評価する必要がある。ＩＧＢＴのスイッチ

ング特性はまだ十分ではなく、ゲート駆動の方法や大電流化は回路技術者も巻き込んで、早急に取り組む

必要がある。全般的に、応用がシリコン素子の代替となっていることは再検討が望まれる。システム応用

の具体的な取り組み、実証実験にも注力することが望まれる。モジュール等の実装に近い技術課題になる

ほど、それらが用いられる具体的なシステムを十分に検討して研究開発に当たることが望まれる。信頼性

評価プラットフォームには、故障原因を物理的に掘り下げた研究も加えると、企業の生産プロセスに役立

つ高い価値が得られる。溶液法は１００気圧、２４００℃の炉内という条件であり、より現実的な結晶成長法

が求められる。ＧａＮ半導体はその位置付けや目標が明確でない。 

 今後は目標テーマを絞って応用研究面を加速し、またシナリオの前倒しも可能となるように、資源を集

中する努力が必要になる。最終アウトカムであるシステム応用での実証を早く組み込むことが望まれる。

コスト、供給量、信頼性等を考慮すると、低コスト化が必須の市場と高コストでも導入が期待できる市場

を見極め、ＳｉＣでなければ実現できない分野の確保が必要である。結晶からモジュールに至るすべての技

術領域で世界的優位を保つことは難しい。各企業が取り組むべき研究開発を十分に把握した上で、当研究

センターの研究開発を判断して行くことが重要である。第１世代ではアプリケーションを主体とした新た

なプロジェクト、第３世代は現行プロジェクトを引き継ぐ新たなプロジェクトの立上げが期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 複数の大きな国プロや国内有力企業との多数の共同研究を実施するとともに、技術研究組合・大学とも産

学官の強力な連携を構築し、我が国のこの分野でのリーダーシップを取っている。本格的に動き始めた

ＴＩＡ－ｎａｎｏプラットフォームやＴＰＥＣはイノベーションハブとして非常に有意義であり、参加機関が増え

てハブ機能が高まっている。ＴＰＥＣ事業での学生の指導やＴＩＡ拠点におけるサマースクールの実施等、人材

育成に関しても積極的な役割を果たしている。研究成果をいち早く産業界へ伝達する仕組みが適切な手法

で運用されており、研究成果を外に向けて発信する努力は高く評価できる。 

 一方、システム応用の観点からのイノベーションへの取り組みが弱く、国外の同様のハブ拠点に対する

国際展開が十分でない。専門家だけではなく、需要家や企業に理解させるために、広報／ＰＲの仕組みを考

える必要がある。一般向けの情報発信も再生可能エネルギー技術に比べ浸透していない。ＴＩＡサマースクー

ルでは、実験的な学習ができる仕組みを作り、ＳｉＣ適用のノウハウを持った技術者の供給を目指して行く

ことも期待される。論文発表は特許出願数に比べ少なめである。 

 オープンイノベーションのコンセプトを民間主導に発展させたＴＰＥＣは今後の飛躍が期待される。国内

の英知を集めて、企業や大学が研究開発すべき方向と目標を明示し、応用製品の開発や問題点解決のため

の素子の特性改善研究の裾野を広げて行くことが重要である。研究開発のウェイトを材料・デバイス重視か

らシステム応用に移行させるとともに、ＳｉＣを使うことにより、今までに実現されていない機能・性能が見

えてくるような方策が望まれる。第２世代、第３世代のＳｉＣパワーエレクトロニクスでは海外で導入が先行

する可能性もあり、海外機関との連携や国際標準化の議論も重要になる。国際半導体技術ロードマップの

ように、技術要素に対応したロードマップを作成し、その見直しを定期的に行う仕組みを作ることも考え

られる。技術と市場投入が世界に先行すればデファクトスタンダード化も期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 複数の国プロ、ＴＰＥＣ等大型事業を有機的に結合して相乗的な研究ユニット運営効果を挙げている。企

業への技術移転から次世代技術まで、研究開発のレベルは高く、我が国のＳｉＣパワーデバイス研究の推進

役として確固たる地位を築いている。資金獲得は効率的で、挑戦的なテーマも積極的に取り上げている。

外部人材を含めて約２００名の研究人員がミッションを共有できる体制を取っている。特許出願や国際会議

発表も積極的である。細かいチーム編成で責任の所在を明確にする一方、チーム間の有機的連携を目指す

姿勢も優れている。共同研究員制度を通じて幅広い人材活用を進めている点も高く評価できる。管理責任

の分担もなされ、複数の拠点での安全管理等も適切に機能している。 

 一方、システム応用への展開を図るべき段階に来ているが、これをマネージできるリーダーが不在であ

る。デバイス・モジュール等のエンドプロダクトに近い研究開発は、応用システムの性能を左右するため、

目標を一段と深く検討して進めることが必要である。産総研内の関連研究グループとの連携が一つの方法
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であるが、マーケティングにもシステム応用の展開に準じた機能を持つ体制が必要である。外部人材が圧

倒的に多いことから、若手を中心とした内部人材の育成に多少懸念が残る。 

 応用システムの将来動向を絶えず調査研究して、当研究センターの研究開発活動をより堅実にすること

が望まれる。システム寄りの優秀な人材を補強して、シンクタンク機能を持たせることも重要である。外

部のリソースを活用することも有効である。スマートグリッドにＳｉＣパワーエレクトロニクスを取り込む

ことについては、産総研内の情報系研究ユニット等とも連携した研究が期待される。人材育成、資金獲得、

情報発信等多くの社会的責任を担っているチーム長は組織内の横、縦の緊密な意思疎通に特に留意するこ

とが望まれる。チームは必要に応じて再編も考慮して行く必要がある。 

 

５．評点一覧 

 

 
 
 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 先進パワーエレクトロニクスの統合的研究開発 １ Ａ ＡＡ／Ａ Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ ４．０

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ Ａ ４．１

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ ＡＡ ４．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．０
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３‐１‐４ バイオマスリファイナリー研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

 二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネルギーの安定供給の確保の同時達成により、グ

リーン・イノベーションの実現に貢献することを目指す。そのため、バイオマス資源から、ケミカル、マテ

リアル、燃料を製造するプロセス「バイオマスリファイナリー」を構築し、これを実用化することを大目

標として、以下の３つのミッションを設定している。①バイオマス資源をケミカル、マテリアル、燃料へ

効率良く変換するための基盤技術を確立する、②オープンイノベーションハブとして国内外の産業界、大

学との連携によってバイオマス利用に関する本格研究を推進する、③アジアにおけるバイオマスの中核研

究拠点として、研究成果の海外への技術移転・標準化・実用化に貢献するとともに、海外の研究人材育成に

協力する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（１）-①「バイオマスを利用する材料及びプロセス技術」 

・ Ⅰ-３-（１）-④「バイオマスからの液体燃料製造及び利用技術の開発」（Ⅰ-１-（２）-①を再掲） 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

リグノセルロースを分解し、ケミカル、マテリアル及び燃料へと効率良く転換するための基盤技術の開

発を一体的に進める。このため、ケミカル製造における基幹物質である糖類をリグノセルロースから製造

する研究にリソースを集中投入する。産総研内の関連研究ユニットと連携し、国内外の研究機関・大学と本

格研究を推進するためのオープンイノベーションハブとなることを目指すとともに、日本型バイオマスリ

ファイナリー構築のためのグランドデザインを作成し、グリーン・イノベーションを実現する。 

 バイオマスリファイナリーという組織名称や、非食糧系バイオマスとそのカスケード利用等、理念は明

確で意欲的と評価できる。ケミカル、マテリアル、燃料転換の技術開発を一体的に進める３つの戦略課題、

ロードマップ、資源配分等も適切といえる。前組織の活動を継承しつつ、民間企業的なマインドで「選択」、

「集中」、「連携」を常に心掛けて、「勝てる」研究開発を進めるというスタンスは非常に良い。守備範囲は

格段に広くなったが、実施しない研究等を明示し、所内外との連携を拡大していることも評価できる。 

 一方で、現状の燃焼によるエネルギー回収に対して、多くのプロセスが加わるリグニンの利用研究に注

力する意義が明確ではない。ケミカル原料としてはエタノールまで変換させるのか、再検討した方が良い。

また、個々の戦略課題では、国内資源活用と東南アジアからの開発輸入というバイオマス資源活用シナリ

オに統一性がない。コスト面での優位性はいまだに見えず、持続可能な低炭素社会の実現という大目標に

対しては、より具体的な数値的目標を示すことが望まれる。 

 今後、斬新な方法論、プロセス、柔軟な研究領域の一定割合の確保も検討し、極めてハードルが高くて

も挑戦すべき課題を加えて、当該分野のトップを目指す必要がある。競合先の技術開発動向の把握に努め、

具体的に「勝つ」イメージを規定した全体戦略・方針を早期に立てることが望まれる。定常的に企画・運営

するための組織や役割の設置も望まれる。バイオマス技術・産業で先行する欧州諸国との連携（グローバル

オープンイノベーション）も視野に入れた研究開発や政策立案も急務である。関係省庁と連携を密に取り、

早期の商業化を目指して選択／集中／連携に心掛け、着実に成果に結びつけることを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］ケミカル原料製造基盤技術の開発 

バイオマスリファイナリーにおいて、ケミカル製造における出発物質となるグルコース等の糖化液を、

水熱・メカノケミカル処理条件の最適化、糖化酵素の生産性向上及びバランスの最適化によってリグノセル

ロースから効率良く製造するための基盤技術を開発する。本研究は先端研究に位置付けられる。既に産総

研が基本的な特許を取得している水熱・メカノケミカル処理条件の最適化、糖化酵素の生産性向上、バラン

スの最適化を図り、企業へ技術移転するための研究を進めている。 

 木質バイオマスの分離技術とバイオ技術を駆使して、エタノール、ピルビン酸の効率的生産と、副生す

るリグニンの樹脂化を目指す全体像は、正統的な研究戦略と評価できる。原料はバガス、稲わら、

ＥＦＢ（Ｅｍｐｔｙ Ｆｒｕｉｔ Ｂｕｎｃｈ）等農業残渣系も視野に入れ、前処理条件の最適化で分離効率を改善した点も

評価できる。分子育種による産総研独自の糸状菌アクレモニウムでの酵素開発では、オンサイト生産を前

提とし、トリコデルマを上回る糖化活性を得て、酵素製剤の市販に至った。タンパク質工学に基づいて酵
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素の耐熱化を図る等、基礎研究を実用化に結びつける手法も優れており、所内の連携・人事交流の効果も明

らかである。 

 一方で、実用化時を想定したコスト・効率等を評価し、合理性のある目標設定が必要である。明確な出口

戦略を立てて最適な原料を選定し、早期の商業化を目指した具体的なロードマップを描くことが望まれる。

耐熱性向上の数値目標を明確にし、酵素の比較ではバイオマス濃度、酵素濃度、温度、生産性、実験規模

等を評価する必要がある。 

 糖化酵素は国内外で精力的に研究されており、研究者間の情報交換等を通じて常に最新の動向を把握す

ることが望まれる。スギとユーカリの酵素糖化性の差異を、植物組織学等の専門家と共同で、組織構造、

高分子特性、主要３成分間の相互作用等から解明することを期待する。リグニンの高機能化ではフェノー

ル樹脂等の代替ではなく、リグニンならではの分野開拓のための基礎研究が必要である。酵素生産技術は

普及に向けて、技術や酵素そのものを供給できる体制整備が必要である。欧米の技術開発動向とベンチマー

クを正しく把握し、海外で通用する要素技術を日本が提供し、海外企業との共同研究で商業プロセスの早

期確立を目指すことが望まれる。石油精製及び関連産業のどの部分を置き換えるのかについて早めにビ

ジョンを示し、バイオマス由来であることで付加価値を高められるような製品や用途が開拓されることを

期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］高性能複合材料製造基盤技術の開発 

リグノセルロースからセルロースナノファイバー（ＣＮＦ）を効率良く製造する技術を開発するとともに、

ＣＮＦと種々のポリマーの複合化により汎用プラスチック以上の性能を発揮する高性能複合材料製造技術

を開発する。既に産総研が基本的な特許を取得している水熱・メカノケミカル処理・樹脂複合化技術による

高性能複合材料を開発し、企業へ技術移転するための研究を進めている。 

 ＣＮＦ製造技術の高効率化を図るとともに、ポリマーとの複合・成型プロセスを確立して高性能複合材料

を製造するという、極めて挑戦的な取り組みを評価する。研究開発は初期段階にあるが、本研究センター

で開発された木質処理技術を用いて、特性評価技術を中心に、企業との共同研究も活発である。リグニン

が残った状態のリグノセルロースからもＣＮＦが製造できること、ポリプロピレンとの複合化では表面コー

ト処理を行ったＣＮＦが複合化材料として優れた性質を有することを明らかにしている。 

 一方、実用化に至るロードマップは必ずしも明確ではない。新規材料として期待を抱かせるが、製品の

市場価値とのバランスを図るという発想に基づく研究目標が立案できていない。汎用品と高付加価値・高機

能材料とでは仕様、許容コスト、研究開発の方向性・手法が大きく異なる。開発着手段階から導入対象と目

標を明確にする必要がある。性能評価方法は間接的なものが多く、不十分である。 

 バイオマスの新しい利用分野として、地産地消を目指した利活用とともに、基礎的かつブレークスルー

のある、広範囲で深い研究成果を期待する。他のナノ材料の先端的研究解析や応用展開は参考にする必要

がある。化学、繊維、製品メーカー等のヒアリングを行い、早く市場に出せる体制を期待する。新たに結

成されるコンソーシアムではリーダーとして予算要求や成果をとりまとめ、製品ユーザーとの情報交換や

共同研究を活性化して、シーズ志向的な技術開発に陥らないことを期待する。コスト面での不利を埋める

に足る政策支援策・誘導策を打ち出すとともに、評価技術の早期の国際標準化も望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］液体燃料製造技術の開発 

リグノセルロースのガス化・触媒合成によってＢＴＬジェット燃料、軽油等を高効率で製造するための研究

開発を行う。現在のバイオ燃料の主流は、サトウキビ、トウモロコシを原料とするバイオエタノールと、

ナタネ、アブラヤシ等から製造するバイオディーゼルである。これらの製造技術は確立しているが、海外

においてもエネルギー作物の栽培に適した土地には限りがあり、食料生産と競合しない原料からのバイオ

燃料を開発するための研究を進めている。 

 セルロースエタノール製造プロセス開発を民間企業主導で実証する道筋を作ったことは評価できる。エ

ネルギー収支（産出エネルギー／投入エネルギー）２．０が達成できることを明らかにし、少人数で複雑な

熱化学プラントの運転・研究に取り組んでいる。２０１５年に民間航空機燃料の１％に相当する２３０万ｋＬの需

要が見込まれるバイオジェット燃料の製造技術開発に取り組んでいることを高く評価する。サトウキビ廃

棄物からエタノールを得るＪＳＴ／ＪＩＣＡプロジェクトも順調に進捗している。 

 一方、バイオエタノールが５０円台／Ｌで製造できたのは海外の恵まれた条件下においてであり、日本で

の木質バイオマスからの生産は現状では難しい。グローバルかつ現実的視点で企業の技術実証の評価・見直

しを図ることが望まれる。ジェット燃料への研究（触媒）開発は非常に時間がかかっており、基礎的な研

究段階から抜け出していない。本研究センターで開発を続行するのであれば、工学的評価を含めて行うこ

とが必要である。 
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 エタノール生産一貫システムは実用化に移行しているが、日米グローバルオープンイノベーション等へ

の取り組みは産総研の主導が期待される。バイオジェット燃料は国内需要（２０１５年頃１０～２０万ｋＬ/年）

を満たす供給体制の整備が必要で、関係省庁と検討してアジア圏で日本主導のバイオジェット燃料産業を

興せると良い。フィッシャー・トロプシュ（ＦＴ）合成の触媒開発は今年度の成果を見て、研究継続を含め再

検討が必要である。バイオマス利活用システムにおける位置付けやターゲットを明確にし、システム評価

や全体最適化等も意識した研究を推進して頂きたい。バイオ燃料のプロダクトアウトが閉塞している現状

では、研究開発の大きな飛躍が困難であり、何らかのパラダイムシフトも期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 商業化を見据えた本格研究に取り組み、将来的にバイオマス資源の豊富なアジアにおいてバイオマスリ

ファイナリーの創設を目指すという視点が高く評価できる。研究成果の発信、広報活動、人材育成、産学

官連携をよく配慮して進めている。実用化のための共同研究にも企業や出口市場の大小にかかわらず積極

的である。少人数ながら内外の研究機関との連携を強化し、イノベーションハブの構築を目指している。

論文発表、講演会、展示会等の機会を通じて積極的に情報発信を行い、バイオマス産業の普及・啓発活動を

展開し、多面的な社会参加、社会貢献を進めている。博士研究員の指導に加え、連携大学院制度での院生

の受け入れ等、産業人材育成に努めている。所内の関連研究ユニットとの連携も深めている。 

 アジアと米国に力点をおいた国際連携は理解できるが、欧州のバイオマス研究は社会実装の歴史が深く、

価値創造や技術認識等学ぶべきことが多いことから、欧州の研究機関や企業を巻き込んだ三角連携も目指

す必要がある。産学官連携では受動的な活動も多く、それなりの資源投入を要することから、本来の研究

開発とのバランスを考慮した推進が望まれる。 

 開発輸入と地産地消の両方を満たすために、関係機関との連携により、アジアでバイオマスリファイナ

リープロジェクトのバリューチェーンを展開するための取り組みを図る必要がある。岡山県真庭市等との

地域連携は当地における本研究センターの存在理由でもあり、具体的な成果を期待する。ハブとなるため

には外部への提言機能も重要で、体系的な情報発信戦略に基づいて、能動的な情報発信を増やすと効果的

である。任期付の研究者も多いので、学術論文数の更なる増加、そのための共同研究やスタッフの充実が

望まれる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 分かり易い形で「業務指針」を示す等、民間出身の研究センター長によるビジョン設定や組織への浸透

は適切である。連携関係にある他大学、研究機関との情報交換を密にして、競争的資金獲得や施設整備に

つなげている。ステージゲート的な手法で研究開発のＰＤＣＡサイクル管理や、農水省との交流を含む計画

的な出向・兼務・留学等による人材育成は高く評価される。少ない人員で幅広い研究体制を維持するために、

効果的な所内連携や分野融合に力を入れている。就職活動支援を兼ねたポスドクの報告会を定期的に開催

する等、継続的な人材育成がなされている。 

 一方、資源エネルギー庁、ＮＥＤＯ、農水省等、更には海外機関との密な連携で、自らのポジションを認

識した上で、Ｗｉｎ－Ｗｉｎ関係の構築が求められる。研究職員はやや減少しており、新規獲得や維持に努め

るとともに、一部の研究者に過度の負担がかからないよう留意が必要である。「業務指針」は状況に応じた

改訂を行い、任期付の研究者にも目標意識が十分に行き渡ることが期待される。 

 産業技術システム設計の最適化研究を進める等、次の社会を想定した研究に取り組むことが望まれる。

欧州の各国の特徴を意識した、研究戦略の再設計を期待する。所内連携により研究の横通し・課題整理がで

きるが、農研機構等国内の研究機関との情報交換が望まれる。欧米の技術開発動向の調査や実現性のある

事業展開シナリオの立案等の能力を有する人材の登用が望まれる。必要に応じて外部人材の有効活用を行

う必要がある。グループ間での情報交換や異動・交流を進めて多面的な研究を可能にして、研究成果の指標

となる特許や論文数が増加することを期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 25 -



第３章 
 

‐26 ‐ 

５．評点一覧 

 

 
 
 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ ケミカル原料製造基盤技術の開発 ２ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．５

ユニット戦略課題２ 高性能複合材料製造基盤技術の開発 １ Ｂ Ａ／Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３．１

ユニット戦略課題３ 液体燃料製造技術の開発 １ Ａ／Ｂ Ｂ／Ｃ Ｂ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ ３．２

戦略課題総合点 ３．３

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ ３．３

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ／Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ／Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ３．５
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３‐１‐５ 糖鎖医工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

タンパク質の機能発現に重要な糖鎖修飾にフォーカスし、糖鎖とタンパク質を一体として解析する「グ

ライコプロテオーム」の概念に基づいて、開発した先進的な技術と研究資産を活かし、産業化に繋がる糖

鎖医工学研究を実施することによって、国民の健康と福祉に貢献する。すなわち、糖鎖解析技術の医応用

として、がんを中心とする疾患の糖鎖バイオマーカーを探索し、実用化に向けた企業への橋渡しをすると

同時に、糖鎖データベースの構築を通じて、成果普及や国際交流を進め、国際的な研究中核拠点として、

糖鎖科学研究開発を推進する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-１-（２）-②「身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカーの探索、検知法

開発とその実用化」 

・ Ⅱ-１-（２）-③「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高度

生産技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-①「配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援技術開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-③「バイオデータベース整備と利用技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

疾病診断に役立ち、臨床が求めるバイオマーカーを発見、診断技術として実用化を進めている。具体的

には、がんやがんに向かって病態が進行する線維化等の疾病を、血清等から簡便な方法で検出することの

できる糖鎖バイオマーカーの開発、並びに創薬支援ツール開発として有用性の高い拡充が求められている

糖鎖データベースの開発を行っている。 

糖鎖産業技術フォーラム（ＧＬＩＴ）やアジア糖鎖科学コンソーシアム（ＡＣＧＧ）を立ち上げて、国内外の関連

機関や企業等とネットワークを形成し、その中核的拠点として糖鎖産業及び糖鎖科学の発展に貢献してい

る。この２年間に、糖鎖解析技術を疾病診断技術として実用化し、肝線維化に特徴的な血清糖タンパク質

糖鎖を検出する診断薬の薬事承認申請に至った。また、産総研独自の糖鎖データベースと我が国の他の糖

鎖関連データベースとを統合したＪＣＧＧＤＢを構築し、さらにアジアの糖鎖関連データベースを追加したア

ジア糖鎖科学統合データベースに発展させた。この際、糖鎖表記法を提案し世界標準を主導的な立場で進

めていることは高く評価できる。 

一方、検出の高感度化を可能とする技術的方策、及び非臨床・臨床における評価方法と標準化等の技術確

立も必要である。また、研究課題の展開や研究成果の取扱い、人材の活用等、研究センター終了後の展開

を考える必要があり、ＪＣＧＧＤＢの維持体制についても産総研として検討する必要がある。 

糖鎖関連の技術は基礎、応用ともに今後重要性が増し、しかも、日本としての強みを発揮できる余地の

ある分野である。研究継続はチャレンジだけではなく、今までの投資に対する責任である。糖鎖を利用す

る新しい診断技術の開発に挑戦し、糖鎖バイオマーカーの早期実用化を期待する。 

  

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］糖鎖バイオマーカー開発関連研究 

独自に考案・構築した糖鎖解析手法を応用した糖鎖バイオマーカーに対する探索コンセプト及び解析シ

ステムを用いて、がん及びがん化する疾患に対する糖鎖バイオマーカーの探索と開発を行っている。開発

したバイオマーカーは企業への技術移転を行い、体外診断薬として実用化することを目的としている。ま

た、生命現象、恒常性の維持や疾病に関与する糖鎖機能とそのメカニズムを解明して、新しい検査や治療

法の開発へとつなげる技術シーズの開拓も目的としている。 

糖鎖バイオマーカーの開発の進展は、レクチンアレイ解析という新規技術の確立と液体クロマトグラ

フィー質量分析法（ＬＣ／ＭＳ）の利用により、より精巧なグライコプロテオミクス解析を可能にしたことに

よるところが大きい。さらに、組織病理学的解析を臨床施設と連携して糖鎖マーカーのバリデーションが

行える体制となっている。開発した技術は「糖鎖マーカーを用いた肝線維化検査技術」に関して薬事申請

に至っている。また、肝硬変や肝がんの指標マーカーについてはその有効性が検証され、他の疾患の糖鎖

マーカーも検証段階に入っている。 

バイオマーカーは、治療薬と異なって市場は小さく、従来の検査との置換えになる部分が多い。このた
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め、異なるビジネスモデルを考案する必要がある。ベンチマークについては、グローバルな観点から他と

の比較の記載が望まれる。 

有望な糖鎖バイオマーカーについては、共同研究も含めて何らかの形で継続されることが望まれ、研究

推進と共に企業と連携した円滑な薬事申請が望まれる。また、検出感度に問題がある悪性腫瘍血清マーカー

診断キットの開発においては、産総研内の分析化学や発光化学、あるいは蛍光物質合成に長けている他の

研究ユニットとの連携を進める必要がある。 

 

［ユニット戦略課題２］糖鎖統合データベース開発事業 

国内の糖鎖データベースを集約することで、実験データやキュレーション・データへのアクセスを向上す

るために、データの保存形式やそれを検索するための技術開発並びにＷｅｂインターフェースの開発を行っ

ている。糖鎖研究の領域ではゲノムやタンパク質のように多くの研究者により様々な視点で整備された情

報やオントロジーが皆無であり、基本的な情報から整備を進めている。 

産総研独自のデータベースに加えて、国内の他のグループが作成した糖鎖に関するデータベースを統合

し、糖鎖科学統合データベース（ＪＣＧＧＤＢ）を構築・公開し、さらにアジアの糖鎖関連データベースを追加

したアジア糖鎖科学統合データベース（ＡＣＧＧＤＢ）に発展させた。この際、標準表記法の創造に着手してい

る点が最大の成果である。米国や欧州が先陣争いをする中、日本が率先してこのような糖鎖表記法を提案

し、世界標準を主導的な立場で進めていることを高く評価する。 

一方、糖鎖だけのデータベースとして閉じることなく、ゲノムや化合物とのリンクが重要である。また、

米国や欧州のデータベースの特徴を捉えつつ、統合データベースの目指す姿を明示することが望ましい。 

データベースは継続的な更新が必要で、着実に実施できる体制と予算措置が必要である。欧米と比較し

て、有意な点を明確にし、どのような連係が適切かの見極めが重要である。産総研、日本としての対応・

検討が求められる。また、糖鎖は核酸やタンパク質とは異なるので、データベースも多岐にわたり、使い

こなしが難しい。他分野の研究者や企業に対して分かり易いガイドが必要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

糖鎖研究で世界をリードする研究成果を挙げ、バイオマーカーの開発と実用化、糖鎖科学統合データベー

ス（ＪＣＧＧＤＢ）構築と公開、論文成果の発信、知財、国際連携等、イノベーションの推進に対して積極的な

取り組みが見られる。若手研究者を対象とする糖鎖研究技術研修会を開催して糖鎖科学の普及に努め、ま

た、知的財産プロデューサー制度を活用する等、知財に関する戦略が適切で薬事申請までのシナリオを着

実に進めた点は評価できる。また、研究機関や大学に散在していたデータについて、当該研究センターが

主導して進めているアジア糖鎖統合データベース（ＡＣＧＧＤＢ）は特筆すべき成果であり、ユーザーの立場に

立った有益な成果と評価できる。 

一方、企業との共同研究が多い点は評価できるが、産総研にもっとメリットがある形に改善することが

望まれる。また、研修会を通じて国内企業に糖鎖科学の普及に務めているが、産業人材の育成への貢献は

明確でない。 

今後は、現状の推進内容を拡大する方策を検討し、実施することが望まれる。データベースの欧米への

展開は、産総研だけの課題ではなく、世界的な意義を持つので、これまで以上の国際戦略が必要である。

また、糖鎖に関しては多様かつ分野横断的であるので、糖鎖科学を理解する若手研究者及び産業人材の育

成を継続して行く必要がある。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

研究ユニット長の強力なリーダーシップのもとで積極的に外部資金を獲得し、戦略的に研究資金を活用

している。また、ミッション遂行のため、戦略課題を２つに重点化したこと、診断薬開発促進班を設置し、

企業との連携、実用化に必要な橋渡しを強化したことは評価できる。他の研究部門との連携にも取り組ん

でいる。 

今後においては、所内外や企業との連携拡大を図り、次代の糖鎖関連研究の方針を検討し、基礎から実

用化までを円滑に推進する体制整備を図る必要がある。医療への適用を推進するためには医薬品や医療機

器に関連する企業や産業界との連携も必要である。加えて、これまで構築してきた研究成果や知的財産、

データベース等の普及を模索する必要がある。 
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５．評点一覧 

 

 
 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 糖鎖バイオマーカー開発関連研究 ２ Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ４．５

ユニット戦略課題２ 糖鎖統合データベース開発事業 ２ ＡＡ ＡＡ ＡＡ ＡＡ Ａ ４．８

戦略課題総合点 ４．７

イノベーション推進への取り組み Ａ Ｂ ＡＡ ＡＡ Ａ ４．２

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ Ａ ４．３

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．４
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３‐１‐６ 生命情報工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

生命情報を工学的な観点から総合的に解析し、ゲノム・生体情報に基づく診断・創薬支援、バイオプロセ

ス等の産業技術創出に貢献する。また、研究所内外のデータベース・ソフトウェアを最新の情報技術を用い

てシームレスに統合したバイオインフォマティクス情報基盤の構築に取り組む。さらに、企業・大学との共

同研究、技術指導、学生の受け入れ等を推進し、バイオインフォマティクスの研究・人材養成の拠点として

の機能を発展させて産業技術の研究基盤を構築する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-３-（１）-②「微生物資源や有用遺伝子の探索と機能解明」（Ⅰ-５-（３）-①を再掲） 

・ Ⅱ-１-（３）-①「配列情報と分子構造情報を用いた創薬支援技術開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-②「システム生物学的解析を用いた創薬基盤技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（３）-③「バイオデータベース整備と利用技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

ゲノム情報解析、分子情報解析、細胞情報解析を通じ、ライフ・イノベーションの課題として医療支援技

術、創薬支援技術を、グリーン・イノベーションの課題として環境・エネルギー利用技術を推進する。情報

基盤統合では、これらの成果を統合し、ソフトウェア・データベースの開発・統合・普及を推進する。さらに、

人材養成によって、産業技術に貢献する研究基盤・人材の育成・成果の普及を推進する。 

国内最大規模のバイオインフォマティクス人材拠点を恒常的に維持運営しており、我が国のバイオイン

フォマティクスの発展に大きく貢献している。各戦略課題は相互にバランスよく設定されており、戦略課

題間の連携も進められている。また、国内外の主要な研究機関とも連携しており研究拠点としての優位性

が認められる。先進的なバイオインフォマティクスの解析技術及びソフトウェアを開発し、それらを駆使

して付加価値を高めた二次データベースを構築して公開している点は優れた特徴である。さらに、ゲノム

／分子／細胞の情報解析の分野で、事業開発・産業強化につながる視点での技術開発を目指す方針は、大学

では困難な分野への挑戦であり評価できる。 

一方、アウトカムとして創薬分野をターゲットとして挙げているが、バイオインフォマティクス情報基

盤という性質上、創薬だけにアウトカムに絞ることは適切でないし、外部に評価されるだけのアウトカム

を示すことは難しい。また、開発したソフトウェアや秘密計算等は他のソフトウェア等との差別化を図る

ことが望まれる。扱うデータの増加スピードが予想を超える速さである点から、これに対応するためのさ

らなる技術開発が望まれる。 

ＭＡＦＦＴ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ using Fast Fourier Transform；配列アラインメントプログラム）の高い

引用数が示しているように、データベースやツールは常に更新し続けることが重要である。情報基盤統合

等で、継続性のための仕組みの構築が望まれる。また、特定の応用に偏ることなく、バイオマス、バイオ

マテリアル、食品等幅広い応用の可能性をもたせ、ウェット研究者と密接に連携しながら、基盤となるバ

イオインフォマティクスの技術開発を推進する研究センターとしての位置付けが望まれる。さらに、ビッ

グデータ時代にマッチした技術開発が期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］ゲノム情報解析 

配列情報解析技術等の開発と転写制御機構の解析、新規機能性ＲＮＡ発見等をゲノム配列情報の工学的制

御の観点からの解析を行っている。また、ゲノム情報解析のソフトウェア開発も進め、次世代シークエン

サー対応技術の重点化を図っている。 

ＤＮＡメチル化情報解析パイプライン、エピゲノムデータベースの開発等で優れた成果を挙げている。ま

た、配列アラインメントについては、次世代シークエンサーをターゲットとした独自のアラインメント手

法を開発し発展させている。ゲノム情報解析のためのソフトウェア開発において、深い理論的な基盤と高

度な実装技術、実用的な性能評価技法等の総合的な基盤技術の強みを活かすことで世界的にみてもトップ

レベルの性能を達成している。 

一方、大規模ゲノム配列比較ソフトウェアＬＡＳＴ（Ｌａｒｇｅ-ｓｃａｌｅ Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ Ｔｏｏｌ）は、学問的には優れ

たプログラムであるにもかかわらず広く利用されていない。 
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今後、世界的にも優れているプログラム等の良さを広める意味でも、他の研究者に注目を浴び、使いや

すく、実用的にも優れていることを実証していく活動が望まれる。また、解析技術の普及に民間の活力を

利用する必要がある。基盤技術の標準化は、知財の権利行使とユーザー視点とのマネジメントの問題であ

り、当該研究センター単独ではなく、産官学連携の視点から産総研全体で検討すべき事項である。 

 

［ユニット戦略課題２］分子情報解析 

タンパク質の単体標的やタンパク質複合体構造から相互作用部位を解析し、相互作用を制御することが

可能な化合物を得るため、バーチャルスクリーニングの技術開発と実用化を図っている。また、大規模計

算機を用いたＨＰＣ（Ｈｉｇｈ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ）による知的基盤を構築して高精度な創薬支援技術

に貢献するためにタンパク質構造予測技術、分子シミュレーション技術、分子設計技術の研究を行ってい

る。 

製薬企業との密接な連携により研究成果を挙げている点は評価される。高精度な創薬支援技術の開発を

目標に、創薬標的タンパク質－タンパク質間相互作用技術、バーチャルスクリーニング技術、タンパク質

複合体評価法、新規の分子機能・構造予測法といった技術の開発を課題とし、いずれも顕著な研究成果を挙

げている。これらの成果を活用して、製薬企業と創薬シードの開発を目指した共同研究を多数実施する等

の実績を挙げている。 

一方、公的機関として先端的研究を担うには、一歩進んだテーマの設定が望まれる。また、特徴や優位

性を明示した上で、課題を整理することが望まれる。 

今後、創薬分子プロファイリング研究センターを含めた所内外の機関と連携しながら産業への貢献を推

進すると共に、これまでの研究実績を活かし、新しいインフォマティクス技術の創出が期待される。また、

開発された技術のより一層の活用と普及に向けて、利用のためのノウハウも組み込んだ情報統合基盤の整

備が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題３］細胞情報解析 

ヒト細胞データベースと細胞分化因子予測システムの構築と公開、網羅的タンパク質定量化システム、

トランスオミクス解析技術等の開発を推進し、ＮＧＳ（Ｎｅｘｔ Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ Ｓｅｑｕｅｎｃｉｎｇ）や細胞内可視化、

単一細胞や単分子の解析等のデータに対する高精度かつ高効率な情報解析技術の開発と高度化を進める。

企業と連携して遺伝子発現の動態操作や幹細胞による解析技術の開発を行っている。 

所内の研究ユニットや企業との連携が図られている点や今後のネットワーク解析に重要なアプローチで

ある構造方程式モデリングは評価できる。また、幹細胞における環境化学物質の影響予測や毒性予測の高

精度化等は先端的な取り組みである。 

今後、環境分野等への展開は所内外における関連機関との連携が考えられる。一部の課題では産業界か

らの意見を求めて、得られた成果がどのように役立つのかを明確にすることが望まれる。 

生物資源の活用はバイオインフォマティクスの展開が期待される重要なテーマである。幹細胞からの細

胞分化の数理モデル化や効率的な有用物質生産に向けての細胞のデザインは医療や産業へ与えるインパク

トが大きい。国際的な競争の激しい分野であり、更なる技術開発による貢献と競争力維持のための継続的

な努力が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題４］情報基盤統合 

情報統合データベースと協調した高度な解析が可能なバイオインフォマティクスの基盤技術、及び超巨

大データベース時代に向けた最高速データベースエンジンを開発している。また、当該エンジンを核とす

る戦略的社会サービスの実証・評価を行い、医療従事者の行動データや農業関連のゲノムデータの解析を進

めている。 

機械学習におけるプライバシー保護検索技術と多重検定法ＬＡＭＰ（Ｌｉｍｉｔｌｅｓｓ Ａｒｉｔｙ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ-ｔｅｓｔｉｎｇ 

Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ）は、共に特筆した成果である。情報基盤統合におけるセマンティックＷｅｂ技術を用いた連携

に対する取り組みは優れている。外部データの取込みと統合化及び解析ツールのネットワーク技術は、日

本では当該研究センターが最も優位である。 

今後、セマンティックＷｅｂ技術は単なるモデルケースの連携ではなく、所内外の機関で開発されたツー

ルを使いやすくするための実証が必要となる。また、開発に際しては、利用者を想定した上で利便性や暗

号化等、所内の専門家や関連企業との連携拡大が望まれる。 

解析ツールのネットワーク構築については、ユーザーに成功事例を提示することにより、優位性をアピー

ルすることが求められる。また、セマンティックＷｅｂを用いた情報統合において実用例が増えると良い。

暗号検索についてはゲノムへの応用が期待される。 
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［ユニット戦略課題５］人材養成 

産業技術の発展、産総研の存在意義の向上につながるバイオインフォマティクスの研究拠点として確立

された地位を築くことを目指している。 

人材養成コンソーシアム、技術研修、セミナー等により幅広く人材育成に努め、大きな成果を挙げた。

技術を使いこなす人材を養成する意図が明確であり、大学における人材養成と差別化している。また、ｅ－

ラーニングの実施体制も評価できる。 

一方、必要なシステムをプログラミングできる能力を有する人材が少ないため、人材を養成できるメニ

ューが望まれる。また、所内の若手研究者に対する人材育成の具体的な方策も求められる。 

単にソフトやデータベースが利用できる研究者ではなく、高度な専門的知識を有するバイオインフォマ

ティクス研究者が米国に比べて不足している。当該研究センターは、まさにこのような研究者の人材育成

を行っており、技術開発や実用化と平行して推進することで、我が国のバイオインフォマティクスの発展

に貢献することが期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

ホームページやニュースレター等を通じた情報発信もよく行われ、産業人材養成を含む産学官連携のイ

ノベーションハブとしての役割を果たしている。世界的に見てもトップクラスのソフトウェアやデータ

ベースを開発しており、理論に基づく基盤技術から多数の製薬企業等との共同研究につながる実践的な技

術に至る総合的な技術を持つ研究拠点となっている。 

今後、開発中のソフトウェア等は特徴を明確にして他との優位性を明示してアウトカムとしての産業へ

の展開を図ることが望まれる。また、所内連携、外部機関連携によるイノベーションに関する取り組みに

ついて明示する努力も望まれる。 

膨大なデータを取り扱う生命情報工学は産業技術のキーテクノロジーになるが、その技術を基盤とした

産業への応用に至る道筋をより明確にすることが求められる。当該研究センターの看板や知名度等を活用

し、当該分野のイノベーションハブの国内外に向けた積極的なアピールが必要である。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

ライフサイエンスの研究動向に合致した適切なロードマップ、マイルストーンの設定が行われ、優れた

研究成果を挙げている。また、自主的な運営と透明性の確保等、ユニークな取り組みが見られる。 

今後においては、産業界・医療業界のニーズを踏まえ、「大量データから知識の発見」等の新たな生命情

報工学研究について立案、推進する必要がある。研究に関するコミュニティ活動は、当該研究分野の発展

に対して極めて重要で、継続的な取り組みが望まれる。また、アウトカムを最大化するためのコーディネー

ト機能の充実、ベンチャー育成等の方向性も検討する必要がある。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ ゲノム情報解析 ２ ＡＡ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ ４．３

ユニット戦略課題２ 分子情報解析 １ ＡＡ Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ ４．２

ユニット戦略課題３ 細胞情報解析 １ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ｂ Ａ Ａ ３．８

ユニット戦略課題４ 情報基盤統合 １ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ ４．１

ユニット戦略課題５ 人材育成 １ ＡＡ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ ４．４

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み ＡＡ Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ ４．１

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．１

- 32 -



第３章 

‐33 ‐ 

 

３‐１‐７ 幹細胞工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

幹細胞の産業応用を実現するためには、幹細胞の未分化状態を統一的に評価・判別する幹細胞の標準規格

の作成が必要とされている。そこで、数多くの幹細胞に関する網羅的な遺伝子発現プロファイルや糖鎖プ

ロファイルと幹細胞の分化能との関連を統合的に解析することにより、その未分化状態を正確に規定する

ための基準となる発現プロファイルを抽出する。また、新規遺伝子導入技術を利用した安全で効率的な幹

細胞の樹立方法や、樹立した幹細胞の安定した培養方法の確立を目指す。さらに、幹細胞から各種組織へ

の分化誘導技術の効率化を進め、分化時に特異的に発現するタンパク質や糖鎖プロファイルを探索・解析す

ることにより、特定の細胞種の単離にも利用可能な細胞表面マーカーを同定することを目指す。このよう

な研究開発により、失われた機能の回復のための幹細胞工学技術や新規な創薬開発を推進することで、国

民の健康を守り豊かな健康生活のためのライフ・イノベーションの推進に貢献する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-１-（１）-① 「幹細胞等を利用した再生医療等に資する基盤技術及び標準化技術の開発」 

・ Ⅱ-１-（１）-③ 「医療機器開発に資する先端技術の開発と実用化に向けた基盤整備」 

・ Ⅱ-１-（２）-② 「身体状態の正確な把握に資する糖鎖やタンパク質等のバイオマーカーの探索、検知

   法開発とその実用化」 

・ Ⅱ-１-（２）-③ 「有用生体分子の構造、機能解析に基づく創薬基盤技術の構築、改良とその分子の高

   度生産技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

幹細胞の遺伝子発現や糖鎖修飾等に関する網羅的情報と分化能との関連を統合的に解析することにより、

幹細胞の状態を正確に規定（標準化）するための評価方法を開発する。また、新規遺伝子導入技術を開発

し、これを利用した安全で効率的な幹細胞の樹立方法や幹細胞から各種組織への分化誘導技術の効率化、

幹細胞制御基盤技術の創薬応用を加速するためのマイクロファブリケーション・マニピュレーションを駆

使したスクリーニング技術の実用化を推進する。それらを通じて、安全で確実な医療技術と革新的創薬の

実現を目指している。 

ミッションに向けた研究課題が明確化され、その研究体制が上手く融合されて順調に進捗している。ヒ

ト幹細胞の標準化を目指した一連の研究は先導的であり、将来の臨床応用を目指した間葉系幹細胞等の展

開は期待を含めて高く評価される。また、高効率な培養技術、センダイウイルスベクター（ＳｅＶｄｐ）、細胞

識別と細胞選別、レクチンアレイ、糖鎖未分化マーカー、再生医療機器の開発等も順調である。さらに、

産総研内外との活発な連携が進められている。 

一方で、幹細胞の標準化の達成という中心的なミッションに向けて個々の研究は着実に積み上げられて

いるものの、それらがどう標準化につながるのかといった道筋が明確ではない。アウトカムを具体化させ

るうえでの安全性確保、リスク管理に関する検討も必要である。 

今後は、シナリオ、ロードマップに従って研究の進展を図り、国内及び国際的な研究に関して先導的な

立場にある研究ポテンシャルを社会に活かすことを期待する。また、研究成果及び開発技術の産業応用や

臨床への円滑な導入、世界的な拠点形成を期待する。このためには、ビジネスプラン、バンク、薬事への

対応検討等、一層の検討が望まれる。所内外の連携を一層密にし、関連する行政機関等との協調も望まれ

る。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１、２］ 

１：幹細胞標準化のためのマーカー探索 

２：臓器形成ロードマップの構築と分化制御技術への応用 

戦略課題１では、幹細胞の標準化のために不可欠な評価・検証を一体的かつ重点的に推進している。また、

戦略課題２では「幹細胞の性質：分化指向性」を解析・理解する上で必要な臓器形成に関わる知見を得る。 

幹細胞標準化のためのマーカー探索としてＡｉＬｅｃ-Ｓ１を見出し、市販レベルまで到達したことは高く評

価される。品質管理をしながらヒトｉＰＳ細胞の培養ができる意義は高く、残存するｉＰＳ細胞の除去が効率良

く達成されれば波及効果も高い。短期的には創薬応用、将来的には再生医療等に関連する産業への貢献が
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期待される。また、ｉＰＳ細胞の自動培養装置についても、他施設と連携しながら新たな装置の実用化に取

り組んでいる。 

臓器形成ロードマップの構築等の進捗がやや遅い印象である。また、後述のユニット戦略課題３と研究

内容が重複している印象を受ける部分もあり、課題の設定を再検討する必要がある。さらに、標準化を推

進するための戦略（アクションプラン）を具体的に検討する必要がある。国際会議での合意、ＩＳＯ等への

展開等、内容に応じた展開を期待する。 

今後、創薬応用と再生医療では、要求される幹細胞の品質レベル等が大きく異なるので、出口戦略とし

ては分けて計画することが重要である。特に、再生医療としてヒト間葉系幹細胞を取り扱うノウハウの蓄

積を期待する。また、幹細胞標準化を到達目標に掲げる以上、開発・実用化した技術を広く浸透させ、さら

に、標準化への道筋や戦略に関する研究体制の整備も検討する必要がある。 

 

[ユニット戦略課題３］産総研バイオリソースを活用した幹細胞制御技術の開発 

標準化後の幹細胞を有効に利用するために必要な分化制御技術の開発を行っている。具体的には、ＥＳ

細胞やｉＰＳ細胞、間葉系幹細胞等を効率的に分化制御する技術を開発する。モデル生物を利用して構築し

た臓器形成ロードマップ因子や新規分化制御因子を探索する。 

幹細胞制御技術の開発として順調に進捗している。胃疾患モデル組織の作成は独創的で、今後の展開が

期待される。また、肺疾患関連の研究は社会ニーズを反映する課題で、肺前駆細胞関連も期待に応える成

果を挙げつつある。心筋や神経関連の研究に対する進め方は適切で、現況では高いレベルを維持している。 

一方、アウトカムとして創薬産業への貢献を目指すならば、産業界のニーズを踏まえた上で本成果によ

って創薬スクリーニングがどの程度効率良く的確に実施可能かを早めに検証する必要がある。また、アウ

トカムとして再生医療を想定するならば、ヒトへの応用を目指して動物レベル（特に霊長類）での検証を

十分に行う必要がある。さらに、研究ターゲットが多くの臓器／細胞種にわたっており、研究の焦点を絞

る必要がある。 

今後においては、開発した細胞の分化制御技術を臨床研究や創薬へ活かして行くために、医療機関等と

連携を深めることが期待される。中でも、新規肺がんマーカーについては、組織診断だけでなく血液診断

の可能性等、早急に臨床での有用性を検証し、早期診断試薬開発等の社会実装を目指すことが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題４、５］ 

４：新規ＲＮＡベクターＳｅＶｄｐを使ったヒト組織細胞のリプログラミング技術の開発 

５：新規ＲＮＡベクターの創薬支援・先端医療への応用 

世界で唯一のＲＮＡを使った安定な遺伝子発現系であるセンダイウイルスベクター（ＳｅＶｄｐ）技術を基盤

とした再生医療や遺伝子治療の分野への展開を図っている。また、遺伝子の導入と発現のためのステルス

型ＲＮＡベクターの確立と実用化を推進している。 

我が国発のＳｅＶｄｐを展開して、非常に波及効果の高い意義ある研究成果を挙げたと評価される。ｉＰＳ細

胞に関わる成果は国際的にも評価が高く、アウトカム実現への寄与として重要な役割を担うと判断される。

ＳｅＶｄｐがヒトｉＰＳ細胞に対して高い効率を示し、血液細胞から樹立可能となったことは画期的な進歩と言

える。また、次世代のステルス型ベクター技術が開発され、任意の遺伝子が１０個まで載せられることやウ

イルス由来のＲＮＡが無いこと等、革新性は極めて高い。 

一方、多くの技術移転、連携等によって、どのようにヒトｉＰＳ細胞作製技術等の世界標準を獲得するか

が課題であり、その道筋が幾分不透明である。また、ウイルスベクターの供給体制に課題があり、社会的

なインパクトを与えるための制約要因になっている。 

今後においては、臨床応用に向けて安全性の確認といった必要なステップを着実にクリアすることが期

待される。また、ベンチャーの起業化が計画されているが、産総研の持続的な支援が望まれる。 

 

［ユニット戦略課題６］マイクロプロセスおよび機能性材料を利用した細胞機能誘導技術の開発 

創薬プロセス支援技術、特に新しい細胞を用いた医薬品アッセイ技術の開発を推進し、細胞アッセイヘ

の応用の観点からヒトｉＰＳ細胞の大量自動培養技術、ヒトｉＰＳ細胞から臓器･組織特異的機能を発現する標

準細胞の効率的誘導について実施している。 

肝スフェロイド灌流培養系を用いて企業との薬物モデル基質代謝試験に関する共同研究を進め、成果を

挙げている。また、内皮細胞アッセイチップ、さらにはｐＨ、光、温度に応答する光分子の開発等、多角的

な研究がチームの間での共同研究によって推進されている点が評価できる。 

一方、細胞アッセイ系に関わる技術開発及び基盤構築であることは十分に理解できるが、本研究センター

の基軸である幹細胞利用、再生医療への応用に優先順位を更に絞って、研究センター内の連携をより意識
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する必要がある。また、製品化に向けた戦略が明確ではなく、他機関との優位性を明示することが望まれ

る。 

今後においては、研究開発する灌流培養技術、光マニピュレーション技術等は個別化医療、再生医療、

ＰＯＣ（Ｐｏｉｎｔ ｏｆ Ｃａｒｅ）薬剤スクリーニング、創薬スクリーニング等への展開が想定される。早期の製品化

によって研究のアウトカムを明らかにすることが望まれる。製品を世に出すことを重視した研究展開が期

待される。 

  

［ユニット戦略課題７］糖鎖プロファイリングによる細胞評価技術開発 

開発した糖鎖プロファイリング（レクチンマイクロアレイ）技術を細胞培養技術、分化制御技術と連携

させることで、幹細胞の分化度や分化指向性を評価・選別する実効性に優れた細胞表面マーカーを開発する。

具体的には、ｉＰＳ及びＥＳ細胞の未分化性を瞬時に判断可能な糖鎖マーカー、間葉系幹細胞の分化能・増殖

能を評価するための糖鎖マーカーや糖鎖関連マーカーを作成する。 

糖鎖研究の成果を活かした幹細胞評価技術を短期間で展開したことを評価する。ｉＰＳ／ＥＳ細胞の良好な

表面マーカーとなりうるＡｉＬｅｃ-Ｓ１を見出し、そのリガンドを同定した。また、培養液を用いた残存未分

化細胞の検出システムを開発し、さらに薬剤結合ＡｉＬｅｃ-Ｓ１を用いて、分化誘導時に残存した未分化細胞

の除去技術の開発にも成功している。これらは、将来的な再生医療等のアウトプットを考慮すると有利で

ある。また、細胞分化能を判別するＡｉＬｅｃ-Ｓ２の発見も注目に値する。さらに、レクチンマイクロアレイ

は独自性があり、知財等を含めて優位性の高い技術であり、汎用性に優れている。 

一方、ＡｉＬｅｃ-Ｓ１によるヒトｉＰＳ細胞除去の信頼性、さらにリガンドの定量化については用途の十分な検

証が必要である。 

ｉＰＳ細胞等の未分化細胞と分化細胞間の糖鎖構造解析は、発生生物学のみならず、がん生物学において

も非常に重要なテーマであり、新たな診断マーカーや治療薬の開発にも繋がる。所内外機関との連携を推

進して、再生医療や創薬支援への円滑な展開を期待する。 

 

［ユニット戦略課題８］間葉系幹細胞を活用したメタボリックデバイスの開発 

幹細胞を用いた再生医療への応用や創薬支援のための基盤技術の構築を目指す。体内から採取可能な間

葉系幹細胞を活用するための基盤研究を行う。高次脳領域、代謝疾患やがんにおける先端的細胞治療とし

て広く貢献することにより本格研究への橋渡しを行う。 

間葉系幹細胞を用いたａｄｉｐｏｌｏｍｅの解明や癌間質消滅治療法の開発、再生医療のみならず種々の疾患（生

活習慣病、糖尿病、がん）等の細胞治療への応用も期待される成果が出ている。また、体細胞初期化のメ

カニズムの解析から、高効率のｉＰＳ細胞の誘導法、脂肪由来細胞から神経幹細胞、あるいは血管内皮前駆

細胞の誘導に成功した。 

一方、世界中で研究開発と実用化が活発になっている中で、当研究センターの独自性をどこに求めるか、

戦略的な方針を打ち出す必要がある。また、安全性の確認やコストパフォーマンスの評価等、実用化に向

けた課題の解決も必要である。 

国内の幹細胞研究機関はｉＰＳ細胞に特化しようとする傾向がある。そうした中で差別化を図り研究を進

めようとしている姿勢を感じる。研究の方向性や着地点を明確にし、今後も着実に成果を挙げることが期

待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

ＥＳ及びｉＰＳ細胞に対する高感度検出プローブの開発、ＲＮＡベクターを使ったヒト細胞創製技術等は応用・実

用化を見据えた研究成果として高く評価される。さらに、成体神経幹細胞の今後の展開は大きな成果となることが

期待される。また、アウトカムとして新規のＥＳ及びｉＰＳ細胞マーカーを製品化し、高品質のヒトｉＰＳ細胞製作技術

を実用化した。これらの成果や自家細胞による糖尿病の再生医療に向けた取り組み等が推進されている。 

目標として掲げられている幹細胞の標準化について、様々な研究をどのようにつなげ、どのような具体策を講じ

るかを明示する努力も望まれる。また、つくば国際戦略総合特区における連携のメリットとデメリットを具体化する

ことが望まれる。 

今後は、研究開発、標準化、知財戦略、実用化戦略、臨床研究の推進、薬事対応等、継続的な推進を期待す

る。現状の問題を分析し、必要な解決策を所内で議論する必要がある。 

 

４． 研究ユニット運営の取り組み 

研究の進展や展開に応じて柔軟に体制を組み替え、組織を運営している。各研究チームの成果を利用し

合い、共同で取り組みを進める例も目立ち、予算の運用も含め、効率良く研究が進められている。 
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一方、人員規模に比して、取り組む研究課題が多岐に渡りすぎていないかという懸念がある。また、ウ

イルスベクターの供給体制に関しては、研究者の発案に基づく仕組みづくりと共に、産総研全体として戦

略的観点に基づく判断とトップダウン的リーダーシップが必要な時期に差し掛かっている。 

今後は、これまでの研究によって得られた革新的なコア技術を発展させることや、より強い知財を確保

してアウトプットをアウトカムにつなげる基盤を整備することが重要である。また、新たに見出した現象

や概念の発展には、中長期的な枠組みで取り組むことが望まれる。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題
１，２

１：幹細胞標準化のためのマーカー探索
２：臓器形成ロードマップの構築と分化制御技術への応用

１ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ ＡＡ／Ａ ４．２

ユニット戦略課題３ 産総研バイオリソースを活用した幹細胞制御技術の開発 １ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ ３．８

ユニット戦略課題
４，５

４：新規RNAベクターＳｅＶｄｐを使ったヒト組織細胞のリプロ
グラミング技術の開発
５：新規RNAベクターの創薬支援・先端医療への応用

１ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ Ａ ＡＡ／Ａ ４．５

ユニット戦略課題６
マイクロプロセスおよび機能性材料を利用した細胞機能
誘導技術の開発

１ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ Ｂ Ａ／Ｂ ３．５

ユニット戦略課題７ 糖鎖プロファイリングによる細胞評価技術開発 １ Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ ４．２

ユニット戦略課題８ 間葉系幹細胞を活用したメタボリックデバイスの開発 １ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ／Ｂ ３．７

戦略課題総合点 ４．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ ４．１

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ ＡＡ ４．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ／Ｂ ３．８

総合評点 ４．０
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３‐１‐８ デジタルヒューマン工学研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

「個人にとって付加価値の高い製品・サービスを通じて、健康で安全で持続可能な社会を実現すること」

をグランドチャレンジ（大目標）に据え、そのための枠組みとして、実験室内で得たデータやモデルを実

社会の製品・サービスに組み込み、実生活に介入しながら持続的に身体、行動、生活機能のデータを観測、

蓄積するサイクルで推進して行く。このために、「デジタルヒューマン」モデルの研究を基盤とし、それを

活用して製品・サービスを設計、運用するためのツール、及びツールを構成・活用するための人間生活機能

データベースを整備する。さらに、社会実装した先駆的事例を企業や実社会ステークホルダーとともに実

現して有効性を示すとともに、それをさらに水平展開できるような普及の枠組み（標準化、認証等）を整

備して行く。 

 

 第３期中期計画課題 

・ Ⅱ-２-（３）-②「身体生理機能や認知機能の理解に基づき心身機能を維持・増進する技術や回復（リハビ

リテーション）する技術の開発」 

・ Ⅱ-３-（１）-③「人間機能モデルによる生活安全評価技術」 

・ Ⅲ-１-（２）-③「製品デザインを支援する人間機能シミュレーション技術」 

・ Ⅲ-３-（３）-①「ＱＯＬ向上のための生活支援ロボット基盤技術」 

・ Ⅳ-２-（３）-③「ものづくりを支えるデータベースの整備」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 研究センター前半期（平成２５年度まで）は、すでに確立している技術（身体モデル、ロボットセンシン

グ技術等）を基盤として、新しい方向性である行動モデルと生活機能モデルを指向した萌芽的研究を進め

ており、研究センター後半期でこれらのモデルに基づくツール開発、データベース整備のための大型研究

を目指している。 

研究の中心に据えている「製品とユーザーをつなぐ情報のループの設計」というテーマは、個々の製品

の設計に偏りすぎた日本の産業界に対して、新しい研究開発の方向を示すという意味で重要である。実際

に幅広い業態の企業と多くの共同研究を行い、顧客価値を重視することで商品化の成功事例を出している

ことが評価される。とりわけ、国際的に競争力のある手のモデルと足の形状測定から出発し、人体形状測

定とそれを反映した製品のデザインがサービスとして組み込まれるようになったこと、キッズデザインの

ように社会的なニーズを取り込み、自治体・企業を巻き込んだ自律的な活動として定着してきていること、

及び、ロボットによるセンシング技術が、もう少しで生活の中の人の行動の測定と理解につながるまでに

進化してきたことが評価される。 

一方、現時点で示された事例だけでは産業的な規模感に乏しい。単なるツール整備と成功事例の積み上

げ、標準化・認証だけでは「グランドチャレンジ」の実現は難しいと言える。成功事例であれば、世の中に

インパクトを与えるようなレベルが必要になる。これに対し、本研究センターが発足してから取り組んで

いる研究テーマはまだ基盤的・試行的な段階にとどまっているものが多い。当初、定量的な出口目標が設定

されていなかったことにも問題がある。 

今後は、本研究センターが生み出したものをこの先どう育てて行くべきか、企業、団体、自治体等と良

く議論し、計画を立てる必要がある。「グランドチャレンジ」に向けて長期的なロードマップを描いて研究

を進める必要があり、見えてきた方向性の中で新しい概念の組立てが必要である。研究アプローチの有効

性は既に示されているので、産業的な有効性を十分に発揮する方向に進むことが望まれる。また、現在の

研究の柱である「生活データの活用」というユニークな部分が想像できるよう、「デジタルヒューマン工学」

に代わる新しい用語を導入し、それを学術的に広める活動を行い、組織名称の変更も検討すると良い。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］身体機能中心デザインの支援技術の研究開発 

 身体機能の個人差に焦点を当て、製品との相互作用を予測し、感覚や行動の変容を評価しうる「身体－

行動モデル」の構築と、基盤ツールとして、このモデルを組み込んだ製品設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａ

Ｗｏｒｋｓの整備を行っている。また、企業との共同研究を通じて、このモデルやソフトウェアを活用するこ

とで、使用価値の高い製品の設計支援を行っている。 
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身体モデルと姿勢・運動モデルについては具体的な成果がかなり挙がっており、既に実用化されたものは

多く、今後の応用範囲も広い。製品設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓの開発は、長期の技術蓄積をベー

スに、形状・運動等の物理的・力学的なモデルとして高い完成度にあるばかりでなく、各種プラグインが企

画開発され、より高度化が進められ、パッケージとして充実してきたことが高く評価できる。さらに、計

測データを用いた全身の運動生成により、仮想フィッティングシステムへの展開を行っているのは新しい

成果である。 

一方、設計情報のループ自体はメーカーに閉じたままなので、従来のＣＡＤベースの共同研究と同じ枠組

みのように見えてしまう。計測評価に留まることなく、設計活動に取り込まれるためにはいま一歩の踏み

込みが必要であり、消費者の役割を重視する等、よりスケールの大きな議論が必要である。また、設計支

援ソフトウェアは世界的には数種類あり、多少の優位さでは代替が難しいため、より高性能化を追求する

ことが必要であり、その普及活動は外部の組織を創設し委託することも検討すると良い。 

今後は高齢化社会の加速を考慮すると、より広い個人差に基づく機能低下を補完する技術が求められる。

また、感覚・行動モデルと主観評価ツールは挑戦的で興味深い試みであり、かつ、この両者は相互関連させ

て開発すると良い。ＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓは３年後の製品化を目指しているが、導入ターゲット企業群を明確に定

義し、それらのニーズを十分に把握して機能開発を行い、斬新なソフトウェアとして世に出すよう期待す

る。 

 

［ユニット戦略課題２］健康増進技術の研究開発 

 生活者が健康増進に関する取り組みを持続できるような製品・サービス開発に貢献するために、行動と生

活習慣の変容による身体機能変化を予測する「身体－行動－生活機能モデル」を確立し、これらを組み込

んだ観測・介入・提示技術を開発している。主として企業との共同研究を通じて製品・サービス開発を進めな

がら、基盤となるツールとデータベースの整備を進めている。 

健康増進技術はニーズの高い分野であり、これを戦略課題としていることは意義がある。リハビリ、転

倒防止、筋力維持、筋力増強等のカテゴリーに対応したデータベースや評価システムが開発され、現場で

の知見が蓄積されていることは評価される。転倒防止については遊脚足のクリアランス（床面に対する高

さ余裕）に関する研究成果が挙がっている。 

ただし、研究内容はまだ不十分である。大きな問題点はデータの対象者数が不足していることと、主に

健常者を対象としていて体力の弱い高齢者がほとんど対象に含まれていないことである。健康という問題

には個人差の議論が避けられず、平均値ベースの最適化だけでは不十分である。転倒防止については、ク

リアランス以外のパラメータ（動的・静的安定性、歩行速度、慣性、明るさ等）についての検討がないこと、

介入効果については多数かつ長期の検討がないことが不十分な点である。 

今後は、大学や他の研究機関との共同研究により、対象者数を増加させることがまず必要である。次の

発展として、つまずきの仕組みの解明を行い、その応用として、如何に社会から高齢者のつまずきを無く

すのかという視点や、子供を対象とする方向への展開も期待される。ウェアラブル機器のように個人と非

常に距離の近い技術を利用して、リアルタイムに評価の結果がユーザーに戻るような仕組みを考えるのも

良い。店頭での歩行評価サービス等の実践を通じて大量のデータを収集し、新たな研究課題の発見や絞り

込みにつなげ、健康増進のための具体的な製品に結びつくことを期待する。 

 

［ユニット戦略課題３］安全で健康な暮らしをデザインするための生活機能モデルの研究開発 

 「生活機能変化適応社会」、すなわち、子供、高齢者、障がい者といった多様な機能変化がある人々が、

安全に生活でき、その能力が最大限引き出されるような創造的な社会の構築を目指し、機能モジュールを

統合することで生活をデザインする方法論の基礎となる「行動－生活－社会機能モデル」を開発している。 

今回の本研究センターの戦略課題の中で、最も進展し、社会に変革をもたらす成果が出ており、公的研

究機関に求められる模範的な活動として特に高く評価される。キッズデザインのプロセス認証制度の創設、

虐待判別支援システムを使った地域との連携活動、子供の事故予防のための地域参加型研究等は、研究の

枠組みを実現したアウトカムであり、社会へわかりやすく伝えられ、それが普及にもつながっている。ま

た、高齢者・障がい者・妊婦・小児等を包括的に「生活機能変化モデル」対象者と捉え、「生活機能変化対応

社会」の構築を目指す視点は評価できる。社会参加型リハビリテーションの技法は障がい者だけでなく、

高齢化社会にとって価値の高い技術になる可能性はある。 

なお、理論構築の厳密性においてまだ不徹底な面があり、ここで言う「行動－生活－社会機能モデル」

と国際生活機能分類（ＩＣＦ）の「生活機能モデル」との違いが明確でない。臨床的な知識は外部組織との共

同による実証研究から大量に入ってくる一方で、中核となる理論が不十分なことがより顕著である。子供

のテーマに比べて高齢者や障がい者まではまだ対応が不十分で、社会参加型リハビリテーション等の試み
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の有効性検証は今後の課題である。この重要な戦略課題に対して現在の研究人員でできることには限りが

あるので、経営的視点で考える必要がある。 

今後は概念・理論の一層の厳密化をはかるとともに、具体的な成果に結びつけて行くことが望まれる。社

会的な要請が高い課題を解決する方法を具体的に提示できているので、これを更に発展させることは産総

研だけでなく国としても考えるべきであり、関係各方面への働きかけが必要である。研究の方法として、

デザインレビューのプロセスを積極的に社会にオープンにする、フィールドインタラクション等の新しい

社会実験の方法論を積極的に採用する、といった新しい試みも検討すると良い。「生活のリデザイン」につ

いて、人の生きる意欲を引き出すような支援技術とは何か等、理学療法士等多くの専門家・経験者から意見

を聴取し、哲学を持った技術に育てて行くことが期待される。 

 

［ユニット戦略課題４］スマートアシスト技術の研究開発 

人間の計算機モデル作成とその実世界からのオンライン利用を目指す先端研究である。実際の現場を持

つ企業と共同で開発するとともに、新たな産業価値の創出を目指し、製品・サービスを通じ、ユーザー特性

が観測、蓄積、モデル化され、個人データを一般化し利用することにより、サービス向上に再活用される

知識循環サイクルを生み出すことを目的としている。 

産総研が最も得意とするロボット技術の社会実装の試みであり、その意味で競争力は高く、研究の価値

は十分にある。人モデル・移動モデル・操作モデルの３つのアプローチでスマートアシスト技術を統合しよ

うという方向性は意欲的である。基礎技術のそれぞれの水準の高さに加え、他の戦略課題との連携による

ＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓを使った人認識、ＤＡＲＰＡ Ｒｏｂｏｔｉｃｓ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅや豊田市の自動運転プロジェクトへの積極

的参加等、技術を高めて社会に役立つ水準に上げて行こうという姿勢は評価できる。また、福島原発での

放射性がれきの自動運搬システムに、三次元位置認識・障害物発見システムを提供したことは、社会的貢献

として評価される。 

一方、ロボットのシーズが独り歩きしており、研究センター全体の目標との間に距離がある。個別のロ

ボット技術開発と、全体のミッションへの貢献とのバランスを考える必要がある。社会実装という観点か

らすると、この技術が一般的な社会的空間でどう活用できるのかのイメージが湧きづらく、他の技術に対

する優位性も分かりにくい。 

今後は、シーズの有効性を保証してくれる運用側プレイヤーを探し、長期運用を試み、より本格的なニー

ズとすり合わせることが重要である。がれきの自動運搬システムや今後行う自動運転のプロジェクトでは、

その使用場面で集めたデータから読み取れる新しい応用を見つけ出せると、さらに成果の価値が高くなる。

なお、ロボット技術開発について、産総研内の他の研究ユニットとの連携や分担をさらに検討する必要が

ある。将来の目標の実現のためには幅広い要素技術の統合が有効であり、産総研全体として長期的、総合

的な展望を持った計画を立案することが必要であり、それに応じて研究資源の集中も必要である。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

長期的に継続してきた人体特性データに関する相同モデル化技術の成果として製品設計支援ソフトウェ

アＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓを構築し、製品の付加価値の向上と計測データの集積等において多くの企業に貢献してい

ることに加え、産総研コンソーシアム「デジタルヒューマン技術協議会」の活動や国際標準化活動、さら

に海外各国に技術移転とデータ交換を積極的に進める等、技術の普及に努力していることが評価される。

また、キッズデザイン事業、同ガイドライン等の国内国際標準認証構築、子供の傷害予防工学研究ネット

ワーク等で社会に貢献し、病院等公共サービスとの強力な接点を築いていることも高く評価される。 

一方、業界形態によるが、一つの課題解決が及ぼす波及効果が限定的で、それに個別対応をする結果と

して活動が発散気味になることが懸念される。経済産業省との連携がもう少しあってもよく、政府の施策

へのアカデミックな貢献、国際学会における情報発信等、産業的観点の外からイノベーションを語ること

も必要である。 

これまでの成果を如何に有効に社会に発信し、役立てて行くかを考える時期である。多くの共同研究や

プロジェクトの追跡評価・総括を自ら行い、今後の研究戦略構築にフィードバックすると良い。イノベー

ションを広い視野で捉え、学会を通しての啓蒙活動等、もっと多様なイノベーションハブとしての機能を

考えることが重要である。たとえば、国際人間特性データベースが国際競争力を示せていることを利用して、

これを利用したイノベーションを世界に広げることは国内産業の育成にもつながる。なお、成果普及のた

めには各地に中間的なサポーターが必要だが、その活動を維持する費用負担の仕組みが必要で、有識者等

を活用してうまく回るビジネスモデルの構築を検討する必要がある。 
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４．研究ユニット運営の取り組み 

連携先の開拓のため毎年シンポジウムを行う等の努力により、この規模の研究センターとしては企業と

の共同研究数が非常に多く、その実施においても、中核となる技術が産総研単独の知的財産となるように

する等の工夫をしていることが評価される。研究センター内での風通しの良さが様々な面で現れており、

研究センター長の運営は適切である。 

一方、企業からの資金提供額は増えているとは言え、まだ多いとは言えない。内部人材育成については

質的・量的に一層の努力が必要である。学術的な観点での活動がやや弱く、他の分野と比べると試行錯誤的

に見えてしまうので、組織として技術を体系づけ、存在感を示せるようにする努力も必要である。 

今後は、役割分担をより一層明確にした所内外連携が望まれる。異分野の研究者が集まることでイノベー

ションが生まれる学際的な研究開発であり、既存の学問の型に嵌めない方が良いものの、他分野の組織に

研究内容を分かり易く伝え、連携を増やすためにも、学術的な位置付けを高める努力が望まれる。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ 評点

ユニット戦略課題１ 身体機能中心デザインの支援技術の研究開発 １ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ Ａ ＡＡ Ａ ４．０

ユニット戦略課題２ 健康増進技術の研究開発 １ Ｂ／Ｃ Ｂ Ａ Ａ／Ｂ Ａ Ａ／Ｂ ３．４

ユニット戦略課題３
安全で健康な暮らしをデザインするための生活機能
モデルの研究開発

２ Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ４．５

ユニット戦略課題４ スマートアシスト技術の研究開発 １ Ａ Ａ Ａ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ ４．１

戦略課題総合点 ４．１

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ｂ Ｂ ３．０

イノベーション推進への取り組み Ａ Ａ／Ｂ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ｂ ３．５

総合評点 ３．９
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３‐１‐９ ナノスピントロニクス研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

固体中の電子スピン制御技術を極める基礎研究からデバイス応用に至るまで、スピントロニクス技術の

研究開発を系統的に展開することにより、コンピューターの主要メモリの不揮発化を目指した大容量・高速

かつ高信頼性を有する不揮発性メモリ「ＳＴＴ-ＭＲＡＭ」（スピンＲＡＭ）の開発、ナノサイズでも安定に動作す

る垂直磁化を用いた素子の開発による半導体メモリのスケーリング限界の打破、及び、スピン流、スピン

と光や熱の相互作用、スピン共鳴、確率的スピン反転現象等を組み合わせた革新的電子デバイスの開発、

の３つのミッションを遂行する。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ‐２‐（３）‐①「電子デバイス及び集積回路の省エネルギー化」 

・ Ⅲ‐１‐（１）‐①「情報処理の高度化のための革新的電子デバイス機能の開発」 

  

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

電子スピンが持つ不揮発性、時間反転非対称性、スピン共鳴等を活用した、大容量不揮発性メモリ

ＳＴＴ-ＭＲＡＭ、マイクロ波・ミリ波発振器、超高速物理乱数発生器等の新スピントロニクス素子の研究開発、

ノーマリー・オフ・コンピューターの中核デバイスになりうるスピントランジスタを目指したスピン注入、

スピン操作、スピン検出の各基礎技術の実証、及び光アイソレータ、スピンレーザー、光メモリの実現を

目指した半導体スピントロニクスの研究開発を推進している。 

 次世代グリーンテクノロジーであるノーマリー・オフ・コンピューターをアウトカムとして、基礎から応

用に至る多様な研究テーマを包括した意欲的なシナリオ・ロードマップが策定されており、実用化に近い研

究から基礎研究までロードマップに沿った着実な研究開発が進められている。スピントロニクスならでは

の特徴を生かした乱数発生器、論理デバイス、光デバイス等の研究開発にも研究リソースを注いでおり、

将来を見据えた研究シナリオとして適切であり、十分な進捗状況となっている。また、新たに加えた理論

チームは、基礎となる物理現象の理解と実用化に向けた効率的な研究推進に有効に機能しており、特に、

金属スピントロニクス基盤技術の効率的な展開に寄与するとともに、独創的な成果に貢献している。 

 なお、光デバイス等の新しい研究テーマについては、スピントロニクスの研究状況を俯瞰した上で、テー

マの位置付けを明確にした資源配分と研究センター終了時点でのマイルストーンを含むロードマップの作

成が望まれる。また、半導体スピントロニクスに関しては、半導体スケーリング限界の突破、革新的電子

デバイスの開発等の中長期的な目標に向け、基礎的な原理や物理現象の解明に重点を置いた研究が望まれ

る。 

今後は、スピントロニクス技術のポテンシャル顕示の観点からも、メーカーによるＳＴＴ-ＭＲＡＭの早期

製品化が重要である。このためには、アプリケーション側から見た性能要求を的確に把握するとともに、

産学官連携体制の一層の強化による集中的な研究推進が必要である。実用化に近いレベルの研究と並列的

に進められている新しい研究は、コンセプトを明確にした骨太の基本計画の中で、研究課題の位置付けを

明確にするとともに、研究テーマの優先度に応じた資源配分を行うことにより研究を加速させることも必

要である。スピントロニクスは大きな可能性を秘めていることから、既存の電子デバイス、光デバイスを

凌駕する可能性のあるもの、スピンデバイスで初めて可能となるものを見極めながら、長期的視野での研

究の推進が期待される。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］スピントロニクスの研究 

不揮発メモリＳＴＴ-ＭＲＡＭ・マイクロ波発振器・半導体へのスピン注入及び検出技術・スピン光素子の開

発、を主たる開発課題とし、垂直磁化ＭＴＪ（磁気トンネル接合）素子・ナノ強磁性によるスピン検出技術・

半導体チャネルへのスピン注入と検出技術の開発に取り組んでいる。主たるアウトカムとして、垂直磁化

ＳＴＴ-ＭＲＡＭのサンプル出荷及び製品化、高速乱数発生器のプロトタイプの作成、薄膜光アイソレータの

実用化を目指している。 

 垂直磁化ＳＴＴ-ＭＲＡＭは、メーカーを強力に支える研究開発によりサンプル出荷が視野に入っており、

実用化段階にある。これは、ギガビット級ＳＴＴ-ＭＲＡＭの実用化も視野に入る成果であり、アウトカムに向

かって着実に進展しているものとして高く評価できる。また、スピントルク発振器は垂直磁化方式を利用
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したオリジナル技術により世界最高性能を達成し、集積化可能な高速乱数発生器スピンダイスは製品試作

化まで進んでいる。いずれも高く評価できる成果である。半導体スピントロニクス分野では、多くの国際

会議招待講演や高い水準のジャーナルへの成果発表等、世界最先端の研究成果が得られている。また、電

圧による磁気異方性制御の研究成果も有望であり、評価できる。 

 なお、ＳＴＴ-ＭＲＡＭの研究開発は特定企業のみとの連携であったが、今後はできるだけ多くの企業との

連携が望まれる。基礎研究段階にあるスピン光素子、半導体スピン注入に関する研究は、実用化との距離

感を明確にすることが必要である。また、電圧による磁気異方性制御を利用したスピンＲＡＭは不揮発性だ

けでなく省電力性も期待されることから、デバイスの早期実用化のためにも理論チームを巻き込んだ一層

の取り組みが望まれる。 

今後は、ＳＴＴ-ＭＲＡＭ、スピントルク発振器、光アイソレータ等、既存デバイスの代替を目指すデバイ

ス開発では、要求性能を精査・分析し、本研究センターのポテンシャルを発揮しうる技術分野に特化して重

点的に研究を推進することが望まれる。特にＳＴＴ-ＭＲＡＭでは、不揮発性や省電力性を武器に現在の電子

デバイスの置換え可能性とそのための課題の見極めが期待される。また、スピントルク発振器については

今後の進展が見込まれることから、より重点的な取り組みが望まれる。スピン光素子の応用では、光通信

システムをターゲットとすることにより課題設定がより明確になると思われる。一方、半導体スピントロ

ニクスは、新規現象の発現や新しい応用展開に期待が持たれるため、理論チームと協力して引き続き長期

的視野での研究推進が期待される。基礎研究段階にある研究には、この研究センターならではの大きな挑

戦と、ＳＴＴ-ＭＲＡＭ、スピンダイスに続く第３の技術としての早期立上げが期待される。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

 第２種基礎研究に軸足を置き、大学等との共同研究により第１種基礎研究を進めながら、実用化に向けた

取り組みを製品化研究として企業等と共同研究を進めることにより、基礎学理の探求と新規産業技術分野

の双方において優れた成果を挙げていることは高く評価できる。製品化研究では、競争力の高い企業と連

携し、ＳＴＴ-ＭＲＡＭやスピントルク発振器等において世界最高水準の性能を達成している。産学官の戦略

的連携と、自らの得意分野である新材料開発と物理の解明に軸足を置くことにより「死の谷」を乗り越え

つつある点、また、この過程において企業と強力に共同研究を推進できる人材が育っている点は高く評価

できる。さらに、学術的評価の高いジャーナルへの発表、特許化、プレス発表等成果の情報発信も積極的

に行われていることも高く評価できる。 

 なお、幅広い層への成果の発信のためにも、研究センター主催のシンポジウム等の定期的な開催が望ま

れる。さらに、産総研の貢献がより明示的になるような分かり易い成果の発信を通じた社会へのアウトリー

チ活動により、日本あるいは世界のスピントロニクス研究の先導者、オピニオンリーダーとなることが期

待される。 

 今後は、実用化目前のＳＴＴ-ＭＲＡＭでの連携実績をベースとし、半導体スピントロニクス分野について

も産学官の連携を図り、実用化に向けた本格研究への展開が期待される。また、技術の社会還元、社会貢

献のためにも、産学官の連携強化によるアウトカムの多様化、大型化を図ることがますます重要になる。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 理論チームを新たに組織し、研究開発全体の理論的下支えと開発の効率化を図る等、研究計画の進展に

応じた柔軟な組織編制がなされている。研究員の評価では、設定目標に対する達成度ではなく、得られた

成果に対する絶対評価としている点は、挑戦的な課題に取り組むことを促進するという観点から適切であ

ると評価できる。また、人事的な新陳代謝、優秀な人材を確保するとともに国際化や男女共同参画等ダイ

バシティへの取り組み、様々なパスの資金獲得に努めている点も高く評価できる。論文発表では、成果の

公開／非公開の仕分けを慎重に行うことにより、不適切な情報流出の防止等に効果を挙げている点は評価

できる。さらに、フラットでオープンな組織運営によるチーム間連携強化や所内連携を進めるとともに、

英語力の強化、国際化推進、職場環境の整備等細かい点まで工夫された運営を進めていることは評価でき

る。 

 なお、多様な資金源に起因した技術コンタミネーションの懸念に対する配慮が必要である。 

 今後は、金属スピントロニクスと半導体スピントロニクスの研究成果が相互活用されるようチーム間の

連携を一層強化すること、大学及び企業ではできないような実践的な研究開発に取り組み、スピントロニ

クスの国際的な研究拠点（ＣＯＥ）となることが期待される。 
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５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ 評点

ユニット戦略課題１ スピントロニクスの研究 １ ＡＡ／Ａ ＡＡ ＡＡ ＡＡ／Ａ ４．８

戦略課題総合点 ４．８

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ ４．５

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ ４．０

イノベーション推進への取り組み ＡＡ／Ａ Ａ／Ｂ ４．０

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ ４．０

総合評点 ４．５
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３‐１‐１０ 集積マイクロシステム研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

微細加工を利用した集積化ＭＥＭＳ等マイクロデバイスに関する研究開発を行うとともに、集積化ＭＥＭＳ

試作環境を整備し、関連分野の人材を養成することをミッションとする。具体的には、高機能ＭＥＭＳを安

価に生産するための大面積製造技術の開発と、異分野のＭＥＭＳデバイスを融合及び集積化して安全・安心や

省エネルギー社会実現に貢献するユビキタスシステムの開発を行う。 

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅰ-５-（４）-①「高集積、大面積製造技術の開発」（Ⅲ-２-（３）へ再掲) 

・ Ⅰ-５-（４）-②「ユビキタス電子機械システム技術の開発」（Ⅲ-２-（３）へ再掲) 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

高集積大面積ＭＥＭＳ製造技術、ＭＥＭＳデバイスの融合・集積化製造技術、及び低消費電力かつ低コスト

のＭＥＭＳコンポ－ネント製造技術の開発を行っている。中長期的には、課題解決型デバイスの開発とオー

プンイノベーション拠点の確立により、ＭＥＭＳ産業の活性化・競争力向上に資すること、及びユビキタス

センサー技術による低炭素社会の実現や見守りシステムによる安全・安心社会の実現等に寄与することを

目指している。 

製造プロセスからシステムまでのＭＥＭＳ技術を一貫して研究開発することは、日本の産業の国際競争力

を高めるという視点からも重要であり、本研究センターの果たす役割は大きいと期待される。海外の同様

な研究機関との差別化も考えられており、特に人材育成の場が仕組みとして提供されていることを評価す

る。開発成果として、試作された通信機能付きセンサー端末がクリーンルームやコンビニエンスストアで

の省エネ実験等に実際に使用されるに至ったことは、ユビキタスセンサー技術が新産業創生に結びつく可

能性を示すものとして高く評価できる。 

一方、多岐にわたる産業界との連携において、研究設備の利用度、研究成果の事業化の見通し等を十分

考慮する必要がある。センサー端末を実際に社会に普及させるには製造・販売を行うメーカーとの協力が不

可欠である。日本のＭＥＭＳ技術を牽引するような、技術の大きな流れを示すことも必要である。 

今後は、ＭＥＭＳの具体的製品の開発とその実証、商品化まで示せるように、様々な分野の人々と新たな

用途の可能性を議論し、異分野融合による強みを発揮する必要がある。ユビキタスセンサーについては、

これを利用する立場、例えばデータマイニング等情報工学の分野との協働を進めることを期待する。さら

に、将来への展開のため、シーズとしての基盤技術の開発にもさらに力を入れ、体系的な技術プラットフ

ォームの構築に向かうことを期待する。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］高集積、大面積製造技術の開発 

 センサー及びアクチュエータの機能を有するＭＥＭＳと集積回路とをさらに集積化するデバイス製造技

術、及び、これら高機能集積化デバイスを効率良く大面積で製造する技術を開発している。８インチ・１２

インチ大口径ＭＥＭＳ試作ラインを整備し、オープンイノベーションハブの機能を担い、実用化や量産化を

見据えて企業との共同研究を推進している。 

ナノインプリント技術とヘテロ集積化技術により、国際的に優位性のある高集積・大面積ＭＥＭＳ製造技

術を開発している。特に、ナノインプリントを中心とする高生産性プロセス技術は新しい応用につながる

ＭＥＭＳ製造技術として期待できる。信頼性の高い基板低温接合技術の開発も進んでおり、異種機能や異種

材料を集積化する準備が着実に進展している。めっきによる応力発生を利用したＸ線望遠鏡用ＭＥＭＳデバ

イスの作製は独創的な成果である。 

一方、現状のロードマップでは、ＭＥＭＳ－Ｘ線望遠鏡以外のアウトカムがあまり具体的でなく、今後の

開発の方向性が明確でない。大口径製造ラインの利用がより活発になることを期待するが、その維持運営

は、現状の研究センターの人員及び予算では限界があるので、更なる外部資金確保の努力が必要である。 

今後の方向性について多くの企業と対話を重ね、キラーアプリケーションを含む応用展開戦略を考え、

より具体的な次の目標設定を行うことが必要である。開発した技術の知的財産が効果的になるよう、特許

網として権利化を図ることが肝要である。同時に、基盤技術の強化も必要であり、ナノインプリントを中

心とする高生産プロセス技術、３０ｎｍないしそれ以下の量産加工技術の開発等、多岐にわたるＭＥＭＳ製造
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技術の開発を継続することが望まれる。 

 

［ユニット戦略課題２］ユビキタス電子機械システム技術の開発 

既築の施設にも簡便に導入することが可能で、エネルギー管理やセキュリティ対策にも適応可能なユビ

キタスセンサーネットワークシステムの実現のため、高機能かつ安価な革新的ＭＥＭＳセンサーを開発する

とともに、無線通信機能やメンテナンスフリーを実現する自立電源機能等を集積化する技術、及びセンサー

ネットワークシステムの開発を進めている。 

省エネルギーに関する具体的取り組みとして、コンビニエンスストア２０００店での大規模社会実験や本

研究センターのクリーンルームでの実装テストは貴重なものであり、事業化における課題もかなり整理さ

れつつある。これは、将来のユビキタスセンサーネットワーク社会の到来を世界に先駆けて示す取り組み

として高く評価される。また、萌芽的ではあるが、医療・ヘルスケア分野のヒューマンインターフェースシ

ステムへの応用展開が明確になりつつあり、ＰＯＣ（Ｐｏｉｎｔ ｏｆ Ｃａｒｅ）デバイス等、これからの社会の要請に

対するセンサーノード開発を視野に入れている点は期待が大きい。さらに、三次元ＭＥＭＳ製造技術、並列

型高効率マイクロリアクタの開発等、多くの実用的な技術開発を行い、ＭＥＭＳセンサーのユビキタス化と

応用範囲の拡大を着実に進めていることも評価される。 

一方、多種多様なＭＥＭＳセンサー及びセンサーネットワークの開発が進められる中で、重点化すべきも

のはまだ明確でない。ビジネスを想定すると、エネルギーモニタリングからのデータ分析をもっと強化す

る必要がある。ヒューマンインターフェースシステムについては、センサーよりも「見守りシステム」の

基本設計こそが鍵である。 

今後、大規模な無線センサーネットワークの実用化においては大規模データの解析が重要になるので、

情報系研究ユニットとの十分な連携が必要である。また、無線方式の実証と標準化が必要であり、通信キ

ャリアとの協働も考慮する必要がある。この技術は直接のニーズ以外にも、効率化や安全管理等、企業活

動への幅広い応用が可能なので、そうした視点で基盤となる要素技術の研究を推進する必要がある。世の

中の進展が速い分野でもあるので、スピーディーな開発と連携により、タイムリーに成果を発信して行く

ことを期待する。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

国内では単独でＭＥＭＳ開発装置を維持できる組織が少ない中で、ＭＥＭＳ試作ファウンドリーの整備に

よるオープンイノベーションハブ機能は非常に重要であり、その取り組みを評価する。また、長年にわた

って講習・実習等による人材育成事業に継続的に取り組んできたことは、モノづくり人材の減少が問題とな

る中で、貴重な機会を提供しているものとして評価できる。 

一方、装置の活用状況にはまだ改善の余地がある。これまでの共同研究やプロジェクトの実施により

ＭＥＭＳ技術の開発成果が社会にどう還元されたか、また、人材育成の取り組みがどのような効果を生んだ

か等の検証も必要である。 

今後とも、大型プロジェクトの牽引や産業人材育成、産学連携・地域連携の取り組みを継続し、オールジ

ャパンの体制を構築し、日本のＭＥＭＳ技術を牽引する拠点となることを期待する。その際、大企業向けの

低価格大量生産技術だけでなく、中堅中小企業が事業化可能な特殊用途高付加価値デバイスの開発にもよ

り多く貢献することを期待する。ＭＥＭＳ試作ファウンドリーの長期的維持のため、その利用率を上げ、早

い段階で運営を自立化できるようになることを期待する。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

多くの外部資金の獲得に努めており、また、自ら開発した電力センサーモニタリングによりクリーンルー

ム消費電力を大幅に節約し、予算の効率的利用につながったことは評価できる。産総研内の研究連携を拡

大していることは、リソースの有効活用や融合領域の開拓という点で期待できる。新たな挑戦的課題にも

積極的に取り組んでいること、経済産業省や産業界とも議論しながら次世代ＭＥＭＳ技術のロードマップを

作成していることも評価できる。 

一方、デバイスやシステムの性能確認のための実証試験まではこの研究センターで行う必要があるが、

サービス開発まで手が回るかは疑問であり、その方向で応用展開を広げるには限られた人員では限界があ

る。研究者が市場・ビジネス側の人々と触れ合う機会をさらに増やし、より多くの関係者を巻き込むことが

必要である。 

今後、オープンイノベーションのハブになるために、多様な人々を惹きつけるような運営上の工夫がさ

らに必要である。インパクトのある研究成果をできるだけ内外に公表し、分野融合研究を奨励することが

重要である。ユビキタスセンサーシステムはサービス関連技術やデータの処理・解析技術との連携が必須で
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あり、人材育成を兼ねて若手研究者の異分野交流を更に進めることが望まれる。 

 

５．評点一覧 

 

 
 

 

 

 

 

  

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 高集積、大面積加工技術の研究 １ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ ４．２

ユニット戦略課題２ ユビキタス電子機械システム技術の開発 １ Ａ ＡＡ Ａ Ａ Ａ ４．２

戦略課題総合点 ４．２

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ａ Ａ Ａ／Ｂ Ａ／Ｂ ３．７

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ／Ｂ Ａ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ａ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ／Ｂ Ａ ３．８

総合評点 ４．０
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３‐１‐１１ 生産計測技術研究センター 
 

（ミッション及び中期計画等における位置付け） 

生産の現場で発生する多様な計測課題に対して、産総研内外の技術を高度化・統合し、その成果をオンタ

イムで適用（ソリューション提供）することにより、我が国の基幹である高度製造産業の競争力の維持・

強化と、産業や社会の安全・安心の実現に貢献する。このための新規なアプローチ手法として「ソリューショ

ン型研究」を掲げ、生産現場から抽出された様々な課題に対して適切な解決策を提供することを目指して

いる。  

 

第３期中期計画課題 

・ Ⅳ-１-（３）-①「生産現場計測技術の開発」 

・ Ⅳ-１-（３）-②「測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開発」 

・ Ⅳ-１-（３）-③「微量、迅速、精密化学計測技術の開発」 

 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

生産現場の多岐に亘る計測技術課題に密接にかかわり、ソリューションの開発と提供により製品の品質

と生産性の向上を実現する。さらにセンシング技術とシステム化技術の高度化を図り、我が国の製造産業

の国際競争力の維持・強化と社会の安全・安心の実現に貢献する。 

マイスター制度やオープンイノベーションハブ機能の活用等を通じてソリュ－ション型研究を着実に進

め、開発技術の生産現場への投入、標準化、製品化への取り組み等多くの成果を挙げており、生産現場の

計測技術ニーズを踏まえた研究開発を行い、我が国の製造産業に貢献するという目的は十分に果たせてい

ると評価できる。 

一方、研究センター全体のミッションやシナリオは示されているが、具体的な方針や目標が明確でない。

それぞれの研究課題毎にニーズ先行かシーズ先行かについても明確にし、より具体的な展開を示す必要が

ある。また、マイスター企業の選定基準やその企業の生産現場で発生している実際のニーズや課題等も明

確に示されていない。 

今後は外部との連携の仕組みを定常化して確立することが重要で、連携の具体的方法や技術移転への道

筋を明確にして行くことが望まれる。また、九州の地域性を生かしたシナリオを次期に向けてさらに展開

して行くことが望まれる。そのためにも、研究成果を具体的に示し、それが産業界でどのように役に立っ

ているか、今後どのような貢献が期待されるのかという発展的なシナリオを積極的に外部へアピールする

必要がある。 

 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 

［ユニット戦略課題１］生産現場計測技術の開発 

 九州地域で盛んな半導体産業やその関連産業における生産現場共通の計測課題を取り上げ、マイスター

制度やオープンイノベーションスペースを活用し、企業と連携した開発に取り組む。サブテーマの「光学

的手法を主体とした製品検査・プロセス管理に関する計測技術の開発」においては、ウェハ表層中のマイク

ロクラックの検出技術、半導体及び自動車部材等の自動外観検査技術の開発と検査法の標準化・規格化、及

び静電気の可視化技術の開発等に取り組む。また、「プラズマプロセスに関連する計測技術の研究開発」に

おいては、実際の生産ラインと同じエッチング条件を実現させた環境下で問題となる現象を再現させ、パー

ティクルや異常放電を計測する技術を開発し、ソリューションを提供する。 

 それぞれのサブテーマにおいて問題点を明確にし、出口をはっきりと見据えた研究が着実に進行してい

る。特にプラズマプロセスでは、マイスター制度を活用したソリューション型研究が進んでおり、実ライ

ンの異常放電現象を再現し、具体的な対策を提案し、メーカーでの実用化まで進めた点は高く評価できる。

また、官能試験では製品の微細化と要求される品質レベルの向上から目視検査は限界に近づきつつあり、

時宜を得た研究と評価できる。金めっき外観検査の成果をまとめて標準規格として素案を策定し、国内業

界やＩＥＣでの標準規格化を進めていることも評価できる。 

 一方、最終的なアウトカムへの道筋や展望が不足している。官能試験における検査要素について、全体

の見直しを行い整理して、技術の抽出を図る必要がある。目視検査の自動化ですべてが解決できる訳では

ないので、自動検査の範囲を明確にした上で効率化を狙う必要がある。また、めっき技術はノウハウの塊

であるので、ノウハウを含めて技術移転して行く必要がある。 
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 今後、ウェハ検査、半導体外観検査、光沢ムラ検査等はかなりの需要が想定されるので、実用化に一定

のめどがつくまで産総研全体からのバックアップを得て、関連業界や大手企業との連携、折衝、試作、普

及等の取り組みを展開して行くことが望まれる。また、プラズマの揺らぎとパーティクルの発生との関連

性の把握に関する研究は公的研究機関ならではの基礎的なものであり、着実な進展を期待する。 

 

［ユニット戦略課題２］測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開発 

サブテーマの「圧電体薄膜を用いた過酷環境下での圧力振動計測技術の開発」においては、内燃機関等

の燃焼圧計測やプラズマ異常放電の検知等に適した新しい広帯域圧力・振動センサーを試作し、実証試験に

取り組む。また、「応力発光技術を基盤とした先進計測システムの開発」では、力学情報を可視化して計測・

診断等を可能にする革新的な応力計測システムの開発を目指し、発光輝度―応力逆算用定量化データベー

ス、応力定量化解析・診断ソフトを開発する。 

圧電体としての窒化アルミ薄膜の開発を進め、プラズマプロセスにおける放電センサー（振動センサー）

として、またエンジンの燃焼圧センサーとして実用段階にまで発展させた。さらに、窒化アルミにスカン

ジウムを添加することにより格段の性能向上を実現し、単なる圧力センサーだけでなく、マイクロフォン

や高周波用フィルター等にも有用であることを実証して企業への技術移転を行う等、ロードマップに沿っ

て着実に目標を達成しており、高く評価できる。応力発光技術も適用企業が増えてきており、着実な技術

進歩が認められる。 

一方、内燃機関等の圧力計測では計測技術が個別対応となっており、普遍化が難しい状況になりつつあ

り、製品化には良きパートナー企業を見いだすことが必要である。また、応力発光体を診断技術に応用す

るには材料強度や材料疲労との関係の対応付けが難しく、これまでキラーアプリケーションを提示できな

いでいる。 

今後は、圧電体薄膜技術の更なる用途拡大と、基本技術の権利化に向けた取り組みが必要である。また、

先端的計測技術の周辺環境は時間とともに変化するので、これまで適用が困難と思われてきた分野につい

ても、改めて何が阻害要因であるかを定量的に検討し、それを克服するために必要な技術課題を精査し、

新たな方向性を模索することが必要である。特に応力発光技術は産総研オリジナルの技術であり、多くの

可能性を有していると想定されるが、まずは用途を絞って実用化（製品化）を目指す必要がある。 

 

［ユニット戦略課題３］微量・迅速・精密化学計測技術の開発 

出口を見据えた分析・計測・解析技術の検討・開発を行い、高速開発システムや高信頼性生産システムを構

築する。このため、マイクロ空間化学技術等を用いた分析、計測及び解析技術を開発し、これらのシステ

ムを利用し、ナノ粒子高速開発等、素材産業や化学・バイオ産業等の個別案件に対するソリューションの提

供を行う。 

農工連携関連技術は九州にふさわしい取り組みであり、開発内容もユニークで我が国の農業力強化につ

ながる技術として期待できる。有害菌類検査方法及び細菌検査装置の開発に取り組んでおり、スラブ光導

波路分光装置、蛍光性量子ドット、細胞膜破壊装置等の技術は世界的にも高いレベルにある。歯周病検査

キットで成果を出していることも評価できる。また、マイクロ空間化学技術は、広範囲の用途が想定され、

特にナノ粒子高速開発システムは、蛍光ナノ粒子合成技術のソリューション提供が完了し、ベンチャーへ

の技術移転が行えたことは評価できる。 

一方、アウトカムへの道筋が明確に示されていない。また、多くの有用な技術開発をしている割には、

「産総研の開発技術」として、世の中に周知されていない。地域における各機関との連携や展示会等への

出展等により積極的に参加して認知度を上げ、当研究センターの保有技術で解決可能な事例を紹介すると

ともに、適用可能なニーズの探索を拡大する必要がある。 

今後、農工連携やマイクロ空間化学技術の応用を更に深化させ、日本独自の食品、薬品のオンサイト計

測技術として、日本の農業、医療の競争力強化と差別化につなげることが期待される。また、マイクロ空

間化学関連技術は既に多くの機関が開発ポテンシャルを有していることから、当研究センターの蓄積した

ノウハウや技術的優位性を、より明確かつ先鋭的にアピールして行く必要がある。 

 

［ユニット戦略課題４］生産性向上を支える計測技術の開発 

産業界からのニーズや当研究センターの技術シーズに基づく産業支援型共同研究として、表面処理技術

等に関する複数の研究開発と、それらに共通的な化学熱力学解析技術の開発・高度化研究を一体的に行うこ

とで、産業支援研究を促進するとともに、化学材料系の体系的な評価解析技術の構築を目指す。このため

独自の解析ソフトウェア開発とデータベースの整備を系統的に実施し、産業イノベーションの実現に貢献

する。 
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熱力学ソフトを開発し、関連データベースとともに無償版として多数のダウンロードがなされている等、

産業支援サービスの実績を積んでいる。これらの熱力学解析ソフトと整備されたデータベースはユニーク

で高いレベルにあると評価できる。 

一方、提供技術が産業界でどのように役に立っているか、最終的にどんなソリューションになるのか、

系統的なフィードバック調査が行われておらず、当研究センターで開発されたソフトやデータベースの使

用上の長所・短所が明確に分析されていない。 

今後、データベース構築に関しては明確な方針が必要で、メンテナンスやデータの更新までも含めた開

発計画をオープンにし、ユーザーから積極的にフィードバックを得られるような仕組みを早急に確立する

必要がある。 

 

３．イノベーション推進への取り組み 

地場産業のニーズと結びついた研究内容で、地域産総研のテーマとしてふさわしい取り組みである。ま

た、マイスター制度やソリューションの提供、オープンイノベーションスペース、産総研コンソーシアム

等のツールを駆使して、九州地区のイノベーションハブとして活動している姿勢は高く評価できる。 

一方、国プロに相当する、当研究センターの看板となるプロジェクトを打ち立てることが必要で、これ

が地域にある公的研究機関の強さにもなる。また、オープンイノベーションハブとしての機能を強化する

ため、現在のスペースや装置を提供する機能に加え、基本的な権利を押さえつつニーズに合わせたソリュー

ションを提供する等、産業界に広く技術を普及させる方法を検討してほしい。 

今後は九州という地域特性を、単に我が国の生産拠点の一つであることに留めず、世界の工場が集中し

ている日中韓のハブであると位置付け、更なる展開が期待される。 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

企業との共同研究が着実に増加し、社会への貢献度も向上してきている。分野内の連携や他分野との融

合に積極的な配慮がなされた結果、マイスター企業との連携による課題設定とともに、つくばセンターと

の連携でソリューションを導く等、分野間、チーム間の連携が改善され、人材育成目標も明確になってい

る。 

一方、サブテーマを含めた研究プロジェクトの数が多すぎる感があるので、必要性や効果を考慮してテー

マを絞り、プライオリティをつけた運営と効率アップを図る必要がある。また、何故このテーマに取り組

み、どの技術シーズを使い、どの様なソリューションを目指すのか、という基本方針を明示する必要があ

り、技術移転後の産総研の対応も含めて、これらを明確にしておく必要がある。 

今後、研究ユニット全体の活動内容と産業への貢献、波及効果及び経済効果等を分かり易く示し、研究

センターの存在意義をより強くアピールして、我が国全体に貢献するとともに地域に根差したプロジェク

トに挑戦することが必要である。また、研究センター内の若手研究者にも予算獲得の経験をさせるための

助言者を配置する等、次世代に向けた組織内の人材育成についても周到に配慮し、生産の現場を支える計

測技術研究開発の中核となることを期待する。 

 
５．評点一覧 

 

 
 

外部委員（Ｐ，Ｑ，Ｒ，…）による評価

（課題番号） 評価項目（課題名） （重み付け） Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 評点

ユニット戦略課題１ 生産現場計測技術の開発 ２ ＡＡ／Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ａ Ａ ４．２

ユニット戦略課題２ 測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術の開発 ２ Ａ ＡＡ／Ａ Ａ Ｂ Ｂ ３．７

ユニット戦略課題３ 微量・迅速・精密化学計測技術の開発 ２ Ａ／Ｂ Ａ Ａ Ｂ／Ｃ Ｂ ３．４

ユニット戦略課題４ 生産性向上を支える計測技術の開発 １ Ｂ Ａ／Ｂ Ａ Ｃ Ｂ ３．１

戦略課題総合点 ３．７

イノベーション推進への取り組み Ａ ＡＡ Ａ Ｂ Ａ ４．０

内部委員（Ｊ，Ｋ）による評価

評価項目 Ｊ Ｋ 評点

ユニット全体のシナリオ・ロードマップ Ａ Ａ／Ｂ ３．８

イノベーション推進への取り組み Ａ／Ｂ Ａ ３．８

ユニット運営の取り組み Ａ Ａ／Ｂ ３．８

総合評点 ３．７
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３‐２ 第３期中期計画項目毎のユニット戦略課題の評価結果 

 

 

本節では、平成２５年度の評価結果のうちユニット戦略課題の評価結果を第３期中期計画項目毎

に整理した。 

各ユニット戦略課題について、計画番号、研究ユニット名、ユニット戦略課題番号、ユニット

戦略課題名、ユニット戦略課題評点、評価結果の順に示す。 

なお、第３期中期計画における研究開発の計画の詳細については、「鉱工業の科学技術」、「地質

の調査」、「計量の標準」の３つの別表の下に、大分類、大項目、中項目、小項目が配置されてい

る。計画番号はこの別表あるいは大分類、大項目、中項目の順に記した番号（例 Ｉ‐１‐（１）、Ⅲ‐

１‐（１））である。１つの計画番号に複数のユニット戦略課題が対応しているケースがある。また１

つのユニット戦略課題が複数の計画番号に該当しているケースがあり、その場合は、複数の計画

番号を記す。小項目単位での第３期中期計画項目の再掲がある場合には再掲されている計画番号

の後ろに（再）として示す。 

 

大分類、大項目、中項目は以下のとおり。 

 

【別表１】 鉱工業の科学技術 

 

Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進 

 

１ 再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発 

１‐（１） 太陽光発電の効率、信頼性の向上技術 

１‐（２） 多様な再生可能エネルギーの有効利用技術 

１‐（３） 高効率なエネルギーマネジメントシステム 

 

２ 省エネルギーによる低炭素化技術の開発 

２‐（１） 運輸システムの省エネルギー技術 

２‐（２） 住宅、ビル、工場の省エネルギー技術 

２‐（３） 情報通信の省エネルギー技術 

 

３ 資源の確保と高度利用技術の開発 

３‐（１） バイオマスの利用拡大 

３‐（２） 化石資源の開発技術と高度利用技術 

３‐（３） 資源の有効利用技術及び代替技術 

 

４ グリーン・イノベーションの核となる材料、デバイスの開発 

４‐（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅲ‐２‐（１）へ再掲） 

４‐（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用（Ⅲ‐２‐（２）へ再掲） 

４‐（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進（Ⅲ‐１‐（３）へ再掲） 

 

５ 産業の環境負荷低減技術の開発 

５‐（１） 製造技術の低コスト化、高効率化、低環境負荷の推進 

５‐（２） グリーンサステナブルケミストリーの推進 

５‐（３） バイオプロセス活用による高効率な高品質物質の生産技術 
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５‐（４） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術（Ⅲ‐２‐（３）へ再掲） 

５‐（５） 環境負荷低減技術、修復技術 

 

６ 持続発展可能な社会に向けたエネルギー評価技術、安全性評価及び管理技術並びに環境計

測及び評価技術の開発 

６‐（１） 革新的なエネルギーシステムの分析、評価 

６‐（２） 持続発展可能な社会と産業システムの分析 

６‐（３） 先端科学技術のイノベーションを支える安全性評価手法 

６‐（４） 産業保安のための安全性評価技術、安全管理技術 

６‐（５） 化学物質の最適管理手法の確立 

６‐（６） 環境の計測技術、生体及び環境の評価技術 

 

Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進 

 

１ 先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発 

１‐（１） 細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による医療支援技術 

１‐（２） 生体分子の機能分析及び解析に関する技術 

１‐（３） 情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や診断技術 

 

２ 健康な生き方を実現する技術の開発 

２‐（１） 人の機能と活動の高度計測技術 

２‐（２） 生体情報に基づく健康状態の評価技術 

２‐（３） 健康の回復と健康生活を実現する技術 

 

３ 生活安全のための技術開発 

３‐（１） ＩＴによる生活安全技術 

３‐（２） 生活支援ロボットの安全の確立 

 

Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進 

 

１ 高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技術の開発 

１‐（１） デバイスの高機能化と高付加価値化技術 

１‐（２） ＩＴ活用によるシステムの高効率化及び高機能化 

１‐（３） ナノエレクトロニクスのオープンイノベーションの推進（Ⅰ‐４‐（３）を再掲） 

 

２ イノベーションの核となる材料とシステムの開発 

２‐（１） ナノレベルで機能発現する材料、多機能部材（Ⅰ‐４‐（１）を再掲） 

２‐（２） ナノチューブ、炭素系材料の量産化技術と応用（Ⅰ‐４‐（２）を再掲） 

２‐（３） 省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術（Ⅰ‐５‐（４）を再掲） 

 

３ 情報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新サービスの創出への貢献 

３‐（１） 科学的手法に基づくサービス生産性の向上 

３‐（２） 高度情報サービスプラットフォームの構築 

３‐（３） サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術 

３‐（４） 技術融合による新サービスの創出 

３‐（５） 情報基盤における安全性や信頼性の確立 
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Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備 

 

１ 技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立のための計測基盤技術 

１‐（１） 産業や社会に発展をもたらす先端計測技術、解析技術及び評価基盤技術 

１‐（２） 先端計測技術及び分析機器の開発 

１‐（３） 生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供 

 

２ 知的基盤としてのデータベースの構築と活用 

２‐（１） 標準化を支援するデータベース 

２‐（２） 資源等の有効利用を支援するデータベース 

２‐（３） 社会の持続的な発展を支援するデータベース 

 

３ 基準認証技術の開発と標準化 

３‐（１） 適合性評価技術 

 

 

【別表２】 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

１ 国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大 

１‐（１） 陸域・海域の地質調査及び地球科学基本図の高精度化 

１‐（２） 都市域及び沿岸域の地質調査研究と地質情報及び環境情報の整備 

１‐（３） 衛星画像情報及び地質情報の統合化と利用拡大 

 

２ 地圏の環境と資源に係る評価技術の開発 

２‐（１） 地圏の環境の保全と利用のための評価技術の開発 

２‐（２） 地圏の資源のポテンシャル評価 

２‐（３） 放射性廃棄物処分の安全規制のための地質環境評価技術の開発 

 

３ 地質災害の将来予測と評価技術の開発 

３‐（１） 活断層調査、地震観測等による地震予測の高精度化 

３‐（２） 火山噴火推移予測の高精度化 

 

４ 地質情報の提供、普及 

４‐（１） 地質情報の提供、普及 

４‐（２） 緊急地質調査、研究の実施 

 

５ 国際研究協力の強化、推進 

５‐（１） 国際研究協力の強化、推進 

 

 

【別表３】 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保） 

 

１ 新たな国家計量標準の整備 

１‐（１） グリーン・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

１‐（２） ライフ・イノベーションの実現を支える計量標準の整備 

１‐（３） 産業の国際展開を支える計量標準の整備 
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２ 国家計量標準の高度化 

２‐（１） 国家計量標準の維持、供給 

２‐（２） 国家計量標準の高度化、合理化 

２‐（３） 計量標準政策に関する調査と技術支援 

２‐（４） 計量標準供給制度への技術支援 

２‐（５） 計量トレーサビリティ体系の高度化、合理化 

 

３ 法定計量業務の実施と関連する工業標準化の推進 

３‐（１） 法定計量業務の実施と法定計量政策の支援 

３‐（２） 適合性評価技術の開発と工業標準化への取組 

 

４ 国際計量標準への貢献 

４‐（１） 次世代計量標準の開発 

４‐（２） 計量標準におけるグローバルな競争と協調 

４‐（３） 計量標準分野における校正、法定計量分野における適合性評価の国際協力の展開 

 

５ 計量の教習と人材の育成 

５‐（１） 計量の教習 

５‐（２） 計量の研修と計量技術者の育成 
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３‐２‐１ 「Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進」 
 

グリーン・イノベーションを実現するためには、二酸化炭素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エ

ネルギーの安定供給の確保を同時に図る必要がある。温室効果ガスの排出量削減のため、再生可能エネル

ギーの導入と利用拡大を可能とする技術及び運輸、民生等各部門における省エネルギー技術の開発を行う。

資源・エネルギーの安定供給のため、多様な資源の確保と有効利用技術、代替材料技術等の開発を行う。将

来のグリーン・イノベーションの核となるナノ材料等の融合による新機能材料や電子デバイスの技術の開

発を行う。産業部門については、省エネルギー技術に加えて環境負荷低減や安全性評価と管理、廃棄物等

の発生抑制と適正処理に関する技術の開発を行う。 

 

Ⅰ‐１‐（２）、Ⅰ‐３‐（１）（再）、Ⅰ‐２‐（１） 新燃料自動車技術研究センター  ［ユニット戦略課題

１］新燃料製造技術の研究開発  ３．７ 

高品質石油系燃料については、サルファーフリー軽油製造用脱硫触媒の基本的な特許を取得し、更に企

業と共同開発を行い、脱硫触媒の商品化に成功した。また、脱硫触媒の再生法についても特許出願を行い、

開発触媒の市場導入を支援している。バイオ燃料については、現行の脂肪酸メチルエステル型バイオディー

ゼル燃料の欠点である酸化安定性を克服する部分水素化技術を見出し、その基本特許取得に向け国内外特

許出願を行うとともに、パイロットプラント研究により開発技術の実証中である。さらに、日タイ

ＪＳＴ－ＪＩＣＡ国際科学協力事業を通し、開発した新燃料製造技術の海外移転を進めている。 

酸化安定性に優れた高品質バイオディーゼル燃料製造技術では、脂肪酸メチルエステル（ＦＡＭＥ）型燃料

の酸化安定性向上のための部分水素化技術を開発し、特許も取得し、酸化安定性１５．１時間（目標１０時間

以上）を達成し、実車走行テストでもＢ１０（バイオ燃料１０％混合）で５万時間トラブルの無いことを実証

しており評価できる。新規液体バイオマス燃料製造の提案は、バイオディーゼルのグローバル展開と普及

を見据えた成果であり、今後の発展が期待できる。高品質石油系燃料については、軽油製造用脱硫触媒を

開発し、基本的な特許の取得、商品の開発に至っており、その再生方法（９８％以上回復）も開発されてお

り、高く評価できる。 

一方、高品質バイオディーゼル燃料は、水素化技術による酸化安定性改善だけでは不十分で推奨できな

いため、このままではプラントの大規模化は難しい。様々な観点から開発された種々の触媒の性能・特徴を

他と比較し、差別化し、開発の経緯・ポイント、開発過程における工夫点等を整理する必要がある。その場

合には石油会社等のユーザー企業との共同研究等の取り組みが必要であり、制約があるが、許された範囲

で具体的な成果内容をアピールする必要がある。 

今後は、燃料の選択はエネルギー政策にかかわる重要なテーマであることから、特に国益を確保・維持す

る立場から、日本国内での利用・普及と関連産業の支援という観点を念頭に置いて、研究開発の意義を明確

にする必要がある。今後のテーマ設定にあたって、代替燃料であるバイオ燃料の技術開発では、市場・原料・

製造の順でサプライチェーン全体を勘案した総合的な検証が必要である。 

 

Ⅰ‐１‐（２）、Ⅰ‐２‐（１） 新燃料自動車技術研究センター  ［ユニット戦略課題３］新燃料標準化

の研究開発  ４．２ 

「戦略課題１ 新燃料製造技術の研究開発」及び「戦略課題２ 自動車エンジンシステムの高度化技術の

研究開発」の研究開発成果や各種検証試験データの蓄積により、新燃料の規格化に必要な情報を整理し、

ＩＳＯや東アジア地域の基準調和等の国際規格や、ＪＩＳ等国内規格の策定を推進している。規格策定にあたっ

ては業界団体と密に連携し、必要に応じて国内外の標準化にかかわるワーキンググループや委員会の設置・

委員派遣を行っている。 

 「バイオ燃料の品質規格化・標準化」への取り組みは産総研独自の機能・役割として存在感を十分に発揮

できる分野であり、当研究ユニット活動のコアと言えるもので高く評価できる。アジアの中で標準化の推

進役として活躍したことも高く評価でき、規格策定・標準化の際に必要となるバックデータを高度な計測に

より取得・整備し、主導的な役割を果たしている点は特筆される。 

一方、標準化には多くの実績が認められるものの、日本国内でもアジアでも規模感のあるバイオ燃料の

安定市場創造に至っていないことや、日本企業のバイオ燃料分野における国内外のアクティビティーが極

めて限定的であること等、開発された成果が真に社会へ普及拡大するにはまだ多くの課題が存在すると考

えられる。 

今後は、国際的な規格化・標準化は、我が国の自動車関連産業の発展に直接的にかかわるものなので、引

き続き、国の政策支援に加えて産業界のニーズを的確に捉え、効果的・効率的な戦略に基づいて事業を推進

する必要がある。また、培った東アジアでの人脈・ネットワークを生かし、日本が策定した「バイオ燃料の
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品質規格と持続可能性基準」を武器に、アジアにおける規模感のある安定的なバイオ燃料市場創造を目指

した取り組みにも期待する。 

 

Ⅰ‐１‐（３） 先進パワーエレクトロニクス研究センター ［ユニット戦略課題１］先進パワーエレ

クトロニクスの統合的研究開発 ４．０ 

 ワイドギャップ半導体パワー素子を利用したパワーエレクトロニクス技術の研究開発を広く展開するこ

とで、エネルギー利用の高効率化の推進を目標としている。実用化への道のりに応じて研究開発のステー

ジを３段階に分類し、研究開発を進めている。 

 単結晶の作製から電力変換器まで一貫して手掛ける本格研究であり、死の谷を克服する研究姿勢も高く

評価できる。第１世代の研究開発は企業への技術移転が進んでおり、第２、第３世代についても世界レベル

の成果が出始めている。ウェハの製造、インバータの製作、ＩＧＢＴの試作、ＩＥＭＯＳの特性等は世界的に見

ても優れている。第３世代デバイスとしてのＩＧＢＴは世界最高レベルの特性（耐電圧、動作電流・電圧・温度）

を達成している。両面実装技術も重要な成果である。材料特性とデバイス特性の相関を明確にする評価シ

ステムの構築は信頼性向上に有効であり、評価できる。第３世代に向けた溶液法による結晶成長技術は斬

新な着想と緻密な研究開発として高く評価できる。 

 一方、達成状況は海外を含めた他機関の具体的なベンチマークで評価する必要がある。ＩＧＢＴのスイッチ

ング特性はまだ十分ではなく、ゲート駆動の方法や大電流化は回路技術者も巻き込んで、早急に取り組む

必要がある。全般的に、応用がシリコン素子の代替となっていることは再検討が望まれる。システム応用

の具体的な取り組み、実証実験にも注力することが望まれる。モジュール等の実装に近い技術課題になる

ほど、それらが用いられる具体的なシステムを十分に検討して研究開発に当たることが望まれる。信頼性

評価プラットフォームには、故障原因を物理的に掘り下げた研究も加えると、企業の生産プロセスに役立

つ高い価値が得られる。溶液法は１００気圧、２４００℃の炉内という条件であり、より現実的な結晶成長法

が求められる。ＧａＮ半導体はその位置付けや目標が明確でない。 

今後は目標テーマを絞って応用研究面を加速し、またシナリオの前倒しも可能となるように、資源を集

中する努力が必要になる。最終アウトカムであるシステム応用での実証を早く組み込むことが望まれる。

コスト、供給量、信頼性等を考慮すると、低コスト化が必須の市場と高コストでも導入が期待できる市場

を見極め、ＳｉＣでなければ実現できない分野の確保が必要である。結晶からモジュールに至るすべての技

術領域で世界的優位を保つことは難しい。各企業が取り組むべき研究開発を十分に把握した上で、当研究

センターの研究開発を判断して行くことが重要である。第１世代ではアプリケーションを主体とした新た

なプロジェクト、第３世代は現行プロジェクトを引き継ぐ新たなプロジェクトの立上げが期待される。 

 

Ⅰ‐２‐（１）、Ⅰ‐３‐（３） 新燃料自動車技術研究センター  ［ユニット戦略課題２］自動車エンジ

ンシステムの高度化技術の研究開発  ３．６ 

ディーゼル重量車に関して、２０１５年実施予定の燃費基準を満たしつつ新たな排出ガス規制（ＮＯｘ＜０．４ 

ｇ/ｋＷｈ：２０１６年度）の達成を目指して、新燃料と駆動システムの最適化、燃焼制御技術の向上、排出ガス

浄化技術の高度化による超低環境負荷エンジンシステム、及びこれらを評価する計測技術を開発する。さ

らに、資源の確保と有効利用の観点から、ディーゼル排出ガス浄化触媒システムの酸化触媒と触媒付ディー

ゼルパティキュレートフィルター（ＤＰＦ）を対象として、レアメタルの白金族元素使用量の半減技術を開発

する。 

 アウトカム実現のために、排出ガス低減と燃費改善に有用な多くの技術開発に取り組み、超高圧噴射に

よる予混合圧縮着火方式等の燃焼制御技術と燃料性状の最適化（低セタン価、ゼロアロマ、高揮発性）に

より、２０１６年度新排出ガス規制対応と、１０％の燃費改善を同時達成する等、高水準の成果を挙げている

と評価できる。最先端の評価・解析技術には企業では投資困難なので、Ｘ線による噴霧解析やＤＰＦ非破壊検

査のような取り組みは価値が高く、得られた知見は今後の展開を図る上で有用である。 

一方、本戦略課題での取り組みは多岐にわたっており、燃費と排出ガスの対応技術、圧縮天然ガスエン

ジン・火花点火エンジン・ディーゼルエンジンの技術等が混在しており、関連性・位置付けが不明な点も多く、

整理が必要である。特に、希少金属の使用量を低減した排出ガス浄化技術の高度化については、まさに自

動車会社が自ら取り組むべき課題であり、企業との役割分担を明確化した上で、産総研としては計測評価

技術等汎用性の高い技術開発により注力する必要がある。 

今後は、混在している共通的基盤技術と革新的要素技術を分類・整理し、研究センターで対象としたテー

マ・技術内容の成果の意義をより明確化する必要があり、自動車産業の技術者と議論し、企業、産総研の分

担（または共同）を整理する必要がある。また、開発した技術を積極的に自動車会社に提供することを期

待する。多機能一体型コンバータの高度化、希少金属の使用量低減等は、継続して取り組むべきテーマで
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あり、また将来を見据えた新技術について広い視野で課題を選定することも期待する。 

 

Ⅰ‐２‐（３）、Ⅲ‐１‐（１） ナノスピントロニクス研究センター  ［ユニット戦略課題１］スピント

ロニクスの研究  ４．８ 

不揮発メモリＳＴＴ－ＭＲＡＭ・マイクロ波発振器・半導体へのスピン注入及び検出技術・スピン光素子の開

発、を主たる開発課題とし、垂直磁化ＭＴＪ（磁気トンネル接合）素子・ナノ強磁性によるスピン検出技術・

半導体チャネルへのスピン注入と検出技術の開発に取り組んでいる。主たるアウトカムとして、垂直磁化

ＳＴＴ－ＭＲＡＭのサンプル出荷及び製品化、高速乱数発生器のプロトタイプの作成、薄膜光アイソレータの

実用化を目指している。 

垂直磁化ＳＴＴ－ＭＲＡＭは、メーカーを強力に支える研究開発によりサンプル出荷が視野に入っており、

実用化段階にある。これは、ギガビット級ＳＴＴ－ＭＲＡＭの実用化も視野に入る成果であり、アウトカムに向

かって着実に進展しているものとして高く評価できる。また、スピントルク発振器は垂直磁化方式を利用

したオリジナル技術により世界最高性能を達成し、集積化可能な高速乱数発生器スピンダイスは製品試作

化まで進んでいる。いずれも高く評価できる成果である。半導体スピントロニクス分野では、多くの国際

会議招待講演や高い水準のジャーナルへの成果発表等、世界最先端の研究成果が得られている。また、電

圧による磁気異方性制御の研究成果も有望であり、評価できる。 

なお、ＳＴＴ－ＭＲＡＭの研究開発は特定企業のみとの連携であったが、今後はできるだけ多くの企業との

連携が望まれる。基礎研究段階にあるスピン光素子、半導体スピン注入に関する研究は、実用化との距離

感を明確にすることが必要である。また、電圧による磁気異方性制御を利用したスピンＲＡＭは不揮発性だ

けでなく省電力性も期待されることから、デバイスの早期実用化のためにも理論チームを巻き込んだ一層

の取り組みが望まれる。 

今後は、ＳＴＴ－ＭＲＡＭ、スピントルク発振器、光アイソレータ等、既存デバイスの代替を目指すデバイ

ス開発では、要求性能を精査・分析し、本研究センターのポテンシャルを発揮しうる技術分野に特化して重

点的に研究を推進することが望まれる。特にＳＴＴ－ＭＲＡＭでは、不揮発性や省電力性を武器に現在の電子

デバイスの置換え可能性とそのための課題の見極めが期待される。また、スピントルク発振器については

今後の進展が見込まれることから、より重点的な取り組みが望まれる。スピン光素子の応用では、光通信

システムをターゲットとすることにより課題設定がより明確になると思われる。一方、半導体スピントロ

ニクスは、新規現象の発現や新しい応用展開に期待が持たれるため、理論チームと協力して引き続き長期

的視野での研究推進が期待される。基礎研究段階にある研究には、この研究センターならではの大きな挑

戦と、ＳＴＴ－ＭＲＡＭ、スピンダイスに続く第３の技術としての早期立上げが期待される。 

 

Ⅰ‐３‐（１） バイオマスリファイナリー研究センター ［ユニット戦略課題１］ケミカル原料製造

基盤技術の開発 ３．５ 

バイオマスリファイナリーにおいて、ケミカル製造における出発物質となるグルコース等の糖化液を、

水熱・メカノケミカル処理条件の最適化、糖化酵素の生産性向上及びバランスの最適化によってリグノセル

ロースから効率良く製造するための基盤技術を開発する。本研究は先端研究に位置付けられる。既に産総

研が基本的な特許を取得している水熱・メカノケミカル処理条件の最適化、糖化酵素の生産性向上、バラン

スの最適化を図り、企業へ技術移転するための研究を進めている。 

 木質バイオマスの分離技術とバイオ技術を駆使して、エタノール、ピルビン酸の効率的生産と、副生す

るリグニンの樹脂化を目指す全体像は、正統的な研究戦略と評価できる。原料はバガス、稲わら、ＥＦＢ

（Ｅｍｐｔｙ Ｆｒｕｉｔ Ｂｕｎｃｈ）等農業残渣系も視野に入れ、前処理条件の最適化で分離効率を改善した点も評価

できる。分子育種による産総研独自の糸状菌アクレモニウムでの酵素開発では、オンサイト生産を前提と

し、トリコデルマを上回る糖化活性を得て、酵素製剤の市販に至った。タンパク質工学に基づいて酵素の

耐熱化を図る等、基礎研究を実用化に結びつける手法も優れており、所内の連携・人事交流の効果も明らか

である。 

 一方で、実用化時を想定したコスト・効率等を評価し、合理性のある目標設定が必要である。明確な出口

戦略を立てて最適な原料を選定し、早期の商業化を目指した具体的なロードマップを描くことが望まれる。

耐熱性向上の数値目標を明確にし、酵素の比較ではバイオマス濃度、酵素濃度、温度、生産性、実験規模

等を評価する必要がある。 

糖化酵素は国内外で精力的に研究されており、研究者間の情報交換等を通じて常に最新の動向を把握す

ることが望まれる。スギとユーカリの酵素糖化性の差異を、植物組織学等の専門家と共同で、組織構造、

高分子特性、主要３成分間の相互作用等から解明することを期待する。リグニンの高機能化ではフェノー

ル樹脂等の代替ではなく、リグニンならではの分野開拓のための基礎研究が必要である。酵素生産技術は
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普及に向けて、技術や酵素そのものを供給できる体制整備が必要である。欧米の技術開発動向とベンチマー

クを正しく把握し、海外で通用する要素技術を日本が提供し、海外企業との共同研究で商業プロセスの早

期確立を目指すことが望まれる。石油精製及び関連産業のどの部分を置き換えるのかについて早めにビ

ジョンを示し、バイオマス由来であることで付加価値を高められるような製品や用途が開拓されることを

期待する。 

 

Ⅰ‐３‐（１） バイオマスリファイナリー研究センター ［ユニット戦略課題２］高性能複合材料製

造基盤技術の開発 ３．１ 

リグノセルロースからセルロースナノファイバー（ＣＮＦ）を効率良く製造する技術を開発するとともに、

ＣＮＦと種々のポリマーの複合化により汎用プラスチック以上の性能を発揮する高性能複合材料製造技術

を開発する。既に産総研が基本的な特許を取得している水熱・メカノケミカル処理・樹脂複合化技術による

高性能複合材料を開発し、企業へ技術移転するための研究を進めている。 

 ＣＮＦ製造技術の高効率化を図るとともに、ポリマーとの複合・成型プロセスを確立して高性能複合材料

を製造するという、極めて挑戦的な取り組みを評価する。研究開発は初期段階にあるが、本研究センター

で開発された木質処理技術を用いて、特性評価技術を中心に、企業との共同研究も活発である。リグニン

が残った状態のリグノセルロースからもＣＮＦが製造できること、ポリプロピレンとの複合化では表面コー

ト処理を行ったＣＮＦが複合化材料として優れた性質を有することを明らかにしている。 

 一方、実用化に至るロードマップは必ずしも明確ではない。新規材料として期待を抱かせるが、製品の

市場価値とのバランスを図るという発想に基づく研究目標が立案できていない。汎用品と高付加価値・高機

能材料とでは仕様、許容コスト、研究開発の方向性・手法が大きく異なる。開発着手段階から導入対象と目

標を明確にする必要がある。性能評価方法は間接的なものが多く、不十分である。 

バイオマスの新しい利用分野として、地産地消を目指した利活用とともに、基礎的かつブレークスルー

のある、広範囲で深い研究成果を期待する。他のナノ材料の先端的研究解析や応用展開は参考にする必要

がある。化学、繊維、製品メーカー等のヒアリングを行い、早く市場に出せる体制を期待する。新たに結

成されるコンソーシアムではリーダーとして予算要求や成果をとりまとめ、製品ユーザーとの情報交換や

共同研究を活性化して、シーズ志向的な技術開発に陥らないことを期待する。コスト面での不利を埋める

に足る政策支援策・誘導策を打ち出すとともに、評価技術の早期の国際標準化も望まれる。 

 

Ⅰ‐３‐（１）、Ⅰ‐１‐（２）（再）  バイオマスリファイナリー研究センター  ［ユニット戦略課題３］

液体燃料製造技術の開発  ３．２ 

リグノセルロースのガス化・触媒合成によってＢＴＬジェット燃料、軽油等を高効率で製造するための研究

開発を行う。現在のバイオ燃料の主流は、サトウキビ、トウモロコシを原料とするバイオエタノールと、

ナタネ、アブラヤシ等から製造するバイオディーゼルである。これらの製造技術は確立しているが、海外

においてもエネルギー作物の栽培に適した土地には限りがあり、食料生産と競合しない原料からのバイオ

燃料を開発するための研究を進めている。 

 セルロースエタノール製造プロセス開発を民間企業主導で実証する道筋を作ったことは評価できる。エ

ネルギー収支（産出エネルギー／投入エネルギー）２．０が達成できることを明らかにし、少人数で複雑な

熱化学プラントの運転・研究に取り組んでいる。２０１５年に民間航空機燃料の１％に相当する２３０万ｋＬの需

要が見込まれるバイオジェット燃料の製造技術開発に取り組んでいることを高く評価する。サトウキビ廃

棄物からエタノールを得るＪＳＴ／ＪＩＣＡプロジェクトも順調に進捗している。 

 一方、バイオエタノールが５０円台／Ｌで製造できたのは海外の恵まれた条件下においてであり、日本で

の木質バイオマスからの生産は現状では難しい。グローバルかつ現実的視点で企業の技術実証の評価・見直

しを図ることが望まれる。ジェット燃料への研究（触媒）開発は非常に時間がかかっており、基礎的な研

究段階から抜け出していない。本研究センターで開発を続行するのであれば、工学的評価を含めて行うこ

とが必要である。 

エタノール生産一貫システムは実用化に移行しているが、日米グローバルオープンイノベーション等へ

の取り組みは産総研の主導が期待される。バイオジェット燃料は国内需要（２０１５年頃１０～２０万ｋＬ/年）

を満たす供給体制の整備が必要で、関係省庁と検討してアジア圏で日本主導のバイオジェット燃料産業を

興せると良い。フィッシャー・トロプシュ（ＦＴ）合成の触媒開発は今年度の成果を見て、研究継続を含め再

検討が必要である。バイオマス利活用システムにおける位置付けやターゲットを明確にし、システム評価

や全体最適化等も意識した研究を推進して頂きたい。バイオ燃料のプロダクトアウトが閉塞している現状

では、研究開発の大きな飛躍が困難であり、何らかのパラダイムシフトも期待する。 
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Ⅰ‐５‐（２）、Ⅳ‐２‐（３） コンパクト化学システム研究センター  ［ユニット戦略課題１］高温高

圧マイクロ化学エンジニアリング技術の開発  ３．６ 

高温・高圧流体の基礎物性の解明、特異物性を利用した反応を基軸に、エンジニアリング技術（ハード）

と、具体的なプロセスへの応用（ソフト）を両輪とした研究を展開している。東北大学との連携のもと、

超臨界流体等の高温高圧環境を利用した化学プロセスの拠点として先端研究に取り組み、地域企業を含め

た民間への技術移転に努めている。さらに、超臨界流体の知的基盤として、高温高圧条件下での金属材料

の腐食、超臨界水、超臨界二酸化炭素の物性値、特許に関するデータベースの整備に取り組んでいる。 

 高圧二酸化炭素塗装への展開は、微粒化メカニズムの解析が噴霧条件の最適化につながり、共同研究先

企業の塗装ラインに導入され実製品条件での最終的な検討に至っており、高く評価できる。仕上がり要求

水準がさほど高くない製品から適用するのは良いアプローチである。車体の塗装工程は作業環境が極めて

悪く、溶剤削減の技術としての採用が期待される。高温高圧水マイクロプロセスでは、色素太陽電池用材

料が企業からのサンプル出荷まで進展している等、適時・適量のキーワードのもとに、実用化に向けた多く

の共同研究に結びついている。 

 二酸化炭素塗装技術は省エネルギー性が謳われているが、システム全体のＬＣＡ評価が必要である。塗膜

品質を上げるために専用塗料の開発が必要なのであれば、従来方法の置換えは限定的となる。太陽電池用

色素等有機合成への応用を含めて、開発技術をすべての競合技術と比較し、どの位置にあるかを常に明ら

かにする必要がある。それによって、技術の更なる進展の方向性が示唆される場合がある。ＧＳＣには各種

の指標があるので、産業的にも説得力のある結果を導くことが期待される。学術的にも水準は高いと思わ

れるが、論文数はあまり多くない。 

二酸化炭素塗装は広く従来方法の置換えを目指すよりも、やや特殊な対象を調査する等、適用範囲を拡

大する上での戦略が重要となる。対象が多い有機合成では優先順位をつけて絞り込みを行い、非石油原料

からのポリマー製造では生産量やコストの見通しを示すと、現実性が出てくる。今後は産業ニーズを満た

す有用な物質製造技術の開発が望まれる。１万トン／年規模までは適用可能としても、規模別にメリット

のある対象化学品を示す等の工夫も必要であろう。共通基盤技術の体系化とともに、より積極的な成果発

信により国際的なプレゼンスを高めることが期待される。 

 

Ⅰ‐５‐（２） コンパクト化学システム研究センター ［ユニット戦略課題２］無機材料プロセス技

術の開発 ４．０ 

化学技術のグリーン化を支え、新規なプロセス構築を可能とする、高機能性の粘土・ゼオライト・多孔体

材料・超微粒子等の無機材料の創成・評価と応用を行っている。 

 粘土膜技術は地域色を生かした天然鉱物の有効利用として、多数の企業と共同で実用化に向けた取り組

みを進め、実用化レベルに達している。サンプル供給体制の確立、原料用特殊粘土の製品化、ロール・ツー・

ロール生産設備の稼動等、既に多くの実績のある粘土膜で、耐水性の獲得や塗料化等更なる性能向上と応

用展開を図っている。応用の裾野を拡げるコンソーシアム活動を含めて、本格研究の成功事例の一つとし

て高く評価される。 

 一方、類似品や競合技術に対する優位性をより明確にアピールして、従来品の代替又は従来はなかった

応用の実績を示すことが望まれる。本技術が優位に立てる領域・分野を分類すれば、自ずと課題絞り込みの

戦略も立つと思われる。なお、製品化とそのリスクを背負うのは技術移転先企業であり、ロードマップで

「イノベーション推進」として位置付けている課題を戦略課題の中心に据えた説明には違和感がある。今

後の計画も製品化が中心なので、共通基盤技術の体系化と学術面での情報発信を強化する必要がある。 

粘土膜技術については十分に技術移転が進んでいるが、現時点での成果を適用するのに最も効果的と判

断される製品を選択し、製造企業とともに使用実績をアピールして知名度を上げる必要がある。今後は低

コスト・革新的製造方法の開発が重要であり、その見通しも示すことが望まれる。天然鉱物資源は有限であ

るので、人工的に合成、製品化できる技術も共通基盤技術として体系化が望まれる。もう一つのテーマで

ある「省エネルギーな膜分離プロセスの実現」に最大限の開発努力を期待する。 

 

Ⅰ‐５‐（２） コンパクト化学システム研究センター ［ユニット戦略課題３］融合反応場技術の開

発 ３．５ 

高温高圧等特異反応場を利用するプロセス技術と材料開発技術を融合し、新しい反応プロセスの開発を

目指している。具体的には、高温高圧水、二酸化炭素の反応場と各種触媒の最適化による新規な反応系の

開発、マイクロ波反応場を利用する小型反応装置と触媒の融合による複合反応場の開発、無機多孔体材料

と酵素を複合し、酵素が固定化された細孔を反応場として利用するバイオ触媒技術の開発と利用を行って

いる。また、イオン液体を用いたガス分離技術開発を進め、次世代化学プロセスの提案を目指している。 
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 優位性が見えにくいマイクロ波のプロセスに取り組み、比較的短期間に魅力的な可能性を引き出してい

る。特に分析機器メーカーと共同で新たなマイクロ波加熱燃焼酸化方式全有機炭素（ＴＯＣ）計の開発に成功

したことは評価できる。更に、単分散ナノ粒子の連続合成を可能にし、高速の水素製造に使えることも示

した。高圧水と二酸化炭素を利用したバイオマス由来物の有用化学物質への変換触媒システム等も注目さ

れる。種々の特異反応場に技術的蓄積を有する本研究センターが取り組む意義は大きい。 

 一方で、マイクロ波反応装置の多くの応用は技術シーズに基づくもので、全般的に既存競合技術との利

害得失を明示できていない。広い適用先ごとに、課題の整理と優先順位をつけた絞り込みが必要で、共同

開発先と十分に練るのが望まれる。ナノ粒子合成技術はパワー半導体用銅ペーストへの展開はありうるが、

この製法による優れた単分散性を活かす用途が求められる。自己評価での「学術基盤が未成熟」という「弱

み」は、測定技術を持つ他の研究ユニットと連携して強化する必要がある。今回報告のなかった触媒反応、

バイオプロセス、イオン液体の研究課題についても早期に技術的可能性を評価する必要がある。 

マイクロ波を反応に適用する場合の法規制について整理しつつ、様々な企業のニーズを聞き、この特異

な反応場を最も優位に活用できる用途を精力的に調査・検討して行くことが望まれる。ＴＯＣ分析装置への

組込みは良い展開例で、水素発生装置も水電解よりも優れている点が明確になれば計測機器に適用できる。

優先順位に基づいて確実に製品化できるアウトカムを目標にすることが望まれる。条件が折り合えば海外

でも展開することを期待する。技術の融合は、相乗効果がなければ技術の寄せ集めに終わるので、効果を

数値的に確認しながら研究開発を進めることが望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（４）、Ⅲ‐２‐（３）（再）  集積マイクロシステム研究センター  ［ユニット戦略課題１］高

集積、大面積製造技術の開発  ４．２ 

 センサー及びアクチュエータの機能を有するＭＥＭＳと集積回路とをさらに集積化するデバイス製造技

術、及び、これら高機能集積化デバイスを効率良く大面積で製造する技術を開発している。８インチ・１２

インチ大口径ＭＥＭＳ試作ラインを整備し、オープンイノベーションハブの機能を担い、実用化や量産化を

見据えて企業との共同研究を推進している。 

ナノインプリント技術とヘテロ集積化技術により、国際的に優位性のある高集積・大面積ＭＥＭＳ製造技

術を開発している。特に、ナノインプリントを中心とする高生産性プロセス技術は新しい応用につながる

ＭＥＭＳ製造技術として期待できる。信頼性の高い基板低温接合技術の開発も進んでおり、異種機能や異種

材料を集積化する準備が着実に進展している。めっきによる応力発生を利用したＸ線望遠鏡用ＭＥＭＳデバ

イスの作製は独創的な成果である。 

一方、現状のロードマップでは、ＭＥＭＳ－Ｘ線望遠鏡以外のアウトカムがあまり具体的でなく、今後の

開発の方向性が明確でない。大口径製造ラインの利用がより活発になることを期待するが、その維持運営

は、現状の研究センターの人員及び予算では限界があるので、更なる外部資金確保の努力が必要である。 

今後の方向性について多くの企業と対話を重ね、キラーアプリケーションを含む応用展開戦略を考え、

より具体的な次の目標設定を行うことが必要である。開発した技術の知的財産が効果的になるよう、特許

網として権利化を図ることが肝要である。同時に、基盤技術の強化も必要であり、ナノインプリントを中

心とする高生産プロセス技術、３０ｎｍないしそれ以下の量産加工技術の開発等、多岐にわたるＭＥＭＳ製造

技術の開発を継続することが望まれる。 

 

Ⅰ‐５‐（４）、Ⅲ‐２‐（３）（再）  集積マイクロシステム研究センター  ［ユニット戦略課題２］ユ

ビキタス電子機械システム技術の開発  ４．２ 

既築の施設にも簡便に導入することが可能で、エネルギー管理やセキュリティ対策にも適応可能なユビ

キタスセンサーネットワークシステムの実現のため、高機能かつ安価な革新的ＭＥＭＳセンサーを開発する

とともに、無線通信機能やメンテナンスフリーを実現する自立電源機能等を集積化する技術、及びセンサー

ネットワークシステムの開発を進めている。 

省エネルギーに関する具体的取り組みとして、コンビニエンスストア２０００店での大規模社会実験や本

研究センターのクリーンルームでの実装テストは貴重なものであり、事業化における課題もかなり整理さ

れつつある。これは、将来のユビキタスセンサーネットワーク社会の到来を世界に先駆けて示す取り組み

として高く評価される。また、萌芽的ではあるが、医療・ヘルスケア分野のヒューマンインターフェースシ

ステムへの応用展開が明確になりつつあり、ＰＯＣ（Ｐｏｉｎｔ ｏｆ Ｃａｒｅ）デバイス等、これからの社会の要請に

対するセンサーノード開発を視野に入れている点は期待が大きい。さらに、三次元ＭＥＭＳ製造技術、並列

型高効率マイクロリアクタの開発等、多くの実用的な技術開発を行い、ＭＥＭＳセンサーのユビキタス化と

応用範囲の拡大を着実に進めていることも評価される。 

一方、多種多様なＭＥＭＳセンサー及びセンサーネットワークの開発が進められる中で、重点化すべきも
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のはまだ明確でない。ビジネスを想定すると、エネルギーモニタリングからのデータ分析をもっと強化す

る必要がある。ヒューマンインターフェースシステムについては、センサーよりも「見守りシステム」の

基本設計こそが鍵である。 

今後、大規模な無線センサーネットワークの実用化においては大規模データの解析が重要になるので、

情報系研究ユニットとの十分な連携が必要である。また、無線方式の実証と標準化が必要であり、通信キ

ャリアとの協働も考慮する必要がある。この技術は直接のニーズ以外にも、効率化や安全管理等、企業活

動への幅広い応用が可能なので、そうした視点で基盤となる要素技術の研究を推進する必要がある。世の

中の進展が速い分野でもあるので、スピーディーな開発と連携により、タイムリーに成果を発信して行く

ことを期待する。 
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３‐２‐２ 「Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進」 
 

ライフ・イノベーションを実現するためには、疾病や事故の予防、治療や介護支援の充実に加えて、健康

で安全な生活を送りやすくすることが必要である。疾病を予防し、早期診断を可能とするため、生体分子

の機能分析、解析技術等の開発を行う。疾病の革新的治療技術を実現するため、効率的な創薬技術の開発、

先進的な医療支援技術の開発を行う。健康を維持増進し、心身ともに健康な生き方を実現するために必要

な計測、評価技術等の開発を行う。また、社会生活の安全を確保するための情報通信技術（ＩＴ、センサー）

や生活支援ロボットの安全を確立するための技術開発を行う。 

 

Ⅱ‐１‐（１）、Ⅱ‐１‐（２） 幹細胞工学研究センター ［ユニット戦略課題１、２］ ４．２ 

１：幹細胞標準化のためのマーカー探索 

２：臓器形成ロードマップの構築と分化制御技術への応用 

戦略課題１では、幹細胞の標準化のために不可欠な評価・検証を一体的かつ重点的に推進している。また、

戦略課題２では「幹細胞の性質：分化指向性」を解析・理解する上で必要な臓器形成に関わる知見を得る。 

幹細胞標準化のためのマーカー探索としてＡｉＬｅｃ-Ｓ１を見出し、市販レベルまで到達したことは高く評

価される。品質管理をしながらヒトｉＰＳ細胞の培養ができる意義は高く、残存するｉＰＳ細胞の除去が効率良

く達成されれば波及効果も高い。短期的には創薬応用、将来的には再生医療等に関連する産業への貢献が

期待される。また、ｉＰＳ細胞の自動培養装置についても、他施設と連携しながら新たな装置の実用化に取

り組んでいる。 

臓器形成ロードマップの構築等の進捗がやや遅い印象である。また、後述のユニット戦略課題３と研究

内容が重複している印象を受ける部分もあり、課題の設定を再検討する必要がある。さらに、標準化を推

進するための戦略（アクションプラン）を具体的に検討する必要がある。国際会議での合意、ＩＳＯ等への

展開等、内容に応じた展開を期待する。 

今後、創薬応用と再生医療では、要求される幹細胞の品質レベル等が大きく異なるので、出口戦略とし

ては分けて計画することが重要である。特に、再生医療としてヒト間葉系幹細胞を取り扱うノウハウの蓄

積を期待する。また、幹細胞標準化を到達目標に掲げる以上、開発・実用化した技術を広く浸透させ、さら

に、標準化への道筋や戦略に関する研究体制の整備も検討する必要がある。 

 

Ⅱ‐１‐（１） 幹細胞工学研究センター ［ユニット戦略課題３］産総研バイオリソースを活用した幹細胞

制御技術の開発 ３．８ 

標準化後の幹細胞を有効に利用するために必要な分化制御技術の開発を行っている。具体的には、ＥＳ

細胞やｉＰＳ細胞、間葉系幹細胞等を効率的に分化制御する技術を開発する。モデル生物を利用して構築し

た臓器形成ロードマップ因子や新規分化制御因子を探索する。 

幹細胞制御技術の開発として順調に進捗している。胃疾患モデル組織の作成は独創的で、今後の展開が

期待される。また、肺疾患関連の研究は社会ニーズを反映する課題で、肺前駆細胞関連も期待に応える成

果を挙げつつある。心筋や神経関連の研究に対する進め方は適切で、現況では高いレベルを維持している。 

一方、アウトカムとして創薬産業への貢献を目指すならば、産業界のニーズを踏まえた上で本成果によ

って創薬スクリーニングがどの程度効率良く的確に実施可能かを早めに検証する必要がある。また、アウ

トカムとして再生医療を想定するならば、ヒトへの応用を目指して動物レベル（特に霊長類）での検証を

十分に行う必要がある。さらに、研究ターゲットが多くの臓器／細胞種にわたっており、研究の焦点を絞

る必要がある。 

今後においては、開発した細胞の分化制御技術を臨床研究や創薬へ活かして行くために、医療機関等と

連携を深めることが期待される。中でも、新規肺がんマーカーについては、組織診断だけでなく血液診断

の可能性等、早急に臨床での有用性を検証し、早期診断試薬開発等の社会実装を目指すことが望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（１） 幹細胞工学研究センター ［ユニット戦略課題４、５］ ４．５ 

４：新規ＲＮＡベクターＳｅＶｄｐを使ったヒト組織細胞のリプログラミング技術の開発 

５：新規ＲＮＡベクターの創薬支援・先端医療への応用 

世界で唯一のＲＮＡを使った安定な遺伝子発現系であるセンダイウイルスベクター（ＳｅＶｄｐ）技術を基盤

とした再生医療や遺伝子治療の分野への展開を図っている。また、遺伝子の導入と発現のためのステルス

型ＲＮＡベクターの確立と実用化を推進している。 

我が国発のＳｅＶｄｐを展開して、非常に波及効果の高い意義ある研究成果を挙げたと評価される。ｉＰＳ細

胞に関わる成果は国際的にも評価が高く、アウトカム実現への寄与として重要な役割を担うと判断される。
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ＳｅＶｄｐがヒトｉＰＳ細胞に対して高い効率を示し、血液細胞から樹立可能となったことは画期的な進歩と言

える。また、次世代のステルス型ベクター技術が開発され、任意の遺伝子が１０個まで載せられることやウ

イルス由来のＲＮＡが無いこと等、革新性は極めて高い。 

一方、多くの技術移転、連携等によって、どのようにヒトｉＰＳ細胞作製技術等の世界標準を獲得するか

が課題であり、その道筋が幾分不透明である。また、ウイルスベクターの供給体制に課題があり、社会的

なインパクトを与えるための制約要因になっている。 

今後においては、臨床応用に向けて安全性の確認といった必要なステップを着実にクリアすることが期

待される。また、ベンチャーの起業化が計画されているが、産総研の持続的な支援が望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（１） 幹細胞工学研究センター  ［ユニット戦略課題８］間葉系幹細胞を活用したメタボ

リックデバイスの開発  ３．７ 

幹細胞を用いた再生医療への応用や創薬支援のための基盤技術の構築を目指す。体内から採取可能な間

葉系幹細胞を活用するための基盤研究を行う。高次脳領域、代謝疾患やがんにおける先端的細胞治療とし

て広く貢献することにより本格研究への橋渡しを行う。 

間葉系幹細胞を用いたａｄｉｐｏｌｏｍｅの解明や癌間質消滅治療法の開発、再生医療のみならず種々の疾患（生

活習慣病、糖尿病、がん）等の細胞治療への応用も期待される成果が出ている。また、体細胞初期化のメ

カニズムの解析から高効率のｉＰＳ細胞の誘導法、脂肪由来細胞から神経幹細胞、あるいは血管内皮前駆細

胞の誘導に成功した。 

一方、世界中で研究開発と実用化が活発になっている中で、当研究センターの独自性をどこに求めるか、

戦略的な方針を打ち出す必要がある。また、安全性の確認やコストパフォーマンスの評価等、実用化に向

けた課題の解決も必要である。 

国内の幹細胞研究機関はｉＰＳ細胞に特化しようとする傾向がある。そうした中で差別化を図り研究を進

めようとしている姿勢を感じる。研究の方向性や着地点を明確にし、今後も着実に成果を挙げることが期

待される。 

 

Ⅱ‐１‐（２）、Ⅱ‐１‐（１） 幹細胞工学研究センター  ［ユニット戦略課題６］マイクロプロセスおよ

び機能性材料を利用した細胞機能誘導技術の開発 ３．５ 

創薬プロセス支援技術、特に新しい細胞を用いた医薬品アッセイ技術の開発を推進し、細胞アッセイヘ

の応用の観点からヒトｉＰＳ細胞の大量自動培養技術、ヒトｉＰＳ細胞から臓器･組織特異的機能を発現する標

準細胞の効率的誘導について実施している。 

肝スフェロイド灌流培養系を用いて企業との薬物モデル基質代謝試験に関する共同研究を進め、成果を

挙げている。また、内皮細胞アッセイチップ、さらにはｐＨ、光、温度に応答する光分子の開発等、多角的

な研究がチームの間での共同研究によって推進されている点が評価できる。 

一方、細胞アッセイ系に関わる技術開発及び基盤構築であることは十分に理解できるが、本研究センター

の基軸である幹細胞利用、再生医療への応用に優先順位を更に絞って、研究センター内の連携をより意識

する必要がある。また、製品化に向けた戦略が明確ではなく、他機関との優位性を明示することが望まれ

る。 

今後においては、研究開発する灌流培養技術、光マニピュレーション技術等は個別化医療、再生医療、

ＰＯＣ（Ｐｏｉｎｔ ｏｆ Ｃａｒｅ）薬剤スクリーニング、創薬スクリーニング等への展開が想定される。早期の製品化

によって研究のアウトカムを明らかにすることが望まれる。製品を世に出すことを重視した研究展開が期

待される。 

 

Ⅱ‐１‐（２） 幹細胞工学研究センター ［ユニット戦略課題７］糖鎖プロファイリングによる細胞評価技

術開発 ４．２ 

開発した糖鎖プロファイリング（レクチンマイクロアレイ）技術を細胞培養技術、分化制御技術と連携

させることで、幹細胞の分化度や分化指向性を評価・選別する実効性に優れた細胞表面マーカーを開発する。

具体的には、ｉＰＳ及びＥＳ細胞の未分化性を瞬時に判断可能な糖鎖マーカー、間葉系幹細胞の分化能・増殖

能を評価するための糖鎖マーカーや糖鎖関連マーカーを作成する。 

糖鎖研究の成果を活かした幹細胞評価技術を短期間で展開したことを評価する。ｉＰＳ／ＥＳ細胞の良好な

表面マーカーとなりうるＡｉＬｅｃ-Ｓ１を見出し、そのリガンドを同定した。また、培養液を用いた残存未分

化細胞の検出システムを開発し、さらに薬剤結合ＡｉＬｅｃ-Ｓ１を用いて、分化誘導時に残存した未分化細胞

の除去技術の開発にも成功している。これらは、将来的な再生医療等のアウトプットを考慮すると有利で

ある。また、細胞分化能を判別するＡｉＬｅｃ-Ｓ２の発見も注目に値する。さらに、レクチンマイクロアレイ
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は独自性があり、知財等を含めて優位性の高い技術であり、汎用性に優れている。 

一方、ＡｉＬｅｃ-Ｓ１によるヒトｉＰＳ細胞除去の信頼性、さらにリガンドの定量化については用途の十分な検

証が必要である。 

ｉＰＳ細胞等の未分化細胞と分化細胞間の糖鎖構造解析は、発生生物学のみならず、がん生物学において

も非常に重要なテーマであり、新たな診断マーカーや治療薬の開発にも繋がる。所内外機関との連携を推

進して、再生医療や創薬支援への円滑な展開を期待する。 

 

Ⅱ‐１‐（２） 糖鎖医工学研究センター  ［ユニット戦略課題１］糖鎖バイオマーカー開発関連研究 

４．５ 

独自に考案・構築した糖鎖解析手法を応用した糖鎖バイオマーカーに対する探索コンセプト及び解析シ

ステムを用いて、がん及びがん化する疾患に対する糖鎖バイオマーカーの探索と開発を行っている。開発

したバイオマーカーは企業への技術移転を行い、体外診断薬として実用化することを目的としている。ま

た、生命現象、恒常性の維持や疾病に関与する糖鎖機能とそのメカニズムを解明して、新しい検査や治療

法の開発へとつなげる技術シーズの開拓も目的としている。 

糖鎖バイオマーカーの開発の進展は、レクチンアレイ解析という新規技術の確立と液体クロマトグラ

フィー質量分析法（ＬＣ／ＭＳ）の利用により、より精巧なグライコプロテオミクス解析を可能にしたことに

よるところが大きい。さらに、組織病理学的解析を臨床施設と連携して糖鎖マーカーのバリデーションが

行える体制となっている。開発した技術は「糖鎖マーカーを用いた肝線維化検査技術」に関して薬事申請

に至っている。また、肝硬変や肝がんの指標マーカーについてはその有効性が検証され、他の疾患の糖鎖

マーカーも検証段階に入っている。 

バイオマーカーは、治療薬と異なって市場は小さく、従来の検査との置換えになる部分が多い。このた

め、異なるビジネスモデルを考案する必要がある。ベンチマークについては、グローバルな観点から他と

の比較の記載が望まれる。 

有望な糖鎖バイオマーカーについては、共同研究も含めて何らかの形で継続されることが望まれ、研究

推進と共に企業と連携した円滑な薬事申請が望まれる。また、検出感度に問題がある悪性腫瘍血清マーカー

診断キットの開発においては、産総研内の分析化学や発光化学、あるいは蛍光物質合成に長けている他の

研究ユニットとの連携を進める必要がある。 

 

Ⅱ‐１‐（３） 糖鎖医工学研究センター  ［ユニット戦略課題２］糖鎖統合データベース開発事業

４．８ 

国内の糖鎖データベースを集約することで、実験データやキュレーション・データへのアクセスを向上す

るために、データの保存形式やそれを検索するための技術開発並びにＷｅｂインターフェースの開発を行っ

ている。糖鎖研究の領域ではゲノムやタンパク質のように多くの研究者により様々な視点で整備された情

報やオントロジーが皆無であり、基本的な情報から整備を進めている。 

産総研独自のデータベースに加えて、国内の他のグループが作成した糖鎖に関するデータベースを統合

し、糖鎖科学統合データベース（ＪＣＧＧＤＢ）を構築・公開し、さらにアジアの糖鎖関連データベースを追加

したアジア糖鎖科学統合データベース（ＡＣＧＧＤＢ）に発展させた。この際、標準表記法の創造に着手してい

る点が最大の成果である。米国や欧州が先陣争いをする中、日本が率先してこのような糖鎖表記法を提案

し、世界標準を主導的な立場で進めていることを高く評価する。 

一方、糖鎖だけのデータベースとして閉じることなく、ゲノムや化合物とのリンクが重要である。また、

米国や欧州のデータベースの特徴を捉えつつ、統合データベースの目指す姿を明示することが望ましい。 

データベースは継続的な更新が必要で、着実に実施できる体制と予算措置が必要である。欧米と比較し

て、有意な点を明確にし、どのような連係が適切かの見極めが重要である。産総研、日本としての対応・

検討が求められる。また、糖鎖は核酸やタンパク質とは異なるので、データベースも多岐にわたり、使い

こなしが難しい。他分野の研究者や企業に対して分かり易いガイドが必要である。 

 

Ⅱ‐１‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再）、Ⅰ‐５‐（３） 生命情報工学研究センター  ［ユニット戦略課題１］

ゲノム情報解析  ４．３ 

配列情報解析技術等の開発と転写制御機構の解析、新規機能性ＲＮＡ発見等をゲノム配列情報の工学的制

御の観点からの解析を行っている。また、ゲノム情報解析のソフトウェア開発も進め、次世代シークエン

サー対応技術の重点化を図っている。 

ＤＮＡメチル化情報解析パイプライン、エピゲノムデータベースの開発等で優れた成果を挙げている。ま

た、配列アラインメントについては、次世代シークエンサーをターゲットとした独自のアラインメント手
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法を開発し発展させている。ゲノム情報解析のためのソフトウェア開発において、深い理論的な基盤と高

度な実装技術、実用的な性能評価技法等の総合的な基盤技術の強みを活かすことで世界的にみてもトップ

レベルの性能を達成している。 

一方、大規模ゲノム配列比較ソフトウェアＬＡＳＴ（Ｌａｒｇｅ-ｓｃａｌｅ Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ Ｔｏｏｌ）は、学問的には優れ

たプログラムであるにもかかわらず広く利用されていない。 

今後、世界的にも優れているプログラム等の良さを広める意味でも、他の研究者に注目を浴び、使いや

すく、実用的にも優れていることを実証していく活動が望まれる。また、解析技術の普及に民間の活力を

利用する必要がある。基盤技術の標準化は、知財の権利行使とユーザー視点とのマネジメントの問題であ

り、当該研究センター単独ではなく、産官学連携の視点から産総研全体で検討すべき事項である。 

 

Ⅱ‐１‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再）、Ⅰ‐５‐（３） 生命情報工学研究センター  ［ユニット戦略課題２］

分子情報解析  ４．２ 

タンパク質の単体標的やタンパク質複合体構造から相互作用部位を解析し、相互作用を制御することが

可能な化合物を得るため、バーチャルスクリーニングの技術開発と実用化を図っている。また、大規模計

算機を用いたＨＰＣ（Ｈｉｇｈ Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ）による知的基盤を構築して高精度な創薬支援技術

に貢献するためにタンパク質構造予測技術、分子シミュレーション技術、分子設計技術の研究を行ってい

る。 

製薬企業との密接な連携により研究成果を挙げている点は評価される。高精度な創薬支援技術の開発を

目標に、創薬標的タンパク質－タンパク質間相互作用技術、バーチャルスクリーニング技術、タンパク質

複合体評価法、新規の分子機能・構造予測法といった技術の開発を課題とし、いずれも顕著な研究成果を挙

げている。これらの成果を活用して、製薬企業と創薬シードの開発を目指した共同研究を多数実施する等

の実績を挙げている。 

一方、公的機関として先端的研究を担うには、一歩進んだテーマの設定が望まれる。また、特徴や優位

性を明示した上で、課題を整理することが望まれる。 

今後、創薬分子プロファイリング研究センターを含めた所内外の機関と連携しながら産業への貢献を推

進すると共に、これまでの研究実績を活かし、新しいインフォマティクス技術の創出が期待される。また、

開発された技術のより一層の活用と普及に向けて、利用のためのノウハウも組み込んだ情報統合基盤の整

備が望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再）、Ⅰ‐５‐（３） 生命情報工学研究センター  ［ユニット戦略課題３］

細胞情報解析  ３．８ 

ヒト細胞データベースと細胞分化因子予測システムの構築と公開、網羅的タンパク質定量化システム、

トランスオミクス解析技術等の開発を推進し、ＮＧＳ（Ｎｅｘｔ Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ Ｓｅｑｕｅｎｃｉｎｇ）や細胞内可視化、

単一細胞や単分子の解析等のデータに対する高精度かつ高効率な情報解析技術の開発と高度化を進める。

企業と連携して遺伝子発現の動態操作や幹細胞による解析技術の開発を行っている。 

所内の研究ユニットや企業との連携が図られている点や今後のネットワーク解析に重要なアプローチで

ある構造方程式モデリングは評価できる。また、幹細胞における環境化学物質の影響予測や毒性予測の高

精度化等は先端的な取り組みである。 

今後、環境分野等への展開は所内外における関連機関との連携が考えられる。一部の課題では産業界か

らの意見を求めて、得られた成果がどのように役立つのかを明確にすることが望まれる。 

生物資源の活用はバイオインフォマティクスの展開が期待される重要なテーマである。幹細胞からの細

胞分化の数理モデル化や効率的な有用物質生産に向けての細胞のデザインは医療や産業へ与えるインパク

トが大きい。国際的な競争の激しい分野であり、更なる技術開発による貢献と競争力維持のための継続的

な努力が望まれる。 

 

Ⅱ‐１‐（３） 生命情報工学研究センター  ［ユニット戦略課題４］情報基盤統合  ４．１ 

情報統合データベースと協調した高度な解析が可能なバイオインフォマティクスの基盤技術、及び超巨

大データベース時代に向けた最高速データベースエンジンを開発している。また、当該エンジンを核とす

る戦略的社会サービスの実証・評価を行い、医療従事者の行動データや農業関連のゲノムデータの解析を進

めている。 

機械学習におけるプライバシー保護検索技術と多重検定法ＬＡＭＰ（Ｌｉｍｉｔｌｅｓｓ Ａｒｉｔｙ Ｍｕｌｔｉｐｌｅ-ｔｅｓｔｉｎｇ 

Ｐｒｏｃｅｄｕｒｅ）は、共に特筆した成果である。情報基盤統合におけるセマンティックＷｅｂ技術を用いた連携

に対する取り組みは優れている。外部データの取込みと統合化及び解析ツールのネットワーク技術は、日

- 64 -



第３章 

‐65 ‐ 

本では当該研究センターが最も優位である。 

今後、セマンティックＷｅｂ技術は単なるモデルケースの連携ではなく、所内外の機関で開発されたツー

ルを使いやすくするための実証が必要となる。また、開発に際しては、利用者を想定した上で利便性や暗

号化等、所内の専門家や関連企業との連携拡大が望まれる。 

解析ツールのネットワーク構築については、ユーザーに成功事例を提示することにより、優位性をアピー

ルすることが求められる。また、セマンティックＷｅｂを用いた情報統合において実用例が増えると良い。

暗号検索についてはゲノムへの応用が期待される。 

 

Ⅱ‐１‐（３）、Ⅰ‐３‐（１）（再）、Ⅰ‐５‐（３） 生命情報工学研究センター  ［ユニット戦略課題５］

人材養成  ４．４ 

産業技術の発展、産総研の存在意義の向上につながるバイオインフォマティクスの研究拠点として確立

された地位を築くことを目指している。 

人材養成コンソーシアム、技術研修、セミナー等により幅広く人材育成に努め、大きな成果を挙げた。

技術を使いこなす人材を養成する意図が明確であり、大学における人材養成と差別化している。また、ｅ－

ラーニングの実施体制も評価できる。 

一方、必要なシステムをプログラミングできる能力を有する人材が少ないため、人材を養成できるメニ

ューが望まれる。また、所内の若手研究者に対する人材育成の具体的な方策も求められる。 

単にソフトやデータベースが利用できる研究者ではなく、高度な専門的知識を有するバイオインフォマ

ティクス研究者が米国に比べて不足している。当該研究センターは、まさにこのような研究者の人材育成

を行っており、技術開発や実用化と平行して推進することで、我が国のバイオインフォマティクスの発展

に貢献することが期待される。 

 

Ⅱ‐２‐（３） デジタルヒューマン工学研究センター ［ユニット戦略課題２］健康増進技術の研究

開発 ３．４ 

 生活者が健康増進に関する取り組みを持続できるような製品・サービス開発に貢献するために、行動と生

活習慣の変容による身体機能変化を予測する「身体－行動－生活機能モデル」を確立し、これらを組み込

んだ観測・介入・提示技術を開発している。主として企業との共同研究を通じて製品・サービス開発を進めな

がら、基盤となるツールとデータベースの整備を進めている。 

健康増進技術はニーズの高い分野であり、これを戦略課題としていることは意義がある。リハビリ、転

倒防止、筋力維持、筋力増強等のカテゴリーに対応したデータベースや評価システムが開発され、現場で

の知見が蓄積されていることは評価される。転倒防止については遊脚足のクリアランス（床面に対する高

さ余裕）に関する研究成果が挙がっている。 

ただし、研究内容はまだ不十分である。大きな問題点はデータの対象者数が不足していることと、主に

健常者を対象としていて体力の弱い高齢者がほとんど対象に含まれていないことである。健康という問題

には個人差の議論が避けられず、平均値ベースの最適化だけでは不十分である。転倒防止については、ク

リアランス以外のパラメータ（動的・静的安定性、歩行速度、慣性、明るさ等）についての検討がないこと、

介入効果については多数かつ長期の検討がないことが不十分な点である。 

今後は、大学や他の研究機関との共同研究により、対象者数を増加させることがまず必要である。次の

発展として、つまずきの仕組みの解明を行い、その応用として、如何に社会から高齢者のつまずきを無く

すのかという視点や、子供を対象とする方向への展開も期待される。ウェアラブル機器のように個人と非

常に距離の近い技術を利用して、リアルタイムに評価の結果がユーザーに戻るような仕組みを考えるのも

良い。店頭での歩行評価サービス等の実践を通じて大量のデータを収集し、新たな研究課題の発見や絞り

込みにつなげ、健康増進のための具体的な製品に結びつくことを期待する。 

 

Ⅱ‐３‐（１）、Ⅲ‐３‐（３）、Ⅳ‐２‐（３） デジタルヒューマン工学研究センター  ［ユニット戦略課題

３］安全で健康な暮らしをデザインするための生活機能モデルの研究開発  ４．５ 

 「生活機能変化適応社会」、すなわち、子供、高齢者、障がい者といった多様な機能変化がある人々が、

安全に生活でき、その能力が最大限引き出されるような創造的な社会の構築を目指し、機能モジュールを

統合することで生活をデザインする方法論の基礎となる「行動－生活－社会機能モデル」を開発している。 

今回の本研究センターの戦略課題の中で、最も進展し、社会に変革をもたらす成果が出ており、公的研

究機関に求められる模範的な活動として特に高く評価される。キッズデザインのプロセス認証制度の創設、

虐待判別支援システムを使った地域との連携活動、子供の事故予防のための地域参加型研究等は、研究の

枠組みを実現したアウトカムであり、社会へわかりやすく伝えられ、それが普及にもつながっている。ま
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た、高齢者・障がい者・妊婦・小児等を包括的に「生活機能変化モデル」対象者と捉え、「生活機能変化対応

社会」の構築を目指す視点は評価できる。社会参加型リハビリテーションの技法は障がい者だけでなく、

高齢化社会にとって価値の高い技術になる可能性はある。 

なお、理論構築の厳密性においてまだ不徹底な面があり、ここで言う「行動－生活－社会機能モデル」

と国際生活機能分類（ＩＣＦ）の「生活機能モデル」との違いが明確でない。臨床的な知識は外部組織との共

同による実証研究から大量に入ってくる一方で、中核となる理論が不十分なことがより顕著である。子供

のテーマに比べて高齢者や障がい者まではまだ対応が不十分で、社会参加型リハビリテーション等の試み

の有効性検証は今後の課題である。この重要な戦略課題に対して現在の研究人員でできることには限りが

あるので、経営的視点で考える必要がある。 

今後は概念・理論の一層の厳密化をはかるとともに、具体的な成果に結びつけて行くことが望まれる。社

会的な要請が高い課題を解決する方法を具体的に提示できているので、これを更に発展させることは産総

研だけでなく国としても考えるべきであり、関係各方面への働きかけが必要である。研究の方法として、

デザインレビューのプロセスを積極的に社会にオープンにする、フィールドインタラクション等の新しい

社会実験の方法論を積極的に採用する、といった新しい試みも検討すると良い。「生活のリデザイン」につ

いて、人の生きる意欲を引き出すような支援技術とは何か等、理学療法士等多くの専門家・経験者から意見

を聴取し、哲学を持った技術に育てて行くことが期待される。 
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３‐２‐３ 「Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進」 
 

様々な資源、環境制約問題を乗り越えて我が国の国際競争力を強化するためには、技術指向の産業変革

により新産業を創出する必要がある。特に、情報通信産業の上流に位置付けられるデバイスの革新ととも

にデバイスを製品へと組み上げて行くシステム化技術の革新が重要である。そのため、競争力強化の源泉

となる先端的な材料、デバイス、システム技術の開発を行う。また、情報通信技術によって生産性の向上

が期待できるサ－ビス業の発展に資するため、サ－ビス生産性の向上と新サ－ビスの創出に貢献する技術

の開発を行う。さらに、協調や創造によるオープンイノベーションの仕組みを取り入れた研究開発を推進

する。 

 

Ⅲ‐１‐（２）、Ⅳ‐２‐（３） デジタルヒューマン工学研究センター  ［ユニット戦略課題１］身体機

能中心デザインの支援技術の研究開発  ４．０ 

 身体機能の個人差に焦点を当て、製品との相互作用を予測し、感覚や行動の変容を評価しうる「身体－

行動モデル」の構築と、基盤ツールとして、このモデルを組み込んだ製品設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａ

Ｗｏｒｋｓの整備を行っている。また、企業との共同研究を通じて、このモデルやソフトウェアを活用するこ

とで、使用価値の高い製品の設計支援を行っている。 

身体モデルと姿勢・運動モデルについては具体的な成果がかなり挙がっており、既に実用化されたものは

多く、今後の応用範囲も広い。製品設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓの開発は、長期の技術蓄積をベー

スに、形状・運動等の物理的・力学的なモデルとして高い完成度にあるばかりでなく、各種プラグインが企

画開発され、より高度化が進められ、パッケージとして充実してきたことが高く評価できる。さらに、計

測データを用いた全身の運動生成により、仮想フィッティングシステムへの展開を行っているのは新しい

成果である。 

一方、設計情報のループ自体はメーカーに閉じたままなので、従来のＣＡＤベースの共同研究と同じ枠組

みのように見えてしまう。計測評価に留まることなく、設計活動に取り込まれるためにはいま一歩の踏み

込みが必要であり、消費者の役割を重視する等、よりスケールの大きな議論が必要である。また、設計支

援ソフトウェアは世界的には数種類あり、多少の優位さでは代替が難しいため、より高性能化を追求する

ことが必要であり、その普及活動は外部の組織を創設し委託することも検討すると良い。 

今後は高齢化社会の加速を考慮すると、より広い個人差に基づく機能低下を補完する技術が求められる。

また、感覚・行動モデルと主観評価ツールは挑戦的で興味深い試みであり、かつ、この両者は相互関連させ

て開発すると良い。ＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓは３年後の製品化を目指しているが、導入ターゲット企業群を明確に定

義し、それらのニーズを十分に把握して機能開発を行い、斬新なソフトウェアとして世に出すよう期待す

る。 

 

Ⅲ‐３‐（３） デジタルヒューマン工学研究センター ［ユニット戦略課題４］スマートアシスト技

術の研究開発 ４．１ 

人間の計算機モデル作成とその実世界からのオンライン利用を目指す先端研究である。実際の現場を持

つ企業と共同で開発するとともに、新たな産業価値の創出を目指し、製品・サービスを通じ、ユーザー特性

が観測、蓄積、モデル化され、個人データを一般化し利用することにより、サービス向上に再活用される

知識循環サイクルを生み出すことを目的としている。 

産総研が最も得意とするロボット技術の社会実装の試みであり、その意味で競争力は高く、研究の価値

は十分にある。人モデル・移動モデル・操作モデルの３つのアプローチでスマートアシスト技術を統合しよ

うという方向性は意欲的である。基礎技術のそれぞれの水準の高さに加え、他の戦略課題との連携による

ＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓを使った人認識、ＤＡＲＰＡ Ｒｏｂｏｔｉｃｓ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅや豊田市の自動運転プロジェクトへの積極

的参加等、技術を高めて社会に役立つ水準に上げて行こうという姿勢は評価できる。また、福島原発での

放射性がれきの自動運搬システムに、三次元位置認識・障害物発見システムを提供したことは、社会的貢献

として評価される。 

一方、ロボットのシーズが独り歩きしており、研究センター全体の目標との間に距離がある。個別のロ

ボット技術開発と、全体のミッションへの貢献とのバランスを考える必要がある。社会実装という観点か

らすると、この技術が一般的な社会的空間でどう活用できるのかのイメージが湧きづらく、他の技術に対

する優位性も分かりにくい。 

今後は、シーズの有効性を保証してくれる運用側プレイヤーを探し、長期運用を試み、より本格的なニー

ズとすり合わせることが重要である。がれきの自動運搬システムや今後行う自動運転のプロジェクトでは、

その使用場面で集めたデータから読み取れる新しい応用を見つけ出せると、さらに成果の価値が高くなる。
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なお、ロボット技術開発について、産総研内の他の研究ユニットとの連携や分担をさらに検討する必要が

ある。将来の目標の実現のためには幅広い要素技術の統合が有効であり、産総研全体として長期的、総合

的な展望を持った計画を立案することが必要であり、それに応じて研究資源の集中も必要である。 
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３‐２‐４ 「Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備」 
 

イノベーションの実現と社会の安全・安心を支えるために必要な、基盤的、先端的な計測及び分析技術並

びに生産現場に適用可能な生産計測技術の開発を行う。また、信頼性ある計測評価結果をデータベース化

し、産業活動や社会の安全・安心を支える知的基盤として提供する。さらに、製品の安全性や適正な商取引、

普及促進に必要となる製品やサービスの認証を支える評価技術の開発を行い、試験評価方法の形で提供す

るとともにその標準化を行う。 

 

Ⅳ‐１‐（３） 生産計測技術研究センター  ［ユニット戦略課題１］生産現場計測技術の開発  ４．２ 

 九州地域で盛んな半導体産業やその関連産業における生産現場共通の計測課題を取り上げ、マイスター

制度やオープンイノベーションスペースを活用し、企業と連携した開発に取り組む。サブテーマの「光学

的手法を主体とした製品検査・プロセス管理に関する計測技術の開発」においては、ウェハ表層中のマイク

ロクラックの検出技術、半導体及び自動車部材等の自動外観検査技術の開発と検査法の標準化・規格化、及

び静電気の可視化技術の開発等に取り組む。また、「プラズマプロセスに関連する計測技術の研究開発」に

おいては、実際の生産ラインと同じエッチング条件を実現させた環境下で問題となる現象を再現させ、パー

ティクルや異常放電を計測する技術を開発し、ソリューションを提供する。 

 それぞれのサブテーマにおいて問題点を明確にし、出口をはっきりと見据えた研究が着実に進行してい

る。特にプラズマプロセスでは、マイスター制度を活用したソリューション型研究が進んでおり、実ライ

ンの異常放電現象を再現し、具体的な対策を提案し、メーカーでの実用化まで進めた点は高く評価できる。

また、官能検査では製品の微細化と要求される品質レベルの向上から目視検査は限界に近づきつつあり、

時宜を得た研究と評価できる。金めっき外観検査の成果をまとめて標準規格として素案を策定し、国内業

界やＩＥＣでの標準規格化を進めていることも評価できる。 

 一方、最終的なアウトカムへの道筋や展望が不足している。官能試験における検査要素について、全体

の見直しを行い整理して、技術の抽出を図る必要がある。目視検査の自動化ですべてが解決できる訳では

ないので、自動検査の範囲を明確にした上で効率化を狙う必要がある。また、めっき技術はノウハウの塊

であるので、ノウハウを含めて技術移転して行く必要がある。 

今後、ウェハ検査、半導体外観検査、光沢ムラ検査等はかなりの需要が想定されるので、実用化に一定

のめどがつくまで産総研全体からのバックアップを得て、関連業界や大手企業との連携、折衝、試作、普

及等の取り組みを展開して行くことが望まれる。また、プラズマの揺らぎとパーティクルの発生との関連

性の把握に関する研究は公的研究機関ならではの基礎的なものであり、着実な進展を期待する。 

 

Ⅳ‐１‐（３） 生産計測技術研究センター ［ユニット戦略課題２］測定が困難な条件に適用可能な

力学計測技術の開発 ３．７ 

サブテーマの「圧電体薄膜を用いた過酷環境下での圧力振動計測技術の開発」においては、内燃機関等

の燃焼圧計測やプラズマ異常放電の検知等に適した新しい広帯域圧力・振動センサーを試作し、実証試験に

取り組む。また、「応力発光技術を基盤とした先進計測システムの開発」では、力学情報を可視化して計測・

診断等を可能にする革新的な応力計測システムの開発を目指し、発光輝度―応力逆算用定量化データベー

ス、応力定量化解析・診断ソフトを開発する。 

圧電体としての窒化アルミ薄膜の開発を進め、プラズマプロセスにおける放電センサー（振動センサー）

として、またエンジンの燃焼圧センサーとして実用段階にまで発展させた。さらに、窒化アルミにスカン

ジウムを添加することにより格段の性能向上を実現し、単なる圧力センサーだけでなく、マイクロフォン

や高周波用フィルター等にも有用であることを実証して企業への技術移転を行う等、ロードマップに沿っ

て着実に目標を達成しており、高く評価できる。応力発光技術も適用企業が増えてきており、着実な技術

進歩が認められる。 

一方、内燃機関等の圧力計測では計測技術が個別対応となっており、普遍化が難しい状況になりつつあ

り、製品化には良きパートナー企業を見いだすことが必要である。また、応力発光体を診断技術に応用す

るには材料強度や材料疲労との関係の対応付けが難しく、これまでキラーアプリケーションを提示できな

いでいる。 

今後は、圧電体薄膜技術の更なる用途拡大と、基本技術の権利化に向けた取り組みが必要である。また、

先端的計測技術の周辺環境は時間とともに変化するので、これまで適用が困難と思われてきた分野につい

ても、改めて何が阻害要因であるかを定量的に検討し、それを克服するために必要な技術課題を精査し、

新たな方向性を模索することが必要である。特に応力発光技術は産総研オリジナルの技術であり、多くの

可能性を有していると想定されるが、まずは用途を絞って実用化（製品化）を目指す必要がある。 
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Ⅳ‐１‐（３） 生産計測技術研究センター ［ユニット戦略課題３］微量・迅速・精密化学計測技術の

開発 ３．４ 

出口を見据えた分析・計測・解析技術の検討・開発を行い、高速開発システムや高信頼性生産システムを構

築する。このため、マイクロ空間化学技術等を用いた分析、計測及び解析技術を開発し、これらのシステ

ムを利用し、ナノ粒子高速開発等、素材産業や化学・バイオ産業等の個別案件に対するソリューションの提

供を行う。 

農工連携関連技術は九州にふさわしい取り組みであり、開発内容もユニークで我が国の農業力強化につ

ながる技術として期待できる。有害菌類検査方法及び細菌検査装置の開発に取り組んでおり、スラブ光導

波路分光装置、蛍光性量子ドット、細胞膜破壊装置等の技術は世界的にも高いレベルにある。歯周病検査

キットで成果を出していることも評価できる。また、マイクロ空間化学技術は、広範囲の用途が想定され、

特にナノ粒子高速開発システムは、蛍光ナノ粒子合成技術のソリューション提供が完了し、ベンチャーへ

の技術移転が行えたことは評価できる。 

一方、アウトカムへの道筋が明確に示されていない。また、多くの有用な技術開発をしている割には、

「産総研の開発技術」として、世の中に周知されていない。地域における各機関との連携や展示会等への

出展等により積極的に参加して認知度を上げ、当研究センターの保有技術で解決可能な事例を紹介すると

ともに、適用可能なニーズの探索を拡大する必要がある。 

今後、農工連携やマイクロ空間化学技術の応用を更に深化させ、日本独自の食品、薬品のオンサイト計

測技術として、日本の農業、医療の競争力強化と差別化につなげることが期待される。また、マイクロ空

間化学関連技術は既に多くの機関が開発ポテンシャルを有していることから、当研究センターの蓄積した

ノウハウや技術的優位性を、より明確かつ先鋭的にアピールして行く必要がある。 

 

Ⅳ‐１‐（３） 生産計測技術研究センター ［ユニット戦略課題４］生産性向上を支える計測技術の

開発 ３．１ 

産業界からのニーズや当研究センターの技術シーズに基づく産業支援型共同研究として、表面処理技術

等に関する複数の研究開発と、それらに共通的な化学熱力学解析技術の開発・高度化研究を一体的に行うこ

とで、産業支援研究を促進するとともに、化学材料系の体系的な評価解析技術の構築を目指す。このため

独自の解析ソフトウェア開発とデータベースの整備を系統的に実施し、産業イノベーションの実現に貢献

する。 

熱力学ソフトを開発し、関連データベースとともに無償版として多数のダウンロードがなされている等、

産業支援サービスの実績を積んでいる。これらの熱力学解析ソフトと整備されたデータベースはユニーク

で高いレベルにあると評価できる。 

一方、提供技術が産業界でどのように役に立っているか、最終的にどんなソリューションになるのか、

系統的なフィードバック調査が行われておらず、当研究センターで開発されたソフトやデータベースの使

用上の長所・短所が明確に分析されていない。 

今後、データベース構築に関しては明確な方針が必要で、メンテナンスやデータの更新までも含めた開

発計画をオープンにし、ユーザーから積極的にフィードバックを得られるような仕組みを早急に確立する

必要がある。 
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第４章 評価結果概評 

 
本章では、前章における研究ユニット毎及び第３期中期計画項目毎に整理したユニット戦略課

題の評価結果等をもとに、全体概評、分野別概評、大分類等毎の評点頻度分布と主な評価結果及

び｢主な成果例｣についてまとめる。 
全体概評では、評価結果の概要、評価項目毎の主要な評価コメントの内容及び評価結果の違い

をもたらしている主要な事柄等についてまとめる。 
分野別概評では、産総研の研究分野毎に、概評及び研究ユニット毎の評価結果の要点を示す。 
次に、評価結果における研究ユニットの研究開発（ユニット戦略課題）と中期計画項目との対

応関係、及びこれらのユニット戦略課題毎の評点から求めた中期計画の大分類等毎の評点の頻度

分布を示す。 
さらに、この大分類等毎の評価結果の主要な内容を示す。 
最後に、｢主な成果例｣について、中期計画の大分類等毎に示す。 

 
４‐１ 全体概評 
 
平成２２年度からの第３期中期目標期間の研究ユニット評価の評価項目は、｢研究ユニット全体

のシナリオ・ロードマップ｣、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット｣、｢イノベー

ション推進への取り組み｣及び｢研究ユニット運営の取り組み｣である。 
各評価項目における評価の具体的な内容の評価事項は、別紙９の研究ユニット評価実施要領に

示すとともに、別紙１１に示す評価用紙に記載している。 
 
今年度の評価結果のうち、評点は、研究ユニット毎の総合点の平均値が３．９である。平成２４

年度の研究センターの平均値及び今年度の研究センターの多くが評価を行った前回（平成２３年

度）と同じである。 
なお、評点の区分は、｢Ａ：優れている（４）、Ｂ：概ね適切（３）、Ｃ：要改善（２）、Ｄ：不適切（１）であ

り、特記的に優れているものをＡＡ（５）とすることができる」である。 
評点の頻度分布等の詳細は第５章の５‐３を参照されたい。 
 
評価コメントは、｢評価できる点｣と｢問題点・改善すべき点｣に加えて、｢今後の方向性と助言｣

のコメントを求めている。 
今年度評価を実施した研究ユニット全体における、コメントの内容の構成や比率等及び具体例

の詳細は、第５章の評価項目毎の評価コメントの分析結果を参照されたい。 
 
以下に、評価コメントの主要な内容についてまとめる。 

 
（１） 評価項目毎の主要な評価コメントの内容 
 

評価項目毎の評価コメントの｢評価できる点｣と｢問題点・改善すべき点｣の主要な内容につい

て、それぞれ評価の高い課題と低い課題に分けて示す。 
 

１） 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 
 

本評価項目は、研究ユニットにおける研究開発全体を対象に、中期計画における目標の達成

及び中長期的な展開等の妥当性について評価する。 
本評価項目の評点は内部評価委員が付し、外部評価委員は評価コメントのみである。 
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評価の比較的高い研究センターにおける「評価できる点」では、実用化に近い研究から基礎

研究及び将来の展開を見通した研究開発まで着実にすすめられていること、企業連携によるプ

ロトタイプの製作や薬事申請等が行われ実用化に向けて進展していること、外部連携のネット

ワークの充実や専門分野の人材育成等の貢献がなされていること、及び新たなチーム編成等に

より研究開発の順調な進捗が図られていること等が評価されている。 
 
一方、評価の比較的低い研究センターにおける「問題点・改善すべき点」では、産総研とし

て取り組むべきテーマの必要性、位置づけ、企業との分担をより明確にする必要があること、

過多な課題に同時並行的に取り組んでおり整理が必要なこと、多くの研究開発が基盤的・試行

的段階にとどまっていること等が指摘されている。 
 

２） ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 
 
研究ユニットに設定される１～７程度の「ユニット戦略課題」毎に評価を行う。「ユニット戦

略課題」は、それぞれ中期計画の項目と対応付けられており、多くの場合に複数の研究開発か

らなる。 
評価の内容は、ロードマップについて、中期計画における目標、アウトカムとその実現に向

けた妥当性について評価するとともに、アウトプット（成果）について、アウトカム実現への

寄与とその世界水準を基準とする質の高さ等について評価する。 
なお、本評価項目の評点は、外部評価委員によるものであり、内部評価委員は評価コメント

のみである。 
 
評価の比較的高いユニット戦略課題における「評価できる点」では、将来社会の構築をめざ

した視点、オリジナル技術により世界最高性能を達成し製品試作化まで進んでいること、非常

に波及効果の高い意義ある研究成果を挙げたこと、世界標準を主導的な立場で進めていること、

及び多くの国際会議招待講演や高い水準のジャーナルへの成果発表等世界最先端の研究成果

が得られていること等が評価されている。 
 
一方、評価の比較的低い場合の「問題点・改善すべき点」では、目指す製品や目標が不明確

でアウトカムへの道筋が明確に示されていないこと、データ数が少なく検証が不十分なことや

研究開発が基礎的な段階にとどまっていること、及び技術が産業界でどのように役立っている

かの分析とその結果の反映が必要なこと等が指摘されている。 
 

３） イノベーション推進への取り組み 
 

本評価項目は、成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組

みとその効果について評価するものである。具体的には、１）成果の発信や研究ポテンシャルに

よる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等への貢献の取り組みとその効果、２）

産業人材育成を含む、産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとその

効果、について評価することとしている。 
本評価項目については、外部評価委員と内部評価委員のそれぞれから評点及び評価コメント

を得ている。 
 

評価の比較的高い研究センターにおける「評価できる点」では、世界をリードする研究成果

を挙げ、論文成果の発信・知財等に積極的に取り組んでいること、複数の大きな国プロや国内

有力企業との多数の共同研究を実施していること、これらにより当該分野の我が国のリーダ

シップを取っていること、人材育成に関しても積極的な役割を果たしていること等が評価され

ている。 
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一方、評価の比較的低い場合の「問題点・改善すべき点」では、各テーマでは優れた成果を

挙げているもののまとまった形での成果の整理・発信が不足していること、このために外部へ

の貢献が見えづらいこと、産業人材育成について散発的で活動実態や効果が十分に検証されて

いないこと等が指摘されている。 
 

４） 研究ユニット運営の取り組み 
 

本評価項目は、研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組み及

びその効果等について評価するものである。所内連携や分野融合、資金獲得・効率的活用、組

織運営や体制の整備、内部人材育成及び挑戦課題の推進等について評価することとしている。 
本評価項目の評点は内部評価委員が付し、外部評価委員は評価コメントのみである。 
 
評価の比較的高い研究センターにおける「評価できる点」では、複数の国プロや大型事業を

有機的に結合して相乗的な効果を挙げていること、研究計画の進展に応じた柔軟な組織編制や

チーム間の有機的連携をめざしていること、共同研究を通じて幅広い人材活用を進めているこ

と、人事的な新陳代謝や優秀な人材を確保していること、及び挑戦的なテーマも積極的に取り

上げていることが評価されている。 
 
一方、評価の比較的低い場合の「問題点・改善すべき点」では、個々の研究開発が及ぼす波

及効果が限定的であること、広範な案件に対応し活動が拡散していること、サブテーマを含め

た研究プロジェクトの数が多すぎること等であり、今年度は研究開発課題の設定に関する問題

点の指摘が多い。 
 

（２） 評価結果に違いをもたらしている主要な事柄及び共通的な指摘事項 

 

今年度の評価対象の研究センターについて評価に違いをもたらしている主要な事柄及び共通

的な指摘事項として次のような傾向がある。 

 

１） 今年度の評価対象の研究センターにおいて、研究開発の評点の高い研究センターから低い

研究センターまでの違いをもたらしている主な事柄を整理すると、今後の成果に見込まれる

「独自性や波及効果（インパクト）の大きさ」、アウトプットにおける「実用化に向けた進

展」及び「より長期的な研究開発の着実な実施」を挙げることができる。 

評価の比較的高い研究センターでは、ユニット戦略課題の単独あるいは複数の組み合わせ

において、これらのいずれの事柄も充足しているとするコメントが認められる。一方、評価

が中間的あるいは比較的低い場合では、上記の事柄の一部が不十分と指摘されている。 

この不十分とする指摘への対応には、関連する他の研究ユニットにおける研究開発との関

係を見直し、より骨太の研究開発とする検討も重要である。評価をより有効に役立てていく

ためには、当該研究ユニットだけでなく、他の研究ユニットの研究開発を含めた検討をより

一層促進する必要がある。 

 

２） ｢今後の方向性と助言｣を含めて、多くの研究ユニットに共通する特徴的な指摘事項として、

研究開発の「目指すアプリケーションの明確化」が求められている。また、それが明らかな

場合には実用化等に向けた研究開発等の迅速化の必要性が指摘されている。 

これらに対応するためには、研究成果を企業等外部に渡して実用化に繋げるといったこと

以上に、企業等外部との連携をより一層密接にして研究開発を的確にすることが重要であり、

今後の大きな課題である。 
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４‐２ 分野別概評 
 

４‐２‐１ 環境・エネルギー分野 

 

環境・エネルギー分野では、グリーン・イノベーションを目指して、温室効果ガスの排出量削減

のための再生可能エネルギーの利用拡大や省エネルギー、資源の確保と有効利用、産業の環境負

荷低減、様々な新技術やリスクの評価、安全の管理等を目指した技術の開発を進めている。 

 

今年度は、４研究センター（新燃料自動車技術ＲＣ、コンパクト化学システムＲＣ、先進パワー

エレクトロニクスＲＣ、バイオマスリファイナリーＲＣ）の研究ユニット評価を実施した。また、

今年度発足した触媒化学融合ＲＣでは開始時意見交換会を、５研究部門（ユビキタスエネルギーＲＩ、

環境管理技術ＲＩ、環境化学技術ＲＩ、エネルギー技術ＲＩ、安全科学ＲＩ）、２研究センター（メタン

ハイドレードＲＣ、太陽光発電工学ＲＣ）については評価委員意見交換を実施した。 

 

エネルギー分野では、再生可能エネルギーとしての太陽光発電やバイオマスからの燃料生産技

術、エネルギーネットワーク構築に不可欠な燃料電池や蓄電池、変換効率の高いパワー半導体等

の技術開発に取り組み、それらを着実に進展させている。環境分野でも省エネルギーな化学プロ

セスや戦略的なリサイクル基盤技術の開発で成果を挙げている。 

一方で、東日本大震災とそれに伴う原子力発電所の事故を契機に、これまでの地球温暖化防止

への対応だけではなく、エネルギー需給システムの高度化に踏み込んだ研究開発の迅速な推進が

求められている。このため、今年度は組織としても、福島再生可能エネルギー研究所が設置され、

太陽光、風力、地熱・地中熱等の利用促進を目指した研究開発やエネルギーネットワークシステ

ムの研究を推進する体制が発足した。化学プロセスの高効率化と環境負荷低減を目指した触媒化

学融合研究センターも設置された。これら新組織の更なる増強や既存組織の見直しは引き続き必

要であるが、単なる省エネルギーや個別要素技術の開発ではない、エネルギーシステム全体を俯

瞰する立場からの研究計画や目標の設定が強く求められている。研究分野を超えた議論や連携が

今後も重要である。 

 

新燃料自動車技術ＲＣ 

新燃料製造技術、自動車エンジンシステムの高度化技術等の研究開発成果や各種検証試験デー

タの蓄積により、新燃料の規格化に必要な情報を整理し、業界団体と密に連携しつつ、ＩＳＯや東

アジア地域の基準調和等の国際規格や、ＪＩＳ等国内規格の策定を推進している。 

バイオ燃料の品質規格化・標準化への取り組みは産総研独自の機能・役割として存在感を十分

に発揮できる分野であり高く評価される。規格策定・標準化の際に必要となるバックデータを高

度な計測により取得・整備し、主導的な役割を果たしている点は特筆される。 

一方、標準化には多くの実績が認められるものの、日本国内あるいはアジアにおいても規模感

のある安定的なバイオ燃料の市場創造に至っていないことや、日本企業のバイオ燃料分野におけ

る国内外のアクティビティーが極めて限定的であること等、開発された成果が真に社会へ普及拡

大するにはまだ多くの課題が存在すると考えられる。 

国際的な規格化・標準化は、我が国の自動車関連産業の発展に直接的にかかわるものなので、

引き続き、国の政策支援に加えて産業界のニーズを的確に捉え、効果的・効率的な戦略に基づい

て事業を推進する必要がある。また、培った東アジアでの人脈・ネットワークを生かし、日本が

策定した「バイオ燃料の品質規格と持続可能性基準」を武器に、先に述べたようなバイオ燃料の

市場創造を目指した取り組みが期待される。 

 

コンパクト化学システムＲＣ 

グリーン・サステイナブル・ケミストリー（ＧＳＣ）の考え方に基づいて「産業からの環境負荷削減」

を目指し、スケールメリットの追求とは相補的な、化学産業におけるプロセスのシンプル化、小

型化、工程連続化等を検討し、置換えメリットが明らかとなった部分への適用を研究開発の方向
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性として、これによる適量分散型の化学プロセスモデルを提案している。 

高圧二酸化炭素塗装への展開は、微粒化メカニズムの解析が噴霧条件の最適化につながり、共

同研究先企業の塗装ラインでの最終的な検討に至った。粘土膜技術ではサンプル供給体制を確立

し、ロール・ツー・ロール生産設備が稼動する等、実用化レベルに達している。応用の裾野を拡げ

るコンソーシアム活動を含めて、本格研究の成功事例の一つとして高く評価される。マイクロ波

プロセスとして、分析機器メーカーと共同で新たなマイクロ波加熱燃焼酸化方式全有機炭素

（ＴＯＣ）計の開発に成功した。高圧水と二酸化炭素を利用したバイオマス由来物の有用化学物質へ

の変換触媒システム等も注目される。 

一方、「適量・適時・多品種」型製造方法の有効性を客観的に示すために、ライフサイクルアセ

スメント（ＬＣＡ）やＧＳＣの各種指標を活用するとともに、対象とする製品を明確にして進める必

要がある。 

今後は、地域産業との連携に加えて、これまで培ってきた強みを国内外にＰＲする努力をし、

大手企業との関係も強化して行くことが望まれる。また、コンパクト化学というコンセプトを更

に練って、広く世界に発信することが期待される。 

 

先進パワーエレクトロニクスＲＣ 

電力エネルギーにおける省エネルギー技術、及び新エネルギー技術導入のための高効率電力変

換技術等を実現するため、ＳｉＣ（炭化ケイ素）、ＧａＮ（窒化ガリウム）等のワイドギャップ半導

体によるパワースイッチング素子／電力変換器の実証と確立を目指して、基盤技術の研究開発を

進めている。 

国内の多数の有力企業を巻き込んで、ＳｉＣパワー素子の結晶・ウェハからデバイス・モジュール

までの一貫した研究開発を推進している。ウェハを安定的に供給し、デバイスチップ供給でＭＯＳ

－ＦＥＴ、Ｊ－ＦＥＴの製品への応用が可能になっている。２０ｋＷ変換装置等デバイスの特徴を生か

したプロトタイプの試作も評価できる。オープンイノベーション推進を目指した積極的な産学官

連携、一体的に進めている産業人材育成、共同研究コンソーシアムＴＰＥＣ（つくばパワーエレク

トロニクスコンステレーション）という形態は高く評価できる。 

一方で、システム応用への展開は弱い。高密度実装や高温動作に対応できる周辺部品・技術を

開発するとともに、中心となる技術課題をより具体化して行くことが望まれる。 

国内外では家電製品や電車等への実装も始まっている。今後は、応用から進めている欧米を調

査し、性能／価格比で勝ち残れる分野を早急に開拓し、システム応用の実証実験を積極的に進め

ることが重要である。 

 

バイオマスリファイナリーＲＣ 

バイオマス資源をケミカル、マテリアル、燃料に効率よく変換するための「バイオマスリファ

イナリー」の基盤技術を確立し、国内外の産学官連携によって実用化することにより、二酸化炭

素等の温室効果ガスの排出量削減と、資源・エネルギーの安定供給の確保の同時達成を目指して

いる。 
木質バイオマスの分離技術とバイオ技術を駆使して、エタノール、ピルビン酸の効率的生産と、

副生するリグニンの樹脂化を目指す全体像は、正統的な研究戦略と評価できる。原料はバガス、

稲わら等農業残渣系も視野に入れ、前処理条件の最適化で分離効率を改善している。分子育種に

よる産総研独自の糸状菌アクレモニウムでの酵素開発では、オンサイト生産を前提とし、トリコ

デルマを上回る糖化活性を得て、酵素製剤の市販に至った。タンパク質工学に基づいて酵素の耐

熱化を図る等、基礎研究を実用化に結びつける手法も優れている。セルロースナノファイバーか

らの高性能複合材料製造は挑戦的であり、ポリプロピレン等との複合化で優れた性質を有するこ

とを明らかにした。セルロースエタノール製造プロセス開発を民間企業主導で実証する道筋を作

ったことは評価できる。サトウキビ廃棄物からエタノールを得るＪＳＴ／ＪＩＣＡプロジェクトも順

調に進捗している。 
一方で、多くのプロセスが加わるリグニンの利用研究に注力する意義が明確ではなく、バイオ

マス資源活用シナリオやコスト面での優位性がよく見えない等の課題もある。 
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今後は、斬新な方法論、プロセス、柔軟な研究領域の一定割合の確保も検討し、極めてハード

ルが高くても挑戦すべき課題を加えて、当該分野のトップを目指すことが期待される。持続可能

な低炭素社会の実現という大目標に対しては、より具体的な数値的目標を示すとともに、バイオ

マス技術・産業で先行する欧州諸国との連携も視野に入れた研究開発や関係省庁との密な連携に

基づく政策立案も望まれる。 
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４‐２‐２ ライフサイエンス分野 
 

国民社会ニーズとして、疾病の予防や事故の抑止、疾患治療や予後の最適化、創薬、看護や介

護、生活環境等、健康で安全安心な生活が享受できる社会システムの確立が求められている。こ

れらに対しては、医療や創薬に関連する技術の確立と実社会への導入が不可欠である。これらへ

の寄与を目的としたイノベーションを実現するために、ライフサイエンス分野では所内研究ユ

ニット、所外の研究機関や臨床機関、関連する企業と連携を図り、必要な新技術の開発、開発技

術の社会導入等、多方面に展開している。 
 

今年度は、３研究センター（糖鎖医工学ＲＣ、生命情報工学ＲＣ、幹細胞工学ＲＣ）の研究ユニッ

ト評価を実施した。また、４研究部門（健康工学ＲI、生物プロセスＲI、バイオメディカルＲI、ヒ

ューマンライフテクノロジーＲI）と１研究センター（創薬分子プロファイリングＲＣ）について

は評価委員との意見交換を実施した。 
 

産総研における当該分野の研究は、国民の健康維持･増進に資することをアウトカムとする課

題が多く、その基盤とする研究は概ね良好な評価を受けている。実用化が強く望まれる分野であ

ることから、常に、実社会や関連産業への導入の道筋を策定してロードマップ等で明示すること

が重要である。実用化研究においては、産業界や臨床現場との密接な連携のもとで推進しており、

技術や行政判断等に関する国内外の動向を常に把握し、戦略的に推進することが不可欠な分野で

ある。 

 

糖鎖医工学ＲＣ 

細胞の糖鎖構造及び病態変化の解析を行うとともに、がんや前がん状態にある組織線維化等の

糖鎖構造の変化を血清等から簡便で迅速に検出可能なバイオマーカーを開発し、連携する企業に

おいて製造販売するための承認申請（糖鎖マーカーを用いた肝線維化検査技術）がなされた。本

件は平成２５年１２月１０日に承認が得られたことから、今後において実社会への導入が期待される。

他方、糖鎖バイオマーカーの開発や糖タンパク質・糖脂質等を介した病原体の受容体情報を利用

した感染阻害剤の開発等、創薬産業や関連する研究開発への寄与を目的に、糖鎖科学統合データ

ペース（ＪＣＧＧＤＢ）を構築し、アジア糖鎖科学統合データベース（ＡＣＧＧＤＢ）へ発展させている。

糖鎖データの国際標準化を推進している点は評価できる。 

一方、検出のための高感度化を可能とする技術的方策、非臨床・臨床評価方法と標準化等、実

用化のための技術の確立が必要である。これまでに得られた知的財産等の活用策の検討、糖鎖科

学統合データベース（ＪＣＧＧＤＢ）等の維持管理体制の構築等が必要である。 

今後においては、研究開発が展開されている疾患診断のための糖鎖バイオマーカーの開発と早

期の実用化を期待する。検出感度の向上が必要な悪性腫瘍等の血清マーカーの開発においては産

総研内外と連携も模索して課題解決を図るべきである。糖鎖データベースに関しては、日本のみ

ならず、世界においても利用可能なデータベースは重要で、国際戦略が必要である。また、糖鎖

科学を理解する若手研究者及び産業人材の育成を継続して行く必要がある。 
 

生命情報工学ＲＣ 

種々のバイオインフォマティクス技術（ゲノム情報解析、分子情報解析、細胞情報解析等）の

開発と実用化を推進し、医療支援技術、創薬基盤技術等におけるイノベーションの実現を図って

いる。国内最大規模のバイオインフォマティクス人材拠点を恒常的に維持運営しており、国内外

の主要な研究機関や多くの製薬企業との連携が図られている。 

一方、バイオインフォマティクスのアウトカムは創薬分野に絞ることは適切でない。また、産

業への展開があまり見えない。開発したソフトウェアや秘密計算等は他のソフトウェア等との差

別化を図り、優位性を示すことが望まれる。 

今後においては、バイオマス、バイオマテリアル、食品等幅広い応用の可能性を探求しつつ、

産業への寄与を基軸として所内外のウェット系研究と連携して基盤となる技術開発を推進する
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拠点を維持することが望まれる。開発したソフトウェア等に対しては、実用的にも優れているこ

とを実証して行く活動が望まれ、他との優位性を明示して産業への展開を図ることが必要である。

産業への応用に至る道筋をより明確にすることが求められる。 
 

幹細胞工学ＲＣ 

安全で確実な医療技術と革新的創薬の実現のために、幹細胞の未分化状態を正確に評価・判別

できる幹細胞の標準化を推進して幹細胞の産業への展開を図っている。ヒト幹細胞の標準化を目

指した一連の研究は先導的である。培養の高効率技術、センダイウイルスベクター（ＳｅＶｄｐ）、細

胞識別と細胞選別、遺伝子の導入と発現のためのステルス型ＲＮＡベクター、関連する再生医療機

器の開発が推進されている。 

一方、アウトカムへの道筋を明示し、安全性の確保やリスク管理等を含めた産業育成への貢献

を見据えて研究開発を推進することが望まれる。対象とする疾患を含め、研究が広範に展開され

ているが、研究センターの人員等を考慮して、実施内容の優先化と選定が求められる。また、研

究展開する内容において目標とする標準化に至る道筋の具体化も必要である。 

今後においては、国内外において先導的な立場にある研究ポテンシャルを活用し、研究成果の

円滑な産業応用や臨床導入、当該研究分野の世界的な拠点形成の進展が期待される。創薬応用と

再生医療では要求される幹細胞の品質レベルが大きく異なるので、個々に実用化戦略を検討する

必要がある。臨床応用に向けて安全性の確認作業も必要である。ＡｉＬｅｃ-Ｓ１によるヒトｉＰＳ細胞

除去の信頼性、さらにリガンドの定量化については十分に検証する必要がある。ｉＰＳ細胞等の未

分化細胞と分化細胞間の糖鎖構造解析は発生生物学のみならず、がん生物学においても非常に重

要なテーマであり、新たな診断マーカーや治療薬の開発にもつながる。また、研究開発、標準化、

知財戦略、実用化戦略、臨床研究の推進、薬事対応等を継続的に推進し、再生医療や創薬基盤へ

の円滑な展開を期待する。 
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４‐２‐３ 情報通信・エレクトロニクス分野 

 

情報通信・エレクトロニクス分野では、新しいデバイス機能とＩＴ（情報技術）の有効活用によ

る省エネルギー化を目的に、グリーンＩＴと革新デバイスに関する技術開発を進めるとともに、安

全やサービスへの応用による健全な社会の発展に貢献することを目的に、ディペンダブルＩＴシス

テム及び情報化サービスに関する技術の開発を進めている。 
 
今年度は、２研究センター（デジタルヒューマン工学ＲＣ、ナノスピントロニクスＲＣ）の研究ユ

ニット評価を実施した。また、５研究部門（知能システムＲＩ、情報技術ＲＩ、ナノエレクトロニクス

ＲＩ、電子光技術ＲＩ、セキュアシステムＲＩ）、３研究センター（ネットワークフォトニクスＲＣ、サー

ビス工学ＲＣ、フレキシブルエレクトロニクスＲＣ）については評価委員意見交換を実施した。 

 
ＤＲＡＭの代替えとしても視野に入るスピンＲＡＭ（ＳＴＴ-ＭＲＡＭ）、超低消費電力化が期待され

る超格子型位相変化メモリ等、不揮発性メモリの開発が大きく進捗し、情報通信機器の大幅な省

電力化が期待される。身体機能の個人差を反映した製品の設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓ

の高度化、福島原子力発電所の高所調査用ロボットの開発、ウィルスや菌等微量物質の検出が可

能な実用レベルの導波モードセンサー・光ディスクセンサーの開発等、ＩＴによる生活安全技術の

社会実装に向けて大きく進捗している。また、Ｇｅｏ Ｇｒｉｄにおける衛星データ処理技術、データ

ベースの秘匿検索技術、半導体偽造防止技術等、先端的技術開発が進捗し、ビッグデータ処理や

情報セキュリティに対する社会的要請に応える研究開発を進めた。 

今後は、情報通信エレクトロニクス市場のニーズを的確に捉え、産業化ターゲットの方向性に

ついて産業界等と更なる議論と検討を重ねるとともに、日本の産業技術の発展を推進する公的研

究機関の役割についての一層の検討、シナリオ・ロードマップの柔軟な見直しが求められる。 

 
デジタルヒューマン工学ＲＣ 

幅広い業態の企業と多くの共同研究を行い、顧客価値を重視することで商品化の成功事例を出して

いることが評価される。「身体機能中心デザインの支援技術」では、人体形状測定とそれを反映した製

品のデザインがサービスとして組み込まれるようになったことが評価される。「安全で健康な暮らしをデ

ザインするための生活機能モデル」では、キッズデザインのように社会的なニーズを取り込み、自治体・

企業を巻き込んだ自律的な活動が定着してきており、公的研究機関に求められる模範的な活動として

特に高く評価される。 

一方、「健康増進技術」は、歩行評価データの対象者数が少なく、健常者に限られていること、転倒

予防に関して遊脚足のクリアランス以外のパラメータが検討されていない等、まだ不十分な点がある。 

今後は、本研究センターが生み出したツールや成功事例等をどう育てて行くべきか、企業や自治体

等と議論し、長期的なロードマップを描き、産業的な有効性を十分に発揮する方向に進むことが望まれ

る。なお、「スマートアシスト技術」におけるロボット技術開発については、産総研全体としての長期的な

展望に立って研究ユニット間の連携や分担を進める必要がある。 

 
ナノスピントロニクスＲＣ 

スピントロニクス技術の研究開発を系統的に展開することにより、不揮発性メモリ「ＳＴＴー

ＭＲＡＭ（スピンＲＡＭ）」の開発、半導体メモリのスケーリング限界の打破、革新的電子デバイス

の開発を進めている。 

垂直磁化ＳＴＴーＭＲＡＭは、メーカーを強力に支える研究開発によりサンプル出荷が目前となっ

ており、実用化段階にある。これは、ギガビット級ＳＴＴーＭＲＡＭの実用化も視野に入る成果であ

り、アウトカムに向かって着実に進展しているものとして高く評価できる。また、スピントルク

発振器は垂直磁化方式を利用したオリジナル技術により世界最高性能を達成するとともに、電圧

による磁気異方性制御の研究成果も有望であり、評価できる。さらに、基礎的・萌芽的研究や理

論研究においても世界トップクラスの革新的成果を着実に出しており、世界に誇れるアウトカム

が期待される。 
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一方、基礎研究段階にあるスピン光素子、半導体スピン注入に関する研究は、実用化との距離

感を明確にすることが必要である。 

今後、スピンＭＲＡＭでは、不揮発性や省電力性を武器に現在の電子デバイスの置換え可能性

とそのための課題の見極め、半導体スピントロニクスでは、新規現象の発現や新しい応用展開に

向け理論チームとともに引き続き長期的視野での研究推進が期待される。 
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４‐２‐４ ナノテクノロジー・材料・製造分野 

 

ナノテクノロジー・材料・製造分野では、第３期中期計画のうち、主にグリーン・イノベーション

の推進のため、イノベーションの核となる材料・デバイス、産業の環境負荷低減技術、省エネル

ギーによる低炭素化技術、資源の確保と高度利用技術、再生可能エネルギーの導入拡大技術等の

研究開発を行い、特に拠点化によるオープンイノベーションの推進に力を入れている。 

 

今年度は、１研究センター（集積マイクロシステムＲＣ）の研究ユニット評価を実施した。また、

３研究部門（先進製造プロセスＲＩ、サステナブルマテリアルＲＩ、ナノシステムＲＩ）、１研究センター

（ナノチューブ応用ＲＣ）については、評価委員意見交換を実施した。 

 

研究ユニット評価においては、高集積・大面積加工技術におけるＸ線望遠鏡用ＭＥＭＳデバイス

や、ユビキタス電子機械システム技術のエネルギー消費モニタリングの大規模実験等の先進的な

取り組みが高く評価された。今後の課題として、異分野融合による用途拡大の必要性等が指摘さ

れた。 
評価委員意見交換は委員会形式、個別訪問、見学会等多様な形式で行われ、各研究課題の成果

と今後の方向性について活発な意見交換が行われた。前年度以降の研究の進捗状況については概

ね好意的な意見が多かったが、今後の進め方について、省エネルギーのための材料といったコン

セプトをより明確にすることや、製造と情報技術の融合等の新たな連携を多面的に行うこと、ま

た、基盤研究と実用化開発を明確に区別しつつ、産業化のアウトカムと論文等の学術的成果の両

方を最大化する必要性等が指摘された。 
分野全体として、第３期中期計画の研究開発は順調に進捗しており、今後は実用化・産業化の

出口に向けた更なる研究展開と分野の枠を超えた連携の広がりが期待される。 
 

集積マイクロシステムＲＣ 

ＭＥＭＳ試作設備の整備によるオープンイノベーションハブの取り組みは、海外の同様な研究機

関との差別化も考えられており、特に人材育成の場が提供されている点が優れている。「高集積・

大面積加工技術」について、ナノインプリントを中心とするプロセス技術は新しい応用につなが

るＭＥＭＳ製造技術として期待され、また、めっきによる応力発生を利用したＸ線望遠鏡用ＭＥＭＳ

デバイスの作製は独創的な成果である。「ユビキタス電子機械システム技術」について、コンビ

ニエンスストアでのエネルギー消費モニタリングの大規模実験は、ユビキタスセンサーネット

ワーク社会に向けた先進的な取り組みとして、高く評価される。 
一方、試作設備の活用状況にはまだ改善の余地がある。これまでの共同研究やプロジェクトの

実施によりＭＥＭＳ技術の開発成果が社会にどう還元されたかという検証も必要である。 
今後は、様々な分野の人々と新たな用途の可能性を議論し、異分野融合による強みを発揮する

必要がある。例えば、ユビキタスセンサーについては、これを利用する立場であるデータマイニ

ング等、情報工学の分野との協働を進めることが望まれる。 
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４‐２‐５ 計測・計量標準分野 

 

計測・計量標準分野では、産業の基礎である計測の信頼性を担保する国際的に最高レベルの国

家標準を開発・維持・供給するとともに、技術イノベーションを支える先端的な計測・分析機器の

研究開発、ものづくりと生産性向上に必要な計測技術の開発、及び知的基盤としてのデータベー

スの構築を実施している。このため、メートル条約及び国際法定計量機関を設立する条約のもと、

我が国の計量標準供給システムの信頼性を世界最高レベルに位置付けるため、技術開発と供給維

持を行うとともに、計測・分析技術に関する基礎研究から生産現場における課題解決型の技術開

発に至る幅広い研究開発を、分野全体として系統的に進めている。 

 

今年度は、生産計測技術ＲＣに対して研究ユニット評価を実施するとともに、２研究部門（計測

標準ＲＩ、計測フロンティアＲＩ）には評価委員意見交換を実施した。 

 

計測・計量標準分野では、半導体プラズマプロセスにおける異常放電計測技術の開発や、窒化

アルミ薄膜を放電センサーとして実用段階にまで発展させる等、生産現場の多様な計測課題に対

してソリューションを提供している。また、計量標準整備計画に基づき、６００種以上の最高精度

の国家計量標準を開発・整備・維持すると共に、次世代の計量標準に向けて、光格子時計による時

間標準、アボガドロ数決定と質量標準、共晶点を利用した高温標準、産業用Ｘ線ＣＴ装置の高精度

化等の世界をリードする成果を挙げている。先端計測技術のハード、ソフト、体系化に取り組み、

超伝導のイオン検出器やＸ線・テラヘルツ波イメージング、陽電子ビームの大気中への取り出し等、

多くの先端計測技術を輩出した他、震災復興に向けて超小型放射線量計を開発する等の成果を挙

げている。分野全体として、産業現場で使える信頼性の高い計測技術・装置や汎用分析装置への

応用が期待される。 

一方、各課題において独自の計測・分析技術を進捗させ、多くの応用の可能性を示しているが、

最終的なアウトカムに結び付けるには、開発した計測技術・装置の実用化・製品化を目指し、加速

する必要がある。 

今後は、民間のメーカー等と一層の連携をはかり装置の製品化を目指すと共に、国際標準の策

定、基準認証システムの構築やアジアへの展開に中核的な役割を担って行くことが期待される。 

 

生産計測技術準ＲＣ 

産業や社会の広い意味での「生産現場」で発生する多様な計測課題に対して、産総研内外の技

術を高度化・統合し、その成果をオンタイムで適用するソリューション型の研究アプローチによ

り、我が国の基幹産業を支える高度な製造産業の競争力の維持・強化と、産業や社会の安全・安心

の実現に貢献することを目指している。 

九州地域で盛んな半導体産業や関連産業における生産現場共通の計測課題へ対応するため、光

学的手法を主体とする製品検査・プロセス管理技術やプラズマプロセスに関連する計測技術を開

発し、マイスター制度を活用して生産現場へソリューションを提供すると共に開発した技術の標

準化に取組む等、成果を挙げている。また、測定が困難な条件下の圧力振動計測技術、応力可視

化技術、マイクロ空間化学システムを用いた分析、計測、解析技術等の開発や地元ベンチャー企

業への技術移転、計測装置の実用化等、地域ニーズを踏まえた研究開発を着実に進めている。 

一方、外部との連携の仕組みが定常化していないため、早期に連携方法を確立し、実用化・製

品化への加速を行うことが重要である。 

今後は、マイスター企業の選択基準や連携の具体的方法及び技術移転・製品化への足場をどう

築くか等のプロセスを明確にすることが必要である。また、これまでの研究成果を具体的に示し、

それが産業界でどのように役に立っているか、今後どう役に立つかという波及効果を外部にア

ピールして、地域に根差した骨太なプロジェクトに挑戦することが望まれる。 

  

- 82 -



第４章 
 

‐83 ‐ 

４‐２‐６ 地質分野 

 

地質分野は、安心・安全で持続可能な社会の実現に向けて、「地質の調査」ミッションを担う地

質調査総合センター（ＧＳＪ）として、長期的視点に立って日本及び周辺海域の地質学的研究を実施

し、信頼性の高い地質情報を知的基盤として整備している。そして、これらの知見を基盤として、

地質に関連した社会的課題の解決を目標として、地震・火山等の地質災害の軽減に資する地質情

報を提供するとともに、地圏環境の場と機能の利用・保全及び地圏に存在する天然資源の持続的

かつ安定的な供給を実現するための研究開発を実施している。 

 

本分野では、３研究ユニット（地圏資源環境ＲＩ、地質情報ＲＩ、活断層・地震ＲＣ）が、深部地質

環境研究コア、地質調査情報センター、地質標本館との連携のもとＧＳＪとして活動している。今

年度は、研究ユニット評価対象となる研究ユニットがなかったため、評価委員意見交換、研究ユ

ニット総括・提言委員会等をもとにして、地質分野の研究活動をとりまとめた。 

 

国土及び周辺域の地質基盤情報の整備と利用拡大については、日本の国土及び周辺海域の地球

科学的実態を解明し、地質図・地球物理図・地球化学図等の地球科学基本図を体系的に整備してい

る。地圏の環境と資源に係る評価技術の開発については、政策ニーズに対応したプロジェクトに

取り組み、研究開発を進捗させている。地質災害の将来予測と評価技術の開発については、内陸

地震や海溝型地震の予測精度向上、火山地質図やデータベースの作成等において研究成果を挙げ

ている。以上のように第３期中期計画期間の研究進捗は順調である。 

 

活断層・地震ＲＣは当初の目標を達成し、平成２５年度末をもって５年間の設置期間を終了した。

これに伴い平成２６年度に活断層・火山研究部門が新設され、地質分野は３研究部門体制になる。

また、地熱・地中熱研究者が再生可能エネルギー研究センターに異動し、新センターにおいて研

究を開始している。地質分野においては、組織再編と新たな研究展開のもと、地質調査総合セン

ターとして連携をさらに強化し、３研究部門体制の特徴を活かした研究推進が求められる。 
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４‐３ 中期計画の大分類等毎の評点分布 
 

本節では、前章におけるユニット戦略課題と第３期中期計画項目との対応関係をもとに、第３期

中期計画の大分類等毎における、研究ユニットの研究開発との対応、及び評点の頻度分布を示す。 
第３期中期計画の項目と研究ユニットとの対応関係を示すと、表４‐３‐１のとおりである。本表で

は、第３期中期計画期間の平成２２年度から平成２５年度について示している。平成２２年度は、第３

期中期計画期間の最初の年度であり、新設及び再編の研究ユニットについては評点付けを行わな

かった。それに対して、平成２３年度以降は、研究ユニット評価委員会を開催した全ての研究ユニッ

トについて評点を得ている。 
研究ユニットにおける研究開発と大分類等の中期計画項目の対応関係には、研究分野による違

いがあり、環境・エネルギー分野では、多くの研究ユニットが主に「大分類Ⅰ：グリーン・イノベー

ションを実現するための研究開発の推進」に対応している。ライフサイエンス分野では、いずれ

の研究ユニットも「大分類Ⅱ：ライフ・イノベーションを実現するための研究開発の推進」に対応

する研究開発を行い、「大分類Ⅰ」に対応する課題も比較的多く含まれる。情報通信・エレクトロ

ニクス分野では、別表１の大分類の広い範囲にわたっている。ナノテクノロジー・材料・製造分野で

は、「大分類Ⅰ」と「大分類Ⅲ：他国の追従を許さない先端的技術開発の推進」が比較的多い。計

測・計量標準分野では、計測標準研究部門が「別表３：計量の標準」に対応しており、その他の研

究ユニットは、「大分類Ⅳ：イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備」に

対応している。地質分野では、主に「別表２：地質の調査」に対応し、「大分類Ⅰ」に対応するもの

も含む。 
 

表４‐３‐１ 第３期中期計画と担当研究ユニットとの対応 
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各ユニット戦略課題の評点をもとに、第３期中期計画項目の別表１の大分類、別表２及び別表３

毎の評点分布を示すと、図４‐３‐１のとおりである。ユニット戦略課題が複数の大分類等に跨がる

場合には、いずれかの大分類等に分類した。 
前述のように、平成２４年度及び平成２５年度の評価では、研究ユニット評価委員会を開催したい

ずれの研究ユニットでも評点を付している。この２年間の評価結果を合わせたものは、第３期中期

計画の項目をほぼ網羅している。 
この２年間を合わせた結果では、各大分類等における評点分布は、「大分類Ⅲ」及び「大分類Ⅳ」

が４．０〜４．５の頻度が最も高く、「大分類Ⅰ」、「大分類Ⅱ」及び別表２では３．５〜４．０の頻度が最

も高くなっている。 

 
図４‐３‐１ ユニット戦略課題評点の第３期中期計画の大分類等毎の分布 
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  　  Ⅱ：ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進  
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　    Ⅳ：イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備  
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４‐４ 中期計画の大分類等毎の主な評価結果 

 

 本節では、今年度の評価の対象に含まれる、第３期中期計画項目の別表１の大分類毎に評価結果

の主な内容を示す。 

 

（１） ｢Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進｣ 

 

今年度の評価対象には、｢再生可能エネルギーの導入拡大技術の開発｣、「省エネルギーによる低

炭素化技術の開発｣、「資源の確保と高度利用技術の開発」、及び「産業の環境負荷低減技術の開発」

がある。これらの大項目のうち、該当する中項目における主な評価結果は次の通りである。 

 

・ 「多様な再生可能エネルギーの有効利用技術」では、脂肪酸メチルエステル型のバイオディー

ゼル燃料の部分水素化技術による安定化や燃料の品質規格化・標準化への主導的な取り組みが

高く評価されている。市場創造には課題も多いバイオ燃料では、東アジアのネットワークを生

かしつつ、国の政策や産業界のニーズを的確に捉えた取り組みが期待されている。 

 また、「高効率なエネルギーマネジメントシステム」では、ＳｉＣパワー素子の結晶・ウェハから

デバイス・モジュールまでの一貫した研究開発によるデバイス供給や電力変換装置の試作が高く

評価されている。今後、システム応用への積極的な展開が期待されている。 

 

・ 「運輸システムの省エネルギー技術」の研究開発では、自動車エンジンシステムに予混合圧縮

添加方式等の燃焼制御技術を適用し、高水準の燃費改善を達成する等の成果を挙げている。 

 また、「情報通信の省エネルギー技術」では、情報機器の不揮発メモリ技術について、メーカー

を強力に支える垂直磁化ＳＴＴーＭＲＡＭの研究開発により、ＳＴＴーＭＲＡＭのサンプル出荷が目前

となっており、実用化段階にある。これは、ギガビット級ＳＴＴーＭＲＡＭの実用化も視野に入る成

果であり、アウトカムに向かって着実に進展しているものとして高く評価されている。 

 

・ 「バイオマスの利用拡大」の研究開発では、セルロースの糖化酵素として産総研独自の糸状菌

アクレモニウムを用いて分子育種により市販品を上回る活性を得るとともに、セルロースエタ

ノール製造プロセス開発を民間企業主導で実証する道筋を作っている。今後は、低炭素社会の

実現のためにより具体的な数値的目標を示すとともに、バイオマス技術・産業で先行する欧州諸

国との連携や政策立案が望まれている。 
 また、「資源の有効利用技術及び代替技術」では、自動車の排出ガス浄化触媒においては希少

金属である白金属元素の使用量の大幅削減を達成している。 

 

・ 「グリーンサステナブルケミストリー（ＧＳＣ）の推進」の研究開発では、高圧二酸化炭素塗装技

術における微粒化メカニズムの解析、生産設備の検討等実用化レベルに達した粘土膜技術、マ

イクロ波応用プロセスとしての全有機炭素計の開発等が評価されている。今後はライフサイク

ルアセスメント（ＬＣＡ）やＧＳＣの各種指標を活用して、適時・適量型製造方法の有効性を客観的に

示すことが求められている。 

 また、「省エネルギー性に優れたマイクロ電子機械システム製造技術」では、コンビニエンス

ストアにおける省エネルギーのためのＭＥＭＳセンサーネットワークの実証実験等が高く評価さ

れている。今後はセンサーネットワークから得られる大規模データの分析技術の強化等が求めら

れている。 
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（２） ｢Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進｣ 

 

 今年度の評価対象には、「先進的、総合的な創薬技術、医療技術の開発」、「健康な生き方を実現

する技術の開発」、及び「生活安全のための技術開発」が含まれる。これらの大項目のうち、該当

する中項目における主な評価結果は次の通りである。 
 

・ 「細胞操作及び生体材料に関する技術の応用による医療支援技術」では、安定な遺伝子発現

系であるセンダイウイルスベクター（ＳｅＶｄｐ）技術がヒトｉＰＳ細胞に対して高い効率を示し、血液

細胞から樹立可能としているとともに、次世代のステルス型ベクター技術を開発し、任意の遺伝

子が１０個まで載せられることやウイルス由来のＲＮＡが無いこと等から、高く評価されている。

また、幹細胞標準化のためのマーカー探索としてＡｉＬｅｃ－Ｓ１を見出し、市販レベルまで到達し

たことも高く評価されている。 

 「生体分子の機能分析及び解析に関する技術」では、糖鎖バイオマーカーの開発について「糖

鎖マーカーを用いた肝線維化検査技術」の薬事申請に至る等の成果を挙げ、高く評価されている。 

 「情報処理と生物解析の連携による創薬支援技術や診断技術」では、糖鎖のデータベースにつ

いて、アジアの糖鎖関連データベースを追加したアジア糖鎖科学統合データベース（ＡＣＧＧＤＢ）

の構築とともに、糖鎖表記法を提案して世界標準を主導的な立場で進めていることが高く評価さ

れている。ゲノム情報解析のためのソフトウェア開発について、理論的な基盤と高度な実装技術、

実用的な性能評価技法等の総合的な基盤技術の強みを活かすことで世界的にみてもトップレベ

ルの性能を達成していると高く評価されている。また、バイオインフォマティクスの人材育成に

ついて、技術を使いこなす人材を養成する意図が明確であり、大学における人材養成と差別化し、

人材養成コンソーシアム、技術研修、セミナー等幅広く人材育成に努め、高く評価されている。 

 

・ 「健康の回復と健康生活を実現する技術」では、転倒防止やリハビリのためのデータベースや

評価システムが開発され、現場での知見が蓄積されていることは評価されているが、データの

対象範囲や対象者数がまだ不足し、今後はデータを大幅に増やし、長期の効果を検討し、個人

差を含む多くの要因を分析し、具体的な製品に結びつけることが期待されている。 

 

・ 「ＩＴによる生活安全技術」では、キッズデザインのプロセス認証制度の創設、虐待判別支援シ

ステムを使った地域との連携活動、子供の事故予防のための地域参加型研究等、研究の枠組み

を実現したアウトカムが社会にわかりやすく伝えられ、普及にもつながっているとして、高く

評価されている。 

 

（３） ｢Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進｣ 

 

今年度の評価対象には、｢高度な情報通信社会を支えるデバイス、システム技術の開発｣及び｢情

報通信基盤を利用したサービス生産性の向上と新サービスの創出への貢献｣がある。これらの大項

目のうち、該当する中項目における主な評価結果は次の通りである。 

 

・ 「デバイスの高機能化と高付加価値化技術」では、垂直磁化方式を利用したオリジナル技術によ

り、世界最高性能のスピントルク発振器を開発しており、高密度ストレージへの応用が期待さ

れる。また、集積化可能な高速乱数発生器スピンダイスは製品試作化まで進んでおり、暗号鍵

の生成がユーザーレベルで可能になるものとして期待されている。 

 また、「ＩＴ活用によるシステムの高効率化と高付加価値化技術」では、身体の形状・運動等の

物理的・力学的モデルに基づく製品設計支援ソフトウェアＤｈａｉｂａＷｏｒｋｓの高度化が進められ、

パッケージとして充実してきたことが高く評価されている。ただし、既存の設計支援ソフトウェ

アに対して多少の優位では代替が難しいため、より高性能化を追求することが必要である。今後

は高齢化社会の加速を考慮し、より広い個人差を扱い、身体機能低下を補完するような技術も重

要である。 
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・ 「サービスの省力化のためのロボット化（機械化）技術」では、人モデル・移動モデル・操作モ

デルの３つのアプローチをスマートアシスト技術として統合する方向性は意欲的で、基礎技術

の水準の高さに加え、自動車の自動運転プロジェクトへの積極的参加等が評価されている。た

だし、ロボットの技術シーズが独り歩きしている面があり、社会実装という観点では実際の活

用のイメージが見えにくい。今後はより本格的なニーズとすり合わせることが重要である。 

 

（４） ｢Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備｣ 

 

今年度の評価対象には、｢技術革新、生産性向上及び産業の安全基盤の確立のための計測基盤技

術｣がある。この大項目のうち、該当する中項目における主な評価結果は次の通りである。 

 

・ 「生産性向上をもたらす計測ソリューションの開発と提供」では、製品検査・プロセス管理に

関して実際の生産ラインと同じエッチング条件を実現させた環境下で問題となる現象を再現さ

せ、パーティクルや異常放電を計測する技術を開発してソリューションを提供したことが評価

されている。また、内燃機関等の燃焼圧計測等に適した新しい広帯域圧力・振動センサーを試作

し、さらに、窒化アルミにスカンジウムを添加することにより格段の性能向上を実現した事が

評価されている。 
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４‐５ 主な成果例 
 

本節では、今年度の評価結果等における主な成果について、第３期中期計画項目の別表１の

大分類、別表２及び別表３に区分して示す。 
 
（１） ｢Ⅰ グリーン・イノベーションを実現するための研究開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

新燃料標準化の研究開発 

～バイオ燃料の品質規格

化・標準化～ 

新燃料の規格化に必要な情報を整理し、ＩＳＯや東ア

ジア地域の基準調和等の国際規格や、ＪＩＳ等国内規

格の策定を推進した。規格策定・標準化の際に必要と

なるバックデータを高度な計測により取得・整備し、

主導的な役割を果たした。また、規格策定にあたっ

ては業界団体と密に連携し、アジアの中で標準化の

推進役として活躍した。 

新燃料自動車技

術ＲＣ 
Ⅰ‐１‐（２）‐① 

 

先進パワーエレクトロニ

クスの総合的研究開発 

～超高耐電圧ＳｉＣパワー半

導体トランジスタの開発

～ 

３ｍｍ角の絶縁ゲート・バイポーラトランジスタ

（ＩＧＢＴ）素子で耐電圧１６ｋＶ、オン抵抗１１．３ｍΩ

と世界最高レベルのパワーデバイス特性を達成し

た。Ｓｉでは到達できないパワー半導体の開発により、

次世代スマートグリッド構築等、電力分野での省エ

ネルギー化への道筋が示された。 

先進パワーエレク

トロニクスＲＣ 
Ⅰ-１-（３）-② 

 

先進パワーエレクトロニ

クスの総合的研究開発 

～オープンイノベーショ

ンＲ＆Ｄ拠点の本格稼働～

つくばイノベーションアリーナ・ナノテクノロジー

拠点（ＴＩＡ－ｎａｎｏ）を活用する民活型の共同研究体つ

くばパワーエレクトロニクスコンステレーション

（ＴＰＥＣ）に３０社を超える企業が結集し、標準レシピ

の開発、知財の活用、人材育成等を通じて技術開発

が促進された。その成果の一部は第１１回産学官連携

功労者表彰における日本経済団体連合会会長賞とし

て評価された。 

先進パワーエレク

トロニクスＲＣ 
Ⅰ-１-（３）-② 

 

スピントロニクスの研究 

～電子デバイス及び集積

回路の省エネルギー化～ 

ナノメータレベルの高度な薄膜技術によって作製さ

れた高性能垂直磁化ＭｇＯ-ＭＴＪ(磁気トンネル結合)

により、２００ｍＶ以下での読み／書きが可能な超低

電圧動作不揮発性メモリＳＴＴ-ＭＲＡＭを開発した。得

られた成果は、ギガビット級ＳＴＴ-ＭＲＡＭの実用化も

視野に入るものである。開発した要素技術の提供に

より、量産プロセスの研究開発がメーカーよって進

められている。 

ナノスピントロ

ニクスＲＣ 
Ⅰ-２-（３）-① 

 

ケミカル原料製造基盤技

術の開発 

～糖化酵素の生産性向上

の研究～ 

分子育種により産総研独自のセルラーゼ高生産菌ア

クレモニウムの耐熱性を高めること等により、大手

メーカーが販売する糸状菌トリコデルマを上回る糖

化活性を達成し、オンサイト生産を前提とする酵素

製剤の市販に至った。 

バイオマスリファ

イナリーＲＣ 
Ⅰ-３-（１）-① 

 

高温高圧マイクロ化学エ

ンジニアリング技術の開

発 

～高圧二酸化炭素塗装技

術の開発～ 

高圧二酸化炭素で塗料の粘度を下げる塗装方法にお

いて、噴霧及び成膜メカニズムの解析から、塗装条

件を最適化するとともに、スワールミキサー等必要

なデバイスを開発した。溶剤使用量並びに乾燥エネ

ルギーを著しく低減できることを実証し、共同研究

先では実用化の最終段階に到達した。 

コンパクト化学シ

ステムＲＣ 
Ⅰ-５-（２）-③ 
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無機材料プロセス技術の

開発 

～粘土コンポジット膜の

連続生産法の確立～ 

企業との共同研究で、耐熱性の高い、粘土とポリイ

ミドとのコンポジット膜を開発した。さらに、ロー

ル・ツー・ロールの連続生産法を確立し、産業用シー

ル材、放熱シート等として応用展開を図った。 

コンパクト化学シ

ステムＲＣ 
Ⅰ-５-（２）-③ 

 

高集積・大面積加工技術の

研究 

～高効率異種デバイス集

積化技術～ 

ネオン高速原子ビームを用いてシリコンの表面を平

滑化することで、接合部のひずみを大幅に低減させ

る表面活性化常温接合プロセスを開発した。これに

より、マイクロデバイスの性能・信頼性向上が期待さ

れる。 

集積マイクロシ

ステムＲＣ 
Ⅰ‐５‐（４）‐① 

 

 
（２） ｢Ⅱ ライフ・イノベ－ションを実現するための研究開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

分子情報解析 

～創薬基盤技術の開発～ 

高精度な創薬支援技術の開発を目標に、創薬標的タ

ンパク質－タンパク質間相互作用技術、バーチャル

スクリーニング技術、タンパク質複合体評価法、新

規の分子機能･構造予測法等の技術開発がなされ、製

薬企業と共同研究に展開した。 

生命情報工学研

究ＲＣ 
Ⅱ-１-（３）-① 

 

新規ＲＮＡベクターの創薬

支援・先端医療への応用 

～我が国発のセンダイウ

イルスベクターの普及と

ステルス型ＲＮＡベクター

の開発～ 

ステルス型ＲＮＡベクターの開発に成功した。ウイル

ス由来の配列が３％以下に抑えられている。インター

フェロン誘導能の消失、低い細胞毒性、安定した遺

伝子発現、１０個の外来遺伝子が搭載できる等の特徴

がある。患者の負担軽減が想定されること等、革新

性は極めて高い。医薬品分野へのアウトカム実現へ

の寄与として重要な役割を担うと判断される。 

幹細胞工学研究

ＲＣ 
Ⅱ-１-（１）-① 

 

幹細胞標準化のための

マーカー探索、臓器形成

ロードマップの構築と分

化制御技術への応用 

～ｉＰＳ細胞高感度検出レク

チンプローブ等の実用化

～ 

ヒトＥＳ／ｉＰＳ細胞に特異的に結合するプローブ

「ＡｉＬｅｃ－Ｓ１」の開発に成功し、連携する企業にて製

造販売承認を得てｉＰＳ細胞高感度検出レクチンプ

ローブとして製品化を成し遂げた。安全性が高いこ

とから、創薬応用、再生医療等に関連する産業への

貢献が期待される。他方、間葉系幹細胞の評価技術

や腫瘍源性細胞の検出除去技術、企業連携による自

動培養装置等の実用化が推進された。 

幹細胞工学研究

ＲＣ 
Ⅱ-１-（１）-① 

Ⅱ-１-（２）-② 

 

糖鎖バイオマーカー開発

関連研究 

～糖鎖バイオマーカーの

開発と薬事申請～ 

独自の糖鎖バイオマーカー探索戦略に則り、血清か

ら慢性肝炎の線維化程度を推定する新規糖タンパク

質マーカー及びハイスループットな自動測定装置を

開発した。当該マーカーは連携する企業にて体外診

断薬として製造販売承認申請がなされた（注：平成

２５年１２月１０日に承認を得る）。また、胆管がん、卵

巣がん等に対する体外診断薬に関しても実用化を目

的とした研究開発が推進された。 

糖鎖医工学研究

ＲＣ 
Ⅱ-１-（２）-② 

Ⅱ-１-（２）-③ 

 

糖鎖統合データベース開

発事業 

～糖鎖統合データベース

の構築と公開～ 

産総研の独自データベースと国内の研究グループが

作成した糖鎖に関するデータベースを統合し、糖鎖

科学統合データペース（ＪＣＧＧＤＢ）を構築・公開する

とともに、これをアジア糖鎖科学統合データベース

（ＡＣＧＧＤＢ）に発展させた。世界標準を日本が創り出

すための戦略において重要で、臨床活用及び産業育

成に寄与する。 

糖鎖医工学研究

ＲＣ 
Ⅱ-１-（３）-① 

Ⅱ-１-（３）-③ 

 

安全で健康な暮らしをデ

ザインするための生活機

能モデルの研究開発 

～子どもの製品安全～ 

エア遊具における骨折リスクを有限要素モデルによ

る生体力学シミュレーションで評価し、その安全運

用・安全設計のための提言を世界に先駆けて行った。

その後、これを受けてエア遊具の傷害疫学研究が行

われ、全世界的に注意喚起がなされるに至った。 

デジタルヒュー

マン工学ＲＣ 
Ⅱ-３-（１）-③ 
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（３） ｢Ⅲ 他国の追従を許さない先端的技術開発の推進｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

スピントロニクスの研究 

～スピントルク発振器の

開発～ 

垂直磁化発振層を用いたピラー型素子構造により、

高い発振出力とＱ値をもつ世界最高性能のスピント

ルク発振器を開発した。本発振器は、低ノイズ、高

速読み出し再生磁気ヘッドや高密度ストレージへの

応用が期待される。 

ナノスピントロ

ニクスＲＣ 
Ⅲ‐１‐（１）‐① 

 

スピントロニクスの研究 

～高速乱数発生器スピン

ダイスの開発～ 

スピントルク磁化反転の確率的な特性を利用した高

速乱数発生器スピンダイスを開発し、製品試作化ま

で進んでいる。本発生器は、ユーザーレベルで暗号

鍵を生成することを可能にするものであり、情報セ

キュリティ強化への貢献が期待される。 

ナノスピントロ

ニクスＲＣ 
Ⅲ‐１‐（１）‐① 

 

スマートアシスト技術の

研究開発 

～放射性ガレキの自動運

搬～ 

開発してきた３次元環境のための位置認識・障害物

発見手法を、東京電力福島第一原子力発電所におけ

る放射性ガレキの自動運搬システムにパッケージと

して提供した。同システムは２０１２年夏から無事故

で運用されており、廃炉に向けた作業に貢献してい

る。 

デジタルヒュー

マン工学ＲＣ 
Ⅲ‐３‐（３）-① 

 

 
（４） ｢Ⅳ イノベーションの実現を支える計測技術の開発、評価基盤の整備｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

＊）有機・生体関連ナノ物
質の状態計測技術の開発 

～バイオイメージング技

術の開発～ 

超伝導のイオン検出器による疾患の原因究明に関す

るタンパク質凝集の検出や、微小光学系による従来

の１/１００の試料での分子構造解析等の成果を挙げ

た。今後、民間の企業との連携を強化することによ

り、製品化されることが期待される。 

計測フロンティ

アＲＩ 

Ⅳ-１-（１）-① 

 

＊）ナノ材料プロセスにお

ける構造及び機能計測並

びにその統合的な解析技

術の開発 
～陽電子欠陥アナライザ、

軽元素Ｘ線吸収分光技術の

開発～ 

陽電子ビームの大気中への取出しに成功した点は大

きな進歩であり、ガスや湿度によって変化する有機

材料の分子間間隙の実環境測定を可能にする等の成

果を挙げた。また、過渡現象を解明する手段として

時間分解超高速分光計測技術の高度化を行い、色素

増感太陽電池の性能向上に寄与した。 

計測フロンティ

アＲＩ 

Ⅳ-１-（１）-② 

 

生産現場計測技術の開発 

～半導体プラズマプロセ

スにおける異常放電計測

技術の開発～ 

実際の生産ラインと同じエッチング条件を実現させ

た環境下で問題となる現象を再現させ、パーティク

ルや異常放電を計測する技術を開発し、民間企業に

ソリューションを提供した。 

生産計測技術ＲＣ

Ⅳ-１‐（３）‐① 

 

測定が困難な条件に適用
可能な力学計測技術の開
発 

～圧電体薄膜を用いた過

酷環境下での圧力振動計

測技術の開発～ 

圧電体としての窒化アルミ薄膜の開発を進め、プラ

ズマプロセスにおける放電センサー（振動センサー）

として、またエンジンの燃焼圧センサーとして実用

段階にまで発展させた。さらに、窒化アルミにスカ

ンジウムを添加することにより格段の性能向上を実

現し、単なる圧力センサーだけでなく、マイクロフ

ォンや高周波用フィルター等にも有用であることを

実証して企業への技術移転を行った。 

生産計測技術ＲＣ

Ⅳ-１‐（３）‐② 

 

＊評価委員意見交換等を踏まえて記載。 
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（５） ｢別表２ 地質の調査（地質情報の整備による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

＊）陸域・海域の地質調査
及び地球科学基本図の高
精度化 
～知的基盤の構築～ 

地質図整備計画について、平成２４年度及び２５年度

中に「八王子」「今庄・竹波」等５万分の１地質図７図

幅８区画、「日高舟状海盆海底地質図」等海洋地質図

６図を整備した。また、２０万分の１日本シームレス

地質図のベクトルデータを、ラスターデータのタイ

ルにして配信し、オンライン地図に重ねる表示を高

速にした。 

地質情報ＲＩ、地

圏資源環境ＲＩ、

活断層・地震ＲＣ 
１-（１）-①，②，③ 

＊）都市域及び沿岸域の地
質調査研究と地質情報及
び環境情報の整備 

都市域及び沿岸域の地質災害予測・産業立地・環境保

全の基盤情報に資するため、平成２４年度及び２５年

度中に「福岡沿岸域」海陸シームレス地質情報集及

び「関東平野中央部の地下地質情報とその応用」地

質情報集を整備した。また、「石狩低地帯南部沿岸域」

の海陸シームレス地質情報を取りまとめた。 

地質情報ＲＩ、地

圏資源環境ＲＩ、

活断層・地震ＲＣ 
１-（２） 

＊）土壌汚染評価技術の開
発 
 

土壌汚染対策の評価に必要な社会及び経済影響を評

価して、土壌汚染リスク評価マルチプルモデルを構

築した。また、土壌生物や生態系への影響を解析し

て生態モデルを作成した。 

地圏資源環境ＲＩ 
２-（１）-① 

＊）二酸化炭素地中貯留評
価技術の開発 
 

米国の実験サイトにおいて、重力、自然電位、微小

地震のベースラインモニタリングデータ取得に成功

し、２０１４年に開始される二酸化炭素圧入に伴うモ

ニタリングを開始した。 

地圏資源環境ＲＩ 
２-（１）-② 

＊）活断層評価及び災害予
測手法の高度化 

関東平野を東西に横断する深部反射法地震探査デー

タの再処理によって、 関東平野深部にリフティング

によって形成されたハーフグラーベン構造を抽出し

た。この結果は伏在する活断層の検証や地震動予測

の高度化に貢献する。 

活断層・地震ＲＣ 
３-（１）-① 

＊）海溝型地震及び巨大津
波の予測手法の高度化 

下北半島太平洋岸において１７世紀前後の津波堆積

物を発見した。これは１６１１年慶長地震や１７世紀の

千島海溝の連動型巨大地震に対比される可能性が高

く、また本地域では過去６０００年間で最も規模の大

きい津波の一つであることがわかった。 

活断層・地震ＲＣ 
３-（１）-② 

＊今年度は、本別表該当の研究ユニット評価は実施されていないため、評価委員意見交換等を

踏まえて記載。 
 
（６） ｢別表３ 計量の標準（計量標準の設定・供給による産業技術基盤、社会安全基盤の確保）｣ 

テーマ名 概   要 研究ユニット名

＊）グリーン・イノベーション
を支える計量標準 
～省エネルギー技術の開発
と利用に資する計量標準～

照明用ＬＥＤの評価に必要な新たな標準（高強度ＬＥＤ

全光束標準、分光全放射束標準）を確立し、併せて

ＬＥＤ照明の測定・試験等に役立つ評価技術を開発す

る等、グリーン・イノベーションを支える計量標準の開発

において成果を挙げた。 

計測標準ＲＩ 
１-（１）-② 

 

＊）次世代計量標準の開発
～３Ｄ標準：産業用Ｘ線ＣＴ
装置の開発と工業標準の整
備～ 

内部の構造を高精度に測定する産業用のＸ線ＣＴ装置

を用いた精密計測技術の実用化を図り、今後発展が期

待される３次元プリンターの性能評価技術への適用を

目指し、研究を進展させている。 

計測標準ＲＩ 
４-（１）-① 

＊今年度は、本別表該当の研究ユニット評価は実施されていないため、評価委員意見交換等

を踏まえて記載。 
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第５章 評価結果の分析 

 

本章では評価委員から得られた評価コメント及び評点等の主な内容や傾向等の分析を行う。 

第２章で示した研究ユニット評価システムに従って、外部評価委員と内部評価委員により、４

つの評価項目について、文書による評価コメントと評点が提出される。評価コメントは別紙１１

に示す評価用紙の「評価できる点」、「問題点・改善すべき点」、「今後の方向性と助言」の３つの記

入欄に記述されたものである。 
５‐１では、事例紹介として「イノベーション推進への取り組み」の詳細な内容について紹介す

る。５‐２では、評価項目毎に、コメントの概要及び内容の構成について整理し、全体的な傾向や

主な内容について紹介する。５‐３では評点の分析結果をまとめる。５‐４では前回の評価結果等で

受けた指摘事項に対する研究ユニットの対応状況について、評価資料に研究ユニットが記載した

内容の整理を行う。５‐５では評価用紙のその他の意見の「評価システムについて等」の記入欄に

記載された外部評価委員からのコメントについて取りまとめている。 
 

５‐１ 事例紹介 
 

研究ユニットにおける「イノベーション推進への取り組み」の事例として、高い評価を受けた

「先進パワーエレクトロニクス研究センター」における取り組みを紹介する。 
 

１） イノベーション推進への取り組みについての考え方・目標 

本研究ユニットのミッションは、電力エネルギーにおける省エネルギー技術、及び新エネル

ギー技術導入のための高効率電力変換技術等、電力エネルギー制御・有効利用のための新規半

導体エレクトロニクス、即ちＳｉＣ、ＧａＮ等のワイドギャップ半導体によるパワースイッチング

素子／電力変換器の実証と確立を目的とし、そのための基盤技術開発を行うとともに、本研究

ユニットのコア技術を生かして我が国の関連技術開発のイノベーションハブとして機能する

ことを目指すことである。特に、ＳｉＣ半導体の電力エネルギー制御への活用を中心課題に据え、

エネルギーエレクトロニクスへの展開を図っている。図５‐１‐１にワイドギャップ半導体を活用

したパワーエレクトロニクスに関する技術ロードマップを示した。 

技術階層として、ウェハ階層、デバイス階層、回路・モジュール･機器階層、システム階層に

分かれ、実用化開発のフローとして、第１世代から第３世代に渡る三つの技術開発フローを想定

している。第１世代は、ウェハ階層としては市場化レベルにある昇華法４インチＳｉＣウェハを

ベースに、民生汎用品として市場規模が最も大きいとされるモータドライブ用インバータやＩＴ

電源のための１ｋＶ級デバイスを中心に据えたものである。現状、このフローにおいては、デバ

イスの優位性が実証されて各種応用機器での実用化開発が進みつつある。つくばパワーエレク

トロニクスコンステレーション（ＴＰＥＣ）をベースにして、ＳｉＣデバイスチップを量産レベルで

実証し、外部への供給が可能となった。このため、ウェハに対して新たに低コスト化や供給安

定性が求められるようになり、技術開発としては再度ウェハ階層に立ち戻って第２世代の技術

開発フローが成立した。このフローでは、応用先としてインフラとしての色彩が強い重電や交

通輸送分野が想定され、デバイス階層には、高耐圧化、高信頼化、高温動作や高機能化が求め

られている。さらに、より先進的な技術開発フローである第３世代では、ウェハ階層にはより

高品質化／低コスト化が期待される非昇華法の新たな結晶成長技術、デバイス階層にはバイ

ポーラ動作による１０ｋＶ以上の超高耐圧デバイスが位置付けられ、機器応用先として系統イン

フラ、或いはスマートグリッド等が想定される。先進パワーエレクトロニクスに必要な技術課

題をこの技術ロードマップの中に記載した。 

イノベーション推進への取り組みについては、我が国における産業技術開発のネットワーク

拠点、オープンイノベーション拠点として構築されてきたつくばイノベーションアリーナ

（ＴＩＡ-ｎａｎｏ）「パワーエレクトロニクス」コア領域をプラットフォームとし、技術研究組合等

を活用した国プロ、企業との資金／人材提供型共同研究等で研究テーマを設定する。それらの
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成果を技術移転やコンソーシアム設立を通して産業人材育成、産業技術実用化につなげる。 
  

２） 具体的な取り組み 

本研究ユニットでの「イノベーション推進への取り組み」に関して、具体的な取組みを以下

に示す。 
 

① 複数の産学官連携大型国プロ牽引による次世代パワーエレクトロニクス革新の推進 

新規半導体を用いた次世代パワーエレクトロニクス革新を推進するため、行政サイドとも

連携しながら、次の大型国プロの中核拠点として活動している。（１）ＮＥＤＯ：次世代パワーエ

レクトロニクス技術開発、（２）経済産業省／ＮＥＤＯ：新材料パワー半導体プロジェクト、（３）

内閣府／ＪＳＰＳ：最先端研究開発支援プログラム。（１）は産総研と組合の共同研究方式、（２）は

産総研が組合に加盟する技術研究組合方式であるが、組合設立に大きく関与するとともに、

組合の研究組織／人員を産総研つくばセンター内に受入れ、組合と連携しながら技術開発を

進めている。大型プロジェクト間の情報交換、連携として、ウェハ情報の共有や基礎的共通

テーマ（ＳｉＣ酸化膜の本質追究等）における共同作業を実施している。 

 

② 産業界との大型共同研究によるＳｉＣパワーエレクトロニクス実用化促進 

ＳｉＣ半導体によるパワーエレクトロニクスの実用化を促進するため、つくばパワーエレクト

ロニクスコンステレーション（ＴＰＥＣ）に代表されるように、企業との大型共同研究をベースに

して、ＳｉＣデバイスチップを量産レベルで実証し、外部に供給。また、応用技術としても、実

用レベル電力変換器をＳｉＣデバイスチップを用いて実証した。 
 

③ 技術的将来ビジョン構築を含む学会活動の牽引、並びに産業界との連携による政策提言への

貢献 

新規半導体によるパワーエレクトロニクス革新の潮流形成に向け、応用物理学会の関連研

図５‐１‐１ 先進パワーエレクトロニクス技術ロードマップ 
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究会や日本学術振興委員会において主導的役割を担うとともに、応用物理学会アカデミック

ロードマップに「ワイドギャップ半導体エレクトロニクス」が設定された。また、日本開催

のＩｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ｏｎ Ｓｉｌｉｃｏｎ Ｃａｒｂｉｄｅ ａｎｄ Ｒｅｌａｔｅｄ Ｍａｔｅｒｉａｌｓを主導し成功

に導いた。さらに、経団連等の産業界の産業競争力強化活動に協力し、政策提言の取りまと

めに寄与している。次期国プロに関連して、経団連産業競争力懇談会の２０１１年度提言「半導

体戦略プロジェクト」、ＳｉＣアライアンス勉強会「グリーンパワエレシステム開発」でコアメ

ンバーとして活動している。 

 

④ 産学連携としてのＴＩＡ-ｎａｎｏパワーエレクトロニクス拠点の構築 

技術開発成果の企業による実用化開発、ビジネスモデル構築に資するため、ＴＩＡ-ｎａｎｏパ

ワーエレクトロニクス拠点をベースにしたＴＰＥＣのスキームを制度面整備も含めて構築した。

低損失ＳｉＣデバイスの性能向上とそれらを用いた高性能電力変換器開発、適用分野開拓を進め

ている。産総研における装置提供型、人材移籍型の共同研究の先駆けとなり、平成２５年度第

１１回産学官連携功労者表彰経団連会長賞を受賞した。 

 

⑤ 人材育成の場としてのＴＩＡ-ｎａｎｏパワーエレクトロニクス拠点の構築 

ＴＩＡ-ｎａｎｏでは、当該技術領域における人材育成も目指し、大学関係者も含めたＷＧでその

方策の検討を進めてきた。ＴＩＡ-ｎａｎｏパワーエレクトロニクス領域やＴＰＥＣの協力のもと、筑

波大学数理物質科学研究系に３講座からなるパワーエレクトロニクスコースを平成２５年４月

に新設（２企業寄付講座、連携大学院講座）した（図５‐１‐２参照）。また、全国の大学院生／

若手研究者を対象としたサマースクール、ＯＪＴ、インターンシップ等を実施し、平成２５年度

サマースクールには全国から１５０名規模の参加を得た。 

 
図５‐１‐２ ＴＩＡパワエレ連携・寄附講座の概要 

 

 

企業人材（筑波大特任教授） 
が学生を指導 

筑波大 
（寄附講座の受け皿） 

TIAパワエレ連携・寄附講座 

単位、学位の付与 
（修士・博士） 

教員派遣 
全国の大学 

との連携 
学生、及び社会人
学生が常駐し研究
活動を実施 

学生の指導に関して 
密接に連携 

パワエレ連携・寄附講座（H25/4開講） 

パワエレ寄附講座 

回路・計測 パワーデバイス 基礎・応用 

パワエレ連携講座 

委託研究 
（資金・研究課題の提供） 

学生インター
ンシップ 

教員２名 教員２名 教員3名 

産総研TIA連携棟 
(H25/４竣工）を活用 
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３） 評価コメント 

本研究ユニットに対する評価委員からの代表的コメントを以下に示す。 

 

○ 評価できる点 

・ 複数の大型国プロや国内有力企業との多数の共同研究を実施して、産学官の強力な共同研究網

を構築し、我が国のこの分野でのリーダーシップを取ってイノベーション推進に大きく貢献し

ている。 

・ 本格的に動き始めたＴＩＡ-ｎａｎｏプラットフォームや企業との共同研究コンソーシアムＴＰＥＣは、

研究開発を外部へ活かすために異なるレベルでの産学連携を取るイノベーションハブの形成で

あり、非常に有意義である。参加機関が増えてハブ機能が高まっていることは高く評価される。 

・ 技術研究組合・大学と一体的な研究開発を進めるとともに、イノベーションオープンハブとし

て他に類を見ない先進的な取り組みを進めている。 

・ ＴＰＥＣ事業の中での学生の指導やＴＩＡ拠点におけるサマースクールの実施等、人材育成に関し

ても積極的な役割を果たしている。学界活動にも力を入れている。 

・ 様々な組織の重層的な活用により、研究成果をいち早く産業界へ伝達する仕組みが適切な手法

で運用されている。研究成果を外に向けて発信する努力は高く評価できる。 

 

● 問題点・改善すべき点 

・ 専門家だけではなく、もっと需要家やメーカー企業に理解させるために、広報／ＰＲ等のしく

みを考えてはどうか。一般向けの情報発信も比較的手薄で、再生可能エネルギー技術ほどには

浸透していない。 

・ 国外の同様のハブ拠点に対する国際展開があまり見られない。 

・ ＴＩＡサマースクールでは、もう少し実験的なことができる仕組みを作り、企業へ就職した場合、

ＳｉＣ適用のノウハウを持った技術者の増加を目指してはどうか。 

 

△ 今後の方向性と助言 

・ 産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての立場をさらに発揮して頂きたい。国内

の英知を集め、そこから企業・本研究センター・大学等の研究機関が研究開発すべき方向と目標

を明示して行くことが望まれる。 

・ オープンイノベーションのコンセプトを民間主導に発展させたＴＰＥＣは今後の飛躍が期待さ

れる。 

・ ＳｉＣを使うことにより、今までに無かった「もの」・「機能」・「性能」が発揮される部分が見え

てくるような方策が望まれる。 

・ 世界的にも引けを取らない一大研究拠点として、今後はまさに真のイノベーションを生み出す

ことが求められよう。早期に産総研発の画期的な技術が社会に広く受け入れられることが期待

される。 

・ 我が国を代表する研究拠点として国際展開戦略も進めて行くことが望まれる。 

・ 第２世代、第３世代のＳｉＣパワーエレクトロニクスでは海外で導入が先行する可能性もあり、海

外機関との連携や国際標準化の議論を進める必要がある。国際半導体技術ロードマップのよう

に技術要素に対応したロードマップを作成し、その見直しを定期的に行う仕組みを作ることが

期待される。これにより企業の開発意欲を喚起し、技術と市場投入が世界に先行すればデファ

クトスタンダード化も期待される。 
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５‐２ 評価コメントの分析 
 

評価項目毎に、評価コメントの概要及び内容の構成について整理し、全体的な傾向や主な指摘内容

について紹介する。 

各項目の前にある記号については、○は「評価できる点」、●は「問題点・改善すべき点」、△は「今

後の方向性と助言」についての評価コメントを示す。 

 

５‐２‐１ 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの評価コメント 

 
（１）評価コメントの概要及び内容の構成 

 

ここでは、本評価項目の「研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目

標の達成及び中長期的な展開等の妥当性」に対する評価のコメントの内容をまとめる。 

評価事項として、１）中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標期間の初

めの時期及び新設研究ユニットの初期は計画を対象にし、その後進捗を含める）、２）中長期的視

点からの研究ユニットの目標（方針）、３）内外との連携及び国内外における優位性・特徴、４）研

究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開、等を示している。 

 

本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐１のとおりである。「評価できる点」につ

いては、外部評価委員１００％及び内部評価委員１００％と、全委員が評価コメントを記入している。

「問題点・改善すべき点」では外部評価委員８７％及び内部評価委員９１％と高い記入率であり、「今

後の方向性と助言」については、全委員が評価コメントを記入している。 

 

研究ユニットの計画には研究ユニットの種類（研究部門、研究センター）が大きな要素として

かかわるが、本年は研究センターが評価対象であり、その評価コメントについての分析である。 

「評価できる点」では、評価事項１）中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗と２）中

長期的視点からの研究ユニットの目標（方針）についてのコメントは、第３期に入って、より社会の

要請に基づく目標・計画になっていることや、国際的にも重要な課題へのチャレンジ、第２期から

継続して第３期においても力点を置いている「アウトカム創出」を意識した出口指向の計画にな

っている点を評価する内容が特徴である。３）の連携に関する事項でも、実証研究を通して具体的

な事業化への道筋等、出口を意識した産業界との連携が充実してきているとのコメントが多い。

４）のユニット戦略課題の相互関係等の事項については、全体の計画に基づいた役割分担、実用化

を意識した技術融合等、課題設定・位置付けが明確であるとの指摘がある。 

 

「問題点・改善すべき点」では、目標や計画の内容がやや曖昧で具体性や分かり易さに欠ける

ことがあげられている。目に見える成果がもとめられる中、現実的なロードマップの見直しが必

要、限られた人員、予算、研究センター等時限組織では、アウトカムにつながる研究を示す必要

がある等が挙げられている。優位性についてはベンチマーキングやマイルストーンが不十分との

指摘があり、ユニット戦略課題の相互関係と展開に関しては、課題間の関連性が不明確であるこ

とや、全体計画での位置付けが見え難くなっているとの指摘がある。また、これらに加え研究内

容の絞り込み（選択と集中）や、終了後の展望を提示する必要性の指摘等がある。 

 

「今後の方向性と助言」では「問題点・改善すべき点」の指摘について、研究計画、ロードマッ

プのより戦略的な策定への助言がある。研究センターでは、実用化、センター設置期限をにらん

でのより具体的な目標・計画の見直し等の指摘もある。社会情勢を反映した柔軟なスケジュール

変更や目標の再設定を検討すべきとの指摘もある。ユニット戦略課題の関係や、産総研内外との

連携（異分野融合）に関しても、より戦略的に体制を構築すべきとの指摘がある。さらにユニッ

ト戦略課題や研究内容について、取り組んでいる中身が幅広いため、ロードマップからマイルス

トーン、中間点でのアウトカム等が見えにくい等、選択と集中を意識した方向性やメリハリをつ
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けた進捗管理等へのコメントも見受けられる。 

 

以下に、評価事項に概ね沿って、コメントの主な指摘例について示す。一つのコメントに複数

の項目が記載されているものについては、項目の比重が大きい項目欄に掲載した。 
 

表５‐２‐１ 研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの評価記入区分と記入率 

評価記入欄 委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  ５５  １００．０ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  ４８  ８７．３ 

内部評価委員  ２０  ９０．９ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  ５５  １００．０ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

 
（２）「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ 計画・進捗、中長期的目標の妥当性 
（社会的要請、政策貢献への取り組み） 

・ 社会的なニーズに対応した多岐にわたる課題に対して業界と密に連携して対応している。特に、産総研

の中立性と政府機関としての独自色を活かした規格化・標準化への取組みと国際機関・研究所並びに東ア

ジア諸国の政府系研究機関等とのグローバルネットワークの構築を行った点は高く評価できる。 

・ 産業に関する課題取り組みや、独自技術を高度化して測定が困難な条件に適用可能な力学計測技術、さ

らに、バイオ、化学、素材関連産業に向けた微量、迅速、精密科学計測技術開発等のテーマ選択も、地

域の特色を踏まえた適切なものと評価できる。 

・ 事業開発・産業強化につながる視点での技術開発を目指す方針は、大学では困難な分野への挑戦であり、

評価できる。 

・ 「産業」にこだわらず、「社会」とか「生活」という新しい２１世紀型のキーワードが見えてきているの

は好ましい。 

・ 生活者のベネフィットを実現するために製品やサービス群を用いる戦略は、大学や企業ではできないよ

うなものであり、評価できる。 

 

（適切な計画立案） 

・ これまで開発してきたソフトウェア・データベース群の統合による情報基盤の開発等を目標にかかげ、

それらの目標を着実に達成してきている。 

・ 従来の化学産業での「重厚長大」型設備の考え方から、有害物質排出の削減やエネルギー消費削減をね

らいつつ、「適量・適時・多品種」が可能な製造技術革新を図って行くとの基本方針や目標は共感できる。 

・ 基礎から応用に至る多様な研究テーマを包括した意欲的なシナリオ・ロードマップが立てられており、

実用化に近い研究から基礎研究までロードマップに沿った着実な研究開発が進められている。 

・ 中期（第２種基礎研究、アウトカム創出、将来の製品化）、長期(第１種基礎研究、次世代の基礎・基盤)

の目標がバランス良く設定されている。 

・ ２つの戦略課題の内容が適切に設定され、それらの個々の目標達成に向けた展開や、連携もうまくなされてい

る。実証試験の進展等アウトカムに向けた成果も見られ、順調に進捗していると思われる。 

 

（産総研中期計画との位置付け） 

・ 国際的にも重要な課題に対して、産総研が積極的にチャレンジしている。研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップは、第４期科学技術基本計画に記載されている日本の政策にも合致しており、極めて期待さ

れる技術開発分野である。 

・ 民間企業的なマインドで「選択」、「集中」、「連携」を常に心掛けて、「勝てる」研究開発を進めるとい

うスタンスは非常に良い。 

・ 新材料・新物理の開拓をコアコンピタンスとし、世界をリードする薄膜・素子技術を駆使して目標を過達、
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挑戦的計画の中間地点を折り返しており、進捗状況としては申し分ない。 

 

○ 内外との連携や優位性・特徴 
（産業界へ橋渡し産業競争力の向上） 

・ 開発したソフトウェアは関連する企業における活用が期待され、産業育成の観点から有益である。 

・ 基盤的な研究ではあるが、アッセイデバイス、アッセイシステム、医療機器開発等にかかわる本研究セ

ンターの研究成果は産業への高い波及効果が期待される。 

・ 幅広い業態の企業と数多くの共同研究を行い、顧客価値を重視することで商品化の成功事例を出してい

ることは評価。 

・ プロセスからデバイス、システムまでを一貫して研究開発することは、日本の産業の国際競争力を高め

るという視点からも重要。 

・ マイスター制度やオープンイノベーションハブ機能の強化等を通じてソリュ－ション型研究を優れた

形で進めており、製品化、生産現場への投入、標準化への取り組み等目標を超えて成功している。 

 

（独創的で高い研究水準） 

・ 中期計画に基づいて基礎から実用化までをシームレスに研究開発が展開されており、薬事申請やデータ

ベースの構築等が推進されている。また、研究開発中の他のバイオマーカーに関しても薬事申請を含め

た臨床導入が想定される点は評価に値する。 

・ 本研究センターの果す役割は大きい。試作品に２年前と比して進展があったこと、フランスのＭＩＮＡＴＥＣ、

ベルギーのＩＭＥＣ、米国のＡｌｂａｎｙ等、海外の同様な研究機関との差別化も考えられていること、人材育成

の場が提供されていることを評価。 

 

（幅広い連携） 

・ 国際機関・研究所並びに東アジア諸国の政府系研究機関等とのグローバルネットワークの構築を行った

点は高く評価できる。 

・ フォーラムやコンソーシアムを立ち上げて、国内外の関連機関や企業等とネットワークを形成し、その中核的拠

点として産業及び科学の発展に貢献した。 

・ 二枚看板に、産学官連携にも力を注ぎ、多くの共同研究で成果を地域に還元する努力を払うとともに、

地域のハブとして機能しつつある。 

・ 国プロでのリーダー的な取り組み、国内の多数の有力企業と協力しての取り組みは、我が国のこの分野

における世界での優位性の確保に大きく貢献している。 

・ 民間企業や産総研内の他グループとの連携ができている。実証研究を通して、事業化への道筋がより具

体的に見えてきた。 

 

○ ユニット戦略課題の相互関係 
（適切な課題分類、綿密な連携） 

・ ＰＤＭＡ申請を行い、ロードマップ上の成果は明快である。また、他のマーカーについては、ＰＤＭＡ申請

までの道筋が見えてきており、成果が挙がっている。データベースについては、長年の継続と蓄積とい

う産総研の強みが活かされていて、成果を挙げている。 

・ 時代のニーズに合ったコンセプトは明確であり、実用化を意識したポートフォリオで研究テーマを選択

し、技術融合によって産業における環境負荷低減のアウトカムを目指している。 

・ 研究ユニット設置時に設定した研究課題を継承しながらも、国内外の状況変化に合わせて重点をシフト

させて新たな課題を盛り込むことによって柔軟な運営を図っている。 

・ 生産現場で発生する多様な計測課題に対して、産総研内外の技術を集約・高度化し、その成果をソリュー

ションとして生産現場にオンタイムに供給することを心掛けている。 

 

（産総研中期目標を踏まえた課題設定） 

・ 研究ユニットの各戦略課題は相互にバランスよく設定されており、課題間の連携もうまく行っている。

国内外の主要な研究機関とも連携しており研究拠点としての優位性を示している。 

・ 前組織と比べて守備範囲は格段に広くなったが、実施しない研究等を明示し、所内外との連携を拡大し

ている。三つの戦略課題の切り分け、ロードマップ、重み付け、資源配分等も適切と言える。 
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（３）「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

● 今後の展開（計画・進捗、中期的目標の妥当性） 
（社会情勢の変化への対応） 

・ シーズとしてのコア技術から提案しようとしている。産業ニーズの大きさや競合技術との比較等、外部

状況もしっかり踏まえて強い提案に仕上げることが期待される。 

・ 扱うデータの増加スピードが予想を超える速さである点から、現状の方針で今後の数年間ですら対応で

きるのかどうかの危惧を持つ。 

 

（アウトカムの具体化、継続的な産業化への意識） 

・ 国内では先導リーダーであるが、欧米やアジアに対する国際戦略が見えない。本研究センターの研究開

発の現状を示すためには、外国機関を対象とした具体的なベンチマーキングを行うことが重要である。 

・ 現在は基盤技術であるから問題ないとは言え、今後実用化を考えた場合、コスト面における優位性がま

だ見えてこない。石油の供給が断たれる可能性だけでは、コストに対しての説得力が弱い。 

・ これまでに得た知的財産について、産総研としての活かし方、実施許諾と実施料等、長期的視点で議論

が必要である。 

・ アウトカムを具体化させるために、安全性の確保やリスク管理等に関するレギュラトリーサイエンスも

加味する必要がある。 

・ 当初、定量的な出口目標が設定されていなかったことは問題。今の時点で目標を具体化する必要がある。

新しい方向性が見えてきているので、スタート時の議論にこだわることはない。 

・ 初期に設定したアウトカムにこだわらず、様々な用途提案ができるような仕組みがあると良い。 

・ 産業界との連携において、研究設備の利用、研究成果の事業化の見通しを十分考慮する必要がある。 

 

（選択と集中） 

・ ニーズ対応のため、過多な課題に同時並行的に取り組んでいることから、研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップと個別の研究課題での取り組みとの関連性・整合性が理解困難。 

・ 設置期間の中間時点において、ロードマップに技術の見極め（あるいは絞り込み）が記載されているの

は良い。しかし、現状ではまだ絞り込まれておらず、今後の具体的な作業に期待することになる。 

 

● 内外連携、ベンチマーク、優位性 
（企業との役割分担） 

・ 地域産業との連携も重要であるが，社会へのインパクトを考えると、大手企業とも関係を持つ方が良い。 

・ 創薬の産業育成に貢献できる部分を見据えて研究開発を推進することが望まれる。その意味では製薬産

業との連携内容を明確にする必要がある。 

・ 産総研として取り組む必要性及び位置付けが必ずしも明確とは言えない。短期的及び中長期的視点から、

将来の可能性及び期待される新技術をレビュー・俯瞰し、その上でテーマ設定の根拠・考え方を明示する

必要があると考える。 

 

（研究進展のためのリーダーシップ） 

・ 産業への貢献のためには事業化を目指した展開がぜひ必要である。そのためには事業化への目利き人材

やビジネスモデルにも精通した人材の育成にも取り組むことが望まれる。 

・ 国の研究所として、現場技術の対応で磨いたソリューション技術の普遍化を常に心掛けることが望まれ

る。 

・ 企業との共同研究が増えているが、研究ユニットとしては個別的な共同研究の集合にとどまらず、技術

の大きな流れを示すことも必要ではないだろうか。 

 

（具体的説明の工夫） 

・ 「適量・適時・多品種」型製造方法では、一般的には製造コストの上昇が予想される。投入エネルギー等

を勘案すると必ずしもそうではないとするならば、数量的に評価する方法の提示が必要である。 

・ 温室効果ガスの排出量削減と資源・エネルギーの安定供給による持続可能な低炭素社会の実現という大

目標に対し、より具体的な数値的目標（将来どこで何をどの程度の規模で行うか等）を示すことが期待

される。 

・ 当該研究センターの優位性、特徴が他の研究機関と比べ、どのような点がどのように優位なのかを分か
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り易く示すことが望まれる。開発したソフトウェア等は他のソフトウェア等との差別化を図り、優位性

を示すことが望まれる。国内外における優位性という点で若干見劣りする。 

・ 成果が産総研全体の中でどう反映されるのかが明確でない。また、成果のＰＲが必要。 

・ 研究ユニット全体のミッションと重点課題、全体計画は示されているが、いつまでに何をやるかといっ

た具体的な目標が示されていない。 

 

● 課題間、研究グループ間の関係 
（課題設定、人員配置の見直し） 

・ 多岐にわたる応用システムに対応できる基盤技術にフォーカスして研究開発を進めるのは当然である

が、システムに近づくほど、中心になる技術課題をより具体化して行くことが望まれる。 

・ 国内活用型、東南アジアからの開発輸入型の双方を志向している点は良いが、個々の戦略課題設定にお

いて、資源活用シナリオ（実用化時の想定システム）に統一性が見られない。 

 

（各課題の関連、研究ユニット全体との関連の整理） 

・ 開発対象及び研究テーマについて、産総研として取り組む必要性及び位置付け、企業との分担が不明確

なので、短期的及び中長期的視点から将来の可能性及び期待される新技術をレビュー・俯瞰し、その上で

テーマ設定の根拠・考え方を明示する必要がある。 

・ 高度化の要素技術の研究は幅広く多数行われているが、それらが統合されておらず、技術シーズ主導の

計画との懸念。 

 

 

（４）「今後の方向性と助言」における主な指摘内容 

△ 計画の見直し 
（柔軟な着想による新たな展開、目標の精細化） 

・ 将来にわたって使える技術の確保に期待。 

・ コスト上昇を伴わない「適量・適時・多品種」型製造方法は大変難しいのではないか。ただし、コストが高くなっ

ても、それに見合う製品が製造できれば良いので、対象とするものを明確にして進める必要がある。 

・ 顕著な成果があがっているので、現在の方針を堅持して引き続き着実な進展が期待される。シナリオ・ロード

マップについては内外の動静をよく見据えて柔軟に見直して行く必要がある。 

・ 産総研としての特長、長期的・挑戦的な課題、ブレークスルーにつながる科学的・技術的成果の期待がやや薄

い。従来の知見にとらわれない方法論、プロセス、成果が期待できる柔軟な研究領域の一定割合の確保、他研

究機関との共同研究の可能性も今後検討する必要がある。極めてハードルが高くても、科学的・技術的にチャ

レンジする価値のあるテーマも検討項目として加え、当該分野のトップを目指す必要がある。 

・ アプローチの有効性は十分に示されているので、今後は産業的な有効性（規模感）を十分に発揮する方向に

進むことが期待される。 

 

（具体的なマイルストーン設定、整合性のあるビジョン） 

・ 技術の確立が日本として重要であり、産総研のような国の研究機関で継続すべき課題。 

・ 競合先の技術開発動向の正しい把握に努め、同一評価基準での適正な自己評価の上で、具体的に「勝つ」イ

メージを規定して、本研究センターとしての研究開発の取り組み方針・全体戦略を早期に立てることが望まれ

る。 

・ 定性的で良いが、プロジェクト開始からミッション完了までの地図を書いて、達成状況を明示する必要がある。 

・ 本研究ユニットが生み出したものをこの先どう育てて行くべきか、今後の計画をたてる時期に達しており、企業、

団体、自治体等と良く議論し、立案する必要がある。 

 

（選択と集中） 

・ 中長期視点に立てば、戦略課題とそこに含まれる様々なテーマを再度見直し、産総研の強み・独自性が活か

せる分野に力点を置いた産総研独自の全体戦略とアウトカムを設定し、具体的な目標をなるべく定量的に定め、

継続、改廃等メリハリをつけた進捗管理が必要。 

・ 「選択と集中」により他研究部門に集中化した研究等については、連携をより強化し、研究全体のビジョン策定、

全体評価等にも留意が望まれる。 

・ 実用化に近いレベルの研究と、新しい研究が並列的に進んでおり、方向性が必ずしも明確になっていない。今

後は、コンセプトを明確にした骨太の基本計画の中で、新しい研究課題の位置付けを明確にするとともに、研究
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テーマの優先度に応じた資源配分を行うことにより研究を加速させることも必要である。 

・ 課題の選定や成果の質、顧客満足度等の評価にとどまらずに、成果が不十分だった場合の要因分析等、ソリ

ューション提供型の体系的な評価を「形式知」としてまとめることが期待される。 

 

△ 内外連携、優位性・特徴 
（産業界への効率的な働きかけ） 

・ 具体的なアウトカムとして「物」（製品）を考えた場合、どこまでを研究ユニットで、どこからを企業の役割とする

のかが微妙なケースも多い。その境界線と理由を可能な限り説明できるようにしておく必要がある。 

・ 性能／価格比での勝ち残りが可能な分野を早急に開拓する必要がある。これまで応用されていない、極限的

な環境での利用も視野に入れた探索が必要である。 

・ 研究設備は国内外を見てもよく整備されている。この設備を国内研究者や企業が利用できるような体制・方法

も検討が必要である。 

・ 本研究ユニットのプロジェクトの出口には、医療への適用という課題がある。このために医療機関との連携の

窓口を作り、更に医薬品・医療機器産業との連携の窓口を整備することも必要である。 

・ ビッグデータ時代にマッチした科学と技術の開発方針を考え、実行に移せることが期待される。 

・ 産学官連携やコンソーシアムの活用等を含めた総合戦略が重要である。一翼を担いつつ、次世代の先端研究

分野をリードすることを期待する。 

・ 高集積、大面積化に必要なシーズとしての基盤技術の開発にも更に注力し、技術の体系化を視点に入れて進

めると、この研究センターの取り組みの意義がより浸透するであろう。 

 

（国際的優位性、波及効果の明確化） 

・ 国際規格・標準化では、長期にわたって継続可能な実施・支援体制を確立することが必要であり、他機関では

できないことであり、リーダーシップを含めて産総研に期待大。 

・ 海外の研究機関との連携を更に進めることが望まれる。アジアに加えて、先行する欧州諸国の取り組みは、き

わめて有益な知見を与えてくれる。 

・ 利用する立場、例えばデータマイニング等情報工学の分野との協働を進め、日本がビッグデータの時代

のトップランナーとなることを目指すことが期待される。 

・ 「世界の拠点」としての活動を内外にアピールすることが重要。例えば、分野を先導するような国際シンポジウ

ムを継続的に行う、等が考えられる。 

 

△ 課題間、研究グループ間、研究ユニット間の関係 
・ 本研究ユニットが地域にあることを常に念頭に置き、つくばセンターの組織との役割の違いを明確にし

続けることが本研究ユニットのスタンディングポイントをアピールする上で非常に重要。 

・ 特定の応用に偏ることなく、幅広い応用の可能性をもたせ、外部の研究者と密接に連携しながら、基盤

となる技術開発を推進する研究センターとしての位置付けが望まれる。 

・ 産総研内で積極的に分野融合研究を提案する等、対外的に強みのあるシナリオを構築し、その上で多様

な応用展開を図ると良い。 

・ 本部と地域センターの技術の相互乗り入れ及びシステム化対応等の評価も必要と思われる。 
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５‐２‐２ ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプットの評価コメント 

 
（１）評価コメントの概要及び内容の構成 

 

 本評価項目は、研究ユニットにおけるユニット戦略課題毎に、中期計画における目標、アウト

カムとその実現に向けたロードマップの妥当性、及び世界水準を基準としたその質の高さを含め

たアウトプットのアウトカム実現への寄与について評価を行うものである。 

本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐２のとおりである。「評価できる点」につ

いては、外部評価委員及び内部評価委員ともに、全員が評価コメントを記入している。「問題点・

改善すべき点」、「今後の方向性と助言」についても８割以上の記入率であり、ほぼどちらかの区

分にコメントが記入されている。 

 

ロードマップの評価事項としては、①アウトカムの的確性、②アウトカムへの道筋（研究開発

の内容やアウトカム実現へ向けた連携等の方策）及びマイルストーンの設定の妥当性、③必要な

技術要素の把握の妥当性及び、④他機関との優位性等の比較（ベンチマーク）の妥当性があり、

アウトプットに関する評価事項としては、①アウトカム実現への寄与、②世界水準を基準とした

質及び、③これまでのロードマップに示されていない顕著な成果等である。 

 

ロードマップの評価事項における、「評価できる点」では、ロードマップは、明確なアウトカ

ムの設定に基づいて策定されているものであることから、どのような社会貢献をするかといった

成果物（アウトプット）による効果を分かり易く表現・説明することが求められている。全体と

してアウトカム実現に向けてロードマップに沿った開発計画（積極的な連携、製品化、技術移転

等）がなされていることが評価されている。また、政策的目標にかかわるアウトカムに関しては、

公的研究機関に対する期待を含め肯定的に評価されている。 

 

「問題点・改善すべき点」としては、研究開発の意義は社会的重要性から吟味することが必要

であり、説明不足（分かり難い）、具体性のないアウトカムやアウトプットの設定の場合には、

その目標達成に向かう課題設定（実現に向けたステップ）が曖昧となり、アウトカムに対するマ

イルストーンとの関係も不明確になっているとの指摘がある。また、時間軸を考慮し、経済性（コ

スト、費用対効果）や実現可能性の高い具体性のあるマイルストーン及びベンチマーク（独自開

発した個別技術と従来技術との性能比較、優位性と位置付け等）の見直し、研究の進捗状況や社

会情勢を反映したロードマップの適宜見直し（前倒し）も必要であるとの指摘がある。 

 

「今後の方向性と助言」では、アウトカムの実現に向けて取り組む研究開発課題とそれにかか

わるマイルストーンや要素技術は密接に関係しており、それらの一体的な設定等を評価する反面、

実用化等の視点から課題の絞込みも必要との指摘も見受けられる。 

また、研究開発課題の展開における実証等の必要性、課題間連携等の関係強化による研究促進、

産総研内外機関との連携体制構築、実現のための産業界との連携（橋渡し）とその推進（オープ

ンイノベーションハブ機能の活用）の必要性の指摘が多い。 

 

アウトプットに関する評価事項では、「評価できる点」としては、研究開発成果の社会還元と

して、外部機関への技術移転（民間企業との共同研究）、研究支援事業等アウトカム実現へつな

がりつつあることが肯定的に評価されている。成果の世界水準との比較において、卓越した研究

成果は高く評価されている。 

 

一方、「問題点・改善すべき点」としては、インプット（予算・研究者規模）とアウトプットと

のバランスから研究成果の発信量の不足（協業組織との関係上の制約や秘密保持への配慮もある

が）、アウトカムとの関係が不明確等の研究開発の内容に関する課題及び実施状況の説明不足が

指摘されている。 
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「今後の方向性と助言」については、学術論文、特許出願、規格化・国際標準化、あるいは成

果の発信としての広報活動に関しても、肯定的に評価されているが、国際競争力強化のための国

際特許出願等、今後も引き続き様々な方法で研究成果を発信して行くことが期待されている。ま

た、データベースやシステム構築に関しては、社会の情勢に応じた開発技術の導入意義を明示す

る必要があるとの指摘があった。 

今後も産総研内外、大学等の連携をより積極的に進め、研究ユニット戦略課題への多角的なア

プローチを意識した場（ハブ機能、体制）を活用した取り組みが必要とのコメントが得られた。 

 
表５‐２‐２ ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプットの評価記入区分と記入率 

評価記入欄 委員内訳 のべ記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  １７４  ９９．４ 

内部評価委員  ６８  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  １４１  ８０．６ 

内部評価委員  ５１  ７５．０ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  １７３  ９８．９ 

内部評価委員  ６８  １００．０ 

 

 

（２）「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ ロードマップ全体としての評価 
（連携してアウトカムの実現へ） 

・ 大きな課題への対応を支援する立場で、一気通貫で網羅した取り組みを実施している点。 
・ 共通基盤技術の体系化とアプリケーションごとの最適化の両方の役割を担うロードマップは適切であ

る。実際に、共同研究先企業に導入して実製品条件での最終的な検討まで至っており、高く評価できる。 

・ 高集積と大面積への適応技術は両立させるのに困難が伴う技術で、産学官の協力により成果の実用化が

最短期間で達成できる可能性が高い。したがって本研究センターの最適なテーマである。 

・ 三つのアプローチで技術を統合しようという方向性は意欲的である。 

 

（研究開発の進展） 

・ 有用な多くの技術開発に取り組み、成果は高水準。特に計測技術や触媒関連技術は、共通課題であり、

得られた知見は今後の展開を図る上で有用。 

・ ソフトウェア開発において、深い理論的な基盤と高度な実装技術、実用的な性能評価技法等の総合的な

基盤技術の強みを活かすことで世界的にみてもトップレベルの性能を達成している。 

・ 高精度な創薬支援技術の開発を目標に、技術の開発を課題に挙げ、いずれも顕著な研究成果を挙げてい

る。 

・ 評価技術が確立され、これに加えて検出除去技術の研究に目覚ましい進展がある。 

・ 基礎的・萌芽的研究や理論研究においても世界トップクラスの革新的成果を着実に出しており、世界に

誇れるアウトカムが期待される。 

・ 生産性の高い技術の構築が進んでいる点、信頼性の高い技術の開発が進んでいる点は大いに評価。これ

らは海外と比較しても優位性を発揮できる。 

・ 実課題に対応した開発を手がけており、意欲的で評価できる。 

 

○ 政策ニーズへ対応している 
・ 安心・安全・安価な普及を目指し、規格化や品質に関する国内外での標準化に取り組み、アウトカムの実

現へ多大な貢献。 

・ 人材養成は技術の浸透、産業界における利用の促進、当該分野の研究者の養成に多大な貢献をしてきた。 

・ プロセス認証制度の創設、判別支援システムを使った地域との連携活動、リハビリ支援等、具体的に社

会に変革をもたらしている。公的研究機関に求められる模範的な成果を生み出したことを賞賛したい。 
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・ 福島原発での放射性がれきの自動運搬システムを提供したことは、社会的貢献として評価。 

 

○ アウトカムの設定 
（明確な設定） 

・ 付加価値の高い目的生産物とし、変換技術への取り組みを評価する。 

・ ニーズやアウトカムが明快であり、研究の順調な進捗や目標達成が認められる。例えば、環境化学物質

の影響予測や毒性予測の高精度化等に成果を挙げている。 

・ 大面積デバイス、大面積プロセス、高生産性プロセスのいずれにおいても、ここでしかできないような

特徴ある高度な内容のものが実現されている。 

 

（大きな貢献が期待される設定） 

・ 構造と機能の予測から、複合体の解析という基礎技術の開発は、独自性の高い日本発の医薬品の創出と

いうアウトカムに寄与する。 

・ 子供の事故予防のテーマは、研究の枠組みを実現した一つのアウトカムになっている。この成果が定量

的にわかると、社会へわかりやすくアウトカムを伝えられ、それが普及にもつながる。 

・ アウトカムに掲げるノーマリ・オフ・コンピューティング技術は、各種情報機器の極限的な省電力化・高機能化

に資するものであり、波及効果の極めて大きなグリーンイノベーションとして高く評価できる。 

 

○ マイルストーン、ベンチマークの設定等 
（明確な設定） 

・ 共通基盤技術の体系化と具体的な製品への応用が明確であり非常に評価できる。これまでの実績、アウ

トプットは世界的にも優位性が明確であり、アウトカムについても相当の可能性が期待できる。 

・ 新たな物質製造技術等を開発しようとするものであり、それぞれに技術的蓄積を有する本研究センター

が取り組む意義は大きい。 

・ 保有する技術の優位性や特徴が明確で、実験研究者との連携がよく取れているため、ニーズに近いとこ

ろでの成果が期待できる。 

・ バイオマーカーの探索について、組織特異的な発現から入っており、すぐれた研究戦略である。 

・ 民間企業ではできない技術の可能性の追求とブレークスルーができている。次の研究の方向性の優先順

位も見えてきている。 

 

（技術課題の把握） 

・ 最先端の評価・解析技術には企業では投資困難なので、今回の取り組みは価値が高く新しいコンセプト

を提案する意欲を評価。 

・ それなりに競合もあり、かつ、優位性が見えにくいプロセスに独自の取り組みで魅力的な可能性を引き

出している。 

・ 材料特性とデバイス特性の相関を明確にする評価システムの構築は信頼性向上に有効で、評価できる。 

 
（適切なベンチマークの設定） 

・ 独自開発の解析技術が、世界的に見ても優位性があり、その点では評価できる。 

・ 研究ユニットがこれまで着実に達成してきた成果には目を見張るものがあり、当初のロードマップに沿

って順調に推移してきている。その成果は世界水準を基準とする質の高さを満たしている。 

・ 他機関でも実施対象になる分野であり競争が激しいが、本研究ユニットとして進め方は適切であり、現

況では高いレベルを維持していると判断される。 

 

○ アウトカム実現へ積極的な連携 
（産総研内部での連携による成果） 

・ 基礎研究を実用化に結びつけるアプローチも優れており、所内の連携・人事交流の効果も明らかとなっ

た。 

・ 多角的な研究がチームの間での共同研究をもって推進されている点が評価できる。 

・ 産総研の研究成果を十分に活かした評価技術を比較的短期間で展開したことを評価したい。 

 

（外部機関との連携による成果） 

・ シミュレーションのモデル高度化のために、日米共同研究で技法を導入し世界で初めてモデルの検証を
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行い、モデルの最適化に貢献。 

・ 病態と結び付けるために、組織病理学的解析を、国内外の多くの医療機関と連携して精力的に実行して

きたことが、本プロジェクトを成功に導いたと思われる。 

・ 患者の負担軽減が想定されること等、革新性は極めて高い。 

・ 今後の重要な課題の一つであり、外部研究機関との連携の下、高精度情報処理パイプライン、並びに、

データベースを構築したことは評価できる。 

 

（新たな連携形態の試み） 

・ 研究ユニット間や企業との連携等で多くの共同研究を推進している点と新しい手法を応用しようとす

る試みについて評価できる。 

・ 共同研究以外にも認証・ＮＰＯとの共同研究等、いろいろな枠組みを考えているのは良く、現場との連携

も良好である。 

・ 農工連携関連技術はふさわしい取り組みであり、開発内容もユニークで農業力強化に期待できる。 

 

（実用化のための民間との連携） 

・ 興味深く、一部は実用化へ進んでいるのは素晴らしい。現実に採用されるなら素晴らしい。 

・ 民間企業主導で進める道筋を作ったことも評価できる。少人数で複雑なプラントの運転・研究に取り組

んでいる。 

・ 臨床施設との連携が整備されており、バリデーションを行える体制ができている。 

・ ウェット研究者と製薬企業との密接な連携により、多数の優れた研究成果を挙げている点は非常に高く

評価される。 

・ 大規模実証実験ができていて、事業化のための課題がかなり整理され始めた。エネルギーモニタリング

から新たな事業の可能性も見えてきた。 

・ 多くの企業と協力して建物や橋梁・トンネル等のインフラや水素用圧力容器、等の測定事例を集積でき

たこと、また、生体への適用を目指して開発したこと等の成果は評価できる。 

 

（製品化への取り組み） 

・ 当初は何に使うのか疑問であったが、計測装置に応用したとのことなので、良い対象を見つけたことは

評価できる。 

・ 一貫して手掛ける本格研究であり、死の谷を克服する研究姿勢も高く評価できる。情報の集約やフィー

ドバックも機能して、研究開発促進に寄与している。 

・ 開発した材料がこれまでのものを上回る結果が得られており、市販されるに至っている。 

 

（技術移転が進展している） 

・ 開発した装置により、連続合成を可能にし、また高速の製造に使えることも示した。技術移転も進み、特に分析

機器メーカーと共同で新たな開発に成功する等、顕著な成果が挙がっている。 

・ 研究開発は初期段階にあるが、本研究ユニットで開発された技術を用いて、特性評価技術を中心に、企業との

共同研究も活発である。 

・ 実用化に向けた診断薬開発企業への技術移転を進めることができた。 

・ ベンチャー技術移転ができたことは評価できる。 

 

○ アウトカムにつながる研究成果 
（実用化に近い成果） 

・ 今後のグローバル展開と普及を見据えた成果であり、エネルギー効率・コスト評価を確認しつつ、今後

の発展を期待。 

・ 希少金属代替材料の開発が進められ新しい製造に成功。 

・ 天然鉱物の有効利用技術として地域色を生かした課題を発展させ、実用化につながる成果をあげている。 

・ ロードマップに従い、多数の企業と共同で実用化に向けた取り組みを進め、サンプル供給体制の確立、

ロール・ツー・ロール生産設備の稼動等、きわめて順調に進展している。 

・ 医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）への薬事申請も終え、実用化の一歩手前まできている。同様のアプ

ローチで、他の疾患のバイオマーカーも実用化に向けて研究が進んでいる。 

・ 我が国発の展開を図り、波及効果の高い意義ある研究成果を挙げたと評価される。本成果は国際的にも

評価が高く、アウトプットから医薬品分野へのアウトカム実現への寄与として重要な役割を担うと判断

される。 
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・ 独自性があり、知財等を含めて優位性の高い技術であり、信頼性も高く汎用性があると判断される。 

・ 世界最大級の実用型の実証実験システムを構築したのは、画期的成果。 

 

○ 知的基盤整備への貢献 
・ 日本が国際機関とネットワークを築いてイニシアティブを発揮したことは、今後日本が欧米のデファク

トスタンダード戦略に対抗するという観点からも大きな成果。アジアの中で標準化の推進役として活躍。 

・ 産総研の独自データベースに加えて、我が国の他グループが作成したデータベースを統合し、データ

ベースを構築・公開するとともに、これを発展させた。 

・ 米国や欧州が先陣争いをする中で、日本が率先して表記法を提案して世界で定着させることは、世界標

準を日本が創り出すための戦略の一環において重要である。 

 

○ 技術普及のための積極的な取り組み 
・ 更なる性能向上と応用展開を図っている。 

・ 製造プロセスを経済性・環境性の視点から定量比較し、プロセスの物質収支、エネルギー収支をもとに、

経済性、環境性を評価する方法の検討を進めている。 

・ 大学におけるこの分野の人材養成とは違う意味で、技術を使いこなせる人材を要請する意図が明確であ

り、また、ｅ－ラーニングの実施体制も評価できる。 

・ 標準化のためのマーカー探索として見出し、企業にて市販できる状態まで到達した。品質管理をしなが

ら培養ができる意義は高く、除去が効率良く達成されれば波及効果も高い。 

 

○ 論文、講演等での成果発信 
・ 基礎的研究や理論研究においても高い水準の学術的成果を着実に出している。 

・ 年次研究報告シンポジウムを毎年開催し、４００名を超える参加者を集めて、研究成果の発信を行ってい

る。 

・ 多くの国際会議招待講演や高い水準のジャーナルへの成果発表等、世界最先端の研究成果が得られてい

る。 

・ 国際的にも評価が高く、アウトプットからアウトカム実現への寄与として重要な役割を担うと判断され

る。 

 

（３）「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

● ロードマップの改善等 
（時間軸を考慮してロードマップを策定することが大切） 

・ 開発された技術等について、確かに技術的可能性として示すことは意味があるかも知れないが、２０１５

年基準、２０１６年規制のために、実際に産業界で使われるためのロードマップが不明確である。 

・ スタート時点と現在とでエネルギー動向が変化していると考える。世界の状況を良く見ながら方向性を見直し、

ハンドリングが必要だと考える。 

 
（適宜見直すことが必要） 

・ 原料に関しては、将来プロセスの要素技術が「米国に売れる」レベルまでブラッシュアップすることを

念頭にすることを提案する。 

・ 多くの研究は他機関により開発されたソフトウェアやツールを駆使した企業との共同研究に費やされ

ている感がある。公的機関として先端的研究を担うには、一歩進んだテーマの設定を多くすることが望

まれる。 

・ 多くの応用の可能性を有していると想定されるが、これまでキラーアプリを提示できないでいる。研究

の方向性を見直してみるときかも知れない。 

 

（研究課題間等の連携強化を期待） 

・ ＳＷＯＴ分析において、「弱み」として「学術基盤が未成熟」があるのは、産総研としては何とかすべき

で、測定技術を持つ他の研究ユニットと連携して強化する必要がある。 

・ 信頼性評価プラットフォームの構築は、企業の生産プロセスに役立つが、故障原因を物理的に掘り下げ

た研究も重要である。両者を総合することにより、本プラットフォームに高い価値が与えられる。 

・ 個別の技術とその個別応用と、研究ユニット全体のミッションとの割合や力の入れ方がバランスしてい
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るのか、考えてみる必要がある。 

・ 省電力性も期待されることから、早期実用化のためにも理論チームを巻き込んだ一層の取り組みが望ま

れる。 

 

（成果のアウトカム実現への具体性が不明確） 

・ 様々な観点から開発された各触媒の性能・特徴を他と比較し、差別化するとともに、開発の経緯・ポイン

ト、開発過程における工夫点等を整理する必要がある。 

・ 適用先が広く、適用先ごとに課題の整理が必要である。その後に優先順位をつけた絞り込みが必要。 

・ システム応用の具体的な取り組み、実証実験が見えてこない。モジュール等の実装に近い技術課題にな

るほど、それらが用いられる具体的なシステムを十分に検討して研究開発にあたることが望まれる。一

般論で進めると実用化に役立つ技術課題を見いだしにくいので、多岐にわたるシステムの将来動向を見

定め、その中でどこにフォーカスするかを判断することが求められる。 

・ 明確な出口戦略（市場・販売先、製造するケミカル原料、製造規模、コスト、製造場所、製造者の特定）

を立てて、最適な原料を選定した上で、早期商業化を目指した具体的なロードマップを描くことが望ま

れる。 

・ 技術の体系化をして、できることとできないことが整理されると、民間企業が事業を考える際に非常に

参考になる。 

 

（外部機関・企業との連携、分担が必要） 

・ 想定されるユーザーとの共同研究にする必要がある。あるいは製造権を無料で提供することはできない

か。 

・ 実用化フェーズに入り、本ユニットが中心的に関与すべき科学的・工学的研究は概ね完成の域にある。

今後の計画も応用面が中心で、データに基づく議論は少なく、本研究ユニットの役割は不明確である。 

・ 開発に際しては利用者を想定することが必要である。利用者の利便性、暗号化等、所内の専門家や関連

企業との連携を密にして推進する必要がある。 

・ 導入した設備の維持運営を考えると、現状の研究センターの人員及び予算ではかなり厳しいのではと危

惧する。 

 

● アウトカムの設定の見直しが必要 
（設定したアウトカムとマイルストーンの関係が低い） 

・ 今のところ日本国内でもアジアでも規模感のある安定市場創造には繋がっておらず、日本企業の国内外

のアクティビティーは極めて限定的であるというのが実情。 

・ 共通基盤技術としての体系化に関しては比較的整理しにくい面があると思うが、重要な事項であるので、

製品化とのバランスがとれるように努力してほしい。 

・ 方針には違和感がある。実用的な高性能触媒を２年間で開発できる見通しのある「勝てる研究」なので

あろうか。 

・ 安全性の確認やコストパフォーマンスの評価等、実用化に向けた課題の解決も必要である。 

 
（曖昧なアウトカムの設定） 

・ 設定目標の根拠が明確でない部分がある。競合技術も含め、実用化時の想定システムにおけるコスト評

価、効率評価等を通じ、合理性のある目標設定を行うべきである。 

・ 複合材料の原料とすると、目標値設定の再検証が必要である。材料の種類等を絞り込む必要もあろう。 

・ ユニット全体の研究活動を、シーズ技術とニーズを対応させた全体像を示してほしい。 

 

（市場価値を考慮したアウトカムの設定が必要） 

・ アウトプットとアウトカムの達成までは大きな隔たりがあり、今後の取り組みの見直しが必要。 

・ 普及段階において、誰がコスト負担するのか明確でなく、現実的な道筋が不明である。 

 

● マイルストーン、ベンチマークの設定等の改善が必要 
（マイルストーンでは具体的目標が必要） 

・ 東アジアにとどまるものか、欧州規格があるからそれ以上は不要ということであるのか、見通しが不明。 

・ 課題の絞り込みに掲げた製品に関しては、機能を分類し、本開発技術が優位に立てる領域・分野を分類

すれば、自ずと絞り込みの戦略もたつと思われる。 
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・ 位置付け、目標、特に何を特徴として展開するのかが明確でない。 

・ 色々な原料の異なる素材に取り組んでいるが、人的・資金的制約もあり、早めに最も効率の良いものに

ついて対象を絞り、研究を深化させることが重要と考える。 

・ 健康という問題には個人差の議論がついてまわる。今のところ、平均値ベースの最適化が中心であり、

その点に不満が残る。個人個人の適性をもっと積極的に扱えないものか。 

 
（ベンチマークの優位性を明確にする必要がある） 

・ この分野の主力材料なのかどうか、他の材料との比較も含めて説明が欲しい。 

・ 従来の類似品よりも優れている点をもっと明確にアピールして、従来品を置き換える、または従来では

できなかったものへ適用している実績を示していただきたい。競合技術との比較も重要である。 

・ 研究開発の達成状況の評価において、海外を含めた他機関の比較すべき達成状況とのベンチマーク評価

を具体的な数値で示す必要がある。 

 

（要素技術の妥当性が不明確、技術課題の把握が不十分） 

・ 研究テーマとして、技術が混在しており、関連性・位置付けが不明な点も多く、整理が必要。 

・ すべての競合技術と本技術を比較し、どの位置にあるかを常に明らかにする必要がある。その中で、実

際に採用され実用化されたのは、何らかの条件が付いていないか確認し、本技術の現状の位置付けを明

確にした方が好ましい。それによって、本技術の更なる進展の方向性が示唆される場合がある。 

・ 実際のニーズをもつ企業との連携に展開できているのだろうか。この製法が活きる用途なのかどうか疑

問。 

・ 分離技術の比較・評価項目は提示されているが、それぞれの評価手法の内容が不明確か開発途上である。

実験規模を記載しておくことが必要である。 

・ 開発は非常に時間がかかっており、基礎的な研究段階から抜け出せていない。本研究ユニットで開発を

続行するのであれば、工学的評価を含めて行うことが必要ではないか。 

・ 連携する必要性から、無理やり自身の理論や方法論を試す傾向があり、当該研究ユニットでもそのよう

な点が散見される。特に、新しく始まったテーマではそういう傾向が強い。 

 

● 成果の発信量が不足している 
（インプットとアウトプットのバランスが適切でない） 

・ 学術的にも水準は高いと思われるが、意外と論文数が少ない。国際的なプレゼンスを高めるためにも、

より積極的な論文発表に努力した方が良い。 

・ 臨床的意義に関する詰めが甘い。費用対効果を考えると、成果が少ない。 
・ 全体として、より加速的に研究成果が得られても良いのではないか？  

 

（海外へ向けて成果の発信を） 

・ 東アジアは重要な地域であるが、欧州や南米等、世界の様々な地域で利用が進められており、更なる全

世界的展開が期待される。 
 

（特許出願と論文発表は両立を） 

・ 学術面への情報発信をもっと行うことが望まれる。 

・ 既に取り組まれている領域が多く、これから成果を出すのは難しいのではないか。特許出願数も少ない。 

 

（成果の発信方法について検討を） 

・ 企業との共同開発の場合には制約があるが、許された範囲で具体的な成果内容をアピールする必要があ

る。 

・ 規制改革やインフラ整備等に対する要求等は、本来のミッションとは異なるが、目標とするアウトカム

の実現には、それらの課題を整理・分析し、社会へ働きかけることも必要。 

・ 臨床的優位性をアピールすることが望まれる。 

・ 開発したセンサー技術は、実際に使われてこそ価値が出るものでできるだけ広く、開発したセンサーの

利用・応用アイデアが寄せられる仕組み作りが必要である。 
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● アウトカム実現への取り組みについて検討が必要 
（企業との連携が必要） 

・ トータルシステムの開発を目的とした技術開発にも企業と連携して取り組んでいただきたい。 

・ 品質管理カタログは意義があるが、臨床応用を考慮すると量と品質の確保については十分に医療機関と

連携して更なる工夫を期待する。 

・ 特定企業のみとの連携であったが、今後はできるだけ多くの企業との連携が望まれる。 

 

（外部からの評価が重要） 

・ グローバルかつ現実的視点で企業の技術実証の評価・見直しを図って欲しい。 

・ 一部の戦略課題では産業界から意見聴取が十分でないと思われる。すなわち、産業界からの意見を求め

て、目指すゴールを明確にした方が良い。得られた成果がどのように産業界に役立つのかを明示した方

が良い。 

・ 使用者からの系統立ったフィードバックが行われておらず、ソフトと整備されたデータベースの使用上

の長所・短所が明確に分析されていない。 
 

（特許が活用されることを検討する必要がある） 

・ 共同研究契約をしっかりしないと、最終的な実利を先方に取られる可能性があるのではないか。 

 

（４）「今後の方向性と助言」の主な指摘内容 

 

△ 設定したアウトカムの意義を分かり易く表現・説明する必要 
・ エネルギー政策にかかわる重要なテーマであり、特に国益を確保・維持する立場から、日本国内での利

用・普及と関連産業の支援という観点を念頭に置いて、研究開発の意義を明確にする必要がある。 

・ テーマ設定にあたっては、市場・原料・製造の順でサプライチェーン全体を勘案した総合的な検証が必要。 

・ 統合評価プラットフォームは、目的をより明確にして、どのように活用するのかの考察を深めると良い。 

・ 既存の代替ではなく、分野の開拓のための基礎研究が必要である。 

・ 特化したものではない研究開発の、利活用システムにおける位置付けやターゲットを明確にし、システ

ム評価や全体最適化等も意識した研究の推進が期待される。 

 

△ ロードマップを改善・見直すことは必要 
（技術の進展に対応した見直し） 

・ 新技術の場合、産総研の手を離れてから、企業で世の中に出せるレベルになるまで何年もかかるので、

広い視野での課題選定を期待。 

・ 適用範囲の拡大が期待される。今後は産業ニーズに基づいて、有用な微粒子や薄膜の製造技術の開発が

望まれる。 

・ 人的資源も限られているので、優位性のある用途に重点を置き、開発を加速して行く必要がある。 

・ 技術の融合による相乗効果がなければ、技術の寄せ集めで終わる。効果を数値的に確認しながら、研究

開発を進めることが望まれる。研究過程において、新たな分野を切り開く、思いがけない発見も期待さ

れる。 

・ 第３期の最終年度も迫り、今後はある程度目標テーマを絞り、応用研究面を更に加速し、またシナリオ

の前倒しも可能となるように、今まで以上に資源を集中する努力が必要になる。 

・ 各方法の評価は、チャンピオンデータではないので評価は必要で、今までの研究結果にとらわれること

なく客観的データに基づき、マトリックスの比較・評価が期待される。 

・ 本研究センターは客観的・中立的な認証、評価機能を持つ研究者集団として貴重な立場を保持し、社会

に普及した暁には、その利用に伴う技術課題を解決したり、新たな産業技術を付加したりする機能が求

められる。研究開発の大きな飛躍が困難なので、何らかのパラダイムシフトを期待する。 

・ 開発された技術のより一層の活用と普及に向けて、利用のためのノウハウも組み込んだ情報統合基盤の

整備が望まれる。 

・ 実践を通じて大量のデータを収集し、新たな研究課題の発見や絞り込みにつなげる必要がある。 

 

（時間軸を考慮して展開） 

・ 海外の技術動向と市場の変化を想定に加えた、時間軸（ダイナミック）に基づく研究戦略の再設計が求

められる。 
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・ 新規現象の発現や新しい応用展開に期待が持たれるため、理論グループの協力も得て引き続き長期的視

野での研究推進が期待される。 

・ 長期的課題として量産加工技術にもぜひ取り組む必要がある。 

 

（コスト評価も考慮） 

・ 生産量・コスト等で現状に代わり得るものなのか、見通しを示していただくと現実性が出てくる。 

・ 十分に技術移転が進みつつあるが、今後「低コスト・革新的製造方法」の開発が重要であり、その見通

しも示してほしい。 

・ 低コスト化が必須の市場，高コストでも高性能であれば導入が期待できる市場を見極め，世界に先駆け

た市場への導入実績が産総研主導で生み出されることが期待される。 

・ 産業におけるどの部分を置き換えるのかについて早めにビジョンを示して行くことが望まれる。特に、

付加価値を高められるような製品や用途が開拓されることが期待される。 

 

△ ベンチマークやマイルストーンはロードマップ策定に必要な情報 
・ 最も優位に活用できる用途を精力的に調査・検討し、見つけて行くことが望まれる。 

・ 米国等海外の技術開発動向の正しい把握を行い、「商業化」という観点で技術開発の進捗度合を同一尺

度で正当に評価したベンチマークを意識することが肝要。 

・ 先端的研究解析や応用展開を参考に、アグレッシブに世界のトップを目指してほしい。評価技術の早期

の国際標準化も望まれる。 

・ 概念・理論の一層の厳密化をはかるとともに、具体的な成果に結びつけて行くことが望まれる。 

・ 農工連携においては農業・畜産業分野での業界文化を十分に理解して研究事業が進められれば、多くの可能

性が残されている分野であるので、今後の大きな展開が期待できる。 

 

△ 研究成果の知財化（標準化）は戦略的な視点で取り組むことが必要 
・ 解析技術の普及に民間の活力をはかる必要がある。基盤技術の標準化は、知財の権利行使とユーザー視点

とのマネジメントの問題であり、当該研究センター単独ではなく、産官学連携の視点から産総研全体で検討すべ

き事項。 

・ ドライの研究から行うことは、ウェットの研究の時間短縮に大いに貢献する意味で評価できる。より汎用化を進

めるために、企業との成果を一定の時間後に公開できるような形の共同研究を指向してはどうか。 

・ 無線方式の実証と標準化が必要になるので、そこにも注力する必要がある。そのためには通信キャリアとの協

働も考慮すると良い。 

・ 優位性を生かし更なる用途拡大と、産総研の基本的技術の権利化と関連企業ニーズに対応した技術の普遍

化に向けた取り組みが必要。 

 

△ 研究成果をフォローアップすることが大切 

・ 共通的基盤技術と革新的要素技術が混在しているので、研究ユニットで対象としたテーマ・技術内容を

分類・整理することで成果の意義をより明確化する必要がある。 

・ 広く従来方法の置き換えを考えるよりも、従来やや特殊で、課題がありつつも現状方法を適用せざるを

得ない対象を調査して、そのための開発を含めて本方式を適用して行くことを進めるべきではないだろ

うか。 

・ 天然鉱物資源は有限であるので、人工的に合成、製品化できる技術を共通基盤技術として体系化してい

ただきたい。 

・ 企業への技術移転の検討が必要になる。技術目標が高くなるほど競争も厳しくなり、すべての技術領域

で世界的優位を保つことは難しい。各企業がなすべき研究開発を十分に把握した上で、本研究ユニット

の研究開発を判断して行くことが重要である。 

・ 福島や今後行う自動運転のプロジェクトでは、その使用場面で集めたデータから読み取れる新しい応用

を見つけ出せると、更に成果の価値が高くなる。 

・ 現在の電子デバイスの置き換え可能性とそのための課題の見極めが期待される。 

 

△ 研究成果の発信方法には工夫や戦略が必要 

・ 過去の基礎研究の蓄積が応用展開につながっていることを常にアピールすることも大事である。 

・ 現時点での成果を適用するのに最も効果的と判断される製品を選択し、製造企業とともに集中的な売り

込み活動を行って、使用実績を宣伝して知名度を上げる必要がある。 
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・ 実用化が進むのであれば、国内に留まらず、条件が折り合う海外でも展開し貢献することを期待。 

・ データベース構築を加速し、世界に向けて公開することが有益である（臨床、産業育成、薬事）。 

・ データベースも多岐にわたり、使いこなすのが難しい。他分野の研究者や産業人にもわかりやすい平易

な説明書が必要である。 

・ 有用性を示せていない。世界的にも優れているプログラム等の良さを広める意味でも、他の研究者に注

目を浴び、使いやすく、実用的にも優れていることを実証して行く活動が望まれる。 

・ 解析ツールのネットワーク構築については、ユーザーに成功事例を提示することにより、本研究ユニッ

トの優位性をアピールすることが求められる。 

 

△ アウトカムを実現するための体制づくりが大切 
（外部（内部）連携の必要性） 

・ 自動車産業の技術者と議論し、企業、産総研の分担（または共同）を整理することを期待。 

・ 高度化に関しては、実績の蓄積が必要なので、開発した技術をどんどん会社に提供することを期待。 

・ 応用範囲が広いことは理解できたが、対象が多いので優先順位をつけて絞り込みを行い、確実に製品化

できるアウトカムを目標にすることが望まれる。 

・ 開発した技術としては、大変興味深いので、成長分野や地域発展領域との関連テーマへ展開できたら魅

力が増すし、実用化を狙うことが期待される。 

・ 現象だけではなく、組織構造、成分、高分子特性、主要３成分間の相互作用等から解明することに期待

する。専門家、専門グループとの共同研究が必要である。 

・ 同種の機能をもつ製品との価格比較等、市場競合に基づくアウトカムの再設定に加えて、数多くの化学、

繊維、製品メーカー等のヒヤリングを行い、サンプル出荷等、早く市場に出せる体制が期待される。 

・ 研究開発が進捗した段階では、他機関、企業と連携し、全体システムとしての実証研究への移行が望ま

れる。 

・ 開発においては、産総研内の分析化学や発光化学、あるいは蛍光物質合成に長けている研究部門との連

携を図る必要がある。 

・ 外部と連携しながら、より広範な研究推進が望まれる。開発したソフトウェアの有効性をアピールし普

及を促進する手段については、本研究ユニットだけでなく、ソフトウェア開発に共通する課題であり、

有効な方策が期待される。 

・ 研究の方向性に問題はなく、今後も成果が見込める印象を受けた。開発した技術を活かして行くために、

医療機関等と連携を深める必要がある。 

・ 実用化においてはビッグデータの解析が重要になるので、担当研究部門との十分な連携が必要である。 

・ ソフトウェアは産総研製ということから、長年にわたるサポート体制を期待されるため、それに対応し

た外販体制の確立が必要。 

 

△ 今後も継続した取り組みを要望 
・ 国際的な規格化・標準化は、我が国の産業の発展に直接的にかかわるものであり、国の政策支援に加え

て産業界のニーズを的確に捉え、効果的・効率的な戦略に基づいて事業を推進する必要がある。 

・ 培った東アジアでの人脈・ネットワークを生かし、アジアにおける規模感のある安定的な市場創造を目

指し、産総研のみならず、オール経産省で産業政策の観点から取り組むことを期待。 

・ 実用化に向かうとどうしても個別技術の最適化に注力することになるが、ロードマップにある「共通基

盤技術の体系化」にもしっかり取り組むことが望まれる。 

・ コンソーシアムを最大限活用して、産総研を代表する材料として更なる発展が期待される。 

・ データベースには継続的な更新が必要であるので、それを着実に進める体制と予算措置が必要である。 

・ 医療や産業へのインパクトが大きい重要かつ国際的な競争の激しい分野であり、更なる技術開発による

貢献と競争力維持のための継続的な努力が望まれる。 

・ 情報基盤統合技術は、当該研究ユニットで開発された高度な解析ツールを使いこなすためのノウハウや

知識をワークフローとして表現することで、当該研究ユニットの研究成果の発信や普及につながるため、

更にワークフローを拡充する等、積極的に推進することが望まれる。 

・ 国内の研究機関は特化しがちであり、そうした中で差別化をはかり、独自性を打ち出す研究を展開して

いる。研究の方向性や着地点を明確にし、今後も着実に成果を挙げることが期待される。 

・ 高生産プロセス技術の開発に重点を置きつつ、今後も多岐にわたる製造技術の開発の継続が望まれる。 
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５‐２‐３ イノベーション推進への取り組みの評価コメント 

 

本節は、第３期に入り評価項目としてとりあげた「イノベーション推進への取り組み」におけ

る評価コメントの内容をまとめる。 

 

（１）評価コメントの概要及び内容の構成 

 

「イノベーション推進」という場合、包含する内容は広い。研究ユニット評価における本評価

項目の観点は、イノベーション推進における主として「外部貢献」の取り組みとその効果である。 

評価事項として、主として①成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、

及び国際、知的基盤等への貢献の取り組みとその効果等、②産業人材育成を含む、産学官連携、

地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとその効果、等を示している。 

 

ここでは、評価コメントの内容を、１）国・社会・産業界・学界等への貢献、２）国際貢献、３）知的

基盤、４）外部人材育成、５）産学官連携、６）地域連携、の６つの内容に分類して、それらの頻度の

割合を概略的に把握した。これまで評価コメントの内容として「７）その他」を設けて整理してい

たが、「イノベーション推進における外部貢献の取り組み」という評価の趣旨について、外部評

価委員に対する説明が十分浸透してきたため、コメントはほぼ、１）から６）の項目に分類可能と

なった。なお、これまでの「その他」に該当するコメントとしては、「該当の研究分野における

世界的な拠点化」に関する包含的なコメントのほかに、５‐２‐２節であげられる個別の研究課題に

ついての指摘、５‐２‐４節の研究ユニットのマネジメントに関する事項、あるいは「イノベーショ

ン推進への取り組み」の観点そのものの指摘、等のコメントが含まれていた。得られたコメント

の頻度を、図５‐２-１に示す。 

 

外部評価委員、内部評価委員ともに「評価できる点」「問題点・改善すべき点」や「今後の方向

性と提言」において、「国・産業界・学界等への貢献」についてのコメント数が一番多く、次に「産

学官連携」そして「知的基盤」の順にコメントが多く記されており、「人材育成」や「地域連携」

の項目は「産学官連携」等の項目と複合でコメントが得られており比較的少なかった。 

 

「国・社会・産業界・学界等への貢献」については、「評価できる点」として、コンソーシアム活

動とこれによる新しい国プロの先導並びに新規技術研究組合の設立等、研究の場の提供等産業界

への貢献が多数取り上げられている。 

一方、「問題点・改善すべき点」としては、製品化の一歩手前という「出口に近いもの」の展開

として、アウトリーチ活動の不足、最終的アウトカムに結びつける活動について一層の推進が望

まれる等の指摘がある。 

「今後の方向性と助言」としては、情報発信による成果の広報活動、事業化への橋渡し、産業

の活性化に資する研究開発を目指す必要があるとの指摘等、研究開発から事業化までの連携の強

化策の提示がある。 

 

「産学官連携」では、技術研究組合やＴＩＡの場を活用した融合研究が推進されている点等が挙

げられている。一方、「問題点・改善すべき点」としては、多くの技術要素について開発研究を展

開しているが、どこまでを産総研が育て、どこから民間企業に技術移転するか、等の明確化が必

要との指摘がある。 

 

「知的基盤」については、国際標準化は我が国全体の問題であるが、産総研主導（リーダーシッ

プ）のもと、総合的な取り組みに対する発信、並びに産業界が積極的に参加できる仕組みづくり

が必要との指摘も見受けられる。 
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 なお、本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐３のとおりである。「評価できる点」

については、外部評価委員及び内部評価委員ともに、高い評価コメント記入率である。「問題点・

改善すべき点」についての記入率は若干低いものの、「今後の方向性と助言」については９割以

上の評価者がコメントを記入している。 

 

 以下に、評価事項に概ね沿って、コメントにおける主な指摘例について示す。 
 

 
図５‐２-１ イノベーション推進への取り組みの評価コメント内容 

 

 

表５‐２-３ イノベーション推進への取り組みの評価記入区分と記入率 

評価記入欄 委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  ５５  １００．０ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  ４３  ７８．２ 

内部評価委員  １９  ８６．４ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  ５３  ９６．４ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

 

 

 

 

 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 

地域連携 

産学官連携 

人材育成 

知的基盤 

国際貢献 

国・産業界・学界等貢献 

のべコメント数 

評価できる点 問題点・改善すべき点 今後の方向性と助言 
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（２）「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ 国・社会・産業界・学界等への貢献 
・ 研究センター長や各チームリーダーの強いリーダーシップの下、知的基盤を効果的に構築し、先端的な

研究成果に基づいてイノベーションハブとして国や社会へ多大な貢献。 

・ 研究者であり、かつ製品化へ繋げる開発者でもある産総研の性格上、論文数とそのインパクトファクターも

重要であり、特許も同様に重要と考えられるが、数十名のスタッフでの成果としては十分と評価できる。 

・ 本格的に動き始めたプラットフォームや企業との共同研究コンソーシアムは、研究開発を外部へ活かす

ために異なるレベルでの産学連携を取るイノベーションハブの形成であり、非常に有意義である。参加

機関が増えてハブ機能が高まっていることは高く評価される。 

・ 様々な組織の重層的な活用により、研究成果をいち早く産業界へ伝達する仕組みが適切な手法で運用さ

れている。研究成果を外に向けて発信する努力は高く評価できる。 

・ 論文発表、講演会、展示会等の機会を通じて積極的に情報発信を行い、産業の普及・啓発活動を展開し、

多面的な社会参加、社会貢献を進めている。 

・ 学術的評価の高いジャーナルへの発表、特許化、プレス発表等成果の情報発信も積極的に行われている

ことも高く評価できる。 

・ 単独で開発装置を維持できる組織は少ないので、オープンイノベーションハブ機能は非常に重要であり、

産業人材育成や産学連携・地域連携についての着実な取り組みは評価できる。 

 

○ 国際貢献 
・ 製造技術の実用化を達成し、アジア諸国への普及に寄与。 

・ 商業化を見据えた本格研究に取り組み、将来的にアジアにおいて創設を目指すという視点が高く評価で

きる。 

 

○ 知的基盤 
・ 特許に関しては権利化率が非常に高く質の高い出願がなされている点は高く評価できる。 

・ 発明推進協会から知的財産プロデュ－サー（知財ＰＤ）制度を活用する等、知財管理と活用においては、

これまでに他の独立法人では例を見ないほど上手に運営されている。 

・ 社会の中で技術が回る仕組みを色々な角度から提案している。企業との共同研究という角度からの取り

組みは成功している。標準化等の努力も評価できる。 

・ 長期的に継続しているデータに関する相同モデル化技術の移転とデータ交換。個別製品設計による製品

の付加価値の向上と計測データの集積（ＤＢ化）。 

 

○ 外部人材育成 
・ 産業人材育成では、ポスドクの育成、卒業研究生や企業からの若手研究者の受入れのほか、アジア諸国

等から多くの研究者も積極的に招へい・受入れし、研究指導、育成貢献と連携強化に十分な成果。 

・ 博士研究員の指導に加え、近隣の大学と連携大学院設置を協議し、大学院生を受け入れる等、産業人材

育成に努めている。所内の関連研究ユニットとの連携も深めている。 

・ 産学地域連携により多くの大学院生の教育に携わり、人材を輩出している。 

・ 学生の指導やサマースクールの実施等、人材育成に関しても積極的な役割を果たしている。学会活動にも力

を入れている。 

・ 試作環境の整備が進展している点が評価できる。また、人材育成にも講習、実習を通じて貢献しており、モノづ

くり人材の減少が問題となる中で、貴重な機会を提供している点も評価できる。 

 

○ 産学官連携 
・ 技術の一連の流れを網羅した取り組みを行い国内外の関連組織と広範なネットワークを構築しグロー

バルイノベーションハブとしての役割を果たしている点。 

・ 少数精鋭で独創的な取り組みを研究機関、企業と一緒に展開し実用化しているのは、素晴らしい。 

・ 技術移転につながる共同研究を重視し、一人平均３件程度と、多くの共同研究を実施している。また、

知財獲得や成果発信も積極的に進めており、産学官連携がうまく回っていることが評価できる。 

・ 技術研究組合・大学と一体的な研究開発を進めるとともに、イノベーションオープンハブとして他に類 
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をみない先進的な取り組みを進めている。 

・ 企業の大小（及び出口分野の市場や価格の大小）に関係なく実用化のための共同研究を積極的に進めて

いると評価できる。 

・ 国内の研究活動の中心的な機関としての役割を果たしている。世界的に見てもトップクラスのソフトウ

ェアやデータベースを多数開発しており、理論に基づく基盤技術から多数の企業等との共同研究につな

がる実践的な技術に至る総合的な技術を持つ研究拠点となっている。 

・ 第２種基礎研究に軸足を置き、大学等との共同研究により第１種基礎研究を進めながら、実用化に向けた取り

組みを製品化研究として企業等と共同研究を進めることにより、基礎学理の探求と新規産業技術分野の双方に

おいて優れた成果を挙げていることは高く評価できる。 
 

○ 地域連携 
・ 大学を含めた地域のイノベーションハブになりつつあり、産業人材の育成にも効果が現れている。研究

成果は全国的に有用であるが、地元企業を重視した地域の連携に力を入れており、成功している。 

・ 地場産業のニーズと結びついた研究内容で、産総研地域センターのテーマとしてふさわしい内容である。 

・ ソリューションの提供、オープンイノベーションスペース、そして産総研コンソーシアム（各種研究会）

等のツールを駆使して、イノベーションハブとして活動していることは高く評価できる。 

 

（３）「問題点・改善すべき点」の主な指摘内容 

 

● 国・社会、産業界・学界等への貢献 
・ 各テーマでは優れた成果を挙げているものの、研究ユニットあるいは戦略課題としてまとまった形での

成果の整理・発信が不足。 

・ 現状を維持拡大して行くのも少数精鋭で大変な運営であると推察されるが、どのような研究センター

（ありたい姿）をいつまでに目指すか（毎年の指標を置く）を持つことが重要である。 

・ 論文発表数の長期的な減少が気がかりではある。もともとがハイレベルであり、特許出願を優先しなけ

ればならないこともあるが、本研究ユニットの平均年齢も産総研全体よりは低いので、一層の努力が期

待される。 

・ 専門家だけではなく、もっと需要家やメーカー企業に理解させるために、広報／ＰＲ等のしくみを考え

てはどうか。一般向けの情報発信も比較的手薄。 

・ 業界形態によるのかもしれないが、一つの課題解決が及ぼす波及効果が限定的で、それに真摯に個別対

応をする結果として、活動が発散気味になることが懸念される。 

・ 基礎研究段階にある課題について、アウトプットは優れたものがあるが、アウトカムへの道筋をより具

体的に設計するために、中間目標の設定と設定目標との距離感を認識しながら研究を進めることが必要

である。 

 

● 国際貢献 
・ 選択と集中の観点から米国とアジアに力点をおいた国際連携は理解できるが、分野によってはドイツや

オランダ等の欧州研究機関との連携や海外企業との日本企業を巻き込んだ三角連携も志向する必要があ

る。 

・ 国際連携では人的交流に積極的であるが、受入れ一方のように見受けられる。 

 

● 知的基盤 
・ 標準化は国として取り組むべき重点課題である。行政も含めた大きな枠組みで戦略的に対処する必要が

ある。標準規格化の方策が不明確である。 

・ 特許出願数に比べ論文数やプロシーディングス数が人員数や予算規模に比して少なめである。 

・ 標準化やガイドラインを越えて、制度化等への働きかけをＮＰＯ等と協力して行えると、世の中に大きなイン

パクトを与えることができる。 

・ オープンイノベーションスペースの実績を整理し、基本的な権利を押さえつつ、産業界に広く技術を普

及させる仕組みを真剣に検討する必要がある。 

 

● 外部人材育成 
・ 産業人材育成については、いくつかの活動は見られるが、散発的で、その活動実態や効果について把握

されているのかどうかも不明。国内での研究人材育成への貢献度合いについても言及する必要がある。 
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・ サマースクールでは、もう少し実験的なことができる仕組みを作り、企業へ就職した場合、適用のノウハウを持

った技術者の増加を目指してはどうか。 

 

● 産学官連携 
・ テーマ間の関連性を適切に評価し、複数のテーマを有機的に連携させることによって、技術の総合的な

イノベーション推進の仕組みを構築することが必要。 

・ 成果物が世の中に出回って、これまでの生活を一変するものに成長する、というのがイノベーションと

すれば、異業種との交流が不可欠。このための方策も考える必要があるのではないか。 

・ 産学官連携にはそれなりの資源投入も必要となるため、本来の研究開発とのバランスを考慮しつつ推進

することが期待される。 

・ 産学連携は非常にうまく進んでいるが、アウトカムとしての産業に結びつけるところが、あまり見えな

い。所内連携、外部機関連携によるイノベーションに関する取り組みについて明示することが望まれる。 

・ 目先の応用に振り回されるのではなく、オリジナルで製造に不可欠な基礎・基盤的な技術開発を中心に

据え、応用展開は他研究部門との協力で発展させて行くことが重要。 

 

● 地域連携 
・ 全国的な組織になるか、各地域に存在する組織の全国的なネットワークを形成することも必要ではない

か。 

 

（４）「今後の方向性と提言」における主な指摘内容 

 

△ 国・社会、産業界・学界等への貢献 

・ 地域的及び国際的な標準化や特定の技術課題の解決が本研究ユニットの強みと考えられ、企業主体で取

り組むべきことよりも、産業界でネックとなっている問題の解決に注力する必要がある。 

・ 共同研究の具体的進展により、成果を共同でプレス発表できるようなレベルに高めることが望まれる。

海外との連携にも力を入れ、世界的な研究拠点としてのアピールを強化することを期待する。 

・ 世界的にも引けを取らない一大研究拠点として、今後はまさに真のイノベーションを生み出すことが求

められよう。早期に産総研発の画期的な技術が社会に広く受け入れられることが期待される。 

・ 講演会、産学官連携、国際連携等活動量が多い点は評価できるが、先方からの申し入れ等受動的な活動

も多い。体系的な情報発信戦略を策定し、能動的な情報発信を増やすと効果的な活動になりうる。 

・ 開発輸入と地産地消の両方を満たすために、アジアでのバリューチェーンを展開するための取り組みを

図る必要がある。その推進のための戦略・ロードマップ・マイルストーンを官民合同で作成し、達成に必

要な具体的政策（本邦の本格市場創造、政府案件認定によるレピュテーションリスク回避、農業開発等

へのＯＤＡ／ＯＯＦ活用）を政府が着実に遂行するための政策立案・体制整備を経済産業省主導で行うこと

が望まれ、その舞台回しに産総研が中心となることを期待する。 

・ 膨大なデータを取り扱う情報工学は産業技術のキーテクノロジーになるが、その技術を基盤とした産業

への応用（アウトカム）に至る道筋をより明確にすることが求められる。円滑に推進するために必要な

体制を再検討し、所内外の関連機関や企業との連携を推進する必要がある。 

・ 研究ユニットの高い研究ポテンシャルを活かしたプリコンペティティブなテーマの設定と、産官学の連

携強化によるアウトカムの多様化、大型化を図ることが社会還元、社会貢献のためにもますます重要に

なる。 

 

△ 国際貢献 
・ 我が国を代表する研究拠点として国際展開戦略も進めることが望まれる。 

・ 欧州の研究機関との連携を進めることによって、社会の土壌から生まれる、足腰の強い研究のあり方を、

再認識することになろう。 

・ イノベーションハブの構築は、主に国内企業と若手研究者へ向けた知識の流布と浸透を目指し、次世代

研究者の育成に主眼が置かれている。また、一歩踏み出して、アジアにおけるハブを目指している。こ

れらは十分な評価に値するが、これからは本研究ユニットがリーダーシップを取って、欧州や米国との

データベースとの融合を図る一方で、知財の活用のために、世界的企業との連携も推進して行く必要が

ある。 

・ オールジャパンの体制構築を促進し、海外と競争・協働する拠点となることが期待される。 
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△ 知的基盤 
・ 海外で導入が先行する可能性もあり、海外機関との連携や国際標準化の議論を進める必要がある。国際

半導体技術ロードマップのように技術要素に対応したロードマップを作成し、その見直しを定期的に行

う仕組みを作ることが期待される。これにより企業の開発意欲を喚起し、技術と市場投入が世界に先行

すればデファクトスタンダード化も期待される。 

・ 国際人間特性ＤＢが国際競争力を示せていることを利用して、ＤＢを利用したイノベーションを世界に広

げることができ、国内産業の育成にもつながる。 

・ 地域特性を、単に生産拠点があると言うことに留めず、世界の工場が集中しているハブであると位置付

け、更なる展開が期待される。 

 

△ 外部人材育成 
・ 多様かつ分野横断的であるので、若手研究者及び産業人材の育成を根気よく継続して行く必要がある。 

・ 人材育成とともに周辺産業への高い波及効果も期待される。つくば地区の産官学連携の中核、イノベー

ションハブとしての役割が重要である。 

 

△ 産学官連携 
・ ハブとしての成果を生むために継続的な交流活動が必要であり、積極的に交流の場を作るべき。 

・ 異業種交流を進めて成果を広くアピールし、多面的な見方で成果物に興味を持つ企業を開拓する必要が

ある。 

・ 現在の積極的、活発な取り組みを維持するとともに、ウェイトを材料・デバイス重視からシステム応用

へのシフトチェンジに取り組むことが望まれる。 

・ 本研究ユニットの成果を普及するためには各地に中間的なサポーターが必要だが、その活動を維持する

コスト回収の仕組みが必要で、有識者等を活用してうまく回るビジネスモデルの構築を検討する必要が

ある。 

・ 産業化は、産総研内のチャネルも活かし、情報システムやサービス関連の企業をも巻き込んで、スピー

ディに応用展開を進める必要がある。 

 

△ 地域連携 
・ 産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての立場を更に発揮して頂きたい。国内の英知を集

め、そこから企業・本研究センター・大学等の研究機関が研究開発すべき方向と目標を明示して行くこと

が望まれる。 
・ 独自性を活かした研究活動の継続を希望する。 
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５‐２‐４ 研究ユニット運営の取り組みの評価コメント 

 

本節では、「研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその

効果」に対する評価項目のコメントについてまとめる。 

 

（１）評価コメントの概要及び内容の構成 

 

本評価項目における主たる評価事項として、１）所内連携や分野融合、２）資金獲得・効率的活用、

３）組織運営や体制の整備、４）内部人材育成、５）挑戦課題の推進、等がある。評価コメントの内

容を、これら５事項にその他を加えた６つの事項に分類して、それらの頻度の割合を概略的に把

握した。その結果を図５‐２‐２に示す。 
 
外部評価委員、内部評価委員ともに「評価できる点」「問題点・改善すべき点」や「今後の方向

性と助言」の各評価事項において、「組織運営や体制の整備」についてのコメント数が一番多く、

次に「所内連携や分野融合」そして「資金獲得・効率的活用」の順にコメントが多く記されてお

り、「内部人材育成」の項目は「組織運営や体制の整備」等の項目と複合でコメントが得られて

おり、「挑戦課題の推進」は比較的少なかった。この傾向に加え外部委員においては「その他」

に分類されるコメントとして国際競争力、成果の発信、波及効果等もあった。 

 

 
図５‐２‐２ 研究ユニット運営の取り組みへの評価コメント内訳 

 

「組織運営や体制の整備」については研究者間のコミュニケーションがよくとれているとの評

価や、トップダウン管理とボトムアップ提案のバランスがよくとれているとの評価がある。反面、

「問題点・改善すべき点」としても、研究体制及び責任の明確化が課題であるとするコメントも

多く、更にアウトカムを最大化するコーディネート機能の充実が必要、あるいは研究テーマや成
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果に対するレビューと運営の仕組みが必要との指摘がされている。「今後の方向性と助言」とし

ては、効果的な連携体制の構築及び工夫とともに、情報交換や交流を進め多面的研究を可能にす

る等人材育成をする必要があるとの助言、シーズ発掘や新領域の開拓等の工夫の必要性等が指摘

されている。 

「所内連携や分野融合」については、「評価できる点」として、連携（他研究ユニット、技術

研究組合、外部研究機関等）や融合が推進されていることや、連携によって研究開発の効率が上

がっている点等があげられている。一方、「問題点・改善すべき点」としては連携の一層の推進、

拡大が望まれる等の指摘があり、「今後の方向性と助言」としては、所内連携の継続性を更に強

化する必要性の指摘や、具体的な連携の強化策の提示がある。 

 

なお、本評価項目における評価コメントの記入率は表５‐２‐４のとおりである。「評価できる点」

については、外部評価委員及び内部評価委員ともに、高い評価コメント記入率である。「問題点・

改善すべき点」についての記入率は若干低いものの、今後の方向性と助言については１０割に近

い評価委員がコメントを記入している。 

以下に、評価事項に概ね沿ったかたちで、コメントの主な指摘例について示す。 
 

表５‐２‐４ 研究ユニット運営の取り組みへの評価記入区分と記入率 

評価記入欄 委員内訳 記入者数 記入率（％） 

評価できる点 
外部評価委員  ５５  １００．０ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

問題点・改善すべき点 
外部評価委員  ４０  ７２．７ 

内部評価委員  １９  ８６．４ 

今後の方向性と助言 
外部評価委員  ５４  ９８．２ 

内部評価委員  ２２  １００．０ 

 

（２）「評価できる点」の主な指摘内容 

 

○ 所内連携や分野融合 
・ 評価委員会の指摘事項も考慮し、所内連携や分野融合により多くのテーマ・課題に効率的に取り組める

体制を整備していることを評価。 

・ 分野４研究部門を含む所内７研究部門と広範且つ密な連携を図っている点、業界はもとより国内外の外部

関係機関と幅広い人脈・ネットワークを形成している点を高く評価。 

・ 他省庁との交流は、他分野との連携や省庁を超えた融合化のためにも大変良い。多くは農水省管轄であ

り、連携は必須である。外部資金獲得にも有効に作用しているものと評価できる。 

・ 少ない人員で幅広い研究体制を維持するために、効果的な所内連携や分野融合に力を入れている。所内

連携の研究はやや自由度の高いものであり、今後の成果が期待される。 

・ この規模の研究ユニットとしては企業との共同研究の数が非常に多く、その仕掛けや意欲に頭が下がる。

中核となる技術が産総研単独の知的財産となるようにしているやり方も優れている。 

・ 応用について、所内の多くの研究ユニットと連携を拡大していること、及び新規分野への応用開拓にも

積極的に取り組んでいることは評価できる。 

・ 所内の連携や分野融合について積極的な配慮がなされ、実行に移された結果、チーム間連携が改善され、

人材育成目標も明確になっている。 

 

○ 資金獲得・効率的活用 
・ 多方面にわたって外部資金、特に民間からの資金の獲得努力をし、かなりの実績をあげている。 

・ 研究人員・チームの増強を図り、研究のフェーズに応じた外部資金活用、研究ユニット間連携の促進等、

運営はきめ細かに機動的に行われており、研究員のモチベーション向上につながっている。 

・ 長期的な大プロジェクトはないが、新規課題の探索、挑戦も積極的に支援し、ＣＲＥＳＴ、さきがけ、科

研費等の資金を着実に獲得し、ユニット運営の基盤としている。 
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・ プロジェクトや企業との共同研究が多数存在する中で、企業への技術移転から次世代技術の研究開発ま

で、本研究ユニットの活動は高いレベルで進められている。 

・ 連携関係にある他大学、研究機関と情報交換を密に行うことで、外部資金に関する情報をできるだけ早

く集め、競争的資金の獲得につなげている。 

・ ユニット長が強力なリーダーシップを発揮して、ＮＥＤＯ事業のプログラムが終了後も、科研費を中心に

競争的研究資金の獲得を実現し、研究資金に十分に見合う成果を出して来たと判断される。 

・ 共同研究等、連携先の開拓のため毎年シンポジウムを行っており、有効な運営努力と認められる。 

・ ２年前に比較して明確な成果もあり、活動の活性化が感じ取れる。産総研内部研究費が十分でない中、

外部資金の獲得等に努力し、効率的な活用がされている。大学、企業との連携も密である。 

 

○ 組織運営や体制の整備 

・ 研究ユニットの多種多様なリソースを最大限に活用して、公募研究や民間との共同研究を実施するとと

もに、トップダウン管理とボトムアップ提案がバランス良く運営に組み込まれていると評価。 

・ チーム再編を行うとともに、つくばから研究者３名を勧誘する等、組織運営にもきめ細かな対応がなさ

れている。関連研究ユニット間での連携も活発である。 

・ 外部人材を含めた９チーム、約２００名の研究人員の研究ユニット全体で重点課題を設け、ミッションを

共有できる態勢を取っている。細かいチーム編成で責任所在が明確化され、複数チームにまたがるテー

マを通じてチーム間の有機的連携を目指す姿勢も優れている。 

・ 必要に応じて新たな仕組みを作ること等は、他の研究ユニットにも規範となり得る。複数の拠点があり、

安全面にも留意しなければならないが、管理や責任の分担もなされ、それが適切に機能している。 

・ ユニット長主導による効率的・積極的な運営が行われ、研究の進捗が顕著である。 

・ 人員、資金という規模に比較して順調に成果を挙げており、組織運営、体制構築、予算配分、人材育成

等がうまく進んだとの印象である。共同研究の実績もあり、産業への波及効果が期待される。 

・ 研究ユニット内での風通しの良さがあちこちで感じられる。互いに良く理解し、進めている事が見て取

れる。そのマネジメントは優秀。 

・ フラットでオープンな組織運営によるチーム間連携強化や所内連携を進めるとともに、英語力の強化、

国際化推進、居住環境の整備等細かい点まで工夫された運営を進めていることは評価できる。 

・ 人事的な新陳代謝、優秀な人材を確保するとともに国際化や男女共同参画等ダイバーシティへの取り組

みは評価できる。 

・ 安全を重視した組織運営を心がけている点を評価。また、産総研内での連携にも取り組んでいる点もリ

ソースの有効活用や融合領域の開拓という点で期待できる。 

 

○ 内部人材育成 
・ 研究成果取りまとめの指導を徹底した結果、査読付き国際誌への掲載が大きく増加している。 

・ 研究者の異動や兼務を含めて、計画的な出向・留学による人材育成は高く評価される。ポスドクの就職

活動支援を兼ねた若手研究進捗報告会を月２回開催する等の継続的な人材育成がなされている。 

・ 人材育成等において着実な取り組みが認められる。 

 

○ 挑戦課題の推進 
・ 戦略課題以外に重要な研究課題にも取り組み、周辺技術の開発や挑戦課題の設定と推進が図られており、

今後の研究展開に有益である。 

・ 外部からの資金獲得が順調に伸びている。人材育成の観点から、若手の１５名以上が大学や企業の職員に

就いていることは高く評価できる。所内の連携についてはプロジェクトの成功例を中核に新分野の融合

による形成が効率的になされており、挑戦的な課題に対しても意欲的な取り組みがなされている。 

・ 研究職員の評価では、設定目標に対する達成度ではなく、得られた成果に対する絶対評価としている点

は、挑戦的な課題に取り組むことを促進するという観点から適切であると評価できる。 

 

○ その他 
・ 我が国産業の国際競争力を高めるという視点から、次世代技術及びそのロードマップは極めて重要と思

われるので、経済産業省や産業界との議論を行っている点は大いに評価できる。 

・ 論文発表についても成果の公開／非公開の仕分けが慎重になされており、「勇み足の論文発表」による

敵塩の懸念を払拭するとともに、大きな波及効果をあげている。 

・ 論文発表、国際会議発表、特許出願にも積極的に取り組んでいる。 
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（３）｢問題点・改善すべき点｣の主な指摘内容 

 

● 所内連携や分野融合 
・ 国内外の研究機関や公的な組織との関連を明示し、それを踏まえることで更なる連携・発展の発想が創

出可能に。 

・ デバイス・モジュール等のエンドプロダクトに近い研究開発は、応用システムの性能を左右するため、

目標を一段と深く検討して進めることが必要である。産総研内の関連研究グループとの連携が一つの方

法であるが、マーケティングにも似た機能を持つ体制が必要である。 

・ 開発及び実用化に対して、参画者の増員が望まれる。企業を含む所内外の関連機関との連携を拡大する

ことが望まれる。 

・ 産総研内の分野間連携は増えつつあるが、まだ十分というわけではない。 

・ 限られた人的資源で様々な応用展開には無理がある。また、本研究ユニットの優れた製造技術が、十分

に他の分野に伝わっていないように感じる。 

・ 技術移転の定義が不明確だと思われる。技術移転後のフォローアップ等に関する産総研の対応もよくわ

からない。 

 

● 資金獲得・効率的活用 
・ 外部資金はコンスタントに獲得しているものの、更に増やして研究を大型化する努力も求められる。 

・ 企業からの資金提供額は増えているとはいえ、まだ多いとは言えない。社会に適用することが成功して

いれば、もっと産業界からより多くの投資が行われても良いはず。中小企業については、共同ファンド

等で額が少なくとも優先させるようなシステムが必要と考える。 

・ 国プロの実績がないので、国プロとしての予算がとりにくい。やはり地域と国家の両立できるテーマで

進めて行くことが重要であると思う。 

 

● 組織運営や体制の整備 
・ 研究体制について、人材の配置を含めた所内の組織図を描き、研究体制を明確にすることが必要。 

・ 研究チームを増やしたことで、モチベーションや機動性が高められ、構成員の責任も明確化されるが、

チーム当たりの人員は減少している。ある時期において、このチーム再編の効果の検証も必要である。 

・ 限られた人数で多くのテーマに取り組んでおり、一部の研究者に過度の負担がかからぬよう、配慮が望

まれる。研究職員はやや減少しており、新規獲得や維持に努めることが期待される。 

・ アウトカムを最大化するためのコーディネート機能の充実が必要ではないかと思う。この点は産総研全

体の課題かもしれない。 

・ 研究プロジェクトの数が多すぎる感があるので、本当に必要なもの、効果のあるものに絞り、プライオ

リティをつけた運営と効率アップを図った方が良いと思われる。 

・ 研究課題の設定、結果の報告・承認、アウトカムの方向等のレビューと運営の仕組みが明確でない。 

 

● 内部人材育成 

・ システム応用への展開を図るべき段階に来ているが、これをマネージできるリーダーが不在である。 

・ 外部人材が圧倒的に多いことから、若手を中心とした内部人材の育成に多少懸念が残る。 

・ 外部資金雇用の契約職員、特に若手研究者が、今後、産総研内外において、次のステップにその実力を

展開できるように指導・配慮が必要である。 

・ 研究員が市場・ビジネス側の人達と触れ合う機会がもっとあると良い。 

 

● 挑戦課題の推進 
・ 研究職員の人員規模に比して、各研究チームが取り組む研究課題が多岐に渡っている点が懸念される。 

 

● その他 
・ 特許出願数に比べ論文数が少ない。 

・ 個別のソリューション提供だけでは、今後の展開が見通せない。研究センターで蓄積したノウハウがど

のようにして成果に結びついたか等、将来も含めたストーリー性を構築する必要がある。 
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（４）｢今後の方向性と助言｣における主な指摘内容 

 

△ 所内連携や分野融合 

・ 研究コミュニティに対する支援的な活動は、関連する研究分野の発展にとっては極めて重要であり、今

後も継続的な取り組みが望まれる。 

・ 今後の展開に課題があればこれを明示し、解決策を分野として検討する必要がある。必要な所内外の連

携、実用化、円滑な社会導入、社会人や審査関係を含めた人材の育成も不可欠である。ハブ機能の拡大

やプレゼンスの拡大のための具体策の明示を望む（例えば、研究ユニット機能の拡大、研究者の増員、

長期的な予算の確保等）。 

・ 所内外連携は具体的な役割分担、重複整理を、より一層明確にすることが望まれる。 

・ 所内の情報通信・エレクトロニクス分野やライフサイエンス分野のサービス関連技術やデータの処理・

解析技術と結びつけることが望まれる。 

 

△ 資金獲得・効率的活用 

・ 研究ユニット内の運営も重要だが、実際に貢献することを引き出すのが重要である。引き出すための指

標は何かを明示して研究ユニットの潜在能力を発揮させることを期待する。 

・ 国の予算を活用した基礎研究と外部資金、民間企業と連携した応用研究のバランスを保ちつつ、限られ

た研究リソースの最適配置を目指すことが期待される。 

・ 資金獲得や共同研究の成果や内容は、秘密事項もあるだろうが、内外にできるだけ公表し、研究員のモ

チベーションの向上にもつなげる必要がある。 

・ ＪＳＴ等の外部資金に、より積極的に応募し、資金と研究の機会を獲得することが望まれる。 

 

△ 組織運営や体制の整備 
・ 小さい所帯なだけに年齢構成は非常に重要であり、時間をかけてでも人材交流等を通して是正する方向

を考える必要がある。 

・ 応用システムの将来動向を絶えず調査研究して、本研究ユニットの研究開発活動をより堅実にすること

が望まれる。システム寄りの優秀な人材を補強して、シンクタンク機能を持たせることも重要である。 

・ 各チーム長は個別のプロジェクト達成ばかりでなく、人材育成、資金獲得、情報発信等多くの社会的責

任を担っている。これらの重責を果たすために、チーム長相互やプロジェクトリーダー等との横、縦の

緊密な意思疎通に特に留意することが望まれる。 

・ 体制の構築とともに、グループ員やグループ間での情報交換や異動・交流を進め、専門分野にとらわれ

ない多面的な研究が可能になり、研究成果の指標となる特許や論文数が増加することを期待する。 

・ 所内外や企業との連携拡大を図り、次代の研究の方針を検討し、基礎から実用化までを円滑に推進する

体制整備を図る必要がある。 

・ アウトカムの最大化へは、企業との共同研究のみならず自前でのベンチャー育成等の方向性も検討する

必要があると考える。また、研究開発を円滑に推進するための環境整備は重要で、研究所はそのための

施策を検討する必要がある。 

・ 組織運営や所内連携、内部人材の育成等で様々な工夫と努力を重ねられていることは理解できた。ス

ピード感のある実用化研究を推進することが望まれる。 

・ 研究ユニット長の個性と意欲で支えられている。外部から見る限り、この少人数の家庭的な暖かみのあ

る研究ユニットは魅力的。 

・ 論文や学会発表等に制限がある実用化レベルの研究に従事する研究者に対して、可能な範囲で研究を複

線化して、キャリアディベロップメントにつなげる努力が望まれる。 

 

△ 内部人材育成 
・ 人材については、欧米の技術開発動向の調査と適正な評価、実現性のある事業展開シナリオの立案、そ

のための研究開発戦略の策定、産業の創造支援に効果的な制度支援策の立案、それ基づく具体的なプロ

ジェクトの支援・推進等を行う能力を持った人材の登用が望まれる。必要に応じて外部人材の有効活用を

行うべき（外部委託や人材受入れ等。米国バテルの方式に倣うのも一案）。 

・ 見守りシステム等に関しては、ユーザーとの密接な連携が必要で、人材育成を兼ねて若手研究者の異分

野交流を更に進めることが望まれる。 

・ 研究ユニット内の若手研究者に修業の場を与え、助言者を配置する等、次世代に向けた組織内の人材育

成についても周到に配慮することが望まれる。 
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△ 挑戦課題の推進 

・ 企業への技術移転を大きなアウトプットとすると、次世代技術の研究開発は次のアウトプットを生み出

すためのインプットである。両者をバランスよく進めて行くための運営は極めて重要である。 

・ 産業技術システム設計の最適化研究を進める等、次の社会を想定した研究に取り組むことが望まれる。

細分化されたセクター内での研究戦略は、分野間の競合が進むと破綻する。わが国全体の産業技術につ

いて、集中の選択をする時代が到来しつつある。欧州の各国の特徴を意識した、研究戦略の再設計を期

待する。 

・ 新技術の開発に向けて、産総研が持っている最先端技術・ノウハウの一層の活用を期待する。 

・ 今後を考えると、産業界・医療業界のニーズを見据えて、「大量データから知識の発見」等の新たな研究

について立案、推進する必要があると考える。これまでの成果を基盤に継続することで連続性が示され、

より良い研究ユニットが構築できるかも知れない。 

・ 挑戦的な加工やプロセスに関する基盤研究にも一部取り組むことが望まれる。 

 

△その他 
・ 論文発表では、成果の公開／非公開の仕分けを慎重に行うことにより、不適切な論文発表の防止等に大

きな波及効果をあげている点は評価できる。 

・ 産総研の貢献がより明示的な分かり易い成果の発信を通じた社会へのアウトリーチ活動を通じて、日本

あるいは世界の先導者、オピニオンリーダーとなることが期待される。 

・ 研究ユニット全体の活動内容と産業への貢献、波及効果及び経済効果等を分かり易く示し、研究ユニッ

トの存在意義をより積極的にアピールすることが期待される。 
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５‐３ 評点の頻度分布 
 
本節では、評点の頻度分布の検討結果について報告する。 

今年度実施した１１研究センターの評価結果の評点の統計値について示す。また、平成２２年度

からの第３期における評点について、研究部門と研究センター・研究ラボとに分け、その推移や頻

度分布等について示す。 
 

（１） 評価項目と評価基準 

外部評価委員と内部評価委員とで付している評点の評価項目が異なる。 

外部評価委員は、「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション

推進への取り組み」に対して評点を付している。なお、このうち、ユニット戦略課題毎の評点は、

研究ユニットによる課題毎の重みづけ（１あるいは２）の加重平均によって、研究ユニット全体

の「ユニット戦略課題総合点」を算出している。 

一方、内部評価委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」、「イノベーション推進

への取り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」の３項目に対して評点を付している。 

評点の評価基準はいずれも、Ａ（優れている、４点）、Ｂ（概ね適切、３点）、Ｃ（要改善、２点）、

Ｄ（不適切、１点）とし、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。

また、中間的な評点（例えばＡ/Ｂ：３．５点）も選択できることにしている。第２期まではＡを「適

切」としていたが、平成２２年度の第３期から「優れている」としている。 

なお、平成２５年度は、評価を行った１１の研究センター全てから評点を得た。評価委員会に出

席して評価を行った評価委員は、のべ７７名（外部評価委員５５名、内部評価委員２２名）である。

また、今年度との比較を行った平成２４年度は２１研究部門と９研究センター、平成２３年度は１１

研究センターと２研究ラボの評点を得ている。平成２２年度は第３期の最初の年度であり、新設・

再編の研究ユニットを除く１４研究部門と９研究センターの評点を得ている。 

 

（２） 平成２５年度における評点の統計値 

今年度実施した１１研究ユニットの評点の統計値を、表５‐３‐１に示す。 

総合評点の平均値は３．９である。この値は、平成２４年度の研究センターの平均値、及び今年

度の研究センターの多くが評価を行った前回（平成２３年度）と同じである。評価項目では、外

部評価委員による「ユニット戦略課題総合点」及び内部評価委員の「イノベーション推進への取

り組み」の平均値は４．０であり、評価項目のなかでは相対的に高い。また、外部評価委員による

「イノベーション推進への取り組み」の平均値が３．９であるのに対して、内部評価委員の「研究ユ

ニット全体のシナリオ・ロードマップ」と「ユニット運営の取り組み」の平均値は３．８であり評

価項目のなかで相対的に低い値になっている。 

 

表５‐３‐１ 平成２５年度の研究ユニット全体の主な評価項目の評点と総合評点 

 外部評価委員 内部評価委員 
総合 

評点 
戦略課題 

総合点 

イノベーショ

ン推進 

研究ユニット

全体 

イノベーショ

ン推進 

ユニット運営 

平均値 ４．０ ３．９ ３．８ ４．０ ３．８ ３．９ 

中央値 ４．０ ４．０ ３．８ ４．０ ３．８ ４．０ 

最大値 ４．８ ４．５ ４．０ ４．８ ４．０ ４．５ 

最小値 ３．３ ３．３ ３．０ ３．３ ３．０ ３．５ 

標準偏差 ０．４ ０．３ ０．３ ０．４ ０．３ ０．３ 

＊ 戦略課題総合点：ユニット戦略課題総合点（研究ユニットが定めた重みづけ（１あるいは２）によるユニット戦略課

題の評点の加重平均） 

＊ イノベーション推進：「イノベーション推進への取り組み」、研究ユニット全体：「研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップ」、ユニット運営：「研究ユニット運営の取り組み」 

＊ 統計値は各研究ユニット評価結果の評点一覧に示す評点の値より算出 
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（３） 第３期における研究ユニット評価の評点の統計値の推移 

研究ユニットのなかでも、研究部門、研究センターと研究ラボでは、設置の目的や期限及び規

模等が異なっている。したがって、ここでは、第３期の平成２２年度以降について、研究部門とそ

の他の研究センター・研究ラボに分けて、それらの評点の推移について示す。それぞれの統計値

の一覧表を、表５‐３‐２に示す。 
 

表５‐３‐２ 第３期における評価項目の評点と総合評点の推移 

評
価

委
員

評価項

目 
年度 

平均値 中央値 最大値 最小値 標準偏差 

研究

部門 

研究セ

ンター 

研究

部門

研究セ

ンター

研究

部門

研究セ

ンター

研究

部門

研究セ

ンター 

研究

部門 

研究セ

ンター

外
部
評
価
委
員 

戦略課

題総合

点 

Ｈ２５ － ４．０ － ４．０ － ４．８ － ３．３ － ０．４

Ｈ２４ ３．８ ３．９ ３．８ ３．９ ４．１ ４．２ ３．４ ３．５ ０．２ ０．３

Ｈ２３ － ４．０ － ３．９ － ４．９ － ３．４ － ０．４

Ｈ２２ ３．８ ３．９ ３．９ ４．０ ４．１ ４．３ ３．２ ３．５ ０．２ ０．３

イノ

ベー

ション

推進 

Ｈ２５ － ３．９ － ４．０ － ４．５ － ３．３ － ０．３

Ｈ２４ ３．７ ３．８ ３．７ ３．９ ４．２ ４．１ ３．１ ３．５ ０．２ ０．２

Ｈ２３ － ３．８ － ３．７ － ４．４ － ３．１ － ０．３

Ｈ２２ ３．８ ３．７ ３．８ ３．７ ４．２ ４．３ ３．３ ３．１ ０．２ ０．４

内
部
評
価
委
員 

研究ユ

ニット

全体 

Ｈ２５ － ３．８ － ３．８ － ４．０ － ３．０ － ０．３

Ｈ２４ ３．８ ４．０ ３．８ ４．０ ４．３ ４．３ ３．３ ３．８ ０．３ ０．２

Ｈ２３ － ３．８ － ３．８ － ４．５ － ３．０ － ０．４

Ｈ２２ ３．７ ３．９ ３．８ ４．０ ４．３ ４．５ ３．３ ３．３ ０．３ ０．３

イノ

ベー

ション

推進 

Ｈ２５ － ４．０ － ４．０ － ４．８ － ３．３ － ０．４

Ｈ２４ ４．０ ４．２ ４．０ ４．３ ４．８ ４．８ ３．５ ３．５ ０．４ ０．４

Ｈ２３ － ３．９ － ４．０ － ４．５ － ３．３ － ０．４

Ｈ２２ ３．８ ３．９ ３．８ ４．０ ４．３ ４．５ ３．３ ３．０ ０．３ ０．５

研究ユ

ニット

運営 

Ｈ２５ － ３．８ － ３．８ － ４．０ － ３．０ － ０．３

Ｈ２４ ３．７ ３．９ ３．８ ３．８ ４．３ ４．３ ３．０ ３．３ ０．３ ０．３

Ｈ２３ － ３．８ － ３．８ － ４．５ － ３．０ － ０．４

Ｈ２２ ３．６ ３．６ ３．５ ３．８ ４．３ ４．０ ３．０ ３．０ ０．４ ０．４

総合評点 

Ｈ２５ － ３．９ － ４．０ － ４．５ － ３．５ － ０．３

Ｈ２４ ３．８ ３．９ ３．８ ３．９ ４．０ ４．２ ３．４ ３．５ ０．２ ０．２

Ｈ２３ － ３．９ － ３．９ － ４．６ － ３．５ － ０．３

Ｈ２２ ３．８ ３．８ ３．８ ３．８ ４．０ ４．２ ３．３ ３．３ ０．２ ０．３

 ＊ 研究センターの欄のうち平成２３年度は研究ラボと合わせた結果の統計値を示す。 

 ＊ その他の評価項目の名称等は、表５‐３‐１と同じ 

＊ 統計値は各研究ユニット評価結果の評点一覧に示す評点の値より算出 

 

今年度に評価を実施した研究センターでは、前述のように、総合評点は平均値が平成２３年度

以降３．９で同様である。一方、中央値は平成２２年度の３．８から上昇し、今年度は４．０である。

評価項目では、外部評価委員による評点のうち、戦略課題総合点は、今年度の研究センターの多

くが含まれる平成２３年度と同じ４．０であるが、イノベーション推進については３．９と平成２３年

度から上昇している。特に中央値が３．７から４．０へ大きくなっている。この平成２３年度との比

較では、内部評価委員においても、イノベーション推進が０．１高くなっている。そのほかの研究

ユニット全体及び研究ユニット運営について、平均値は３．８で同じである。 
 

（４） ユニット戦略課題の評点の頻度分布 

 図５‐３‐１に研究部門におけるユニット戦略課題の評点の頻度分布を示す。本資料は、平成２４

年度評価報告書のものであり、平成２２年度及び平成２４年のいずれも３．８の階級に多い頻度分布

であり、その分布に顕著な違いはないことが示されている。 
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図５‐３‐２と図５‐３‐３に、研究センター・ラボの場合の頻度分布を、同じ研究ユニットが多く含

まれる、平成２２、２４年度と平成２３、２５年度とに分けて示す。 

該当する研究部門と研究センター・研究ラボとを比較すると、研究部門では３．８が最も多い頻

度分布であるのに対して、研究センター・ラボでは３．９、４．０付近に比較的多く、特に今年度では、

４．２に最も多い頻度分布である。一方、今年度ユニット戦略課題総合点の平均値はこれまでと同

様である。今年度は、３．１～３．２の比較的低い評点のユニット戦略課題が平成２３年度と比較し

て多く、そのために平均値は同じになっている。従来、研究部門に比べると研究センターでは比

較的高い評点のユニット戦略課題が多い一方、比較的低い評点のユニット戦略課題は研究部門と

同様の比率であった。今年度は、高いユニット戦略課題が多くなったが、その分比較的低い評価

のユニット戦略課題も多い結果である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図５‐３‐１ 研究部門におけるユニット戦略課題の評点の平成２２、２４年度の頻度分布 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図５‐３‐２ 研究センターにおけるユニット戦略課題の評点の平成２２、２４年度の頻度分布 
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図５‐３‐３ 研究センター・ラボにおけるユニット戦略課題の評点の平成２３、２５年度の頻度分布 
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５‐４ 前回評価結果等の指摘事項への対応状況 
 

研究ユニットの評価結果は、研究ユニットが適切に対応して改善に役立てることが期待される。

平成２１年度の評価委員会から、前回の評価結果での指摘事項を踏まえた対応状況を評価資料に

報告することとしている。具体的には、前回評価で受けた指摘事項から主なもの５件程度を研究

ユニットが選び、それについて、研究ユニットの対応状況及び役立った点等を、それぞれ２００文

字程度以内で記載するよう求めている。 

今年度評価対象となった１１研究ユニットのうち、対応する２年前の平成２３年度に「前回評価」

があったのは、９研究ユニットである。一方、「前回評価」がない２研究ユニットのうち、１研究

ユニットは、開始時意見交換会での指摘事項に対する対応状況を、また、１研究ユニットは、平

成２２年度の評価委員会等での指摘事項に対する対応状況を記載している。以下、これらの回答

の性質の違いは区別せず、対応状況をとりまとめた結果について報告する。なお、記載件数は、

合計５５件である（表５‐４‐１）。 

 

表５‐４‐１ 前回指摘事項の記載数 

研究分野 
平成２５年度研究ユ

ニット評価の実施数 

平成２３年度評価が

あった研究ユニット

数 

前回評価がなく、前年開

始時意見交換会等につ

いて回答した研究ユニッ

ト数 

記載項目数

環境・エネルギー  ４  ３ １  ２２ 

ライフサイエンス  ３  ２ １  １３ 

情報通信・エレクトロニ

クス 
 ２  ２ ０   ９ 

ナノテクノロジー・材

料・製造 
 １  １ ０   ５ 

計測・計量標準  １  １ ０   ６ 

地質  ０  ０ ０   ０ 

合計 １１  ９ ２  ５５ 

 

取り上げられた指摘事項の分類には若干の困難がある。たとえば、研究成果の活用や普及のあ

り方についての意見は、技術の普及への指摘でありながら、研究ユニットの運営方法への指摘の

性質も持っている、等である。このことを踏まえつつ、指摘事項毎に属性の重複がないように分

類した結果を表５‐４‐２に示す。 

表５‐４‐２ 前回指摘事項の分類 

指摘の内容 （件） 内訳 （件） 

研究の内容（目標、計画、進め方等）  ３２ 

研究計画  １３ 

目標設定  １１ 

アウトカム   ４ 

ロードマップ   ４ 

成果の利用、普及等   ９ 
技術の普及   ５ 

情報発信   ４ 

連携、協力等   ８ 
内部連携   ４ 

外部連携   ４ 

ユニットの運営関連   ６ 人材育成、コミュニケーション等   ６ 

合計  ５５   ５５ 

 

指摘の多くは、研究の内容に関することで、研究計画や目標設定に関する指摘が主なものであ

る。 
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次に、評価委員の指摘事項の代表例と対応状況についての研究ユニット側の回答例を、指摘の

内容毎にまとめて、表５‐４‐３〜表５‐４‐６に示す。ここでは、個々の研究ユニット名や、テーマ名

等の情報は除いて要約している。 

 

表５‐４‐３ 研究内容に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

研究計画に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

コスト、利便性、汎用性、エネルギー収支等を従来

法と比較した実用化開発を意識する。 

要素技術のみならずトータルプロセスでの経済

性評価、環境性評価を行い、要素技術の研究開

発にフィードバックする体制を取っている。 

研究ターゲットに更なる選択と集中が必要。 研究内容の整理を行ない、ターゲットをいく
つかに絞った。研究者の他部門への異動を図
り、プロセスの経済性・環境性評価に集中させ
る体制に変更した。 

 

目標設定に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

目標の設定においては、適切な前提に基づいて
具体的なコスト推計を行い、競合製品との経済
性・市場性の比較を行うことで、研究開発の有効
性を明確にして行く必要がある。 

当該プロジェクトにおいて原料供給調査、経
済性評価を実施し、検証を行い、経済性があ
るとの試算結果を得ている。 

ユニットの目標とする新プロセスの提案につい
て、絞り込みと候補をどう進めるのかの道筋を
明確にしてほしい。 

これまでに各研究テーマについて、研究の段
階と進捗状況や外部に対する競争力や優位性
を、ポートフォリオ分析を含めて検討し研究
テーマ群として絞り込みを行いつつある。 

企業のニーズを把握するためには、企業からの
提案を募るだけでなく、企業の生産現場に入り
込み、自らニーズを発掘することも有効である。
また、主として対象とする産業分野を定め、将
来必要となるであろう技術シーズに備えておく
ことも研究ユニットの発展にとって必須であ
る。 

これまでの連携研究２課題に加えて、今年度
からさらに２課題をスタートした。ここでは、
生産現場に頻繁に足を踏み入れて検討を進め
ている。将来の取組むべき産業分野として、
これまでの産業分野から別の産業分野におけ
る技術への展開を進めている。 

 

アウトカムに関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

開発している技術には競合技術があるはず、アウ
トカムへの具体化は？  

先行している他の技術はあるが、本研究ユ
ニットで開発している技術は応用可能な汎用
技術であり、材料削減やエネルギー削減とい
う強みがある。一方、最適化の面では弱みが
あるため、強い分野で実用化例を示しつつ、
企業と連携して技術展開を進める。また独自
開発の技術等は、他の応用でもキーデバイス
であり、競争力のある技術として、他との差
別化を図る。 

開発した素子は、幅広い応用の可能性を秘めて
いるが、リソースを考慮して、目指すアウトカ
ムをもう少し絞り込んではどうか。 

研究ユニット内の担当チーム長を中心に、
メーカーと議論を深めながら真剣にアウトカ
ムを検討し、出口の明確化に努めている。 

応用分野としてどこを想定するかが重要であ
る。デバイスやシステムの完成度にも依存する
が、将来的な応用分野として、幅広い分野への
展開も十分に考えられるので挑戦して欲しい。

他分野への応用として、信頼性・寿命を高めて
実証実験を実施する等、モニタリングシステ
ムに関しても引き続き開発を継続している。 
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ロードマップに関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

大まかなシナリオ、ロードマップの明示が必要
である。 

評価委員のご意見をふまえ、研究テーマの絞
り込みとそのシナリオ作成、マイルストーン、
ロードマップ作成等について、ポートフォリ
オ分析を含めて検討してきた。 

応用サイドにどう情報を供給して行くか、応用の進
展の仕方は新しい課題が入ってくる時に一緒に変
わる。応用サイドが動く時がチャンスである。そうい
う意味で、応用のロードマップがおざなりなのが問
題である。 

今までは性能指標を単純化するために一つの
パラメーターを用いてきたが、応用展開が多
様化するにしたがって、個別要求指標が顕在
化すると認識している。信頼性指標他の新し
い課題に対応した指標も取り込みながら、次
期国プロ展開にも絡めて適用分野に応じた性
能指標を個別に設定し、ロードマップのブ
レークダウン／精密化を行って行く予定であ
る。この際、海外の先進関連機関ともできる
限り情報共有しながら将来ビジョンを策定し
て行くことが重要と考えている。 

基礎研究にかかわる部分は、絶えず新しい結果
に基づいてロードマップを更新することが望ま
れる。 

前回の評価委員会のコメントを参考に、最近２
年間の進展を加味してロードマップのアップ
デートを行った。 

ソリューション型研究は、やはり実際の現場で
使われて役立つ技術であることが最大要件であ
り、そのためには、エンドユーザーが使うこと
ができるコストと、それに十分見合うメリット
が見えなければ、ソリューションの提供とは言
えず、ユーザー側が技術導入に必要なコストも
考えつつ開発を進めて欲しい。また、シナリオ・
ロードマップは、戦略課題ごとの違いがよく見
えず、目標設定も数値のみでは何を目指してい
るのかがよく見えてこない。 

企業が正しく判断できるような、ベンチマー
クやマイルストーンの発信はこれまで弱い面
があったのは指摘の通りである。取り組む共
同研究を通じてこれらを的確に把握し企業へ
提示できるように研究ユニット内で意識改革
を進めている。シナリオ・ロードマップについ
てはユニット全体でより具体的に示すべく研
究分野とも連携して議論している。 

 

表５‐４‐４ 成果の利用、普及に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

技術の普及に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

開発技術について、将来の拠点化を期待する。 これまでに開発した技術について成果の蓄積
がなされ、また関連する人材も多く、国内で
も有力な拠点であると考える。今後、大学と
人材交流を含む密接な連携を推進し、さらに
開発した技術に別の技術を融合して優位性／
独自性を強めつつ、大型プロジェクト実施等
を通じて当該技術の世界的拠点となることを
目指して行きたい。 

当該技術の市場導入、普及促進には品質の規格
化は必須であるが、効率性、利便性、供給安定
性、安全性、経済性、環境性、社会性、技術の
成熟度、代替市場環境等を総合的に評価して、
政策導入が図れるか否かを見極めた上で、導入
方策を検討する必要がある。 

他の研究ユニットとの情報交換や、国内外の
関連技術に関する調査等、各種技術の横並び
での市場性調査を実施中である。今後、これ
らの調査結果も踏まえて市場導入の方策を検
討・表現していきたいと考えている。 

 

情報発信に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

ＡＩＳＴとして、材料からアプリまでのどこがワールド
ワイドで勝っているか(ＡＩＳＴが主導し産業化してい
る等)をアピールする必要があろう。 
 
 

過去の複数のプロジェクトを経験した歴史の
中で、オリジナルなシーズ技術を産業化まで
持ち込んだフローを明確に表現できるように
なってきた。今後、オープンイノベーション
研究開発拠点の点からこの点をアピールして
行きたい。 

- 131 -



第５章 
 

‐132 ‐ 

成果発信（データベースの利用等）、技術移転を
もっと積極的に。トップセールスだけでなく、
専従者が必要。 

小さい研究ユニットのため、内部でのセール
ス専従者の配置は難しい。そこで、外部連携
にて技術移転を進める方策を考えている。 

前回の会合でも指摘があったかと思うが、成果
のＰＲが欠如しているように思われる。せっかく
の素晴らしい成果が一緒にやっている企業以外
にも活用してもらえるように。 

本研究ユニット主催の研究協議会、及び協議
会傘下の研究会での講演会で技術シーズの発
信を行った。また、産総研出前シンポジウム
を平成２４年度に開催し、ＰＲイベントを開催
し、研究成果の発信を行っている。 

 

表５‐４‐５ 連携、協力等に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

内・外部連携に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

企業等との連携や産総研内のユニット間の連携
をもっと活発に。 
 

産総研内ユニット間の連携は、まだ、個別事
例案件にとどまっているが、包括的に連携す
ることを考え、所内ディスカッションを始め
ている。 

課題に比べて人的規模が小さい。実験系との連
携が必要。 

人的資源については産総研全体の職員数や交
付金に制限があるため、それほど増員するこ
とは現実的には難しかった。しかし、外部資
金の獲得が伸びたため、雇用者を増やすこと
ができた。また、ここ２年間で実験研究者と
の連携数が増加した。しかし、やはり人的規
模に限界があり、連携相手に十分に資金がな
いと共同研究ができない状況は続いている。 

 

表５‐４‐６ ユニット運営に関する前回の評価結果等の指摘事項及び研究ユニットの対応状況 

人材育成、コミュニケーション等に関する指摘 対応状況についての研究ユニットの回答内容

現時点では、人材養成のための外部資金がある
が、今後、これがなくなった場合の対応につい
て、持続可能性について一部見えないところが
ある。 

外部資金終了後はコンソーシアムを設立し、
人材養成を会員制で有償とすることで資金調
達を行っている。さらに、研究センターから
の資金の増額や、他の外部資金獲得を目指し
たい。 

地域から見てつくばの研究拠点が見えない。大学
の中でも見えるようにしないと、人材育成もできな
いし、問題。 

ＨＰやオープンラボ、外部での各種講演会等で
ＰＲに努めている。その成果もあってか、全国
の大学から夏期のサマースクールやインター
ンシップへの参加が増えている。また、国立
大学に３講座からなる関連コースを発足させ
た。今後学生募集を進め、本研究ユニットと
密接に連携して人材育成を本格化させる予定
である。 
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５‐５ 評価システム等に対するコメント 
 

外部評価委員から評価システムに関するコメントを得て、評価システム改善の一助としている。

ここでは、これらのコメントを整理した結果の主な内容を示す。 

なお、主なコメントの具体的な内容とそれに対する回答は、「別紙１２：評価システム等に対す

るコメントと回答」に示している。 
 

（１） 概要 

｢評価システムについて｣のコメントは、評価用紙の「その他の意見」の記入項目の中にあり、

意見がある場合の記入を求めている。評価委員会に出席した５５名の外部評価委員のうち６７％に

あたる３７名の記入があった（単に｢なし｣等を除く）。これは、第３期の平成２２年度及び平成２３

年度と同様の比率である。（２４年度：１６９名中９８名、２３年度：６７名中４４名、２２年度：１６２名

中１０７名）。 

コメントの総数は、１人の評価委員が複数の内容を記述している場合を含め、のべ４８件である。

これらのコメントを「肯定的なコメント」と「提言・改善等のコメント」（「その他」を含む）に

大きく分類したところ、それぞれ９件、３９件となり、後者の割合は、第３期では昨年度と同様で

ある。（２４年度：｢肯定的｣２１件、｢提案・改善｣１２０件、その他９件、２３年度：｢肯定的｣１１件、｢提

案・改善｣４５件、その他３件、２２年度：｢肯定的｣２４件、｢提案・改善｣１０２件、その他６件）。 
 

（２） 肯定的なコメント 

肯定的なコメントとしては、評価システムが有効に機能し全体として適切であるとする意見が

多い。評価委員意見交換を含めて研究開発の毎年の進展状況を確認できること、計画内容の更新

にもフレキシブルに対応して無理なく評価できるシステムであること、等が評価されている。こ

のほかに、ロードマップとアウトカムとを示し、アウトプットの意義を明確にしていること、十

分な資源が投下され、かつ効率的な評価が行われていること等のコメントがある。 
 
（３） 提案・改善等のコメント 

 評価システムに対する提案・改善等の意見としては、評価内容や基準に関する意見が最も多い。

それに続いて、評価資料の記載、説明内容等に関する意見、評価委員会等の時間に関する意見も

多い。 
 
 ・ 評価内容や基準について（１６件） 

 ・ 評価の資料について（５件） 

 ・ 評価委員会等の時間について（４件） 

 ・ 評価委員会の開催方法等について（３件） 

 ・ 進捗状況の報告について（２件） 

 ・ 評価委員の構成について（２件） 

 ・ 研究テーマの移動等について（２件） 

 ・ 研究センターの期限後について（２件） 

 ・ その他（３件） 
 

（４） まとめ 

評価システムについて、評価委員意見交換を含めて研究開発の毎年の進展の状況を確認できる

等、システム全体が有効に機能しているという肯定的なコメントがあった。これは、平成２２年

度の第３期評価システムの立ち上げ、評価委員意見交換の実施とともに、平成２５年度に行った評

価委員への事前説明の充実等の効果によるものと考えられる。 

一方、長期的な成果等の評価の方法や基準、評価資料の記載内容及び評価委員会における質疑

時間等に改善が求められている。より適切な評価システムについて引き続き検討を進める必要が

ある。 
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別紙１：研究ユニット一覧 
（平成２６年２月末現在） 

環境・エネルギー分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

ユビキタスエネルギー研究部門 谷本 一美 辰巳 国昭、安田 和明 意見交換 

環境管理技術研究部門 田尾 博明 近藤 裕昭、田中 幹也 意見交換 

環境化学技術研究部門 柳下 宏 大森 隆夫、北本 大 意見交換 

エネルギー技術研究部門 角口 勝彦 宗像 鉄雄、竹村 文男、小原 春彦 意見交換 

安全科学研究部門 四元 弘毅 本田 一匡 意見交換 

新燃料自動車技術研究センター 後藤 新一 濵田 秀昭 研究ユニット評価

メタンハイドレート研究センター 成田 英夫 海老沼 孝郎、天満 則夫 意見交換 

コンパクト化学システム研究センター 花岡 隆昌 角口 達朗 研究ユニット評価

先進パワーエレクトロニクス研究セン

ター 
奥村 元 山口 浩、坂本 邦博 研究ユニット評価

太陽光発電工学研究センター 仁木 栄 松原 浩司 意見交換 

バイオマスリファイナリー研究セン

ター 
平田 悟史  研究ユニット評価

触媒化学融合研究センター 佐藤 一彦 浅川 真澄 開始時意見交換会

再生可能エネルギー研究センター 大和田野 芳郎 古谷 博秀 *) 

 *)Ｈ２５年１０月発足（Ｈ２６年度に開始時意見交換会を実施予定。） 

 

ライフサイエンス分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

健康工学研究部門 吉田 康一 達 吉郎、大家 利彦 意見交換 

生物プロセス研究部門 鎌形 洋一 湯本 勳、扇谷 悟 意見交換 

バイオメディカル研究部門 近江谷 克裕 本田 真也 意見交換 

ヒューマンライフテクノロジー研究部

門 
赤松 幹之 鎮西 清行、横井 孝志 意見交換 

糖鎖医工学研究センター 成松 久 後藤 雅式 研究ユニット評価

生命情報工学研究センター 浅井 潔 藤 博幸 研究ユニット評価

幹細胞工学研究センター 浅島 誠 中西 真人、鈴木 理 研究ユニット評価

創薬分子プロファイリング研究セン

ター 
夏目 徹 堀本 勝久、久保 泰 開始時意見交換会

 
情報通信・エレクトロニクス分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

知能システム研究部門 比留川 博久 横井 一仁、大場 光太郎 意見交換 

情報技術研究部門 伊藤 智 工藤 知宏 意見交換 

ナノエレクトロニクス研究部門 金丸 正剛 青柳 昌宏 意見交換 

電子光技術研究部門 原市 聡 森 雅彦、粟津 浩一 意見交換 

セキュアシステム研究部門 松井 俊浩 寳木 和夫 意見交換 

ネットワークフォトニクス研究セン

ター 
並木 周 河島 整 意見交換 

デジタルヒューマン工学研究センター 持丸 正明 加賀美 聡 研究ユニット評価

ナノスピントロニクス研究センター 湯浅 新治 福島 章雄 研究ユニット評価

サービス工学研究センター 持丸 正明 本村 陽一 意見交換 

フレキシブルエレクトロニクス研究セ

ンター 
鎌田 俊英 牛島 洋史 意見交換 
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ナノテクノロジー・材料・製造分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

先進製造プロセス研究部門 淡野 正信 飯田 康夫、市川 直樹 意見交換 

サステナブルマテリアル研究部門 中村 守 小林 慶三、田澤 真人 意見交換 

ナノシステム研究部門 山口 智彦 浅井 美博、池上 敬一 意見交換 

ナノチューブ応用研究センター 飯島 澄男 湯村 守雄、佐々木 毅 意見交換 

集積マイクロシステム研究センター 前田 龍太郎 廣島 洋、伊藤 寿浩 研究ユニット評価

 

計測・計量標準分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

計測標準研究部門 千葉 光一 
新井 優、高辻 利之、三戸 章裕、

藤本 俊幸 
意見交換 

計測フロンティア研究部門 山内 幸彦 齋藤 直昭 意見交換 

生産計測技術研究センター 坂本 満 野中 秀彦 研究ユニット評価

 
地質分野 

研究ユニット名 研究ユニット長 副研究ユニット長 今年度の実施内容

地圏資源環境研究部門 中尾 信典 佐脇 貴幸、光畑 裕司 意見交換 

地質情報研究部門 牧野 雅彦 宮崎 一博、池原 研、田中 裕一郎 意見交換 

活断層・地震研究センター 岡村 行信 桑原 保人 **) 

 **)最終年度であり、首席評価役ら評価部との意見交換を実施した。 
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別紙２：外部評価委員一覧 
 
・ 五十音順で示す。氏名の下線は研究ユニット評価委員会における委員長を表し、（欠）は欠席の評価委員
を表す。 
・ 所属・職名は研究ユニット評価委員会または意見交換の実施時のものを表す。 
・ 担当は各研究ユニットの評価部研究評価推進室の担当者とその期間、及び今年度実施内容を表す。 
（［ユ］：研究ユニット評価、［開］：開始時意見交換会、［意］：意見交換）。 
 
 
１．環境・エネルギー分野 
 
ユビキタスエネルギー研究部門（研究部門長：谷本 一美） 
（担当：松山 重倫（2013.4-2013.7）、井上 和也（2013.8-2014.3））［意］ 

 
嘉数 隆敬 大阪ガス株式会社 理事／本社支配人 
金村 聖志 首都大学東京大学院 都市環境科学研究科 分子応用化学域 教授 
加納 健司 京都大学大学院 農学研究科 応用生命科学専攻 教授 
行天 久朗  パナソニック株式会社 先端技術研究所 グリーンイノベーション推進室 室長 
向殿 充浩 山形大学 有機エレクトロニクスイノベーションセンター 産学連携教授 
光田 憲朗 三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 主管技師長 

 
環境管理技術研究部門（研究部門長：田尾 博明） 

（担当：黒河 治久（2013.4-2013.5）、三浦 俊明（2013.5）、織田 望（2013.6-2013.7）、井上 和也
（2013.8-2014.3）））［意］ 
 
岩崎 好陽 公益社団法人におい・かおり環境協会 会長 
花輪 公雄 東北大学 理事 
平島 剛 九州大学大学院 工学研究院 地球資源システム工学部門 教授 
前田 瑞夫 独立行政法人理化学研究所 前田バイオ工学研究室 主任研究員 
宮 晶子 水ｉｎｇ株式会社 法務・内部統制統括 法務・審査室長 
横山 宏  一般社団法人産業環境管理協会 理事 
 

環境化学技術研究部門（研究部門長：柳下 宏） 
（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2014.3））［意］ 

 
家藤 治幸 愛媛大学 農学部 客員教授／広島大学大学院 生物圏科学研究科 非常勤講師 
小藤 浩恭 味の素株式会社 バイオ・ファイン事業本部 化成品部 部長 
 （触媒化学融合研究センター評価委員兼任） 
瀬戸口 泰史 みずほ情報総研株式会社 環境エネルギー第２部 プリンシパル 
都留 稔了  広島大学大学院 工学研究院 化学工学専攻 教授 
長瀬 公一 東レ株式会社 研究・開発企画部 担当部長 
沼口 徹 岡山大学 教育研究プログラム戦略本部 上級リサーチ・アドミニストレーター 

 
エネルギー技術研究部門（研究部門長：角口 勝彦） 
（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2014.3））［意］ 

 
穴水 孝  東京ガス株式会社 燃料電池事業推進部 部長 
池辺 裕昭 株式会社エネット 代表取締役社長 
 （先進パワーエレクトロニクス研究センター評価委員兼任） 
池松 正樹 ＪＸ日鉱日石リサーチ株式会社 取締役常務執行役員 
菅野 了次 東京工業大学大学院 総合理工学研究科 物質電子化学専攻 教授 
中田 俊彦 東北大学大学院 工学研究科 技術社会システム専攻 教授 
 （バイオマスリファイナリー研究センター評価委員兼任） 
深野 行義  株式会社ガスアンドパワー 常務取締役 経営企画部長 
吉田 英生 京都大学大学院 工学研究科 航空宇宙工学専攻 教授 
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安全科学研究部門（研究部門長：四元 弘毅） 
（担当：小島 直（2013.4-2013.7）、城間 純（2013.8-2014.3））［意］ 

 
宇於崎 裕美  有限会社エンカツ社 代表取締役 社長 
西條 辰義 高知工科大学 マネジメント学部 制度設計工学研究センター 教授 
服部 順昭  東京農工大学大学院 農学研究院 環境資源物質科学部門 教授 
原田 房枝 ライオン株式会社 研究開発本部 環境・安全性評価センター 所長 
盛岡 通  関西大学 環境都市工学部 都市システム工学科 教授 
米田 稔 京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻 教授 
 （地圏資源環境研究部門評価委員兼任） 

 
新燃料自動車技術研究センター（研究センター長：後藤 新一） 
（担当：唐澤 廣和（2013.4-2014.3））［ユ］ 

 
青山 信一（欠） 株式会社日刊自動車新聞社 編集局 論説委員 
石原 篤 三重大学大学院 工学研究科 分子素材工学専攻 教授 
浦野 保則 日野自動車株式会社 パワートレイン実験部 企画・総括室 室長 
澤 一誠 三菱商事株式会社 新エネルギー・電力事業本部 アジア・大洋州事業ユニット シニアマ

ネージャー 
 （バイオマスリファイナリー研究センター評価委員兼任） 
塩路 昌宏 京都大学大学院 エネルギー科学研究科 エネルギー変換科学専攻 教授 
茂木 和久 トヨタ自動車株式会社 東富士研究所 エンジン技術開発部 主査 

 
メタンハイドレート研究センター（研究センター長：成田 英夫） 

（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2014.3））［意］ 
 
井田 徹治 一般社団法人共同通信社 編集局 編集委員室 編集委員 
内田 隆 秋田大学大学院 工学資源学研究科 地球資源学専攻 教授 
小野崎 正樹 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 プロジェクト試験研究部 理事・部長 
金子 勝比古 北海道大学大学院 工学研究院 環境循環システム部門 教授 
木村 健 関東天然瓦斯開発株式会社 取締役／鉱業部・工務部・技術部管掌開発部長 
森田 浩仁 一般財団法人日本エネルギー経済研究所 理事 化石エネルギー・電力ユニット担任 
 

コンパクト化学システム研究センター（研究センター長：花岡 隆昌） 
（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2014.3））［ユ］ 

 
岡田 清 東京工業大学 理事／副学長 
岡田 佳巳 千代田化工建設株式会社 技術開発ユニット 技師長 
黒田 一幸（欠） 早稲田大学 理工学術院 教授 
齋藤 昭則 秋田県産業技術センター 所長 
中條 哲夫  昭和電工株式会社 執行役員 研究開発部管掌／事業開発センター長 
 

先進パワーエレクトロニクス研究センター（研究センター長：奥村 元） 
（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2014.3））［ユ］ 

 
池辺 裕昭 株式会社エネット 代表取締役社長 
 （エネルギー技術研究部門評価委員兼任） 
木村 紀之 大阪工業大学 工学部 電気電子システム工学科 教授 
鈴木 彰 立命館大学 総合科学技術研究機構 客員教授 
播磨 弘 京都工芸繊維大学大学院 工芸科学研究科 教授 
米津 宏雄 豊橋技術科学大学 名誉教授 
渡部 平司（欠） 大阪大学大学院 工学研究科 生命先端工学専攻 教授 

 
太陽光発電工学研究センター（研究センター長：仁木 栄） 

（担当：小島 直（2013.4-2013.5）、松山 重倫（2013.6-2014.3））［意］ 
 
一木 修  株式会社資源総合システム 代表取締役社長 
岡田 至崇 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 
津田 信哉 パナソニック株式会社 Ｒ＆Ｄ本部 技術政策推進室 室長／基準認証イノベーション技術
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研究組合 理事 
松村 英樹  北陸先端科学技術大学院大学 マテリアルサイエンス研究科 名誉教授／特任教授 
山田 明  東京工業大学 大学院理工学研究科 教授 
 

バイオマスリファイナリー研究センター（研究センター長：平田 悟史） 
（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、井上 和也（2013.8-2014.3））［ユ］ 

 
磯貝 明  東京大学大学院 農学生命科学研究科 生物材料科学専攻 教授 
井上 貴至  株式会社三菱総合研究所 環境・エネルギー研究本部 副本部長 
澤 一誠 三菱商事株式会社 新エネルギー・電力事業本部 アジア・大洋州事業ユニット シニアマ

ネージャー 
 （新燃料自動車技術研究センター評価委員兼任） 
中田 俊彦 東北大学大学院 工学研究科 技術社会システム専攻 教授 
 （エネルギー技術研究部門評価委員兼任） 
西山 理郎  三菱重工環境・化学エンジニアリング株式会社 九州支店 次長 

 
触媒化学融合研究センター（研究センター長：佐藤 一彦） 
（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、井上 和也（2013.8-2014.3））［開］ 

 
小藤 浩恭 味の素株式会社 バイオ・ファイン事業本部 化成品部 部長 
 （環境化学技術研究部門評価委員兼任） 
関口 章  筑波大学 数理物質系 化学域 教授 
昇 忠仁 三井化学株式会社 機能材料研究所 所長 
濱口 高嘉 三菱ガス化学株式会社 東京研究所 主席研究員 
侯 召民  理化学研究所 環境資源科学研究センター 副センター長 

 
 
２．ライフサイエンス分野 
 
健康工学研究部門（研究部門長：吉田 康一） 

（担当：小島 直（2013.4-2013.11）、平栗 洋一（2013.12-2014.3））［意］ 
 
赤池 昭紀 名古屋大学大学院 創薬科学研究科 教授／京都大学大学院 薬学研究科 名誉教授 
秋澤 俊史 摂南大学 薬学部 臨床分析化学研究室 教授 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問／長浜バイオ大学 客員教授 
 （バイオメディカル研究部門及び糖鎖医工学研究センター評価委員兼任） 
木下 聡 株式会社読売新聞大阪本社 編集局 科学部 次長 
 （幹細胞工学研究センター評価委員兼任） 
津本 浩平 東京大学 医科学研究所 疾患プロテオミクスラボラトリー 教授 
西本 尚弘 株式会社島津製作所 基盤技術研究所 マイクロＴＡＳユニット ユニット長／主幹研究員 
伏見 豊  株式会社伏見製薬所 代表取締役社長 

 
生物プロセス研究部門（研究部門長：鎌形 洋一） 
（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、井上 和也（2013.8-2014.3））［意］ 

 
黒川 顕 東京工業大学大学院 生命理工学研究科 生命情報専攻 教授／東京工業大学 環境エネル

ギー機構 生命環境センター 環境生態部門 部門長 
児島 宏之 味の素株式会社 理事／バイオ・ファイン事業本部 バイオ・ファイン研究所 プロセス開

発研究所長 
田口 精一 北海道大学大学院 工学研究院 生物機能高分子部門 教授／理化学研究所 客員主管研究

員 
冨田 房男 北海道大学 名誉教授／日本バイオテクノロジー情報センター 代表 
冨田 稔 株式会社三菱総合研究所 戦略コンサルティング本部／環境・エネルギー研究本部 首席

研究員 
中谷 和彦 大阪大学 理事補佐／産業科学研究所 精密制御化学研究分野 教授 

 
バイオメディカル研究部門（研究部門長：近江谷 克裕） 
（担当：小島 直（2013.4-2013.11）、平栗 洋一（2013.12-2014.3））［意］ 
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阿部 皓一 エーザイフード・ケミカル株式会社 顧問 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問／長浜バイオ大学 客員教授 
 （健康工学研究部門及び糖鎖医工学研究センター評価委員兼任） 
牛田 充彦 株式会社じほう 出版局 ファームテクジャパン編集部 編集者 
黒川 勉 元 和光純薬工業株式会社 ゲノム研究所 所長 
後藤 祐児 大阪大学 蛋白質研究所 教授 
玉置 俊晃 徳島大学大学院 ヘルスバイオサイエンス研究部 研究部長 
末永 智一 東北大学 原子分子材料科学高等研究機構 教授 

 
ヒューマンライフテクノロジー研究部門（研究部門長：赤松 幹之） 

（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2013.7）、小島 直（2013.8-2013.11）、平栗 洋一
（2013.12-2014.3））［意］ 
 
青木 和夫 日本大学大学院 理工学研究科 医療・福祉工学専攻 教授 
大西 昭郎 東京大学公共政策大学院 特任教授 
高橋 真理子 株式会社朝日新聞社 東京本社 報道局科学医療グループ 編集委員 
土井 美和子 株式会社東芝 研究開発センター 首席技監 
  （サービス工学研究センター評価委員兼任） 
原 正樹 株式会社アイプラネット 取締役 

 
糖鎖医工学研究センター（研究センター長：成松 久） 
（担当：小島 直（2013.4-2013.11）、平栗 洋一（2013.12-2014.3））［ユ］ 

 
伊藤 菁莪 株式会社ニュージェン・ファーマ 特別顧問／長浜バイオ大学 客員教授 
 （健康工学研究部門及びバイオメディカル研究部門評価委員兼任） 
今井 浩三 東京大学 医科学研究所 教授／附属病院長 
中島 元夫 ＳＢＩファーマ株式会社 執行役員チーフサイエンティフィックオフィサー／医薬開発本

部 本部長 
長洲 毅志 エーザイ株式会社 理事／チーフサイエンティフィックオフィサー付担当部長 
本家 孝一 高知大学 教育研究部 医療学系 基礎医学部門 教授／医学部 先端医療学推進センター 

センター長  
 

生命情報工学研究センター（研究センター長：浅井 潔） 
（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、井上 和也（2013.8-2014.3））［ユ］ 

 
五斗 進 京都大学 化学研究所 バイオインフォマティクスセンター 准教授 
清水 謙多郎 東京大学大学院 農学生命科学研究科 応用生命工学専攻 教授 
寺西 豊 京都大学大学院 医学研究科 メディカルイノベーションセンター 副センター長 特任教

授 
西 達也  株式会社ジナリス 代表取締役社長 
松田 秀雄  大阪大学大学院 情報科学研究科 バイオ情報工学専攻 教授 
横田 博 第一三共株式会社 研究開発本部 研究開発企画部 参事 

 
幹細胞工学研究センター（研究センター長：浅島 誠） 
（担当：唐澤 廣和（2013.4-2014.3））［ユ］ 

 
大隅 典子（欠）  東北大学大学院 医学系研究科 附属創生応用医学研究センター 脳神経科学コアセン

ター 発生発達神経科学分野 教授 
岡本 哲治 広島大学 理事／副学長 
柿谷 均 公益財団法人相模中央化学研究所 酵素工学グループリーダー 
木下 聡 株式会社読売新聞大阪本社 編集局 科学部 次長 
 （健康工学研究部門評価委員兼任） 
西島 和三 持田製薬株式会社 医薬開発本部 専任主事／東北大学 未来科学技術共同研究センター 

客員教授 
 （創薬分子プロファイリング研究センター評価委員兼任） 
野田 政樹 東京医科歯科大学 難治疾患研究所 先端分子医学研究部門 分子薬理学 教授 

 
創薬分子プロファイリング研究センター（研究センター長：夏目 徹） 
（担当：小島 直（2013.4-2013.11）、松山 重倫（2013.12-2014.3））［開］ 
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阿久津 達也  京都大学 化学研究所 バイオインフォマティクスセンター 教授 
一條 秀憲  東京大学大学院 薬学系研究科 教授／創薬オープンイノベーションセンター センター

長 
榑林 陽一  独立行政法人 医薬基盤研究所 理事／創薬支援戦略室 室長 
西島 和三 持田製薬株式会社 医薬開発本部 専任主事／東北大学 未来科学技術共同研究センター 

客員教授 
 （幹細胞工学研究センター評価委員兼任） 
増田 智子  株式会社 日経ＢＰ 日経バイオテク 記者・ジャーナリスト 

 
 
３．情報通信・エレクトロニクス分野 
 
知能システム研究部門（研究部門長：比留川 博久） 

（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、川田 正晃（2013.8-2014.3））［意］ 
 
淺間 一 東京大学大学院 工学系研究科 精密工学専攻 教授 
榊原 伸介 ファナック株式会社 常勤顧問／ロボット研究所 名誉所長 
首藤 俊夫 株式会社三菱総合研究所 科学・安全政策研究本部 主席研究部長 
菅野 重樹 早稲田大学 創造理工学部 総合機械工学科 教授 
馬場口 登  大阪大学大学院 工学研究科 電気電子情報工学専攻 教授 
丸山 宏 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 統計数理研究所 副所長 

 
情報技術研究部門（研究部門長：伊藤 智） 
（担当：黒河 治久（2013.4-2013.5）、秋田 知樹（2013.5）、城間 純（2013.6-2013.7）、松山 重倫

（2013.8-2014.3））［意］ 
 
國井 秀子  芝浦工業大学大学院 工学マネジメント研究科 教授／学長補佐 
合田 忠弘 同志社大学大学院 理工学研究科 客員教授 
後藤 厚宏  情報セキュリティ大学院大学 情報セキュリティ研究科 教授 
武山 政直 慶応義塾大学 経済学部 教授 
平田 圭ニ 公立はこだて未来大学 システム情報科学部 複雑系知能学科 教授／学術連携室 室長 
前川 徹 サイバー大学 ＩＴ総合学部 教授／一般社団法人コンピュータソフトウェア協会 専務理

事 
 
ナノエレクトロニクス研究部門（研究部門長：金丸 正剛） 
（担当：黒河 治久（2013.4-2013.5）、小島 直（2013.5-2013.7）、川田 正晃（2013.8-2014.3））［意］ 

 
有門 経敏 東京エレクトロン株式会社 開発部門開発企画室 フェロー 
圓福 敬二 九州大学大学院 システム情報科学研究院 電気システム工学部門 教授／超伝導システ

ム科学研究センター センター長 
久本 大 株式会社日立製作所 中央研究所 エレクトロニクス研究センタ 主管研究員 
田中 徹  東北大学大学院 医工学研究科 医用ナノシステム学研究分野 教授 
藤村 修三 東京工業大学大学院 イノベーションマネジメント研究科 教授 

 
電子光技術研究部門（研究部門長：原市 聡） 

（担当：唐澤 廣和（2013.4-2014.3））［意］ 
 
秋光 純 青山学院大学 理工学部 物理・数理学科 教授 
工藤 一浩 千葉大学大学院 工学研究科 人工システム科学専攻 教授 
佐野 雄二 株式会社東芝 電力システム社 電力・社会システム技術開発センター 技監 
長谷川 英一 一般社団法人電子情報技術産業協会 常務理事 
松島 裕一 早稲田大学 研究戦略センター 教授／グリーン・コンピューティング・システム研究機構 

機構長 
 （ネットワークフォトニクス研究センター評価委員兼任） 
本島 邦明 三菱電機株式会社 通信システム事業本部 通信事業部 事業部長 

 
セキュアシステム研究部門（研究部門長：松井 俊浩） 

（担当：山口 博隆（2013.4-2013.5）、小島 直（2013.6-2013.11）、平栗 洋一（2013.12-2014.3））［意］ 
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上田 和紀  早稲田大学 理工学術院 情報理工学科 教授 
遠藤 直樹 東芝ソリューション株式会社 技術統括部 技監 
佐々木 良一 東京電機大学 未来科学部 情報メディア学科 教授／内閣官房 情報セキュリティセン

ター 情報セキュリティ補佐官 
鈴木 剛 東洋エンジニアリング株式会社 エンジニアリング統括本部 エンジニアリング技術部 

技術部長 
関口 和一  株式会社日本経済新聞社 論説委員兼産業部編集委員 
高木 剛 九州大学 マス・フォア・インダストリ研究所 数学テクノロジー先端研究部門 教授 

 
ネットワークフォトニクス研究センター（研究センター長：並木 周） 

（担当：黒河 治久（2013.4-2013.5）、唐澤 廣和（2013.5-2013.7）、川田 正晃（2013.8-2014.3））［意］ 
 
小林 功郎 東京工業大学 名誉教授 
馬場 俊彦 横浜国立大学大学院 工学研究院 知的構造の創生部門 教授 
松島 裕一 早稲田大学 研究戦略センター 教授／グリーン・コンピューティング・システム研究機構 

機構長 
 （電子光技術研究部門評価委員兼任） 
村上 孝三 大阪大学 名誉教授 

 
デジタルヒューマン工学研究センター（研究センター長：持丸 正明） 
（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2014.3））［ユ］ 

 
岩崎 弘利 株式会社デンソーアイティーラボラトリ 研究企画グループ ゼネラルマネージャ 
上田 敏 公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会 顧問 
 （サービス工学研究センター評価委員兼任） 
久野 譜也 筑波大学 体育系 教授／株式会社つくばウエルネスリサーチ 代表取締役社長 
姫野 龍太郎  独立行政法人理化学研究所 情報基盤センター センター長 
廣瀬 通孝 東京大学大学院 情報理工学系研究科 知能機械情報学専攻 教授 
藤田 祐志 株式会社テクノバ 常務取締役 

 
ナノスピントロニクス研究センター（研究センター長：湯浅 新治） 

（担当：黒河 治久（2013.4-2013.5）、松山 重倫（2013.5-2013.7）、川田 正晃（2013.8-2014.3））［ユ］ 
 
大石 基之（欠） 株式会社日経ＢＰ 日経ものづくり 副編集長 
佐藤 勝昭 独立行政法人科学技術振興機構 総務部 研究広報主監 
城石 芳博 株式会社日立製作所 研究開発本部 主管研究長 
田中 雅明 東京大学大学院 工学系研究科 電気系工学専攻 教授 
塙   健三（欠） 昭和電工株式会社 先端技術開発研究所 研究室長 
松山 公秀 九州大学大学院 システム情報科学研究院 情報エレクトロニクス部門 教授 
 

サービス工学研究センター（研究センター長：持丸 正明） 
（担当：山口 博隆（2013.4-2013.7）、川田 正晃（2013.8-2014.3））［意］ 

 
上田 敏 公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会 顧問 
 （デジタルヒューマン工学研究センター評価委員兼任） 
及川 雅稔 地方独立行政法人北海道立総合研究機構 産業技術研究本部 工業試験場製品技術部 部

長 
谷崎 隆士 近畿大学 工学部 情報学科 教授 
土井 美和子 株式会社東芝 研究開発センター首席技監 
 （ヒューマンライフテクノロジー研究部門評価委員兼任） 
水野 誠 明治大学 商学部 准教授 

 
フレキシブルエレクトロニクス研究センター（研究センター長：鎌田 俊英） 

（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2014.3））［意］ 
 
石原 聰 一般財団法人ニューメディア開発協会 ニューメディア総合研究所 所長 
大久保 聡 株式会社日経ＢＰ 日経エレクトロニクス編集部 編集長 
蔵田 哲之 三菱電機株式会社 液晶事業統括部 統括部長 
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高田 俊二 千葉大学大学院 融合科学研究科 客員教授 
中村 貴義 北海道大学 電子科学研究所 ナノアセンブリ材料研究分野 教授 
宮野 健次郎 独立行政法人物質・材料研究機構 フェロー 

 

 

４．ナノテクノロジー・材料・製造分野 
 
先進製造プロセス研究部門（研究部門長：淡野 正信） 
（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2014.3））［意］ 

 
帯川 利之 東京大学 生産技術研究所 機械・生体系部門 教授 
塩崎 弘隆 三菱自動車工業株式会社 開発本部 機能実験部 部長 
茂垣 康弘  ＩＨＩ Ｉｏｎｂｏｎｄ ＡＧ，Ｄｉｒｅｃｔｏｒ，Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｔｅｇｒａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ 
高見 則雄 株式会社東芝 研究開発センター 機能材料ラボラトリー 首席技監 
出川 通 株式会社テクノ・インテグレーション 代表取締役社長 
北條 純一 九州大学大学院 工学研究院 ものづくり工学教育研究センター 特任教授 

 
サステナブルマテリアル研究部門（研究部門長：中村 守） 

（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2014.3））［意］ 
 
岩田 利枝 東海大学 工学部 建築学科 教授 
梅本 実 豊橋技術科学大学大学院 工学研究科 機械工学専攻 教授 
大谷 要 大建工業株式会社 エコ事業統轄部 担当部長 
中村 崇 東北大学 多元物質科学研究所 教授 
丸山 正明 技術ジャーナリスト 

 
ナノシステム研究部門（研究部門長：山口 智彦） 

（担当：松山 重倫（2013.4-2014.3））［意］ 
 
安蘇 芳雄 大阪大学 産業科学研究所 産業科学ナノテクノロジーセンター 教授 
亀井 信一 株式会社三菱総合研究所 人間・生活研究本部 本部長 
 （ナノチューブ応用研究センター評価委員兼任） 
肥塚 裕至 菱電化成株式会社 取締役社長 
曽根 純一 独立行政法人物質・材料研究機構 理事 
高尾 正敏 大阪大学 大型教育研究プロジェクト支援室 特任教授 
土井 正男 元 公益財団法人豊田理化学研究所 フェロー 

 
ナノチューブ応用研究センター（研究センター長：飯島 澄男） 
（担当：秋田 知樹（2013.4-2013.5）、城間 純（2013.6-2013.7）、織田 望（2013.8-2014.3））［意］ 

 
亀井 信一 株式会社三菱総合研究所 人間・生活研究本部 本部長 
 （ナノシステム研究部門評価委員兼任） 
川合 眞紀 独立行政法人理化学研究所 理事／東京大学大学院 新領域創成科学研究科 物質系専攻 

教授 
丸山 茂夫  東京大学大学院 工学系研究科 機械工学専攻 教授 
水谷 孝  中部大学 総合学術研究院 客員教授／名古屋産業科学研究所 上席研究員 
村山 英樹  三菱樹脂株式会社 商品開発基盤部門 理事 

 
集積マイクロシステム研究センター（研究センター長：前田 龍太郎） 

（担当：三浦 俊明（2013.4-2013.5）、織田 望（2013.6-2014.3））［ユ］ 
 
石井 仁 豊橋技術科学大学 テーラーメイド・バトンゾーン教育推進本部 特任教授 
岩本 隆 慶應義塾大学大学院 経営管理研究科 特任教授／株式会社ドリームインキュベータ   

特別顧問 
二口 友昭 富山県工業技術センター 次長／機械電子研究所 所長 
本目 精吾 株式会社エリオニクス 代表取締役会長 
山田 一郎 東京大学大学院 新領域創成科学研究科 人間環境学専攻 教授 
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５．計測・計量標準分野 
 
計測標準研究部門（研究部門長：千葉 光一） 
（担当：唐澤 廣和（2013.4-2014.3））［意］ 

 
大竹 英世 トヨタ自動車株式会社 計測技術部 主査 
鈴木 孝治 慶應義塾大学 理工学部 応用化学科 教授 
武田 貞生 一般財団法人 海外産業人材育成協会 専務理事 
初澤 毅 東京工業大学 精密工学研究所 高機能化システム部門 教授 
林  俊一 新日鐵住金株式会社 技術開発本部 先端技術研究所 解析科学研究部 部長 
古田 一吉 セイコーインスツル株式会社 研究開発センター 技術企画管理部 部長 
本多 敏 慶應義塾大学 理工学部 物理情報工学科 教授 

 
計測フロンティア研究部門（研究部門長：山内 幸彦） 
（担当：松山 重倫（2013.4-2014.3））［意］ 

 
伊吹山 正浩 電気化学工業株式会社 研究開発部 技監 
榎   学  東京大学大学院 工学系研究科 マテリアル工学専攻 教授 
高山 光男  横浜市立大学学術院 国際総合科学群 自然科学系列 教授／研究推進センター長 
藤村 秀夫   大日本印刷株式会社 研究開発センター 副センター長 
山下 郁雄  独立行政法人中小企業基盤整備機構 広報統括室 広報課 経営支援専門員 
鷲尾 方一   早稲田大学 理工学術院総合研究所 理工学研究所 教授 

 
生産計測技術研究センター（研究センター長：坂本 満） 

（担当：松山 重倫（2013.4-2014.3））［ユ］ 
 
大西 忠治  日鉄住金テックスエンジ株式会社 技術顧問 
尾形 仁士  技術研究組合 次世代レーザー加工技術研究所 研究総括理事／三菱電機株式会社 社友 
鹿毛 浩之 九州工業大学 理事・副学長／イノベーション推進機構 機構長 
河住 春樹  一般社団法人日本計量振興協会 専務理事 
澤田 廉士  九州大学大学院 工学研究院 機械工学部門 教授／バイオメカニクス研究センター長 

 

 

６．地質分野 
 
地圏資源環境研究部門（研究部門長：中尾 信典） 
（担当：松山 重倫（2013.4-2014.3））［意］ 

 
井尻 裕二 大成建設株式会社 原子力本部 原子力技術第三部 部長 
小川 康雄 東京工業大学 火山流体研究センター 教授 
海江田 秀志 一般社団法人電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域 研究参事 
名古屋 悟 株式会社環境新聞社 編集部 サブデスク 
星   一良 石油資源開発株式会社 アジア・オセアニア事業本部 本部長補佐 
米田 稔 京都大学大学院 工学研究科 都市環境工学専攻 教授 
 （安全科学研究部門評価委員兼任） 

 
地質情報研究部門（研究部門長：牧野 雅彦） 

（担当：唐澤 廣和（2013.4-2014.3））［意］ 
 
小嶋 智 岐阜大学 工学部 社会基盤工学科 教授 
三箇 智二 ＪＸ日鉱日石探開株式会社 取締役／探査事業部 副事業部長 
田中 和広 山口大学 理工学研究科 教授／理学部長 
成田 賢 応用地質株式会社 代表取締役社長 
藤井 敏嗣  特定非営利活動法人環境防災総合政策研究機構 専務理事／環境・防災研究所 所長 
前川 寛和 大阪府立大学大学院 理学系研究科 教授／科長／理学部長 
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別紙３：内部評価委員一覧 

 

 

内部評価委員（氏名五十音順） 

阿部 修治 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、情報通信・エレクトロニクス分野、ナノテクノロジー・材

料・製造分野 

永壽 伴章 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野、

ナノテクノロジー・材料・製造分野、計測・計量標準分野 

栗本 史雄（首席評価役） 環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、計測・計量標準分野、地質分野

挾間 壽文 （首席評価役） 環境・エネルギー分野、情報通信・エレクトロニクス分野 

本間 一弘 （首席評価役） ライフサイエンス分野、情報通信・エレクトロニクス分野 

竹内 浩士 （首席評価役） 環境・エネルギー分野、地質分野 

檜野 良穂 （首席評価役） 
環境・エネルギー分野、ライフサイエンス分野、ナノテクノロジー・材料・製造分

野、計測・計量標準分野、地質分野 

下線は内部評価委員の主担当分野を表す。 
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別紙４：平成２５年度研究ユニット評価委員会等開催日程 

 

研究ユニット評価委員会 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 評価委員会開催場所 備考
*)
 

2013/7/3 水 13:00−17:40 新燃料自動車技術研究センター 
つくば中央第5 事業所 第3〜4会議室

(5-2 棟 6602～3室） 
 

2013/7/8 月 9:50−13:00 糖鎖医工学研究センター 
臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3 室） 
 

2013/7/10 水 12:30-17:55 生命情報工学研究センター 
臨海副都心センター 会議室 1（別館

11205～6 室） 
 

2013/10/3 木 12:45-17:40 生産計測技術研究センター 
九州センター 大会議室（第 1 棟 2010

室） 
見学会 

2013/10/17 木 13:00-17:35 集積マイクロシステム研究センター 
つくば東事業所 国際セミナー室（4G

棟 1A1 室） 
見学会 

2013/10/22 火 10:00-15:50 ナノスピントロニクス研究センター 
つくば中央第 2事業所 ネットワー

ク会議室（本部・情報棟 01306-2 室） 
 

2013/10/28 月 13:00-18:00 デジタルヒューマン工学研究センター 
臨海副都心センター 第 1 会議室（本

館 412 室） 
 

2013/11/7 木 10:30-17:25 先進パワーエレクトロニクス研究センター
つくば西事業所 TIA-nano ホール 

（TIA 連携棟） 
見学会 

2013/11/11 月 11:00-17:35 幹細胞工学研究センター 
つくば中央第 2事業所 第 6 会議室

（2-12 棟 203-6 室） 
 

2013/11/14 木 9:30-14:50 バイオマスリファイナリー研究センター 
中国センター 大会議室（研究本館 

02101 室） 

シンポジウム

（11/13） 

2013/11/21 木 13:00-17:45 コンパクト化学システム研究センター 
東北センター セミナー室（東北産学官

連携研究棟 2105 室） 
 

*) 見学会：研究現場見学会 

    シンポジウム：研究ユニット主催のシンポジウム 

 

開始時意見交換会 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 開始時意見交換会開催場所 備考
*)
 

2014/2/3 月 13:00-16:50 触媒化学融合研究センター 
つくば中央第5事業所 第3〜4会議室

（5-2 棟 6602～3 室） 

見学会 

2014/3/3 月 12:45-18:00 創薬分子プロファイリング研究センター 
臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3 室） 

ポスター，見学会

*) 見学会：研究現場見学会による意見交換 

    ポスター：ポスター展示と研究ユニット担当者の説明による意見交換 

 

評価委員意見交換 

開催日 曜日 時間 研究ユニット名 評価委員意見交換開催場所 開催形式※) 

2013/10/8 火 13:30-17:30 計測フロンティア研究部門 
中部センター 連携会議場（OSL 棟 3

階） 

委員会，見学会 

2013/11/1 金 10:30-13:00 情報技術研究部門 
つくば中央第 2事業所 会議室（本部

情報棟 5206 室） 

委員会，シンポジ

ウム 

2013/11/6 水 14:30-17:00 ナノシステム研究部門 
つくば中央第5事業所 第3〜4会議室

(5-2 棟 6602～3 室） 

委員会，見学会 

2013/11/12 火 13:00-16:30 セキュアシステム研究部門 
臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3 室） 

委員会 

2013/11/13 水 16:30-17:15 ヒューマンライフテクノロジー研究部門 
臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3 室） 

委員会 

2013/11/26 火 13:30-16:15 地圏資源環境研究部門 
臨海副都心センター 多目的室（別館

11202～3 室） 

委員会 

2013/12/3 火 13:00-17:00 環境管理技術研究部門 
つくば西事業所 第 2 会議室（西-1 棟 

2301 室） 

委員会，見学会 

2013/12/6 金 10:30-12:30 エネルギー技術研究部門 
東京国際交流館プラザ平成 3 階メ

ディアホール 

委員会，シンポジ

ウム 
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2013/12/10 火 13:00-16:50 太陽光発電工学研究センター 
つくば中央第2事業所 交流会議室2

（本部・情報棟 01304 室）  

委員会 

2013/12/10 火 17:40-19:20
フレキシブルエレクトロニクス研究セン

ター 

秋葉原コンベンションホール 

カンファレンスフロア 5F 会議室 

委員会，シンポジ

ウム 

2013/12/26 木 14:30-17:00 知能システム研究部門 
つくば中央第 2事業所 ネットワー

ク会議室（本部・情報棟 01306-2 室） 

委員会，見学会 

2014/1/14 火 13:00-17:15 計測標準研究部門 
つくば中央第3事業所 第4〜6会議室

（3-9 棟 301～3 室） 

委員会，見学会 

2014/1/16 木 14:00-17:00 ネットワークフォトニクス研究センター 
つくば西事業所 ミーティングホー

ル（TIA 連携棟 3F） 

委員会，見学会 

2014/1/16 木 12:30-16:00 生物プロセス研究部門 北海道大学 東京オフィス 大会議室 
委員会 

2014/1/17 金 13:00-16:30 安全科学研究部門 
つくば西事業所 第 1 会議室（西-1 棟 

2301 室） 

委員会 

2014/2/7 金 13:00-16:00 サービス工学研究センター 
臨海副都心センター 会議室 3（別館

11F 11208 室） 

委員会 

2014/2/14 金 10:30-12:30 環境化学技術研究部門 つくば国際会議場 小会議室 301 
委員会，シンポジ

ウム 

2014/2/20 木 13:30-17:30 ナノエレクトロニクス研究部門 
つくば中央第 2事業所 第 6 会議室

（2-12 棟 203-6 室） 

委員会，見学会 

2014/2/26 水 13:00-17:30 ナノチューブ応用研究センター 
つくば中央第 5 事業所 第 4 会議室

(5-2 棟 6603 室） 

委員会，見学会 

※) 開催形式 

 委員会：委員会形式による意見交換 

 シンポジウム：オープンラボ・ユニット主催シンポジウム等の機会における意見交換 

 見学会：研究現場見学会による意見交換 

 

評価委員意見交換（個別訪問） 
研究ユニット 開催日時等 

ユビキタスエネルギー研究部門 10/4（2 件），10/7，10/16（2 件），10/23 

メタンハイドレート研究センター 12/10，12/17（2 件），12/18（2件），12/19 

バイオメディカル研究部門 10/15（2件），10/17，11/20，11/26（3 件） 

先進製造プロセス研究部門 11/7（2 件），11/11，11/21，12/13，12/25 

サステナブルマテリアル研究部門 11/11，11/13，12/17，1/24，2/27 

健康工学研究部門 11/7，11/8（2件），11/15（2件），11/21（2 件） 

電子光技術研究部門 2/3（2 件），2/6，2/14（2 件），2/17 

地質情報研究部門 11/21，11/28，11/29，11/30，12/12，12/17，12/26 

 
評価委員意見交換（委員会形式による意見交換を欠席した委員への個別訪問） 
ナノチューブ応用研究センター 2/24 

環境化学技術研究部門 11/15，2/7 

安全科学研究部門 12/20，12/25，2/17  

情報技術研究部門 12/13 

 

 

 

 

- 146 -



別紙５ 

‐147 ‐ 

 

別紙５：平成２５年度研究資源配分表 
（平成２６年３月現在） 

研
究
分
野 

研究ユニット名 

研究 

職員 

（人） 

契約 

職員 

（人） 

運営費交付金 委託費等 総予算 

総額 

（百万円）

総額/ 

研究職員数

（百万円/人）

総額 

（百万円）

総額/ 

研究職員数 

（百万円/人） 

総額 

（百万円） 

総額/ 

研究職員数

（百万円/人）

環

境

・
エ
ネ
ル
ギ

ー 

ユビキタスエネルギー研究部門 75 109 699 9 886 12  1,585  21 

環境管理技術研究部門 62 60 516 8 355 6  872  14 

環境化学技術研究部門 40 35 413 10 170 4  583  14 

エネルギー技術研究部門 112 153 997 9 1,063 9  2,061  18 

安全科学研究部門 45 61 718 16 630 14  1,348  30 

新燃料自動車技術研究センター 13 36 522 40 191 15  713  55 

メタンハイドレ－ト研究センター 11 39 123 11 997 91  1,120  102 

コンパクト化学システム研究センター 27 32 402 15 226 8  627  23 

先進パワーエレクトロニクス研究センター 25 42 928 37 1,777 71  2,704  108 

太陽光発電工学研究センター 28 59 2,321 83 1,330 47  3,651  130 

バイオマスリファイナリー研究センター 16 40 231 14 249 16  480  30 

触媒化学融合研究センター 19 24 142 7 322 17  464  24 

再生可能エネルギー研究センター 17 14 335 20 383 23  718  43 

ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス 

健康工学研究部門 63 66 494 8 374 6  868  14 

生物プロセス研究部門 67 88 567 8 545 8  1,113  16 

バイオメディカル研究部門 83 83 700 8 655 8  1,355  16 

ヒューマンライフテクノロジー研究部門 82 100 500 6 397 5  897  11 

糖鎖医工学研究センター 7 46 356 51 298 43  654  94 

生命情報工学研究センター 12 21 312 26 129 11  441  37 

幹細胞工学研究センター 18 27 263 15 216 12  479  27 

創薬分子プロファイリング研究センター 11 22 388 35 236 21  624  56 

情

報

通

信

・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

知能システム研究部門 71 34 586 8 659 9  1,245  17 

情報技術研究部門 34 26 888 26 172 5  1,059  31 

ナノエレクトロニクス研究部門 50 83 1,020 20 2,057 41  3,077  61 

電子光技術研究部門 59 54 535 9 528 9  1,063  18 

セキュアシステム研究部門 32 30 325 10 142 4  466  14 

ネットワ－クフォトニクス研究センター 14 17 259 18 608 43  867  61 

デジタルヒュ－マン工学研究センター 15 45 160 11 209 14  369  25 

ナノスピントロニクス研究センター 14 13 293 21 191 14  484  35 

サービス工学研究センター 18 52 203 11 202 11  405  22 

フレキシブルエレクトロニクス研究センター 21 25 346 16 176 8  522  24 

ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・

材
料
・製
造 

先進製造プロセス研究部門 105 80 718 7 427 4  1,145  11 

サステナブルマテリアル研究部門 54 37 424 8 112 2  535  10 

ナノシステム研究部門 94 90 690 7 632 7  1,322  14 

ナノチュ－ブ応用研究センター 21 36 519 25 625 30  1,144  55 

集積マイクロシステム研究センター 23 41 353 15 416 18  769  33 

計

測
・
計

量
標
準 

計測標準研究部門 242 119 2,117 9 884 4  3,001  13 

計測フロンティア研究部門 54 34 404 7 801 15  1,204  22 

生産計測技術研究センター 27 40 269 10 77 3  347  13 

地 

質

地圏資源環境研究部門 60 44 605 10 1,943 32  2,548  42 

地質情報研究部門 108 86 760 7 255 2  1,015  9 

活断層・地震研究センター 29 16 807 28 279 10  1,086  38 

 合計 1,978 2,159 24,207 12 22,823 12  47,030  24 

注１） 研究職員数は、平成２６年３月現在の研究ユニットに配属されている職員（職員と任期付き職員）を示す。契約職員数は、平成２

６年３月現在の第一号職員（産業技術総合研究所特別研究員）、第二号職員（テクニカルスタッフ）、第三号職員（アシスタント）、第四

号職員（技術専門職）、第五号職員（招へい研究員）、第六号職員（シニアスタッフ）の総和である。 

注２） 運営費交付金、委託費等（助成金、共同研究費を含む）は、研究ユニット配賦額であり、一般管理費控除後の額である。平成２

６年３月現在のデータであり、一部予算の移動があるため確定配賦額ではない。前身の研究ユニットでの執行済み額は含まれていない。

前年度予算残繰越額及び契約済み繰越額が含まれている。 
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別紙６：研究ユニット評価委員会要領 
 
 

制定 平成17年4月1日 17要領第19号 

（16要領第41号の全部改正） 

最終改正 平成22年10月１日 22要領第126号 一部改正 

 
（趣旨） 

第１条 この要領は、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「研究所」という。）の研究ユニット評価委員会

の組織、運営等に関して必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 理事長は、独立行政法人産業技術総合研究所組織規程（22規程第50号）第6条第2項に規定する研究ユニッ

ト及び組織規則（22規則第5号）第6条に規定する連携研究体（以下「研究ユニット等」という。）について評

価を行う必要があると認めるときは、当該研究ユニット等ごとに、研究ユニット評価委員会（以下「委員会」

という。）を置くものとする。 

（任務） 

第３条 委員会は、研究ユニット等が行う業務又は活動に関して、次に掲げる事項について評価を行う。 

一 研究の実施体制 

二 研究の進捗状況 

三 研究成果 

四 その他必要と認める事項 

２ 委員会は、原則として、当該研究ユニット等の新設の日以後２年ごとに、前項の評価を行うものとする。 

（組織） 

第４条 委員会は、次に掲げる者（以下「委員」という。）をもって組織する。 

一 研究ユニット等の行う業務又は活動に高い見識を有する者のうちから理事長が委嘱する者 

二 役員又は職員のうちから理事長が指名する者 

２ 委員会に委員長を置き、理事長が委員のうちから指名する。 

３ 委員長は、委員会の会務を総理する。 

４ 委員長に事故があるときは、理事長があらかじめ指名する者が、その職務を代理する。 

（任期） 

第５条 委員の任期は、２年以内とし、再任を妨げない。 

２ 理事長は、特別な事由があると認める場合は、委員を解任することができる。 

（開催） 

第６条 委員会は、理事長の命を受けて、評価部長が招集する。 

（公開） 

第７条 委員会は、委員による率直かつ自由な意見交換を確保するため、原則として非公開とする。ただし、委

員長は、必要があると認める場合は、委員以外の者に委員会の傍聴を認めることができる。 

２ 委員会の議事要旨は、公開するものとする。 

３ 委員長は、必要があると認める場合は、委員以外の者に委員会の出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（評価結果） 

第８条 評価結果は、評価部長がとりまとめ、理事長に報告する。 

２ 理事長は、評価結果を、委員のリストを付して公開するものとする。 

（事務） 

第９条 委員会の事務は、研究評価推進室が行う。 
 
附 則（17要領第19号・全部改正） 

この要領は、平成17年4月1日から施行する。 

附 則（20要領第59号・一部改正） 

この要領は、平成20年4月1日から施行する。 

附 則（22 要領第 126 号・一部改正） 

この要領は、平成 22 年 10 月 1 日から施行する。 
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別紙７：研究ユニット評価委員が利害関係者であることの判断基準 

について 
 
 

制定 第14000-20011001-1号 平成13年10月1日 

最終改正 第10140100-E-20120402-001号 平成24年4月1日 一部改正 

 

 独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。） の研究ユニット評価委員会の組織、運営等に関

して、公正性かつ、透明性を確保する観点から、研究ユニット評価委員会要領（２２要領第１２６号）第４条第１

項第１号で規定する委員（委嘱予定の者も含む）（以下、「委員」という。）と被評価研究ユニット（以下「研究

ユニット」という。）との利害関係を判断する基準について必要な事項を定めるものとする。 

１ 委員が所属する機関（以下「所属機関」という。）が、次の各号のいずれかに該当する場合に、利害関係があ

るものとみなす。ただし、委員の所属する部署が当該業務等を実施する部署と異なることあるいは委員の役職

等が当該業務等に関する権限を有していないことなどにより、研究ユニットの評価への影響がないと判断する

場合はこの限りではない。 

一 研究ユニットに所属するグループ長、チーム長、室長等（以下「グループ長等」という。）以上の研究者と

現在又は直近の過去３年間、共同研究、受託研究等の連携業務において、当該研究ユニットと関係を有する

あるいは有したこと、又は近い将来関係を有する見込みがある場合。 

二 研究ユニットに所属するグループ長等以上の研究者と現在又は直近の過去３年間、同一の技術研究組合に

参画することにより、当該研究ユニットと関係を有するあるいは有したこと、又は近い将来関係を有する見

込みがある場合。 

三 研究ユニットの業務に重要な役割を果たす研究用機器の納入（予定も含む）等を行っている場合。 

四 研究ユニットの業務に関して、計量法計量標準供給制度に基づき、産総研から直接標準の供給を受けてい

る、又は特定計量器の型式承認を受けている場合。 

五 研究ユニットが研究資源配分等へ関与している研究プロジェクトへ参加している場合。 

六 研究ユニットの職員が関与する産総研技術移転ベンチャーと競合関係にある場合。 

２ 委員が、次の各号のいずれかに該当する場合に、利害関係があるものとみなす。ただし、研究ユニットの評

価への影響がないと判断する場合はこの限りではない。 

一 産総研の役職員等（雇用契約あるいは産総研各制度による契約又は委嘱により在籍）であった経歴を有し、

産総研の役職員等でなくなってから３年を経過していない場合。 

二 研究ユニットに所属するグループ長等以上の研究者と直近の過去３年間に産総研以外の同一機関に勤務し

た経歴を有する場合。 

三 研究ユニットが参加している研究プロジェクトに係る研究資源配分等へ関与している場合。 

３ その他、委員及び／又は所属機関が、研究ユニットの評価を行ううえで評価に影響を及ぼす関係を研究ユニッ

トとの間に有する場合に、利害関係があるものとみなす。 

 

附 則（第14000-20011001-1号） 

この基準は、平成13年10月1日から施行する。 

 

附 則（第14000-20040830-002号・一部改正） 

この基準は、平成16年8月1日から施行する。 

 

附 則（第14000-20050113-001号・一部改正） 

この基準は、平成17年1月13日から施行する。 

 

附 則（第14000-20050401-001号・一部改正） 

この基準は、平成17年4月1日から施行する。 

 

附 則（第10140100-E-20120402-001号・一部改正） 

この基準は、平成24年4月1日から施行する。 

 

この基準における「部署」の単位は、大学・大学院の場合には学部学科・研究科専攻等、独立行政法人等の場合

には研究センター・研究部門等を、企業等（営利法人）の場合には従業員規模等がより大きな事業部等を指すも

のとする（原則、中小企業基本法第2条に定義する中小企業は除く。）。 
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別紙８：研究ユニット評価に係る秘密保持に関する誓約事項 
 

 

制定 第 10140100-E-20100715-001 号 平成 22 年 7 月 15 日 

 

私は、独立行政法人産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）研究ユニット評価（以下「本件目的」とい

う。）に伴う委員会等（評価委員会、意見交換会、現場見学会等を含む。）に際して、産総研の役員および職員よ

り開示される一切の秘密情報につきまして、以下の事項を遵守することを誓約します。 

 

第１条 産総研より開示または提供される秘密情報とは、本項第一号および第二号に規定する技術情報および事

業情報を総称したものをいいます。 

一 技術情報とは、次のものをいいます。 

イ 産総研より本件目的に係り開示または提供される技術的情報であって、秘密である旨の表示がなされて

いる資料に記録されたもの（書類、電子データを格納した電子媒体等の有体物）。 

ロ 産総研より本件目的に係り開示される技術的情報であって、口頭または視覚的方法で開示され、かつ開

示に際し秘密である旨明示され、開示後３０日以内に書面で産総研から通知されたもの。 

二 事業情報とは、次のものをいいます。 

イ 産総研より本件目的に係り開示または提供される事業、運営等に係る技術情報以外の情報であって、秘

密である旨の表示がなされている資料に記録されたもの（書類、電子データを格納した電子媒体等の有体

物）。 

ロ 産総研より本件目的に係り開示される事業、運営等に係る技術情報以外の情報であって、口頭または視

覚的方法で開示され、かつ開示に際し秘密である旨明示され、開示後３０日以内に書面で産総研から通知

されたもの。 

２ 前項に基づき定義された秘密情報は、次の各号の一に該当することが客観的に立証できる情報は、含まない

ものとします。 

一 産総研から開示または提供を受ける前に既に保有し、または第三者から秘密保持の義務を負うことなく入

手していたもの。 

二 産総研から開示または提供を受ける前に既に公知または公用となっているもの。 

三 産総研から開示または提供を受けた後に当事者の責によらず公知となったもの。 

四 産総研から開示または提供を受けた後に、正当な権限を有する第三者から、秘密保持の義務を負うことな

く入手したもの。 

五 書面により産総研から事前の承諾を得たもの。 

六 産総研から知り得た情報によらないで独自に開発したことが書面により立証できるもの。 

七 法令または裁判所の命令により開示を義務づけられるもの。 

第２条 本件目的以外に、産総研より開示された秘密情報を使用しないものとします。ただし、本件目的以外の

使用を希望する場合には、産総研にその旨を通知して協議の上、必要な場合には別途その取り扱いを定めるこ

ととします。 

第３条 秘密情報について、厳に秘密を保持するものとし、書面による産総研の承諾なくして、第三者に漏洩し

ないものとします。 

第４条 産総研から開示または提供を受けた秘密情報について、本件目的の範囲を超える目的のために秘密情報

の一部または全部を複製しないものとします。 

第５条 産総研から開示または提供を受けた秘密情報にアクセスした者の記憶に留まるアイデア、コンセプト等

により、発明、考案、または意匠の創作等（以下｢発明等｣という。）をなしたときは、産総研に通知し、権利の

帰属、出願の可否、取扱い等について別途協議の上決定致します。 

第６条 上記事項は、秘密情報が公開されない限り、開示の日から起算した３年間後の年度末まで有効に存続す

るものとします。 

 

附 則 

この誓約事項は、平成 22 年 7 月 15 日から施行する。 
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別紙９：研究ユニット評価実施要領 
 

制定 第 10140100-E-20100715-002 号 平成 22 年 7 月 15 日 
平成 23 年 6 月 30 日 一部改正 

最終制定 第 10140100-A-20120511-001 号 平成 24 年 5 月 11 日 一部改定 

 
 本実施要領は、「研究ユニット評価委員会要領」に基づき、研究ユニット評価の実施に必要な事項について

定める。また、研究ユニット評価委員会の委員のうち外部評価委員の構成及び選定については、「研究ユニッ

ト評価外部評価委員の候補者選定実施要領」による。 

 

１．研究ユニット評価の目的 

 研究ユニット評価は、以下を目的とする。 

① 研究活動の活性化・効率化を図ること 

② 評価結果を産総研の経営判断に活用すること 

③ 産総研の活動を公開し、透明性の確保と理解を得ること 

２．評価の実施時期・内容 

 研究ユニット評価の実施時期は、隔年度を基本とし、研究センター及び研究ラボはその発足時期を、研究部

門においては中期目標期間を基準に、各年度に実施する研究ユニットを別途定める。 

 なお、研究ユニット評価の実施時期等によって、本実施要領に定める評価の対象期間、評価内容及び評価結

果の記入等の事項の一部を変更することができる。 

３．評価の対象期間 

 評価の対象期間は、原則として、当該年度及びその前年度の２年間とし、実績のデータ（特許、論文等）につ

いては当該年度の９月３０日までの過去２年間とする。 

４．評価内容 

 本評価では、本格研究の推進の観点から、中期目標の達成とアウトカムの実現に向けた①研究ユニット全体

のシナリオ・ロードマップ、②ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット、③イノベーション推進への

取り組み及び④研究ユニット運営の取り組みについて評価を行う。 

 これらの評価にあたっては、研究ユニットの種類（研究部門・センター・ラボ）、研究の性格（先端・政策ニーズ

対応・知的基盤）及び中期目標期間に対する評価の実施時期の違いも十分に考慮する。 

（１）研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ 

 研究ユニットの研究開発の計画全体を対象に、中期計画における目標の達成及び中長期的な展開等の妥当

性について評価する。 

 （主要な評価事項） 

・ 中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗（中期目標期間のはじめの時期は計画を対象にし、

その後進捗を含める） 

・ 中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 

・ 内外との連携及び国内外における優位性・特徴 

・ 研究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開 等 

（２）ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット 

 ユニット戦略課題毎に以下の項目について評価する。 

 なお、主たる研究の性格のうち、「先端研究」には、新たな知識の発見・解明とともに、新たな概念や技術

体系の構築等、既存の知識を含めた融合・適用を主体とする研究開発を含み、それらの位置づけや外部連携の

実績等も考慮して評価する。「政策ニーズ対応研究」や「知的基盤研究」においては、長期的政策推進計画

や国の整備計画等との整合性も考慮して評価する。 

 また、ミッションに地域貢献があり、それに対応する研究開発が含まれる場合には、ロードマップやアウ

トプットのアウトカム実現への寄与における地域貢献の妥当性も考慮する。 

１）ロードマップ 

 中期計画における目標、アウトカムとその実現に向けたロードマップの妥当性等について評価する。 

 （主要な評価事項） 

・ アウトカムの的確性 

・ アウトカムへの道筋（研究開発の内容や連携等の方策）、及びマイルストーンの設定の妥当性 

・ 必要な技術要素の把握の妥当性 

・ 他機関との優位性等の比較（ベンチマーク）の妥当性 等 

２）アウトプット（成果） 

 アウトプット（成果）のアウトカム実現への寄与とその世界水準を基準とする質の高さ等について評

価する。 
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 （主要な評価事項） 

・ アウトカム実現への寄与 

・ 世界水準を基準とする質 

・ これまでのロードマップに示されていない顕著な成果 等 

（３）イノベーション推進への取り組み 

 成果の発信やイノベーションハブによる国、社会への貢献等に向けた取り組みとその効果について評価す

る。 

 （主要な評価事項） 

・ 成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等への貢献

の取り組みとその効果 等 

・ 産業人材育成を含む、産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みとその効果 

等 

（４）研究ユニット運営の取り組み 

 研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその効果等について評価する。 

（主要な評価事項） 

・ 所内連携や分野融合 

・ 資金獲得・効率的活用 

・ 組織運営や体制の整備 

・ 内部人材育成 

・ 挑戦課題の推進等 等 

５．評価の手順等 

 研究ユニット評価委員会は、委員会配布資料（研究ユニット作成資料、事務局による参考資料等）及び資料の

説明・質疑に基づいて評価を行う。 

 評価委員会に出席しない委員が書類のみによって評価することは行わない。 

（１）研究ユニット作成資料及び評価委員会における説明・質疑 

 研究ユニットは、前項の評価事項に対応する以下の資料を作成し、評価委員会で説明するとともに、評価

委員との質疑応答を行う。 

１）評価資料（研究ユニットが事前に評価部に提出） 

 「研究ユニット評価資料作成要領」に示す様式に従い作成された資料とする。評価委員会が開催さ

れる１ヶ月前までに、電子ファイルで評価部に提出する。 

 評価部は、提出資料に必要な事項が記載されていない場合にはその修正を求める。 

２）プレゼンテーション資料（委員会当日、研究ユニットが配布。平日２日前までにその時点の資料

を評価部に送付） 

 当日のプレゼンテーションにおいて、上記の評価資料の主要な項目に関する説明を行う資料とする。 

３）評価委員会における説明・質疑 

 研究ユニットは、評価委員会において、前項の評価項目の順に評価資料の説明を行う。 

 なお、評価委員の質疑の時間を確保するため、説明時間は、質疑の時間以下とする。 

（２）評価委員による評価結果の記入 

 評価委員は原則として全項目について評価する。 

 評価コメント及び評点を評価用紙に記入し、委員会終了後1週間以内に事務局に提出する。評価委員によ

る評価コメントと評点を表１に示す。 

 外部評価委員は「ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット」及び「イノベーション推進への取

り組み」について、コメントとともに、評点を記す。そのほかに対するコメントも可能な限り付すものとす

る。 

 内部評価委員は、「研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ」について「研究ユニット戦略課題毎の

ロードマップ・アウトプット」も考慮して評点を記し、コメントを付す。また、「イノベーション推進への取

り組み」及び「研究ユニット運営の取り組み」についても評点を記し、コメントを付す。 

１）評価コメント 

 評価コメントは、評価の根拠のコメントのほかに、今後の方向性と助言を記述する。 

２）評点 

 評点は、以下を基本とする。 

  Ａ（優れている、４点） 

  Ｂ（概ね適切、３点） 

  Ｃ（要改善、２点） 

  Ｄ（不適切、１点） 

 なお、特記的に優れているものについてはＡＡ（５点）とすることができる。また、それぞれの評点の

間の評点を認め、例えばＡとＢの間の場合、Ａ/Ｂとする。 
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３）評価結果の取り扱い 

 評価コメント及び評点は、評価委員名を匿名化して研究ユニットに回付する。評価委員のコメント

に事実誤認があると研究ユニットが指摘し、評価部が必要と認めた場合、その指摘を評価委員に回付

する。評価委員はこれを参考にしてコメントあるいは評点を修正することができる。 

 

４）総合点の算出 

 表 1 における評点の重み付けにより、総合点を算出する。この場合、ユニット戦略課題について

は、研究ユニットが設定した課題の重み（１又は２）を掛けて加重平均を取り、ユニット戦略課題の総合

点とする。 

 

表１ 評価項目と評価及び評点の重み付け 

   ＊ ユニット戦略課題も考慮する 
 

５）評価委員によるその他の意見 

 評価委員は、その他の意見として、以下の項目のコメントを付すことができる。 

・ 研究ユニットについて 

・ 評価システムについて 

６．評価結果の報告 

 評価結果は、評価部長がとりまとめて理事長に報告する。 

７．留意事項 

 研究ユニット評価における、秘密保持、提出資料等の「法人文書としての取り扱い」及び「著作権の対応」

等は、それぞれ関連する法令及び所内規定等に基づいて対応することとする。評価における資料・情報の取り扱

いの留意点を「研究ユニット評価資料作成要領」に示す。 

８．その他 

 なお、研究センター及び研究ラボの終了予定年度に、研究ユニット評価と研究ユニット活動総括・提言委員会

を実施する場合には、研究ユニット評価を原則として当該年度の６月頃に実施することとし、その場合には事

前の連絡を当該研究ユニットに行い、当該研究ユニットは実施に必要な準備を行うこととする。 

 
 

評価項目 
外部評価委員 内部評価委員 

評価 評点 
重み付け

評価 評点 
重み付け

研究ユニット全体のシナリオ・

ロードマップ 
・評価コメント  ・評価コメント 

・評点（＊） ０．１ 

ユニット戦略課題毎のロードマッ

プ・アウトプット 
・評価コメント 
・評点 ０．６ 

・評価コメント  

イノベーション推進への取り組み 
 

・評価コメント 
・評点 ０．１ 

・評価コメント 
・評点 

０．２ 
研究ユニット運営の取り組み 

 
・評価コメント 
 

 ・評価コメント 
・評点 
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別紙１０：研究ユニット評価資料作成要領 
 

制定 第 10140100-A-20110630-002 号 平成 23 年 6 月 30 日 

（研究ユニット評価実施要領から分離改定） 

最終制定 第 10140100-A-20120511-002 号 平成 24 年 5 月 11 日 一部改定 

 

（必要なときは、次の内容をご記入ください） 

 

 地震の影響等の状況の大きな変化とその対応の概要について、必要なときは、項目６「その他」 にまとめ

て記載してください。また、研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップの変更やユニット戦略課題毎の影

響、及びユニット経営における工夫等は、それぞれ該当する場所に記載してください。データ表は、必要な

ときは研究開発の実施以外の経費を分けて記入してください。 

 なお、評価委員会では、上記の全体概要について、必要に応じて冒頭に説明を行ってください。 

Ａ 記入様式 

 研究ユニットは、評価資料を以下の様式に従って作成してください。また、項目７「研究成果等に関する

データ表」は、評価部から配布する入力用シートを用いてください（なお、研究テーマＤＢの利用については

評価部と協議してください）。 

①  書式： 

  ソフト：ＭＳワード 

  用紙サイズ：Ａ４（縦）、４３字／行、５０行／ページ 

  マージン：上下、左右各２０ｍｍ 

  フォント：ＭＳゴシック１０．５ポイント。 

② 提出方法：メール添付で提出 

③ 提出期限：委員会開催日の１ヶ月前 

④ 提出先 ：評価部の各研究ユニット担当者 

Ｂ 表題及び研究ユニット名 

 表題：研究ユニット評価資料（平成○○年度実施） 

 研究ユニット名：○○○○○ 

Ｃ 記載内容 

 以下の項目について、明確、簡潔に提示してください。 

１．研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ（３ページ以内（図表を含む、以下同様）） 

１）ミッション 
２）中期計画における目標及び研究戦略における位置付け 
３）中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針） 
４）内外との連携及び国内外における優位性・特徴 
５）研究ユニット全体の計画 
 ユニット戦略課題の相互関係と展開を含めた、研究ユニット全体の計画の要点を記載し、そのシナリオ・

ロードマップを図示してください。また、多様な研究開発を含む場合に、必要なときは、それぞれの研

究開発の段階、及び産業・社会での普及状況等との関係の位置づけをポートフォリオ等で分かりやすく示

してください。 

 なお、研究センター及び研究ラボについては、終了後の展開・発展を含めて示してください。 

２．ユニット戦略課題毎のロードマップ・アウトプット（各ユニット戦略課題毎５ページ以内） 

 以下の項目について、ユニット戦略課題毎にまとめてください。 

 ユニット戦略課題は、研究テーマＤＢに登録した「ユニット戦略課題」（課題数３～６）と一致させてくださ

い。 

２．１．ユニット戦略課題１：課題名 

（１）課題の概要 

１）課題の性格及び本格研究における位置付け 

 主たる研究の性格（先端研究、政策ニーズ対応研究、知的基盤研究）、及びこの課題における主要な

研究開発の最終的なアウトカムに向けた位置付けを示してください。 

 なお、「先端研究」においては、新たな知識の発見・解明のほか、新たな概念や技術体系の構築等、既

存の知識を含めた融合・適用等を主体とする場合、その中核的な研究開発等の主要な位置づけと意義を

示してください。「政策ニーズ対応研究」や「知的基盤研究」にあっては、関連する長期的政策推進

計画や国の整備計画等についても示してください。 

 また、研究開発に地域貢献を含む場合には、その位置づけと意義をここに示すとともに、以下の項目

（２）のロードマップにおける位置づけ及び（３）のアウトプットにおいてアウトカム実現への寄与の具体
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的内容等を示してください。 

２）課題の重み（１又は２） 

 基本は１とし、特段重要と考える場合は２としてください。この課題の重みは、ユニット戦略課題の

総合点を計算する際の加重係数となります。 

３）対応する中期計画項目：番号及び項目名（小項目及び小項目の一部を担当する場合にはその部分

までを示してください、○－（○）－<○>、「・・・・・・・」） 

４）参画研究グループ／チーム名（他研究ユニットを含む） 

５）研究予算の内訳等 

 前年度及び今年度の予算額（運営費交付金、外部予算）を示してください。 

 （「研究成果等に関するデータ表」を補足する特徴的なことや記載が難しい内容を示してください。

特にない場合、「「研究成果等に関するデータ表」参照」としてもかまいません。） 

６）その他 

 産業変革イニシアティブ課題や連携研究体の研究課題がある場合、ユニット戦略課題との関係を記述

してください。 

 ユニット戦略課題と密接に関係して実施している技術研究組合の研究開発がある場合で、必要なとき

は、その関係及び可能な範囲で資源（産総研からの人員等）を記載してください。 

 また、それらの成果を項目（３） １）「主な成果及び進捗」に記載する場合には、技術研究組合での成

果と分かるようにしてください。 

 なお、技術研究組合に関する取り組みで必要なときは、「イノベーション推進への取り組み」の評価

項目でアピールしてください。 

（２）ロードマップ 

中期目標期間中を中心に、研究ユニットの種類や研究の性格を考慮して作成してください。 

１）ロードマップ 

 以下の全項目の関係を含むロードマップの要点を記載し、ロードマップを図示してください。ま

た、多様な研究開発が含まれる場合、必要なときは、それぞれの研究開発の段階及び産業・社会での普

及状況等との関係の位置づけをポートフォリオ等で分かりやすく示してください。 

① 想定するアウトカム 

② マイルストーン：中期計画における目標、アウトカム実現に至るまでの年度目標、その達成に向

けた方策（研究開発の内容や連携等） 

③ 技術要素：アウトカム実現に向けて必要となる技術要素及びユニット戦略課題遂行のために研究

ユニットが有するコア技術 

 なお、前回の評価委員会等におけるロードマップから変更がある場合には、その内容及び背景等をあ

わせて説明してください。 

２）ベンチマーク 

 本課題や技術要素に関する研究ユニットの国内外の位置付けと優位性・特徴について、外部連携状況

を含めて、図表を活用して簡潔に示してください。 

 

（表の例） 

課題又は技術等 国内外の位置付け 優位性・特徴 

＊＊課題 
 

  

＊＊に関する技術 
 

  

 
 

  

 

（３）アウトプット（成果）（数値は「研究成果等に関するデータ表」に記載） 

１）主な成果及び進捗（図を含めて１ページ程度） 

 研究開発の主な成果について、ロードマップにおけるアウトカムとの関係及びその世界水準が分かる

ように説明してください。 

 また、これまでのロードマップに記載されていない顕著な成果や過去の研究開発によるアウトカムの

実績等がある場合には、その意義を含めて記載してください。 

２）代表的な成果のエビデンス 

 各ユニット戦略課題に関連する代表的な成果について、各年度について全項目で併せて１０件程度を

示してください。項目選択や順序、様式は任意です。 

２．２．ユニット戦略課題２：課題名 

（以下、各ユニット戦略課題について、上記の項目で記述してください） 
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３．イノベーション推進への取り組み 

 イノベーション推進への取り組みに関する研究ユニットの考え方及び主要な目標について、２００字以内

で記述してください。 

 また、以下の取り組みについて、研究ユニットの特徴等に基づいて、アピールしたい順番にそれぞれ３事

項以内を記載してください。効果等の欄には、外部への貢献や企業等の相手における効果等を記述してく

ださい。 

（１）成果の発信や研究ポテンシャルによる、国、社会、産業界、学界、及び国際、知的基盤等への貢献の取

り組みと効果等。 

取り組みの事項と目的及び内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 

 
 

 

 

（２）産業人材育成及び産学官連携・地域連携等のイノベーションハブとしての取り組みと効果等。 

取り組みの事項と目的及び内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 

 
 

 

 

４．研究ユニット運営の取り組み 

 研究ユニットの活動の活性化とポテンシャル向上への取り組みとその効果について、以下の５項目及びそ

の他の事項を、アピールしたい順に可能な限り記載してください。（ただし、リスク管理・コンプライアン

スは含みません） 

・ 資金獲得・効率的活用の工夫 

・ 組織運営や体制の整備等の工夫 

・ 内部人材育成の工夫 

・ 所内連携や分野融合等の工夫 

・ 挑戦課題の推進等の工夫 

 

取り組みの事項と内容 

（２００字以内） 

効果等 

（１００字以内） 

１．（事項名） 

 
 

 

２． 

 
 

 

３． 

 
 

 

４． 
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５．前回評価結果等の指摘事項に対する対応 

 前回の評価結果等の主な指摘事項５件程度について、研究ユニットの対応状況及び役立った点等を記載し

てください。 

 

前回評価結果等の

指摘事項 

指摘事項の対応状況 

（２００字以内） 

 
 

 

  

  

  

  

 

６．その他 

 その他のアピールしたい点、及び今後の課題や意見等がある場合に記載してください。（省略可、１ペー

ジ以内） 

７．研究成果等に関するデータ表 

 研究成果等の主要なデータについて、別途評価部が配布するデータシートに記入してください。 

 （なお、前述のように、研究テーマＤＢの利用については、評価部と協議してください） 

８．評価における資料・情報の取り扱いの留意点 

１）秘密保持に関する留意点 

・ 「研究ユニット評価資料」は、その一部を評価結果の報告書等によって公表することがあるので、

秘密情報は掲載しないでください。 

・ その他のプレゼンテーション資料や配布資料及び口頭での説明等における秘密情報の取り扱いは、

共同研究等の秘密保持契約を結んでいる場合にはそれに従ってください。共同研究の相手先の名称

等を含めて、必要なときは相手先に書面による承諾を得てください。 

・ その他を含む秘密情報の取り扱いとして、評価委員と秘密保持に関する誓約をとりかわします。

この場合においても、秘密情報の部分を特定して示すことなど、秘密情報の表示等の要件を満たす

必要がありますので、適切に対応してください。 

２）法人文書としての取り扱い 

・ 「研究ユニット評価資料」のほか、プレゼンテーション資料及び配布資料は、法人文書で、情報

公開の開示請求の対象であり、保存期間等の適切な管理が必要です。 

３）著作権の対応 

・ 「研究ユニット評価資料」は、評価部において複写等を行うので、著作権法に従ったものとする

とともに、別途手続きが必要な資料や図表等は用いないでください。 

・ プレゼンテーション資料及び配布資料は、原則著作権の許諾等が不要なものとしますが、必要な

場合には研究ユニットで手続き等を行い、その許諾された範囲で複写等を行ったものを提出してく

ださい。 
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別紙１１：研究ユニット評価 評価用紙 
 

ここには外部評価委員用の評価用紙を示す。内部評価委員用は評点を記載する用紙が異なる。 
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△△研究センター

外部○○ 委員

評点は必要ございません。コメントをご記入ください。

評価できる点 問題点、改善すべき点

今後の方向性と助言

　①　中期計画における目標とその達成に関する計画・進捗
　　　（中期目標期間のはじめの時期は計画を対象にし、その後進捗を含める）
　②　中長期的視点からの研究ユニットの目標（方針）
　③　内外との連携及び国内外における優位性・特徴
　④　研究ユニット全体の計画におけるユニット戦略課題の相互関係と展開

記入上の注意

・水色の欄へご記入ください。
・Ｅｘｃｅｌのセル内での改行は、Alt-Enterで実行できます。
・記入されたコメントがセル内に納まりきらず、後ろの部分が表示されていないような場合、行の高さを変更していただいても結構で
す。（変更されなくても構いません。）
・ご返送いただいた後、プログラムによる文書処理を行いますので、エクセルの行や列の追加や削除、セルの結合、シート名の変更
は、なさらないようにお願い致します。

研究ユニット全体のシナリオ・ロードマップ

研究ユニットの研究開発計画全体を対象に、中期計画における目標の達成及び中長期的な展開の妥当性について、以
下の事項を主要な内容として評価してください。
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△△研究センター

外部○○ 委員

評点は必要ございません。コメントをご記入ください。

評価できる点 問題点、改善すべき点

今後の方向性と助言

記入上の注意

・水色の欄へご記入ください。
・Ｅｘｃｅｌのセル内での改行は、Alt-Enterで実行できます。
・記入されたコメントがセル内に納まりきらず、後ろの部分が表示されていないような場合、行の高さを変更していただいても結構で
す。（変更されなくても構いません。）
・ご返送いただいた後、プログラムによる文書処理を行いますので、エクセルの行や列の追加や削除、セルの結合、シート名の変更
は、なさらないようにお願い致します。

研究ユニット運営の取り組み

　・　所内連携や分野融合
　・　資金獲得・効率的活用
　・　組織運営や体制の整備
　・　内部人材育成
　・　挑戦課題の推進等
　・　その他

研究ユニット運営における活動の活性化とポテンシャル向上に関する以下の事項の取り組みと効果等について、研究ユ
ニットが提示する内容の妥当性を評価してください。
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別紙１２：評価システム等に対するコメントと回答 
 

 
○肯定的なコメント 

 □ 評価システムは有効に機能し全体として適切 
・ 本評価システムは有効に機能していると判定される。意見交換会を含めほぼ毎年の事業の進展に
ついて評価側もその進展度のスピードを確認することができ、また予想を上回る研究成果の得られ
ていることが十分に把握できる。 

・ 外部評価と意見交換を１年置きに行うスケジュール管理は合理的であり、継続委員と新規委員に
かかわらず、それぞれの観点からの評価を可能とし、計画内容の更新にもフレキシブルに対応して
無理なく評価できるシステムと思われる。また、ロードマップとアウトカムを示し、その中で各テー
マの位置づけを考察することは、アウトプットの意義を明確にするとともに、進捗管理にも有用な
システムと考えている。 

・ この種の研究ユニットで２－３年に１回程度の評価というのは適切であると思う。これ以上頻繁に
評価をするようであれば、研究者の負担が大きくなるので、そうならないことが望ましい。 

・ 具体的な「物」（製品）と共通基盤の体系化の２本柱の評価システムは極めて妥当と考えられ優
れていると思う。 

・ 今回評価委員会で、評価基準や定量的評価のできる目標の設定等の議論があった。ここはそのよ
うな意見にひるまずに、現在のような評価もあるということを堅持していただきたい。でないと、
研究ユニット側が、より実現が容易な、安易な目標を作るようになり、結果的にイノベーションを
生む事ができなくなるので。 

・ 冒頭説明があったが、評価をする事が目的ではなく、今後の展開へつなげるための手段としての
評価との事で、その通りだと思う。 

・ 十分な資源が投下され、かつ効率的な評価が行われていると思う。 

・ よく検討、準備されており、特に大きな問題はないと考える。 

・ 評価システムについては問題ないと思う。 

 

 

△提言・改善等のコメント 

 □ 評価内容や基準について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 長期的な成果や新しい概念を考慮した評価が
必要 

・ アウトカムについて商業化時点のより具体的
なもの等を設定した評価が必要 

・ 評価基準等の明確化が必要 
・ 多様な観点からの評価が必要 

・ 「アウトカム創出の視点からの評価」を基本的
考え方として、中長期的な目標及びより具体的
な短期的目標と道筋を示して、それらの妥当性
を含めた評価を行うこととしています。引き続
きより適切な評価システムとして行きたいと考
えています。 

＜長期的な成果や新しい概念を考慮した評価が必要＞ 

・ リスクの大きな挑戦的研究についても短期のアウトカムのみに捕らわれず、長期的な時間積分値
での評価が望まれる。 

・ アウトカムを評価の対象とするとき、７年間に出てくれば良いが、顕在化するまでに多くの時間
がかかるようなケースでは、評価の対象とならない。従って、研究者の努力が報われるように、長
い期間にわたる評価体制も必要かもしれない。 

・ 新しい概念が生まれつつある研究センターを適切に評価するのは非常に難しい。細かい評価はど
うしても因襲的なテーマに有利になるので、その辺の調整は必要。 

・ 一般企業の研究開発とは違い、研究結果だけでなく、今後に期待できる研究ができる考え方がで
きるかも評価対象になると思う。 

・ どのような姿を目指すのかを各研究センター長らの話し合いで提案し、実行（ここで評価がある）
していくのも一案。 
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＜アウトカムについて商業化時点のより具体的なもの等を設定した評価が必要＞ 

・ アウトカムについては商業化時点のイメージを５Ｗ２Ｈで想定したもので設定することを提案す
る。又、アウトカムに至るロードマップをできるだけ具体的に設定し、そのステージゲート管理を
行う為の見直しポイントの定量目標をアウトプットと位置付けることを提案する。変化の早い分野
に対応した研究開発を戦略的に進めるためには、取組み案件の取捨選択や取組み方法の変更を機動
的に行うことが不可欠であるので、係る手法の検討を期待する。 

・ 新産業を創出・育成するという観点から、技術の商業化という評価基準を設定する必要があると
思う。即ち、此迄 「アウトプット」から「アウトカム」に至る取組みに対しては具体的な評価は
行われなかったが、その結果責任も問えるような制度・システムの運用（事後トレースの方法）を
考えるべきだと思う。又、ステージゲート方式での取組みにおいて、所謂 「Ｅｘｉｔ ルール」的な「撤
収基準」や「リバイバル基準」を着手段階から設けた上で取組むことも必要と考える。 

 

＜評価基準等の明確化が必要＞ 

・ 現在の日本の研究は往々にして、多量の投資が行われている研究分野や組織からの成果が、投資
量に比べて低調である例が多い。成果については投入資源や資金等を分母としてコストパフォーマ
ンスをある程度きっちりと把握して評価して頂きたい。 

・ 研究テーマの位置づけ、Ｉｎ－Ｏｕｔ管理（トータルの投入資金に対する成果）等、客観的に評価で
きるような工夫について、産総研全体として可能性を検討してはいかがか。 

・ 各取組み案件を、①産総研が独自に取組むもの、②産総研が主体で外部との連携で取組むもの、
③外部企業が主体で産総研は補完的な役割をはたすもの、という３つの区分で整理して、産総研と
してのＰｕｒｅな貢献度を費用対効果の観点から評価する手法の検討を望む。 

・ 評価の点数が主観的になってしまう。点数と成果を結びつけるような説明があると良い。どこま
で進捗できていたらＢなのか、Ａなのかということがわかると良い。 

・ 評価委員会で疑問が出された「イノベーション推進」への評価は、私も何を評価するのか良く分
からない。一応コメントは記入したが、当を得ているのかどうか自信がない。 

・ 外部評価者は、内情を知らないで勝手なことを言うと思われる。発言を見極めて、できるだけエ
ビデンスベースで評価ができるようなシステムを構築されることを期待する。 

・ どうしても計画段階における成果物の定義があいまいになるので、絶対的評価がしにくく、相対
的評価になりがち。 

 

＜多様な観点からの評価が必要＞ 

・ １つの研究ユニット内に、応用研究、基礎研究、理論研究の各グループが共存しているため、各
グループのミッションに応じた多様な観点からの評価が必要に思われる。 

・ 地域による立地の差を重要なものと捉え、地域の多様性を重視することも重要である。中央での
統一的な評価のみの評価は避けるべきである。各地域センターがそれぞれの個性ある多様な戦略を
鮮明に打ち出して互いに切磋琢磨することが必要である。 

 

 □ 評価の資料について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価の資料について、内容の充実と記載を適
切にする必要。 

・ 評価委員への事前送付資料や、委員会当日の説
明資料等について、記載事項とより適切な記載
内容や方法について、研究ユニットとの意見交
換も行い改善を図ります。 

・ 評価者が、研究成果と予算・決算をもう少し詳細に査読できるような資料の提供と、査読に必要
な時間を与えること、そして成果発表者と評価者との話し合いと、さらに評価者同士の話し合いに、
もう少し十分な時間を与えて欲しい。 

・ 評価委員自身の時間的制約もあるので、単に長い時間をとるだけでは無意味かもしれないが、事
前資料に対する仮の評価を行っておく（もしくは疑問点の抽出・改善意見の仮提出)、と言った方法
を取るのも、良いかもしれないと感じられた。 

・ 研究ユニットの要素技術研究は、競合する他の技術（他企業や研究機関）についても記載し、産
総研の取組み技術の特徴を示すと良い。 

・ 共同研究について、成果の出口だけでなく、情報の入手等の観点から大いに取り組むべきである
が、「研究成果等のデータ表」によると、企業との共同研究数が多い割に企業からの資金提供が少
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ない。無償で行われているテーマもある。これら共同研究は、共同研究（企業自身も研究行為をし
ている）か、有償委託研究か、無償なのか、分類するほうが良いと思う。無償であれば内容を公開
すべき。無償や安価な共同研究は、成果とは思えない。 

・ 「シナリオ」の言葉の使い方を間違っているように思えるが、将来が明確に描けないのが研究活
動なので、本来の意味での「シナリオプランニング」を行い、本来の意味の「シナリオ」を作るべ
きだと思う。参考までに、シナリオプランニングの定義は「将来起こり得る環境変化を複数のシナ
リオとして描き出し、その作業を通じて未来に対する洞察力や構想力を高め、不確実性に対応でき
る組織的意思決定能力を培うことを図る、戦略策定および組織学習の手法」である。 

・ ポートフォリオについては、表現のしかたを改善されたい。 

 

 □ 評価委員の構成について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価委員の構成が偏らないように対応が必要
である。 

・ 外部評価委員の選任について今後も研究課題
の進展等に応じて適切に見直しを行います。ま
た、委員の方が欠席される場合の対応も改善を
図ります。 

・ 今回の外部評価委員は材料、デバイス面が中心で、今後、応用システムの専門家が加わることが
望ましい。 

・ 今回は偶然の事故が重なり、企業からの評価委員が１名のみとなったのが気がかりです。評価委
員長に評点権利を委譲する、等の補足規約があっても良いかも知れない。 

  

 □ 評価委員会等の時間について 
外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価の内容が多岐にわたっており、短時間で
は十分に理解するのが難しい。 

・ 意見交換の機会の有効な活用と共に、評価委員
会の開催時間を十分に確保するようにして行き
たいと考えています。 

・ 今回の評価の方法では中身の理解が十分に行えない。もう少し、時間を使って説明が必要だと感
じる。 

・ 研究の性格にもよると思われるが、本研究ユニットの活動内容が豊富で、かなり広範囲にわたっ
ていること、等から評価を書くのに時間がかかった。また、十分に成果の意義や相互の関連性を理
解できていないかもしれない、という感覚が残った。 

・ 評価会のプレゼン時間が一部守られておらず、また質問時間に正規の時間に説明できずに飛ばし
た部分の説明を始めた説明者がいた。配布資料から見ても、時間を守れるスライド数ではなく、自
己の主張が強く、評価者側からの意見を聞く態度からはややかけ離れており、その点が気になった。
また、５時間の評価会のうち、休憩時間が短すぎると思った。 

・ 今回のように、時限を迎える研究ユニットの評価では、通常の年次的な実績評価と、今後の方向
性の両面での議論が必要となるが、後者のことについての議論をする時間が限られていたのが残念
であった。今後の体制についてはこの評価委員会で議論するものではないことは理解しているが、
取り得る体制の案に対して意見を交換する時間がもう少しあった方が良いと考える。 

 

 □ 評価委員会の開催方法等について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 幹部以外の人たちの声もききたい。 

・ もっと少人数にする方が良い。 

・ 意見交換の場、あるいは現場見学やポスター
セッション等の機会をできるだけ設け、幹部以
外の職員とも接していただくようにしていま
す。評価委員会のスタイルについては現在でき
るだけ多くの人が出席して有効に活用されるよ
うにしていますが、引き続き検討させていただ
きます。 
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・ コメントにも記載しましたが、研究ユニットのリーダーとして意識の高いトップの方々の説明だ
けではなく、身分の不安定な若い研究者の悩みや将来の希望、その方々の研究レベル、研究ユニッ
トに対する期待についても聞いてみたかったと思った。それらの方々の声を拾い上げるようなシス
テムも必要だと思う。 

・ 以前は公開ワークショップと委員会を同時開催してくれたので、より詳しい研究内容を聞くこと
もできた。今回は評価日程の都合上仕方がないとは思うが、そのような配慮もしてくれるとうれし
い。 

・ 現在のように所内及び産総研メンバーがずらりと揃って行うスタイルでは、多かれ少なかれ、評
価する側がプレッシャーを感じ、本音が出てこない、言いにくいことも考えられる。もっと少人数
にして行う方が本当の評価ができるように思われる。 

 
 □ 研究テーマの変更等について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 研究メンバーやテーマの移動について説明が
不十分である。 

・ 研究体制や研究内容の変更は、評価に密接に
関係するので、その説明を十分に行うように、
研究ユニットに徹底します。 

・ 研究実施計画期間中に、別の研究ユニットに研究メンバー及びテーマが移動したような場合、説
明する側にも評価する側にも移動した部分と本来の評価対象との境界が不明確で、評価にも影響を
与えているのではないかと危惧する。 
 この様なケースでは、移動した研究内容及び人員等と評価対象研究との概要の説明があっても良
かったのではないかと思う。 

・ スタート時の研究、途中で止めた研究、別なプロジェクトに融合した研究等、履歴が残るように
してもらいたい。良い結果のみ示されている感もある。 

 
 □ 評価結果の反映について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 研究センターの設置期限後等について評価結
果の反映状況等を把握できるようにすることも
必要である。 

・ 研究センター期限後等の研究や組織のあり方
について、評価結果及び評価委員からのコメン
トをとりまとめて審議を行っています。より一
層のご理解いただくよう検討します。 

・ 今回の如く評価をすることは外部評価委員の評価と研究所そのものの中での内部評価がどのよ
うにその後の研究ユニットの運営や産総研全体のリソースの活用更にはイノベーションに結び付
いていくかについて公開できる部分については情報公開を進めることや外部評価そのものに対す
る評価を加えること等も考慮してよろしいのではないかと思われる。 

・ 研究センターの期限の関係で中間評価が多かったように見受けられる。最終評価は、その後の継
続の決定に資すると信じているものの何のオープンなプロセスもなく反映の保証もなく不満が残
る。 

 
 □ 進捗状況の報告について 

外部評価委員によるコメントの要旨 評価部の回答 

・ 評価委員会や意見交換の機会以外にも、進捗
状況報告が必要である。 

・ 評価委員会等の機会以外にも、研究ユニットの
活動状況の資料提供等を行うこととしていま
す。今後さらにその充実を図りたいと考えてい
ます。 

・ 研究内容の進捗状況報告を半年に一度ぐらい知ることができるのが好ましいと思う。 

・ １年１回で、限られた時間で評価することには困難性がある。集まらなくて良いから、文書による
中間報告と、それに対するやや簡単な評価を行うことを検討しても良いのではないか。 
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 □ その他の意見 
・ 評価委員会において、内部評価委員の意見、コメントをあまり聞けなかったのは残念である。(外
部評価委員の意見が活発であった為かと思うが、)内情を把握された、内部評価委員のコメントは
重要であり、外部評価委員にとっても参考になると思う。内部評価委員が意見を述べる時間を確保
しておくことも必要ではないか。 

・ 内部評価委員からの発言や指摘が少ないように思う。 
・ オープンラボ等を踏まえた計画から完成までのドキュメント体系の再整理が必要だと思う。 
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おわりに 
 
 

本報告書では、平成２５年度に実施した１１研究センターの研究ユニット評価の結果、及びその

他の研究ユニットにおける開始時意見交換会と評価委員意見交換の開催状況について報告した。 
 
今年度の評価の対象は全て研究センターであり、評価結果（評価点）には相当程度開きが見ら

れた。評価コメントを解析すると、評価結果の違いは、今後の成果に見込まれる「独自性や波及

効果（インパクト）の大きさ」、「実用化に向けた進展」、「より長期的な研究開発の方向性」に因

るところが大きいと考えられる。 

 

評価が高い課題については、研究開発水準が高いことはもとより、上記いずれの事柄について

も高く評価するコメントが認められる。一方、比較的評価が低い課題では、上記の事柄について

不十分とするコメントが多く認められており、改善にあたっては、より骨太の研究開発課題へと

展開することが必要と考えられる。例えば、産総研の他の研究ユニットの関連研究課題と一体化

することによって、研究成果の意義をより明確化する等の検討が必要であろう。 

 
｢今後の方向性と助言｣のコメントを含め、多くの研究ユニットでは、「研究開発の目指すアプ

リケーションの明確化」が指摘されている。一方、実用化の方向性が明らかになっている場合は、

その一層の迅速化の必要性が指摘されている。これらの指摘に対応するためには、民間企業との

共同研究の実施に止まらず、共同研究先を含めた外部諸機関とのコミュニケーションをより密接

にし、どのような形で研究成果が社会で活用されるかを明確に把握することも必要であろう。 

 
今年度評価委員会を開催しない研究ユニットについては、評価委員の理解を深めるとともに助

言を得る機会として開始時意見交換会や評価委員意見交換を行った。これらを含めて、産総研の

研究活動の進展とそれを取り巻く状況の変化に対応した、より的確な評価が行われるよう、今後

も引き続き評価制度・システムの改善を行う所存である。 
 
本評価にご尽力いただいた評価委員各位に深く感謝して本報告書の末尾とする。 

 

平成２６年４月 

独立行政法人 産業技術総合研究所 評価部 
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